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第１ 外部監査の概要 

１ 外部監査の種類 

自治法第 252 条の 37 第１項の規定に基づく包括外部監査 

２ 選定した特定の事件（テーマ） 

地場産業振興施策に係る事務の執行及び事業の管理について 

（副題）担い手となる中小企業の支援・育成を中心として 

３ 監査対象期間 

平成 28 年度（平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日まで）。ただし、必要

に応じて過年度に遡り、あるいは平成 29 年度の一部も参考とした場合がある。 

４ 監査対象部局 

商工労働部、農林水産部及び企画振興部 

なお、関連する事業に係って次の出資法人に往査した。 

公益財団法人大分県産業創造機構(以下、産業創造機構という。) 

公益社団法人大分県農業農村振興公社(以下、農業公社という。) 

５ 監査実施期間 

平成 29 年７月１日から平成 30 年３月 31 日まで 

６ 特定の事件として選定した理由 

2008 年に始まった日本の人口減少は今後加速度的に進み、2060 年には 8700 万人程

度にまで落ち込むという推計が示されている。地方においては、都市部に先行して人

口減少が進行しており、急激な経済規模の縮小が、社会サービスの低下を招き、さら

なる人口流出を引き起こすという悪循環に陥ることが強く懸念されている。 

このような中、現在、国を挙げて地方創生の取組が進められており、大分県でも「ま
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ち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」を策定している。本監査に関係するしごとづ
．．．．

くり
．．

の面では、産業振興と中小企業への支援が求められるところである。 

 本県の中小企業は企業数で99.9％、従業者数で85.5％を占め、県経済や雇用を支え

る極めて重要な存在であるが、中小企業を取り巻く事業環境は依然厳しい状況にある。

中小企業の大半は従業員20人以下の小規模企業や個人事業主であり、経営基盤の脆弱

さ等の課題を抱えるとともに、経済環境の悪化に伴い、近年では廃業数が開業数を上

回る等、厳しい状況に置かれている。 

こうした状況下、中小企業が成長発展を遂げるには、中小企業の自助努力を基本と

しつつ、県と市町村、民間関係団体が一体となって中小企業振興を推進し、厳しい変

化に対応し果敢に挑戦する中小企業を広く生み出す環境づくりを進める必要がある。 

県では、このような認識のもと、本県の持続的な発展のため、将来にわたり「中小

企業が元気を出せる」、「中小企業が誇りを持てる」、「中小企業を皆で支える」大分県

を目指すことを決意し、「大分県中小企業活性化条例」を平成 25 年３月に制定(平成 29

年 12 月改正)し、平成 17 年から毎年策定していた「おおいた産業活力創造戦略」を、

この条例に基づく計画として位置づけて、経済産業政策の方向性や課題解決のための

施策を具体的に示して、展開している。 

また、担い手不足が深刻化し、構造変化に直面している農林水産業分野では、変化

に対応し、付加価値を高め、儲かる産業へと展開していくことが求められているとい

う認識のもとに、「おおいた農林水産業活力創出プラン 2015」(平成 27 年 12 月)を策定

している。 

さらに、経済波及効果の高い観光産業は地方創生の一翼を担うものとして期待され

ており、大分県では１次産業から３次産業までの様々な要素を取り込んだ総合産業と

して魅力が増しているツーリズムを推進していくとして、「日本一のおんせん県おおい

たツーリズム戦略 2015」(平成 27 年 10 月)を策定している。 

これらの戦略は、県の長期総合計画である「安心・活力・発展プラン 2015」(平成

27 年 10 月)における活力分野の政策・施策の実行戦略プランとして位置付けられるも

のである。 

県全体としてこれらを推進するためには、果敢に挑戦する中小企業を広く生み出す

環境をつくり、意思決定の早さや顧客へのきめ細かな対応力、個性に富んだ技術・商

品力といった、中小企業ならではの大きな強みを生かしつつ、産業の振興を図る必要

がある。他方で、商工業、農林水産業、観光産業共通して、中小企業（農業法人等を

含む）を支援し、経営の安定化を図ることは、将来の雇用の受け皿となる強い地場産

業の担い手を育成するという意味で、県の重要課題と考える。また、中小企業の発展

の方向性を示し、知的資源も含めた地域資源を生かして一定規模の地場産業の形成を

促進することは県の責務であり、県民の関心も特に高いと考えられることから、今年

度における包括外部監査のテーマとして選定した。  
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７ 外部監査の方法 

（１） 監査の着眼点 

 

ア 関連事業における財務事務の執行は、法令等への準拠性及び経済性、効率性、

有効性の観点から問題はないか。 

 

イ 関連事業が大分県の中長期計画に即して立案・計画・実施・モニタリングされ

ているか（ＰＤＣＡによる事業の管理）。 

 

ウ 関連の出資法人における実施事業の管理等は、適切に行われているか。 

 

エ 出資法人への委託事業等の検査は適時、適切に行われているか。 

 

オ 関連事業は、中小企業のニーズに合致し、支援メニューに広く応募や参加があ

るか。補助金対象者の選定審査は適切に行われているか。 

 

（２） 主な監査手続  

① 本庁担当部局 

ア 長期総合計画等の計画体系の把握と計画(戦略)の入手、閲覧 

イ 個別事業の選定及び担当者への概要ヒアリング 

ウ 関連する法令・条例・国の要綱等の確認、閲覧  

エ 財務事務の執行 

・関連する大分県の事業の実施要領、補助金交付要綱、委託契約書等の入手、 

閲覧 

・委託契約事務、補助金交付事務等の財務事務に係る一連書類の閲覧 

・随意契約の見積書(実施計画)の閲覧 

・一者随意契約理由書の検討 

・負担金の額の決定に係る資料の閲覧 

・本庁担当課に提出されていた公益社団法人ツーリズムおおいた(以下、ツー

リズム社団という。)の関連帳簿等の閲覧 

オ 事業の管理（主に事務事業評価の方法について検討） 

・長期総合計画等との関係性の確認 

・事業目的の記載と指標の整合性の検討 

・指標選択の合理性の検討 
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・事務事業評価を行っていない事業の妥当性 

カ その他 

・委託契約先の選定、補助金の交付先の選定に係る審査等の資料閲覧 

・「まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」(以下、大分県版総合戦略という)

との関係性の確認 

・その他、監査の実施過程において必要と認めた手続 

 

② 出資法人 

ア 外郭団体である産業創造機構、農業公社の総会資料等の入手 

イ 産業創造機構、農業公社への往査 

・担当者へのヒアリングと関連資料の入手、閲覧  

・各種実績データの確認 

・各種帳簿の閲覧 

・必要に応じて証憑との照合 

 

８ 監査従事者の資格及び氏名  

区分 資格 氏名 

包 括 外 部 監 査 人 公 認 会 計 士・税理士 小 川 芳 嗣

補  助  者 公 認 会 計 士・税理士 内 藤 勝 浩

補  助  者 公 認 会 計 士・税理士 後 藤 大 輔

補  助  者 公 認 会 計 士・税理士 田 北 万 世

補  助  者 システム監査技術者・中小企業診断士 池 邉 博 史

 

９ 利害関係  

包括外部監査の対象とした事件につき、自治法第 252 条の 29 の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
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【本報告書における記載内容の注意事項】  

 

(1)表題について 

・「包括外部監査の結果」…地方自治法第 252 条の 37 第５項に規定する「監査の結果」

である。 

・「包括外部監査の結果に添えて提出する意見」…同法第 252 条の 38 第２項の規定に

基づき、大分県の組織及び運営の合理化に資するため、「監査の結果に関する報告に

添えて提出する意見」である。  

 

(2)本包括外部監査の結果における指摘事項の区分 

区分 説明 

不備事項 錯誤、誤謬に加え、法令、条例等や内部規程で定められたとおりに行わ

れていない、計画等で実施すると表明しているのに実際は実施していな

い場合等の違反事例の指摘である。ただし、内部規程自体に無理がある

場合などは次の改善事項となる。 

改善事項 何らかの問題が生じており、解決するために、今後、仕組みの改善等が

必要な事項の指摘である。 

勧奨事項 問題という程ではないが、明瞭性、効率性等を考えると検討が望まれる

事項である。 

(注)上記は、法令上定められた区分ではなく、監査後の取扱いとの関連で行ってい

る便宜上の区分である。また、現実には明確に区分し難いケースもある。 

 

(3)準拠すべき事務規則等の記載 

財務事務の執行に関連し、「準拠すべき事務規則等」を記載しているが、専ら当該事

業で利用されている要領・要綱等を記載しており、一般的に順守すべき大分県会計規

則、大分県契約事務規則、大分県補助金交付規則及びこれらに係る指針・マニュアル

類については、記載を省略している。 

例えば、県全体として一般的に適用される委託契約事務に係る指針・マニュアル類

としては、委託契約事務必携、委託契約書式例集、随意契約ガイドライン等がある。 

  

(4)端数処理 

報告書の数値は、原則として単位未満の端数を四捨五入して表示しているため、表

中の総額と内訳の合計が一致しない場合がある。公表されている資料等を使用してい

る場合には、原則としてその数値をそのまま使用している。そのため、端数処理が不

明確な場合もある。     
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(5)報告書の数値等の出典  

報告書の数値等は、原則として大分県が公表している資料、あるいは監査対象とし

た組織から入手した資料を用いている。その場合には数値等の出典は明示していない

が、それ以外の数値等については、その出典を本文中あるいは注記で明示している。 

 

【略称表】  

本報告書で用いている略称は次のとおりである。 

略称 正式名称及び内容等 

プラン 2015※ 大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン 2015」 

平成 27 年 10 月より開始 

プラン 2005※ 大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン 2005」 

平成 27 年度で終了 

大分県版総合戦略 まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略 

ＫＰＩ Key Performance Indicatorの略。重要業績評価指標。 

施策ＫＰＩ 大分県版総合戦略本文に記載されている施策レベルの重要業

績評価指標 

事業ＫＰＩ 大分県版総合戦略のアクションプランで定めている各事業レ

ベルの重要業績評価指標 

先行型交付金事業 国の平成 26 年度補正予算に係る地域活性化・地域住民生活等

緊急支援交付金（地方創生先行型）を活用した事業 

加速化交付金事業 国の平成 27 年度補正予算に係る地方創生加速化交付金を活用

した事業 

推進交付金事業 地域再生法に基づく地方創生推進交付金を活用した事業（平成

28 年度～） 

産業創造機構 公益財団法人 大分県産業創造機構 

農業公社 公益社団法人 大分県農業農村振興公社 

ツーリズム社団 公益社団法人 ツーリズムおおいた 

六次産業化・地産地消法 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び

地域の農林水産物の利用促進に関する法律 

農商工等連携促進法 中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関

する法律 

中小企業地域資源活用促進

法 

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関

する法律 

機構法 農地中間管理事業の推進に関する法律 

※プラン 2015、プラン 2005 に特定せず、一般的意味で使用する場合は、長期総合計画という。 
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第２ 監査の対象の概要 

 

１ 中小企業を取り巻く情勢 

 

最初に 2017 年版の中小企業白書に記載されている日本経済の状況や中小企業の置か

れた全般的情勢と中小企業の抱える課題について概観してみることとする。 

 

（１） 全般的情勢 

本監査の対象年度である平成28年度時点の日本経済の状況は緩やかな改善傾向が続

いており、中小企業・小規模事業者を取り巻く状況についても、業況、資金繰りは改善

し、経常利益は過去最高、倒産件数は26年ぶりの低水準にあるなど改善傾向にあった。 

しかし、規模の小さな企業については改善の度合いは小さく、震災や天候などの外的

要因の影響も見られた。加えて、中小企業の設備投資については、リーマン・ショック

前の水準には届いておらず、設備の老朽化も進んでおり、海外展開も大企業と比べて進

んでいない状況であった。 

改善の度合いは企業の規模に加えて、業種、地域等によってもかなりのバラつきが見

られたほか、中小企業の状況としては、次のような特色が見られた。 

 

◎ 2009年から2014年にかけて、中規模企業が増加するとともに、中規模企業は従業

者数を顕著に増加させており、近年、我が国経済における中規模企業の存在感が

高まっている。 

◎ 我が国の雇用環境が改善する中で、現在の失業は、構造的失業といえ、その背景

には、企業の求める職種と求職者の求める職種のミスマッチがあると考えられる。

逆に言えば、仕事内容に魅力があり、柔軟な働き方ができる中小企業は、就職先

として選ばれている。 

◎ 中小企業のうち、直接輸出を行っている製造業の企業数は増加傾向にあり、中小

製造業全体に占める割合でみても６年連続で増加している。しかしながら、実際

の輸出額を確認すると、中小企業の輸出額は2001年度から2014年度で3.1兆円増

加しているものの、大企業の輸出額は同期間で25.6兆円増加しており、大企業の

方がここ15年で売上高輸出比率を高めている。 

 

（２）中小企業の抱える課題 

平成28年度以降も、大企業の経常利益は大きく改善している一方で、中小企業の売上
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高、生産性は伸び悩んでおり、大企業と中小企業との格差が拡大していると思われる。

また、新規開業は停滞し、経営者の高齢化や人材不足の深刻化といった構造的な課題が

進行している。 

その他にも設備の老朽化や図１から図４のような状況が進行しており、企業の経常利

益が最高水準にある今、中小企業・小規模事業者が発展を目指すためには、これらの課

題に向き合うことが必要である。 

 

図１ 企業規模別企業数の推移 

 

 

◎ 中規模企業は増加しているが、小規模企業が大きく減少しており、企業数全体と

しては減少傾向にある。 

 

図２ 企業規模別従業員数の推移 

 

 

◎ 2009年から2014年にかけて全体の従業者数は横ばいで推移する中で、中規模企業

で働く人は増加している。 
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図３ 廃業の効果と廃業企業の平均的特徴 

 

 

◎ 既存企業の生産性の低下に加えて、生産性の高い企業の倒産・廃業が全体の生産

性を押し下げている。また、従業員数及び売上高は小さいが、利益率は高い企業

の後継者不足による廃業も進行している。  

 

図４ 従業者規模別雇用者数の推移 

 
図４:総務省「労働力調査」 

◎ 中小企業では、人手不足感が強まっており、有効求人倍率も高いが、特に規模の

小さな中小企業で従業者数が減少している。背景には、職種や賃金等のギャップ

がある。 
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２ 大分県の経済情勢 

 

（１）県内総生産の動向と生産年齢人口の推移 

生産年齢人口は1985（昭和60）年に82万人とピークを迎えたが、当時の県内総生産額

は、およそ2.7兆円であった。その後、2012年（平成24）年には70万人まで生産年齢人

口は減少したが、逆に県内総生産額は4.2兆円と、大きく増加している。ただし、2000

年以降の県内総生産額は横ばいから減少傾向にある。 

 

図５ 県内総生産の推移(大分県) 

 

 

今後は、生産年齢人口の減少は加速することが見込まれている。2010（平成22）年の

就業者数は、第３次産業が約36.3万人と最も多く、全体の68.2％を占めており、第２次

産業が約12.9万人で24.3％、第１次産業が約4.0万人で7.5％となっており、今後、各産

業とも就業者が減少すると見込まれる。 

とりわけ、現在でも高齢化が顕著な第１次産業は、2040（平成52）年には2010年の約

４分の１にまで減少する見込みとなっており、深刻な就業者不足が懸念される。 

 

  

64

66

68

70

72

74

76

78

80

82

84

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1985 1990 1995 2000 2005 2010

4.2兆円

万人兆円

資料：内閣府「県民経済計算（名目値）」

大分県総生産 生産年齢人口

2.7兆円

- 10 -



 

図６ 大分県の産業別就業者数の推計 

 

資料:大分県中長期県勢シミュレーション 
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（２）産業別事業所数、従業員数、売上高 

「平成28年経済センサス-活動調査（速報）結果」によると、次のような状況である。 

 

ⅰ 事業所数 

 大分県の事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が14,137事業所（全

産業の26.6％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」7,172事業所（同13.5％）、

「生活関連サービス業，娯楽業」5,108事業所（同9.6％）、「建設業」4,984事業所（同

9.4％）となっており、この４産業で全体の約６割を占めている。 

 平成24年活動調査と比べると、増加したのは「医療，福祉」（増減率18.8％）、「学

術研究，専門・技術サービス業」（同4.2％）など４業種で、減少したのは「卸売業，

小売業」（同▲4.7％）、「建設業」（同▲5.8％）など13業種となっている。 

 

ⅱ 従業者数 

 大分県の従業者数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が98,269人（全産業

の20.2％）と最も多く、次いで「医療，福祉」84,789人（同17.4％）、「製造業」72,532

人（同14.9％）、「宿泊業，飲食サービス業」47,383人（同9.7％）となっており、こ

の４産業で全体の約６割を占めている。 

 平成24年活動調査と比べると、増加したのは「医療，福祉」（増減率13.0％）、「教

育，学習支援業」（同8.6％）など８業種で、減少したのは「卸売業，小売業」（同▲

3.0％）、「製造業」（同▲3.2％）など９業種となっている。 

 

ⅲ １事業所当たり従業者数 

 １事業所当たり従業者数を産業大分類別にみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」

が26.6人と最も多く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」24.3人、「製造業」23.6

人、「運輸業，郵便業」20.7人などとなっている。 

  

ⅳ 売上高 

産業大分類別に売上（収入）をみると、｢製造業」が約４兆３千億円、「卸売業・小

売業」が約２兆６千億円などとなっている。 

 全国順位をみると、「鉱業，採石業，砂利採取業」が第７位で、上位となっている。 

 平成24年活動調査と比べると、「医療・福祉」が5,881億円の増（増減率92.0％）、

「卸売業・小売業」が5,094億円の増（同23.9％）、「生活関連サービス業，娯楽業」

が444億円の増（増減率15.7％）などとなっている。 
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表１ 大分県の産業別大分類別事業所数、従業者数 

 

 

表２ 産業大分類別事業所売上(収入)金額 

 

増減率

（％）

全産業

に占め

る割合

（％）

(参考)

全国の

割合

増減率

（％）

全産業

に占め

る割合

（％）

(参考)

全国の

割合

増減

（人）

(参考)

全国

（人）

56,303 54,775 ▲ 2.7 － － － － － － － － － － －

 全産業 54,159 53,177 ▲ 1.8 100.0 100.0 485,108 485,987 0.2 100.0 100.0 9.0 9.1 0.1 10.7

　　農林漁業（個人経営を除く） 747 775 3.7 1.5 0.6 8,021 8,410 4.8 1.7 0.6 10.7 10.9 0.2 11.2

　　鉱業，採石業，砂利採取業 33 30 ▲ 9.1 0.1 0.0 396 729 84.1 0.2 0.0 12.0 24.3 12.3 10.9

　　建設業 5,290 4,984 ▲ 5.8 9.4 9.2 41,965 39,664 ▲ 5.5 8.2 6.5 7.9 8.0 0.1 7.5

　　製造業 3,170 3,069 ▲ 3.2 5.8 8.5 74,940 72,532 ▲ 3.2 14.9 15.5 23.6 23.6 0.0 19.7

　　電気･ガス･熱供給･水道業 43 64 48.8 0.1 0.1 1,682 1,700 1.1 0.3 0.3 39.1 26.6 ▲ 12.5 39.8

　　情報通信業 407 372 ▲ 8.6 0.7 1.2 6,197 5,832 ▲ 5.9 1.2 2.9 15.2 15.7 0.5 25.8

　　運輸業，郵便業 1,174 1,078 ▲ 8.2 2.0 2.4 24,491 22,352 ▲ 8.7 4.6 5.6 20.9 20.7 ▲ 0.2 24.7

　　卸売業，小売業 14,841 14,137 ▲ 4.7 26.6 25.3 101,266 98,269 ▲ 3.0 20.2 20.9 6.8 7.0 0.2 8.9

　　金融業，保険業 933 912 ▲ 2.3 1.7 1.6 12,069 11,522 ▲ 4.5 2.4 2.7 12.9 12.6 ▲ 0.3 18.1

　　不動産業，物品賃貸業 3,086 2,945 ▲ 4.6 5.5 6.6 9,322 9,426 1.1 1.9 2.6 3.0 3.2 0.2 4.2

　　学術研究，専門・技術サービス業 1,839 1,917 4.2 3.6 4.1 10,422 10,273 ▲ 1.4 2.1 3.2 5.7 5.4 ▲ 0.3 8.2

　　宿泊業，飲食サービス業 7,260 7,172 ▲ 1.2 13.5 13.1 48,088 47,383 ▲ 1.5 9.7 9.5 6.6 6.6 0.0 7.8

　　生活関連サービス業，娯楽業 5,269 5,108 ▲ 3.1 9.6 8.8 21,579 20,694 ▲ 4.1 4.3 4.2 4.1 4.1 0.0 5.1

　　教育，学習支援業 1,407 1,387 ▲ 1.4 2.6 3.1 11,825 12,847 8.6 2.6 3.2 8.4 9.3 0.9 11.0

　　医療，福祉 3,766 4,473 18.8 8.4 8.0 75,033 84,789 13.0 17.4 12.9 19.9 19.0 ▲ 0.9 17.2

　　複合サービス事業 542 519 ▲ 4.2 1.0 0.6 4,126 5,109 23.8 1.1 0.8 7.6 9.8 2.2 14.2

　　サービス業（他に分類されないもの） 4,352 4,235 ▲ 2.7 8.0 6.6 33,686 34,456 2.3 7.1 8.5 7.7 8.1 0.4 13.7

総数

注１： 公営事業所は含まない。産業大分類欄の総数は、事業内容等が不詳の事業所を含む。全産業以下は、事業内容が不詳の事業所を含まない。

注２： 「従業者数｣及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

産　業　大　分　類

事業所数（注１） 従業者数（注２） １事業所当たり従業者数（注２）

２４年

活動

調査

２８年

活動

調査

２４年

活動

調査

（人）

２８年

活動

調査

（人）

２４年

活動

調査

（人）

２８年

活動

調査

（人）

全国 大分県

増減数
（百万円）

全国に
占める
割合
（％）

全国
順位

農林漁業（個人経営を除く） 4,763,131 65,612 77,805 12,193 1.6 23

鉱業，採石業，砂利採取業 713,010 23,722 27,423 3,701 3.8 7

製造業 344,379,811 4,302,187 4,329,921 27,734 1.3 26

情報通信業（うち中分類）
　 情報サービス業，インターネット附随サービス業

28,026,259 30,313 53,163 22,850 0.2 25

卸売業，小売業 604,066,606 2,131,922 2,641,334 509,412 0.4 37

不動産業，物品賃貸業 44,701,979 112,044 137,912 25,868 0.3 35

学術研究，専門・技術サービス業 38,421,970 82,383 102,356 19,973 0.3 34

宿泊業，飲食サービス業 25,737,547 170,394 210,855 40,461 0.8 30

生活関連サービス業，娯楽業 40,146,029 283,230 327,652 44,422 0.8 32

教育，学習支援業（うち中分類）
　その他の教育，学習支援業

3,934,418 16,608 20,882 4,274 0.5 36

医療，福祉 87,741,638 639,297 1,227,392 588,095 1.4 19

複合サービス事業（うち中分類）
　協同組合

2,772,195 47,505 34,430 ▲ 13,075 1.2 34

サービス業(他に分類されないもの)（うち中分類）
　政治・経済・文化団体，宗教を除く

39,653,534 145,080 185,701 40,621 0.5 36

　また、以下の産業（※）については、事業所単位の売上（収入）金額が把握できないため、表から除いた。

※　「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」のうち中分類「通信業」・「放送業」・　「映像・音声・文字情

報制作業」、「運輸業，郵便業」、「金融業，保険業」、「教育、学習支援事業」　のうち中分類「学校教育」、「複合サービス

業」のうち中分類「郵便局」、サービス業(他に分類されないもののうち中分類「政治・経済・文化団体」・「宗教」

産業大分類
平成28年
活動調査
　(百万円)

<平成27年分>

平成24年
活動調査
　(百万円)

<平成23年分>

平成28年
活動調査
　(百万円)

<平成27年分>

　注： 「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。
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（３）産業別企業等数の状況 

平成28年６月１日現在の大分県の企業等数（事業内容が不詳の企業を含む。）は 

38,788企業（全国の1.0％)で、全国第34位、九州・沖縄各県中第６位となっている。ま

た、平成24年活動調査と比べて▲6.3％となっている。 

大分県の企業等数を産業大分類別にみると、最も多いのは「卸売業，小売業」8,882

企業（全産業の22.9％）、次いで「宿泊業，飲食サービス業」5,554企業（同14.3％）、

「建設業」4,427企業（同11.4％）、「生活関連サービス業，娯楽業」4,189企業（同10.8％）

となっており、この４業種で全体の約６割を占めている。 

 平成24年活動調査と比べると、増加したのは「医療，福祉」（増減率2.3％）、「農

林漁業（個人経営を除く）」（同5.3％）、「学術研究，専門・技術サービス業」（同

1.9％）など４業種、減少したのは「卸売業，小売業」（同▲11.4％）、「建設業」（同

▲7.3％）、「宿泊業，飲食サービス業」（同▲4.6％）など12業種であった。 

 

表３ 大分県の産業大分類別企業等数 

 

 

（４）産業別状況の総括と中小企業の割合等の全国比較 

総じてみると、事業所数、企業数では「卸売業，小売業」と「宿泊業，飲食サービス

業」で４割前後を占め、次いで「建設業」と「生活関連サービス業，娯楽業」で２割前

増減率（％）
全産業に占める

割合（％）

全産業 41,384 38,788 ▲ 6.3 100.0

農林漁業（個人経営を除く） 618 651 5.3 1.7

鉱業，採石業，砂利採取業 23 23 0.0 0.1

建設業 4,776 4,427 ▲ 7.3 11.4

製造業 2,661 2,497 ▲ 6.2 6.4

電気･ガス･熱供給･水道業 6 19 216.7 0.0

情報通信業 239 218 ▲ 8.8 0.6

運輸業，郵便業 588 554 ▲ 5.8 1.4

卸売業，小売業 10,030 8,882 ▲ 11.4 22.9

金融業，保険業 356 325 ▲ 8.7 0.8

不動産業，物品賃貸業 2,724 2,560 ▲ 6.0 6.6

学術研究，専門・技術サービス業 1,588 1,618 1.9 4.2

宿泊業，飲食サービス業 5,824 5,554 ▲ 4.6 14.3

生活関連サービス業，娯楽業 4,402 4,189 ▲ 4.8 10.8

教育，学習支援業 1,069 968 ▲ 9.4 2.5

医療，福祉 2,957 3,026 2.3 7.8

複合サービス事業 121 112 ▲ 7.4 0.3

サービス業（他に分類されないもの） 3,402 3,165 ▲ 7.0 8.2

産　業　大　分　類

企業等数

平成24年
活動調査

平成28年
活動調査
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後を占めている。 

他方、売上高では「製造業」と「卸売業・小売業」とで約７兆円、全体の７割以上を

占めている。また、１事業所当たり従業者数では多少減少しているものの、他のいずれ

の項目でも「医療，福祉」の増加が目立っている。 

前掲表１の産業大分類別の事業所数の平成24年と平成28年の増減率を見ると、「農林

漁業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「学術研究，専門技術サービス業」、「医

療,福祉」を除く各分類で事業所数が減少している。個人経営を除く「農林漁業」で事

業所数が増加しているのは、農林漁業者の法人化や他業種からの企業参入が進んでいる

こと示しているものと推測される。「医療,福祉」の増加は人口の高齢化を反映してい

ると思われる。「電気・ガス・熱供給・水道業」の増加はエネルギ－関連のビジネスが

広がりを見せているのかも知れない。 

同じく総務省の平成26年経済センサス-基礎調査で、中小企業基本法に基づく区分で

企業等数及び従業者数を集計した資料から作成した「規模別企業等数及び従業者数-全

国、九州、各県」(巻末資料A-1参照）を見ると、中小企業数の割合(構成比)は、全国が

99.7％であるのに対して、大分県は99.9％を占めている。中小企業に勤める従業員数で

は、全国が69.6％であるのに対して、大分県は85.5％とかなり高い割合となっている。

大分県の経済は中小企業に依存する割合が全国平均より高いと言えるが、中小企業数が

99.8％、中小企業の従業員数が85.0％となっている九州全体の割合と比較すると、大分

県は九州では平均的な位置にある。大分県は福岡県に次いで大企業の従業者数の割合が

高いのが特徴的である。 

また、事業所の開業率と廃業率について見ると、2015年度の大分県の開業率は4.6％

で全国平均の5.2％より低く、廃業率は4.0％で全国平均の3.8％より高くなっている。 

表４ 都道府県開廃業率(2015年度) 
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３ 中小企業のライフサイクルと課題 

 

我が国の中小企業の現状を見ると、開業率が伸び悩み、中小企業の経営者が高齢化し、

廃業が増加傾向にあるなど、生産性を高める上での課題もある。開業による新しい企業

の誕生、既存企業の成長（市場シェアの拡大や新事業展開)、倒産・廃業による企業の

撤退といった、企業のライフサイクルの変化が活発に行われているかどうかは、我が国

中小企業全体の生産性にも大きな影響を与えていると考えられる。 

 

図７ 中小企業のライフサイクル(イメージ) 

 

2017年版中小企業白書では、中小企業のライフサイクルという観点からみた課題を分

析しているので概観してみる。 

 

（１）起業・創業（幼年期） 

性別や年齢等によって起業希望者・起業準備者が抱える課題は異なり、実際の起業家

も起業する前に必要としていた支援を受けられていない場合がある。また、起業後も、

成長段階ごとに直面する課題が異なる。起業希望者と起業準備者一人一人が、自身が抱

えている課題やその課題に対応する支援を適切に認識し、利用することで円滑な起業を

遂げることができる。また起業後は、それぞれの企業が目指す成長を円滑に遂げられる

ように、各成長段階において適切な資金調達や人材確保等に取り組むことが重要である。 

 

（２）事業の承継（成熟期） 

事業の譲渡・売却・統合（Ｍ＆Ａ）は、後継者候補がいないが事業を継続したい企業

にとって重要な選択肢である。Ｍ＆Ａの検討に当たっては課題が多く、対策・準備は進

んでいない。経営者にとって身近な相談相手がこうした潜在的なニーズを捉え、Ｍ＆Ａ
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の専門家と連携しながら、多様な課題に対応できる支援体制の構築が必要である。 

廃業を選択しようとする経営者も小規模事業者を中心に一定程度存在する。廃業の際、

自社の事業や資産を他社に譲りたいとする者もおり、こうした企業の経営資源が次世代

に引き継がれる循環を形成していくことが重要である。 

 特に農林水産業では、少子高齢化とグローバル化が進む中で、担い手不足の問題が顕

著となっており、地方創生に向けて新たな担い手の確保や新たな需要の創出が喫緊の課

題となっている。 

 

（３）新事業展開（成長期） 

新事業展開に成功する企業は、マーケティングに注力している。また、マーケティン

グ活動の評価・検証まで実施する企業は利益率の増加、従業員の意欲向上といった効果

を得ている。新事業展開の課題として人材不足があげられるが、経営資源に限りのある

中小企業においては、今後の成長に向けて、外部リソースの活用も視野に入れながら、

新事業展開を積極的に実施していくことが重要である。 

また、ＩｏＴ等の新技術やシェアリングエコノミーという新たな経済の仕組みについ

て、現時点で、中小企業における活用度合いはまだ低いものの、活用している企業は売

上高の増加や業務コストの削減等の効果を感じており、中小企業にとって成長の機会に

つながる。 
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４ 中小企業施策の区分 

 

2017 年版中小企業白書の平成 29 年度中小企業施策では、地域経済を支える重要な存

在である中小企業の活性化を図るため、「経営力強化・生産性向上に向けた取組」、「活

力ある担い手の拡大」、「安定した事業環境の整備」、「災害からの復旧・復興」の４つの

観点から、政策の効果的な実施を図るとしている。具体的には、次のような目次構成で

区分整理されている。 

目次区分 内容 コメント 

第１章  

経営力強化・生産性

向上に向けた取組 

 

① 生産性向上・技術力の強化 

② IT化の促進 

③ 小規模事業者の持続的発展支援 

④ 中小企業の海外展開支援 

⑤ 販路・需要開拓支援 

⑥ 地域資源の活用 

⑦ 商店街・中心市街地の活性化 

⑧ その他の地域活性化施策 

主に新事業展開(成長

期)における支援策であ

る。その際に地域資源の

活用や地域の活性化を

促進するような支援を

折り込んでいる。 

 

 

第２章  

活力ある担い手の

拡大 

 

① 創業支援 

② 事業承継支援 

③ 人材･雇用対策 

 

主に起業・創業(幼年期)

と事業の承継(成熟期)

における支援策である。

担い手側から見ると事

業承継は起業・創業の一

つの形態とも言える。 

第３章  

安定した事業環境

の整備 

 

① 取引条件の改善 

② 官公需対策 

③ 消費税転嫁対策･ 消費税軽減税率対策 

④ 資金繰り支援 

⑤ 事業再生支援 

⑥ 経営安定対策 

⑦ 財政基盤の強化 

経営安定対策や財政基

盤の強化はライフサイ

クル全般に係る問題で

ある。国としては加え

て、国の政策に係って発

生する問題や企業格差

問題を扱っている。 

第５章  

業種別・分野別施策

① 中小農林水産関連企業対策 

② 中小運輸業対策 

③ 中小建設･不動産業対策 

④ 生活衛生関係営業対策 

業種や産業分野特有の

問題に対する対策を扱

っている。 

 

（注)第４章は「災害からの復旧・復興」となっているが、東日本大震災を踏まえた特殊な 

ケースのため、ここでは省略した。 

 

 

- 18 -



 

５ 日本再興戦略と地方創生戦略 

 

（１）日本再興戦略の概要 

ⅰ 経緯 

第二次安倍内閣発足(2012年)当時の日本経済は、長引くデフレに苦しんでおり、1995

年度以降の名目ＧＤＰ成長率は３％を一度も超えておらず、2012年度までに実に７回も

のマイナス成長となっていた。また、リーマンショックが発生した2008年度以降、名目

ＧＤＰは500兆円を割り込んだままであった。 

このような情勢の中で第二次安倍内閣は経済政策(アベノミクス)として「三本の矢」

を打ち出した。 

「第一の矢」の「大胆な金融政策」は、物価安定の目標を消費者物価の前年比上昇率

で２％とするとともに、金融緩和を推進し、できるだけ早期の実現を目指すというもの

であった。「第二の矢」の「機動的な財政政策」としては、2013年１月11日に閣議決定

された「日本経済再生に向けた緊急経済対策」で、復興・防災対策、成長による富の創

出、暮らしの安心・地域活性化等の施策を盛り込み、長引く円高・デフレ不況から脱却

し、雇用や所得の拡大を目指した。 

「第三の矢」の「成長戦略」については、「日本経済再生本部」（本部長：内閣総理

大臣）に「産業競争力会議」（議長：内閣総理大臣）を設けて審議を重ねた後、2013

年６月14日に「日本再興戦略」として閣議決定し、成長戦略を始めとする三本の矢の実

施を通じ、今後10年間の平均で名目ＧＤＰ成長率３％程度、実質ＧＤＰ成長率２％程度

の成長の実現を目指すことを掲げた。 

 

ⅱ 「日本再興戦略」における３つのアクションプラン 

「日本再興戦略」は、「成長への道筋」として、「民間の力を最大限引き出す」こと、

「全員参加・世界で勝てる人材を育てる」こと、「新たなフロンティアを作り出す」こ

とを掲げている。その上で、成長への道筋の実行・実現のため、政権を挙げて優先的に 

取り組むべき施策を厳選し、３つのアクションプランを打ち出している。 

① 日本産業再興プラン 

「産業基盤を強化」する観点から、「失われた20年間で生じたヒト、モノ、カ

ネの構造的な「澱み」を解消するため、直ちに取り組むべき必達計画」である。

民間に対しては、産業や人材の新陳代謝を進めること、官の側には、企業等の活

動の足かせとなる規制や制約を積極的に省くこと、省庁縦割りによる非効率性の

徹底排除を求め、日本の総合力を発揮できる体制の構築を目指し、官民で攻めの

経済政策を実行する力を確保するとしている。 
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② 戦略市場創造プラン 

「課題をバネに新たな市場を創造」する観点から、「課題先進国としての現状

を攻めの姿勢で捉え、社会課題を世界に先駆けて解決することで新たな成長分野

を切り開こうとする、未来を睨んだ中長期戦略」である。４つのテーマを選定し、

課題克服と成長産業の育成の同時達成を目指すとしている。 

③ 国際展開戦略 

「拡大する国際市場を獲得」する観点から、「日本経済のグローバル依存度の

高まりを攻めの姿勢で捉え、競争と変化が著しいグローバル経済の中で、積極的・

戦略的に勝ちに行くための官民一体の取組指針」である。経済連携の推進、海外

市場獲得のための戦略的取組、我が国の成長を支える資金・人材等に関する戦略

の実行により、企業や国民の世界経済成長の果実の享受を目指すとしている。 

 

ⅲ 主な数値目標 

３つのアクションプランは、政策群ごとに成果目標（ＫＰＩ：Key Performance 

Indicator）、期限、内容を明記した「中短期工程表」の策定・実行により、同時併行

的に進めるとしている。 

 今後３年間で（2015年度に）民間設備投資を70兆円 

 2020年までに黒字中小企業・小規模事業者数を70万社から140万社に 

 開業率が廃業率を上回る状態にし、開廃業率を英米並みの水準（10％台）に 

 2020年までに世界銀行のビジネス環境ランキングで３位に 

 

ⅳ その後の改訂とローカル・アベノミックス 

ア 「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年６月 24 日） 

アベノミクス「三本の矢」により始まりつつある経済の好循環を一過性のものに終わ

らせず、持続的な成長軌道につなげるべく、平成 26 年６月 24 日、「日本再興戦略」を

改訂した。昨年の成長戦略で残された課題としていた、労働市場改革、農業の生産性拡

大、医療・介護分野の成長産業化等の分野にフォーカスして、解決の方向性を提示する

とともに、更なる法人税改革、国家戦略特区での岩盤規制の突破、女性の力の活用等に

ついても、具体策を盛り込んだ。 

また、アベノミクスの効果を全国に波及させ地域経済の好循環をもたらす、いわばロ

ーカル・アベノミクスにより、最終的には地方の元気を取り戻し、国民一人一人が豊か

さを実感できるようにするとした。このため、地域の経済構造に関する思い切った改革

を進め、地域全体の持続性を高める上で核となる特色ある産業を育てるための総合的な

対策を講じていくとした。 
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イ 「日本再興戦略」改訂 2015（平成 27 年６月 30 日） 

 アベノミクスは、デフレ脱却を目指して専ら需要不足の解消に重きを置いてきた「第

一ステージ」から、人口減少下における供給制約を乗り越えるための対策を講ずる新た

な「第二ステージ」に入ったとして、「『日本再興戦略』改訂 2015」を閣議決定した。

アベノミクスの「第二ステージ」では、設備や技術、人材等に対する「未来投資による

生産性革命の実現」と、活力ある日本経済を取り戻す「ローカル・アベノミクスの推進」

の二つを車の両輪として推し進めることによって、日本を成長軌道に乗せ、世界をリー

ドしていく国にするとしている。 

 

ウ 「日本再興戦略」改訂 2016（平成 28 年６月２日） 

回り始めた経済の好循環を、持続的な成長路線に結びつけ、「戦後最大の名目ＧＤＰ

600 兆円」の実現を目指し、「日本再興戦略 2016」を閣議決定した。今後は、これに基

づき、①新たな「有望成長市場」の戦略的創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足

を克服する「生産性革命」、③新たな産業構造を支える「人材強化」の３つの課題に向

けて、更なる改革に取り組んでいくとしている。 

 

（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

ⅰ 経緯 

2008年から始まった日本の人口減少は今後加速度的に進展し、このまま放置すれば、

人口減少による消費・経済力の低下が日本経済社会に大きな重荷となることが懸念され

る。人口減少の問題をさらに大きくしているのは、地方から大都市部への人口流出であ

る。大都市圏への若者たちの人口流出は、地域の高齢化に拍車をかけ、コミュニティ維

持を困難にするとともに、大都市圏での出生率は一般的に低いため、日本全体の出生数

低下につながる。地方の疲弊が進めば大都市自身もやがては機能麻痺に陥ると指摘され

ている。 

こうした状況の中、「日本再興戦略 改訂 2014-未来への挑戦-」で「ローカル・アベ

ノミクス」が位置付けられたのに呼応して、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創

生法」が施行され、12 月には政府は国の「長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を策定し、地方創生の取組を進めることとした。(巻末資料 A-2「まち・

ひと・しごと創生法案の概要」参照) 

 

ⅱ 基本目標 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、人口減少と地域経済の縮小の悪循環を断

ち切り、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指して、以下の基本目標を設定

している。 
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① 地方における安定した雇用を創出する 

② 地方への新しい人の流れを作る 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ 時代にあった地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携す

る 

  

ⅲ 地方版「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

政府としては、まずは、地方が自立につながるよう自ら考え、責任を持って戦略を推

進できる体制を整えるため、「情報支援」「財政支援」「人的支援」を切れ目なく展開す

るとした。 

この国の総合戦略を勘案し、都道府県や市町村はそれぞれの「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」（地方版総合戦略）の策定に努めるよう「まち・ひと・しごと創生法」に

定められている。 

 

ⅳ 地方創生交付金 

地方創生交付金は、まち・ひと・しごと創生法(平成 26 年法律第 136 号)に基づき策

定された地方版総合戦略に位置付けられた取組の実施を支援することを目的とした国

の交付金の総称である。地方創生交付金には、次のような種類がある。 

 

地方創生交付金の種類 国の予算対応 

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） Ｈ26 年度補正予算 

地方創生加速化交付金 Ｈ27 年度補正予算 

地方創生推進交付金 Ｈ28 年度当初予算～ 

地方創生道整備交付金 Ｈ28 年度当初予算～ 

地方創生港整備交付金 Ｈ28 年度当初予算～ 

地方創生拠点整備交付金 Ｈ28 年度補正予算 

地域再生法(平成17年法律第24号)の改正法が平成28年4月20日に施行され、地方版

総合戦略策定自治体が作成した地域再生計画を推進する事業に、国が「まち・ひと・

しごと創生交付金」（地方創生推進交付金）を交付できる旨が明記された。これによ

り地方創生交付金がそれまでの暫定的なもの(先行型、加速化等)から地域再生法に

組み込まれた正式なものとなった。 
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６ まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略（大分県版総合戦略） 

 

（１）戦略の位置づけ 

大分県では「大分県人口ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」(以

下、「大分県版総合戦略」という。)を平成 27 年 10 月に策定し、さらに大分県版総合戦

略は毎年３月に改定している。 

「大分県人口ビジョン」は国の長期ビジョンに対応するもので、大分県版総合戦略の

前提となるものであり、大分県版総合戦略の策定に向けて、「大分県中長期県勢シミュ

レーション」の分析結果や国から提供された地域経済分析システムを活用して、「大分

県まち・ひと・しごと創生本部会議」や研究会の議論を踏まえて策定されたものである。 

大分県版総合戦略は、一言で言えば、県と市町村が連携して人口減少対策（地方創生)

を進める上での基礎となるものであるが、大分県が取り組んでいる「安心・活力・発展」

の大分県づくりと軌を一にするものであることから、2015(平成 27)年度から 2024(平成

36)年度までの 10 年間を計画期間とする大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン

2015」(以下、プラン 2015 という。)の中から「まち・ひと・しごと創生」に関する施

策を集中的・重点的に推進するための計画として位置付けている。 

戦略期間 2015(平成 27)年度から 2019(平成 31)年度の５年間 

戦略の構成 「基本目標」「基本目標ごとの基本的方向」「具体的な施策」「重要業績評価

指標(施策ＫＰＩ)」を定める総合戦略と、総合戦略を実行していくためのア

クションプランにより構成。アクションプランは毎年度見直し。 

戦略の進行管理 県民参画のフォローアップ委員会を通じて、プラン 2015 の進行管理と一体

的にＰＤＣＡサイクルに基づく効果検証を行う。 

戦略の推進 知事と市町村長で構成する「大分県まち・ひと・しごと創生本部会議」にお

いて、市町村との連携を図るとともに、九州地方知事会を通じて、九州各県

との広域連携も図っていく。 

アクションプランには、地方創生交付金を活用して大分県が取り組む事業を記載して

おり、各事業には「事業ＫＰＩ」を設定し、総合戦略本文に記載した施策ＫＰＩと併せ

て、ＰＤＣＡサイクルに基づくきめ細かな効果検証を行うとしている。 

なお、地方創生交付金を受けるためには、このＰＤＣＡサイクルに基づく効果検証を

国に報告することが必要となる。 

 

（２）戦略の基本目標とプラン 2015 との関係 

大分県版総合戦略の基本目標は次のように定められている。 
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基本

目標 

Ⅰ 人を大事にし、人を育てる 

Ⅱ 仕事をつくり、仕事を呼ぶ 

Ⅲ 地域を守り、地域を活性化する 

Ⅳ 基盤を整え、発展を支える 

 

大分県版総合戦略とプラン 2015 との関係表 

基本 

目標 

「安心・活力・発展プラン 2015」 (長期総合計画) 

政策 施策 目標指標(=施策 KPI) 

Ⅱ 

仕
事
を
つ
く
り
、
仕
事
を
呼
ぶ 

変化に対応し挑戦

と努力が報われる

農林水産業の実現 

 

 

構造改革の更なる加速 農林水産業による創出額 

農林水産業への新規就業者数 

農林水産物輸出額 

マーケットインの商品づく

りの加速 

戦略品目の産出額(農林水産業) 

経営マインドを持った力強

い担い手の確保・育成 

中核的経営体数 

・農業法人数 

・認定林業事業体数 

・認定漁業士数 

多様な仕事を創出

する産業の振興と

人材の確保 

多様で厚みのある産業集積

の推進 

中小製造業の製造品出荷額 

食料品出荷額 

医療機器製造業登録数 

未来に向けた戦略的・効果的

な企業立地の推進 

企業誘致件数 

チャレンジする中小企業と

創業の支援 

経営革新承認件数 

創業支援件数 

商業の活性化とサービス産

業の革新 

1 人当たり労働生産性が前年度比

2%以上向上したサービス産業関

連企業数※ 

急速に進化する情報通信技

術の普及・活用 

経営革新承認件数のうち ICT を活

用した数 

産業人材の確保・育成とワー

ク・ライフ・バランスの推進

15～69 歳就業者数 

クリエイティブ産業への挑

戦 

創造的人材と企業の連携による

商品・サービスの事業化件数※ 

人を呼び込み地域

が輝くツーリズム

の推進 

国内誘客の推進と海外誘客

(インバウンド)の加速 

県内宿泊客数 

外国人宿泊客数 

ホームページ訪問数 

おんせん県おおいたの地域

磨きと観光産業の振興 

観光入込客数 

観光消費額 

※印の指標は県施策により成果が認められた数に限る。
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本監査で主に関連する基本目標は「Ⅱ 仕事をつくり、仕事を呼ぶ」であり、プラン

2015 の「活力」分野における政策・施策とリンクしており、プラン 2015 の目標指標と

大分県版総合戦略の施策ＫＰＩは一致している。 

 

 

７ 地場産業と産業育成政策 

 

（１）地場産業の定義 

地場産業という場合、狭義には在来型の伝統産業を指すこともあるが、本監査では以

下のような広義の意味で使用している。 

地場産業とは、一定の範囲の地域において、ある特定の業種の地元資本の中小企業群

からなる企業群が集中的に立地している産業のことである。(出典: ウィキペディア) 

 

地場産業は、一般に次のような特徴を有している。また、狭義では、製造業を指すが、

広義では農林水産業や観光サービス産業も含めることがある。 

① 集積のメリット 

一定の地域に集積していることにより、産地卸が発達するなど集積のメリット

が発揮され、技術・技能、労働力、原材料などの経営資源を活用し、互いに切磋

琢磨しながら生産・販売活動を行ってきたことに特徴がある。 

② 域外販売を志向 

元々は当該地域に産する原材料を活かす生産形態であったが、次第に他地域か

ら原材料を移入し加工するものも多くなった。また、販路も地域内需要に限らず、

地域外への販売を志向し、藩や当該地域の経済を潤した。 

③ 非ピラミッド型の産業 

戦後に出現した大企業をピラミッドとして下請企業と協力企業群からなる裾

野を形成する企業城下町的な産業群があるが、大企業と関連する産業は通常「地

場産業」とは呼ばない。なお、「地域産業」という場合、これらも含むが、当該

地域に存在する産業という意味しかなく、対象とする範囲が「地場産業」よりや

や広くなる。 
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（２）産業育成政策 

中小地場企業がある程度育成されると、それらが集まって産業が形成される。自然発

生的に産業化する場合もあるが、政策的に形成を促す場合もある。 

 

ⅰ 産業集積 

中小企業白書（2000 年版）では、「地理的に接近した特定の地域内に多数の企業が

立地するとともに、各企業が受発注取引や情報交流、連携等の企業間関係を生じている

状態のこと」を産業集積と呼んでいる。産業集積はその形成の歴史的背景や、特徴によ

っていくつかのタイプに類型化することができる。例えば下記のように、①企業城下町

型集積、②産地型集積、③都市型複合集積、④誘致型複合集積の４類型に分類すること

がある。なお、全国の集積地域すべてを特定の類型に当てはめることは難しく、複数の

属性を持つ集積も多く見られる。 

① 企業城下町型集積 

 特定大企業の量産工場を中心に、下請企業群が多数立地することで集積を形成。

代表的な地域としてはマツダを中心とする広島地域、トヨタ自動車を中心とする愛

知県豊田市周辺地域、八幡製鉄所（現在の新日鐵住金）を中心とする福岡県北九州

地域などが挙げられる。 

② 産地型集積 

 消費財などの特定業種に属する企業が特定地域に集中立地することで集積を形

成。地域内の原材料や蓄積された技術を相互に活用することで成長してきた。代表

的な地域としては金属洋食器、刃物の新潟県燕・三条地域、めがね産業の福井県鯖

江地域、家具の北海道旭川市周辺地域などが挙げられる。 

③ 都市型複合集積 

 戦前からの産地基盤や軍需関連企業、戦中の疎開工場などを中心に、関連企業が

都市圏に集中立地することで集積を形成。機械金属関連の集積が多く、集積内での

企業間分業、系列を超えた取引関係が構築されているケースも多い。代表的な地域

としては東京都城南地域、群馬県太田地域、長野県諏訪地域、静岡県浜松地域、大

阪府東大阪地域などが挙げられる。 

④ 誘致型複合集積 

 自治体の企業誘致活動や、工業再配置計画の推進によって形成された集積。誘致

企業は集積外部の系列に属する企業が多く、集積内部での連携が進んでいないケー

スも多い。代表的な地域としては北上川流域地域、甲府地域、熊本地域などが挙げ

られる。 
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ⅱ 産業クラスター 

情報通信、バイオ・医薬、環境といった特定分野の企業、大学・研究機関、法律事務

所、会計事務所などのビジネスを支援する専門組織、公的機関、ベンチャー企業を育て

るインキュベーター組織などが一定地域に集積した状態をさす。クラスターとはブドウ

などの房を意味し、限られた地域の産官学が互いに競争、協力しながら技術革新（イノ

ベーション）を重ね、新たな商品やサービスを生み出すことで産業育成と地域振興を目

ざす概念である。 

地域における産業の生産性を高める手段として、様々な革新（イノベーション）を促

進するタイプの集積効果が認識されている。このような「イノベーションを促進するタ

イプの産業集積」は、単なる産業集積とは区別され、特に「クラスター」と呼ばれてい

る。情報通信産業が集積したアメリカのシリコンバレーが代表例である。日本では経済

産業省の主導のもと、全国で 40 か所以上の産業クラスター計画が進んでいる。 

 

ⅲ 産地形成 

農業分野においては、米に偏った地域農業のかたちを見直し、園芸作物等を導入した

複合的な農業地域へ展開していくことは、全国的な課題と言えるが、新たな地域ブラン

ドを確立し得るような作目選定、生産者の組織化、生産技術からマーケティングまで

様々な課題を解決しながら産地を形成していく必要性がある。 

産地の形態や形成過程を表す代表的な概念としては「主産地」や「営農団地」がある。 

 

① 主産地 

特定の生産部門を主体とした経営が一定地域内に密度高く集積し、しかも生

産・流通・管理面の規模の経済を共同組織づくりによって達成して行こうという

概念である。したがって、専門的経営及び主幹部門経営によって組織された特定

生産物の産地を想定している。商品生産が地域分業化していく過程をとらえた言

葉とも言える。 

② 営農団地 

営農団地は、農業経営の組織された地縁的集団である。しかし、特定の生産部

門に専門化した経営もあれば、多角化（複合化）した経営もある。あるいは、同

一地域内に、異なる部門に専門化した経営群が存在し、それぞれ別個の作目別機

能集団を形成しながら、相互に補完的・補合的に連携し合っている場合もある。

要するに、同一地域内に立地する大多数の経営がその生産・流通・管理過程のな

んらかの機能に関して、共同組織を形成して、主体的に規模経済を追求している

農業経営の地域的集団を、営農団地と呼んでいる。 
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ⅳ 観光地域づくり 

それぞれの地域が主体となって、官民共同による地域の地勢、歴史、文化等有形無形

の資源を生かした観光戦略に基づいた地域づくり、観光を軸とした幅広い関係者が連携

した地域づくりの取組を、ここでは「観光地域づくり」と呼ぶ。特に近年は国際競争力

のある観光地形成が求められ、インバウンドという言葉が注目を浴びている。しかし、

現状では、各種施策が必ずしも戦略的、総合的に取り組まれていないため、観光地域づ

くりの取組がその地域の観光振興に十分貢献できていない点が課題となっている。 

観光庁では、地域の特性を生かし、かつ多様化する旅行者のニーズに即した観光を提

供するニューツーリズムの振興を図っている。ニューツーリズムという言葉は、従来の

物見遊山的な観光旅行に対して、これまで観光資源としては気付かれていなかったよう

な地域固有の資源を新たに活用し、体験型・交流型の要素を取り入れた旅行の形態を意

味する。活用する観光資源に応じて、エコツーリズム、グリーンツーリズム、ヘルスツ

ーリズム、産業観光等が挙げられ、旅行商品化の際に地域の特性を活かしやすいことか

ら、地域活性化につながるものと期待されている。 

ところで日本産業大分類を見ると「観光」という分類はないにもかかわらず「観光産

業」という言葉は存在する。宿泊業等のサービス業をまずイメージするが、遊園地や美

術館等の施設も関連する。観光に付きもののグルメ・お土産という意味では飲食業や製

造業・農林水産業も広くかかわる。「地産地消」という言葉があるが、観光という形で

地域の外から人を呼び込んで地域内で消費してもらえば、地産地消を促進する効果もあ

る。 

観光産業は業種というよりも観光客を対象としてサービス提供や物品販売を行う業

態全般を指す用語であるが、地域外の需要を取り込む（域外貨を獲得する）という意味

で、広義には地場産業と位置付けて捉えることが多いと思われる。 
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８ 本監査の範囲と大分県の個別戦略 

 

（１）本監査で取り上げる範囲 

これまでの議論を踏まえ、本監査で取り上げる範囲を取りまとめると次のようになる。 

 

ⅰ 取り上げる産業分野 

本監査では地場産業という言葉からイメージされる産業として製造業、農林水産業、

観光の分野を取り上げる。ただし、農林水産業については、それだけで政策的には大き

な分野となるため、農業に絞って取り上げることとする。 

 

ⅱ 産業形成 

 地場産業という場合の産業形成については、大企業が核となりその下請け企業群とし

て県内中小企業が協業していくような「誘致型複合集積」や「企業城下町型集積」につ

いては、範囲外とした。主には、地域内の原材料や蓄積された技術を相互に活用して、

県内の中小企業が主体となって産業形成する「産地型集積」を想定した取組・事業を取

り上げることとした。農業における「産地形成」も生産者が組織化すれば広い意味では

「産地型集積」に含まれるものと考える。産業クラスターについても、イノベーション

要素が強い産地型集積と言えよう。また、観光地域づくりも産業形成の一形態として捉

え、本監査の範囲に含めた。 

 

ⅲ 中小企業の範囲 

 地場産業を支えるのは中小企業や小規模事業者である。本監査で中小企業という場合

には、基本的には中小企業基本法第２条で定義された中小企業(下表参照)を対象とする

事業が多いことから、狭義ではこの意味となるが、特に農業分野では複数の個人生産者

が組織化したような営農集団を対象とする事業も取り上げている。したがって、広い意

味では、小規模事業者でも組織化・企業化した経営形態を採る場合も含めて中小企業と

捉えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （出典）中小企業庁 FAQ「中小企業の定義について」 

- 29 -



 

ⅳ 「第３ 包括外部監査の結果」の構成 

中小企業白書の構成や産業形成種類等の検討と大分県が実際に行っている取組の内

容を踏まえて、必ずしも中小企業白書の施策区分とは一致しないが、本監査における「第

３ 包括外部監査の結果」の大きな構成は次のとおりとした。 

 

 目次構成 設定した支援項目 

１ 担い手の確保・育成・拡大

に係る取組 

起業・創業、事業承継（農業の法人化、企業参入等） 

２ 新事業展開に係る取組 総合的な経営力強化、規模拡大・生産性向上、商品づくり、

新マーケット参入、販路開拓・拡大、観光誘客  

３ 事業環境の整備に係る取

組 

金融支援、人材確保・活用支援、研究機関との連携による技

術支援  

４ 地場産業育成に係る取組  異業種連携、産業形成、産地育成、観光地域づくり 

 

  

（２）関連する大分県の個別戦略 

大分県版総合戦略とプラン 2015 については、前述のとおりであるが、その下位の本

監査に関連する産業分野別戦略計画としては、「おおいた産業活力創造戦略」(商工労働

部所管)、「おおいた農林水産業活力創出プラン 2015」（農林水産部所管)、「日本一のお

んせん県おおいたツーリズム戦略 2015」(企画振興部所管)がある。 

 

ⅰ おおいた産業活力創造戦略 

中小企業を取り巻く事業環境は依然厳しい状況にあり、中小企業が大企業とともにサ

プライチェーンの重要な一角を担いながら成長発展を遂げるには、中小企業の自助努力

を基本としつつ、県と支援団体や金融機関など関係者が一体となって中小企業振興を推

進し、厳しい変化に対応し果敢に挑戦する中小企業を広く生み出す環境づくりを進める

必要がある。このような認識のもと、大分県は、将来にわたり「中小企業が元気を出せ

る」、「中小企業が誇りを持てる」、「中小企業を皆で支える」大分県を目指すことを決意

し、「大分県中小企業活性化条例」(巻末資料 A-3「大分県中小企業活性化条例の概要」

参照)を平成 25 年３月に制定した。（本条例は、近年の社会情勢の変化に伴い、経営環

境が厳しさを増している小規模事業者の持続的な発展を図るため、平成 29 年 12 月に改

正された。） 

「おおいた産業活力創造戦略」は、本条例に基づく計画として位置づけられており、

本県の経済産業政策の方向性や課題解決のための施策を具体的に明示するものとして、

毎年策定している。 
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基本方針 第４次産業革命や働き方改革といった国の成長戦略の動向も踏まえ、以下の     

３本柱により大分県の未来を切り拓く産業振興に取り組むとしている。 

① 産業集積の進化と企業立地の戦略的推進 

② 中小企業の新たな活力創造と競争力の強化 

③ 人材の育成・確保と多様な担い手の活躍推進 

数値目標 2017 年版の巻末に平成 30 年度を最終目標とした「中小企業活性化条例成果

目標」を定めている。 

進捗管理 「大分県中小企業活性化条例推進委員会」(フォローアップ委員会)を平成

25 年４月に設置。条例の各主体の代表者 20 名で構成し、それぞれの責務や役

割を果たしていけるよう、情報提供・共有を図るほか、中小企業地域懇話会で

出された意見等も紹介し、中小企業振興に係る意見交換等を行っている。 

 

ⅱ おおいた農林水産業活力創出プラン 2015（大分県農林水産業振興計画） 

本格的な人口減少社会の到来やグローバル化の進展、国の農林水産業政策の転換など

により、大分県の農林水産業を取り巻く環境は近年、大きく変化している。また、国・

地方にとって、地方創生が大きな課題になっている。これらの急速な時代の変化や地方

創生という地域間競争に対応するため、これまでの大分県農林水産業振興計画「おおい

た農山漁村活性化戦略 2005」(計画期間 平成 17 年～27 年)の終了を待たず、新たな計

画を平成 27 年 12 月に策定した。 

この計画は、プラン 2015 の農林水産業部門計画であり、本県の農林水産行政の基本

指針となるものである。また、県だけのものではなく、農林水産業者をはじめ、市町村、

関係団体、さらには消費者などとの共通認識のもと、ともに進むべき道を示している。 

計画期間は、平成 27(2015)年度を初年度とし、平成 31(2019)年度を中間目標年、平

成 36(2024)年度を最終目標とする 10 年間としている。 

 

基本方針 本計画は、基本目標を「変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実

現」及び「安心して暮らしていける魅力ある農山漁村づくり」とし、これを実

現するための基本施策を次のように定めている。 

① 構造改革の更なる加速  

② マーケットインの商品
も の

づくりの加速  

③ 経営マインドを持った力強い担い手の確保･育成 

④ 元気で豊かな農山漁村の継承 

数値目標 アクションプランで、上記基本方針を具体化した推進項目を記載し、中間目

標や最終目標に対比した当年度の目標値を定めている。 

進捗管理 政策・施策評価、事務事業評価により公表し、達成状況や取り組むべき課題
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について市町村や関係団体などと検証している。 

 

ⅲ 日本一のおんせん県おおいたツーリズム戦略 2015 

現在、国を挙げてまち・ひと・しごとづくりを通じた地方創生の取組が進められてい

る。なかでも経済波及効果の高い観光産業は地方創生の一翼を担うものとして期待され

ており、地域の特性を活かした魅力の創出と交流人口の増加によって、消費や雇用を拡

大することが今まで以上に求められている。このような中、元気で魅力あふれる大分県

づくりを進めていくためには、地域の資源にさらに磨きをかけ、「観て」「聞いて」「食

べて」と五感で楽しむことができる、すなわち、１次産業から３次産業までの様々な要

素を取り込んだ総合産業として魅力が増しているツーリズムを推進していくことが重

要である。本戦略は地域振興と観光振興を一体的に進め、県民と協働で観光による活力

ある大分県づくりを目指すために策定するものであり、行政、地域観光協会、観光事業

者、商工業者、農林水産事業者、ＮＰＯ法人などの各々の主体そして県民一人一人が共

通認識のもと、同じ方向に向かって全力でツーリズムの振興に取り組んでいく指針とな

るものである。 

本戦略はプラン 2015 の実質的なアクションプランとなるものであり、平成 27 年３月

に施行された「おんせん県おおいた観光振興条例」（巻末資料 A-4「おんせん県おおい

た観光振興条例の概要」参照）に定める観光振興基本計画に位置付けられる。また、「お

おいた産業活力創造戦略」の第２章１(４)④ツーリズムの振興のより具体的な戦略とし

ても位置付けられる。 

計画期間は、平成 28 年度から 30 年度までの３年間である。 

 

基本方針 本県最大の強みである源泉数、湧出量ともに日本一の温泉と多彩な食の魅力     

を全面に押しだし、『日本一のおんせん県おおいた♨味力も満載』のキーワー

ドの下、次に掲げる５つを柱とする方向性を示し、県内観光関係者のみならず、

県民共有の目標として具体的取組を進めていくとしている。 

① 地域の観光素材磨き 

② 誘客 

③ ブランド力の向上 

④ 県域を越えた連携による観光の推進 

⑤ 戦略ある現場主義の推進 

数値目標 第１期戦略の誘客目標（観光入込数、県内宿泊者数、外国人宿泊者数)に、

観光消費額と情報発信事業の指針となる「ホームページ訪問数」の目標数値を

加えている。 
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進捗管理 「大分県ツーリズム戦略推進会議」において、観光ツーリズムの振興につい

ての議論や情報共有の場を確保するとともに、実効性のある事業展開を行うよ

う、本戦略の進捗状況を管理する。 

 

 

９ 関連部局の組織図と歳出予算 

 

（１）平成 28 年度一般会計当初予算の概要 

 平成 28 年度の当初予算額は 6,092 億 1,600 万円となっている。このうち本監査の対

象とする事務事業等の実行部局である企画振興部は59億3,834万円で当初予算の1.0％、

商工労働部は 474 億 2,060 万円で 7.8％、農林水産部は 564 億 4,107 万円で 9.3％を占

めている。実行部局全体では 1,098 億 1 万円で当初予算の 18.0％を占めている。 

 

       
 

  

総務部

1644億1224万円

27.0%

企画振興部

59億3834万円

1.0%

福祉保健部

939億9604万円

15.4%

生活環境部

111億5169万円

1.8%

商工労働部

474億2060万円

7.8%

農林水産部

564億4107万円

9.3%

土木建築部

872億5444万円

14.3%

教育委員会

1137億9376万円

18.7%

警察本部

263億7032万円

4.3%

会計管理局・議会・

人事委員会・監査事務局

24億3750万円

0.4%

県全体 

6092億 1600万円
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（２）部局別の組織図と当初予算  

 本監査の対象とする事業等の実行部局別の組織図と平成 28 年度当初予算は下表のと

おりである。二重囲いは、本監査の対象となった事業の担当課等である。 

 

 

 

 

 

 

地域活力応援室 

交通政策課（当初予算額：6億 8,739 万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働企画課（当初予算額：14 億 9,930 万円） 

情報政策課（当初予算額：11 億 6,339 万円） 

企業立地推進課（当初予算額：32 億 7,287 万円） 

雇用労働政策課（当初予算額：18 億 8,888 万円） 

 

（注） 大分県産業科学技術センターは、県内企業を技術的に支援する県内唯一の工業系公設試

験研究機関である。 

  

商工労働部 経営創造・金融課（当初予算額：372 億 9,601 万円） 

工業振興課（当初予算額：19 億 4,356 万円） 

産業集積推進室 産業科学技術センター(注) 

商業・サービス業振興課（当初予算額：2億 5,978 万円） 

企画振興部 

観光・地域局 観光・地域振興課（当初予算額：13 億 4,974 万円） 
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農林水産企画課（当初予算額：18 億 1,627 万円） 

団体指導・金融課（当初予算額：11 億 5,258 万円） 

地域農業振興課（当初予算額：60 億 3,784 万円） 

農村整備計画課（当初予算額：34 億 8,688 万円） 

農村基盤整備課（当初予算額：151 億 7,650 万円） 

林務管理課（当初予算額：49 億 1,579 万円） 

林産振興室 

森林保全課（当初予算額：91 億 1,979 万円） 

森との共生推進室・森林整備室 

漁業管理課（当初予算額：7億 3,292 万円） 

水産振興課（当初予算額：15 億 5,121 万円） 

漁港漁村整備課（当初予算額：28 億 2,853 万円 

 

 

 

１０ 関係団体に対する補助事業及び委託事業 

 

（１）公益財団法人 大分県産業創造機構 

ⅰ 法人の概要 

 地域に蓄積された技術、人材、情報等の産業・経営資源の活用による県内産業の自立

的発展及び新たな産業創造を支援し、企業経営の向上等に資する人材を育成し、並びに

経済、産業、社会及び地域振興に関する調査研究等を行うことにより、県民生活の向上

と県産業経済の発展に寄与することを目的とする公益財団法人である。 

（財）大分県中小企業振興公社と（財）大分県技術振興財団を統合して、（財）大分

県産業創造機構として平成 11 年４月に設立された後、さらに（社）大分県地域経済情

農林水産部 新規就業・経営体支援課（当初予算額：13 億 3,346 万円） 

おおいたブランド推進課（当初予算額：29 億 3,961 万円） 

園芸振興室 

畜産振興課（当初予算額：36 億 8,231 万円） 

畜産技術室 

農地活用・集落営農課（当初予算額：16 億 6,738 万円） 
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報センターを平成 12 年に合併して、これら３法人の機能をワンストップで担うように

なった。その後、公益法人制度改革関連三法の施行を受け、平成 24 年４月に、大分県

知事の公益認定を受けて現在の「公益財団法人大分県産業創造機構」となっている。 

平成 12 年５月に、中小企業支援法に基づく「指定法人（県中小企業支援センター）」

に指定され、平成 17 年７月には、中小企業新事業活動促進法に基づく「中核的支援機

関」に、また、平成 25 年３月に中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等支援

機関」に認定されている。 

県派遣職員を含め、平成 29 年４月現在の職員数は 54 名となっている。 

 

ⅱ 大分県の補助事業・委託事業一覧（平成 28 年度） 

下記事業のうち「プロフェッショナル人材活用推進事業」「６次産業化サポート体制

整備事業」「大分発ニュービジネス発掘・育成事業」「おおいたスタートアップ支援事業」

「おおいた地域資源活性化推進事業」「ものづくり企業技術チャレンジ支援事業」が本

監査の対象とする事務事業に該当する。 

 （単位：千円） 

区分 県事業名 種別 金額 

公益 

 

プロフェッショナル人材活用推進事業 委託 39,525

６次産業化サポート体制整備事業 補助 21,465

大分発ニュービジネス発掘・育成事業 補助 7,550

おおいたスタートアップ支援事業 補助 54,741

中小企業総合支援事業 補助 27,478

工業振興対策事業 補助 41,479

おおいた地域資源活性化推進事業 補助 10,487

ものづくり企業技術チャレンジ支援事業 委託 4,854

自動車関連産業新規参入促進事業 補助 18,293

合計 225,872

 

 

（２）公益社団法人 大分県農業農村振興公社 

ⅰ 法人の概要 

 大分県における農業の振興を図るため、農地利用の効率化、高度化、農業基盤の整備、

青年農業者の育成、新規就農者の確保等を促進することを目的とした公益社団法人であ

る。 

 昭和 46 年４月に経営規模の拡大、集団化等を図る農地保有の合理化の促進、畜産経

営の近代化を目的として、（社）大分県農地開発公社として設立された。平成 12 年４月

には、（財）豊の国農業人材育成基金と統合し、（社）大分県農業農村振興公社となった。
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その後、公益法人制度改革関連三法の施行を受け、平成 23 年４月に大分県知事の公益

認定を受けて現在の「公益社団法人大分県農業農村振興公社」となっている。 

 また、平成 26 年３月に農地中間管理事業の推進に関する法律（以下、機構法という。）

に基づき「農地中間管理機構」としての指定を受け、農地中間管理事業を実施している。 

県派遣職員を含め、平成 29 年４月現在の職員数は 43 名となっている。 

 

ⅱ 大分県補助事業・委託事業一覧（平成 28 年度） 

下記事業のうち「農地中間管理推進事業」「草地畜産基盤整備事業」「活力あふれる園

芸産地整備事業」が本監査の対象とする事業に該当する。 

（単位：千円） 

区分 県事業名 種別 金額 

公益 農地中間管理推進事業 補助 124,913

草地畜産基盤整備事業 補助 20,999

活力あふれる園芸産地整備事業 補助 3,598

園芸農業構造改革対策事業 委託 1,000

農業担い手確保・育成対策事業 補助 8,456

ＵＩＪターン就農者拡大対策事業 補助 3,882

青年就農給付金事業 補助 111,809

小計 274,657

収益 大分農業文化公園等管理運営事業 委託 129,997

公共施設等緑化事業 委託 977

木材振興対策事業 補助 1,555

小計 132,529

合計 407,186

 

 

（３）公益社団法人 ツーリズムおおいた 

ⅰ 法人の概要 

大分県内における観光事業の健全な発展と振興並びに地域の活性化を図り、併せて健

全な観光旅行の普及発展と国際観光の振興を促し、もって県民の生活、文化及び経済の

向上発展並びに国際親善に寄与することを目的とした公益社団法人である。 

自治体主導であった旧大分県観光協会を改組し、民間主導の組織として平成 17 年４

月に「社団法人ツーリズムおおいた」として発足した。その後、公益法人制度改革関連

三法の施行を受け、平成 25 年に大分県知事の公益認定を受けて現在の「公益社団法人

ツーリズムおおいた」となっている。 
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自治体、地域の観光協会、観光事業者、交通事業者、商工関係者等多様な業態が正会

員となるとともに、地域づくり団体やＮＰＯ等が新たに準会員として参加している。大

分県は正会員・準会員ではないため出資はしていないが、事務職員を派遣して人的支援

を行っている。 

県派遣職員を含め、平成 29 年４月現在の職員数は 17 名となっている。 

 

ⅱ 大分県補助事業・委託事業一覧（平成 28 年度） 

下記事業のうち「観光地域磨き推進事業」「国内誘客総合対策事業」「インバウンド推

進事業」が本監査の対象とする事業に該当する。 

（単位:千円） 

区分 県事業名 種別 金額 

公益 

 

農山漁村ツーリズム推進事業 委託 1,646

観光交流拡大推進事業 委託 30,000

おんせん県おおいた県域版ＤＭＯ推進事業 委託 26,934

観光地域磨き推進事業 委託 13,903

国内誘客総合対策事業 委託 83,545

団体誘客推進事業 委託 5,633

団体誘客推進事業（ＭＩＣＥ誘致推進事業費補助金） 補助 5,000

インバウンド推進事業 委託 95,000

国内誘客緊急対策事業 委託 23,358

国内誘客緊急対策事業（「九州ふっこう割」事業費補助金） 補助 2,501,612

インバウンド緊急対策事業 委託 23,440

インバウンド緊急対策事業（「九州ふっこう割」事業費補助金） 補助 779,000

広域観光連携推進事業 委託 13,843

東九州誘客促進プロモーション事業 委託 4,450

九州の東の玄関口拠点づくり促進事業 委託 5,000

海外戦略推進事業 委託 7,095

おおいた魅力アップ情報発信事業 委託 13,162

合計 3,632,621
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１１ 関係する基金 

 

（１）関係基金の一覧 

本監査で対象とした事業の財源となっている基金は次のとおりである。 

（単位：千円） 

基金名 設置目的 28年度末 

残高① 

27年度末 

残高② 

増減 

（①－②）

大分県産業廃棄

物税基金 

産業廃棄物の排出の抑制、再生

利用その他適正な処理の推進を

図る。 

760,085 726,050 34,035

おおいた元気創

出基金 

大分県の元気を創出し、活力あ

る大分県づくりを推進する。 

793,559 848,263 ▲54,704

大分県農地中間

管理事業等推進

基金 

農業経営の規模の拡大、耕作の

事業に供される農用地の集団

化、新たに農業を営もうとする

者の参入の促進等による農用地

の利用の効率化及び高度化を促

進する。 

696,548 949,913 ▲253,365

 

（２）基金の充当事業（平成 28 年度）  

 基金ごとに充当できる事業や経費が条例等により定められており、平成 28 年度の充

当事業は次のとおりとなっている。 

                 （単位：千円） 

基金名 充当事業 担当課 充当額 

大分県産業廃

棄物税基金 

食品産業成長促進事業 工業振興課 1,698

循環型環境産業創出事業 工業振興課 74,382

おおいた元気

創出基金 

六郷満山開山 1300 年記念観光推進

事業 

観光・地域振興課 17,202

ものづくり企業技術チャレンジ支

援事業 

工業振興課 6,920

クリエイティブ産業創出事業 経営創造・金融課 5,821

食品産業連携産地拡大推進事業 おおいたブランド推進課 11,995

大分県農地中

間管理事業等

推進基金 

農地中間管理推進事業 農地活用・集落営農課 252,959
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１２ 行政評価と成果指標 
 
（１）大分県の事務事業評価の概要 

大分県の行政評価の枠組みやそれに基づくＰＤＣＡの進め方については、「平成 29年

度行政評価方法（概要）」（巻末資料 A-5参照）及び昨年度の包括外部監査結果報告書を

参照いただきたいが、県が実施する事務事業評価は、この行政評価の一環として行われ、

次のとおり３段階で事業の評価を実施している。 

①  活動指標の評価：事業が目標どおり行われているかの評価 

②  成果指標の評価：事業の成果が目標どおり達成されているかの評価 

③  総合評価   ：活動指標と成果指標の合計点による総合評価 

活動指標は、一定期間に実施された事業（行政により提供された財・サービス）の内

容や量（結果）を示すものであり、他方、成果指標は事業の意図する状態にどれだけ近

づいたかを表すものとされている。それぞれの判定基準と評価点数のつけ方は下表のと

おりである。 

 

項目 判定基準 評価基準 評価

活動指標の

評価 

実績値／目標値（％） 90％以上（目標を概ね達成している） ⇒３点 ａ 

80％以上（目標達成度が不十分である）⇒２点 ｂ 

80％未満（目標達成度が低い）    ⇒１点 ｃ 

成果指標の

評価 

実績値／目標値（％） 90％以上（目標を概ね達成している） ⇒３点 ａ 

80％以上（目標達成度が不十分である）⇒２点 ｂ 

80％未満（目標達成度が低い）    ⇒１点 ｃ 

総合評価 活動指標の点数＋成

果指標の点数（点） 

６点（終了or継続・見直し） Ａ 

５点（終了or継続・見直し） Ｂ 

４点（終了or継続・見直し） Ｃ 

３点以下（例外的に継続） Ｄ 

３点以下（廃止）※３点以下は原則廃止とする Ｅ 

(注) ４～６点での終了は、当初定めた事業の実施期間が終了する場合や他の事業に組み替えて、

当該事業自体は終了とする場合である。 

昨年度は、活動指標数は原則２つとし、評価の点数が分かれる場合は、低い方の点数

を採用していたが、昨年度の包括外部監査の意見を受けて、今年度は活動指標数を４つ

までに増やし、各指標の達成率を予算額に応じた割合を基に加重平均して活動指標全体

の評点を算定する方法に変更している。成果指標の数は昨年度同様に原則１つとし、活

動指標と成果指標の合計点数で総合評価を行う点も変更はない。 
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（２）成果指標の考え方と指標の種類 

行政活動の指標化にあたっては，理論的には、行政活動を「投入（インプット）」「結

果（アウトプット）」「成果（アウトカム）」に分類して考えることが多い。 

 

     

(出典) 施策評価の指標に関する手引き(京都市総合企画局政策推進室) 

 

インプットは投入した費用等であり、指標としては時間数等を採用することもできる

が、共通的な指標としては主に予算額が用いられる。アウトプット指標は、事業実施に

直接関連する指標であり、行政活動の結果を表すため活動指標と言われることもある。

アウトカム指標は、成果に関する指標で結果として市民が受ける効果を示すものである。

言い換えると、アウトカム指標は、市民からみた行政活動の効果を指標化したものであ

る。 

施策や事業の評価を行う場合の指標としては、最近は、アウトカム指標を設定するこ

とが望ましいとされている。かつては、事業を実施することによって直接発生した成果

物・事業量（アウトプット）を表す指標を用いて施策や事業の評価を行うことが一般的

であった。 
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道路整備についていえば、戦後一貫した着実な整備の結果、一定の量的ストックは形

成されたものの、慢性的な交通渋滞や多発する交通事故等、依然として課題は残ってい

る。そうなると、以前のような画一的な量的整備中心では、国民の期待と整備効果との

間にギャップが生じるため、道路サービスによる成果（アウトカム）を重視し、道路利

用者が満足する道路行政に転換することが重要であると考えられるようになったとこ

ろである。

 大分県における行政評価においても、施策や事業の評価を行う際にはアウトカム指標

を主に採用しているが、アウトカム指標にも大きくは２種類あるようである。前年度の

包括外部監査でも検討したが、実際に採用されている成果指標を見ると、活動指標との

関連性あるいは因果関係が比較的説明し易い成果指標と直接的な関係性や因果関係が

薄く、いわば話が遠い成果指標が見られた。この点、「地方創生加速化交付金」の事業

実施報告書の様式の説明が参考となる。

 地方創生関連事業として交付金を受けるには、交付金を受ける事業ごとにＫＰＩを設

定して毎年度成果を確認し、報告することが求められている。ＫＰＩの設定に当たって

は、下表の中から選択して、ＫＰＩとして採用した指標を分類することになっている。 

① インプット 交付金事業に投入される資源（ヒト・モノ・カネ・時間） 

② アウトプット 交付金事業による活動量（仕事の量・頻度・投下時間） 

③ 交付金事業のアウトカム 交付金事業から直接的にもたらされる成果・効果 

④ 総合的なアウトカム 様々な事業・施策・政策の総体によって得られる成果・効果

これを見ると、アウトカム指標を「交付金事業のアウトカム」「総合的なアウトカム」

の２種類に区別している。なお、「交付金事業のアウトカム」という言い方は、地方創

生加速化交付金に係る事業のアウトカムという意味合いなので、「総合的なアウトカム」

に対比して言えば、事業から得られる「直接的なアウトカム」ということになろう。

また、行政企画課作成の「成果指標の設定について」という資料では、成果指標を次

の３つに分類している。 

① サービス成果指標 サービスの需要と供給の量的関係を問うもので３種類あり 

需要達成成果指標、需要充足成果指標、供給達成成果指標 

② 社会的成果指標 サービスの需給関係では適切でない施策や事業で使用 

③ 住民満足度 サービスの受け手である住民の心理的尺度で捉えた指標 

成果指標自体については、「受益者や社会が受ける施策・事業の効果を表す概念」と

しているのでアウトカム指標を想定していると判断されるが、「サービス水準やニーズ

の充足度など直接的なものから、社会的な波及効果や住民満足度まで計測すべき対象に

応じて多様な指標が考えられる」としている。また、社会的成果指標については、問題

点として「その指標により示される社会的効果のすべてが当該施策・事業の成果として

帰属するわけではなく、その要因には行政でコントロールできないものが多く含まれて
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いる」（限界を十分認識しておくことが必要）とコメントが附されている。 

 このような記載から見ると、「サービス成果指標」は比較的「直接的なアウトカム」、

「社会的成果指標」は「総合的なアウトカム」を想定していると推測される。住民満足

度は、指標の測定方法の問題なので、「直接的なアウトカム」の場合も「総合的なアウ

トカム」の場合もあり得ると思われる。 

 その他にも、「中間的なアウトカム」（=直接的な効果）、「最終的なアウトカム」（=社

会へのインパクト）という言い方もある。 

なお、本監査の中では、前年度の包括外部監査での用語の使用方法との継続性とアウ

トカムという言葉が一般には馴染みが薄いことを鑑み、「直接的なアウトカム」や「中

間的なアウトカム」を表す指標を「直接的な効果指標」、「総合的なアウトカム」や「最

終的なアウトカム」を表す指標を「総合的な効果指標」という言い方をしている。 

 
（３）包括外部監査との関連性 

包括外部監査では、合規性の監査に加えて、経済性・効率性・有効性（３Ｅ）の監査

が求められていると言われるが、包括外部監査の限られた時間で経済性・効率性・有効

性について、個別に正面から検討することは現実的には難しい。３Ｅに係る指摘をした

としても、明らかに３Ｅを阻害しているような事務処理等に行き当たった場合に限られ

る。また、国の施策の枠組みの中で合規性を強く要求されるような事務事業の場合は、

３Ｅを優先できないこともある。 
３Ｅ評価は、下図のとおり、事務事業評価等と密接に結びついている。したがって、

包括外部監査では、むしろ事務事業評価等のＰＤＣＡプロセスが適切に行われているか

を検討し、自治体自身が効率的に３Ｅ評価を行えるよう手助けする趣旨で監査を実施す

る場合が多く見られ、本監査でも同様の趣旨で、事務事業評価等のプロセス（事業の管

理）を監査の対象にしている。 
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第３ 包括外部監査の結果 

 

 

１ 担い手の確保・育成・拡大に係る取組 

 

（１） 起業・創業 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

チャレンジする中小企業と創業の支援 ・創業の裾野拡大と新たな付加価値を生む 

ベンチャーの輩出 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 創業の裾野拡大、高成長を志向する創業者に対する支援を実施するとともに、県

内産業を活性化するベンチャー企業の発掘と育成及び経営環境を先読みした経営

革新への取り組みを支援する。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・創業支援件数       平成31年度目標500件 

【平成24～26年度平均385件】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア おおいたスタートアップ支援事業 75,739 71,631 

イ 大分発ニュービジネス発掘・育成事業 28,068 28,068 
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ア おおいたスタートアップ支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 71,631 千円

H27～H31    75,739 千円 内訳 国庫支出金 21,924 千円

担当課等 経営創造・金融課、産業創造機構 一般財源 49,707 千円

（注）国庫支出金は、地方創生推進交付金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

創業の裾野拡大により県下各地での多様な仕事づくりを支援するとともに、成長志向

の高い起業家の発掘・育成により雇用創出型企業や高成長ベンチャー企業の創出を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

公益財団法人大分県産業創造機構（以下、産業創造機構という。）が設置するおおい

たスタートアップセンターを中心として、創業の裾野拡大と成長志向の高い起業家の発

掘・育成等に取り組み、地域経済の活性化を図る。 

 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

おおいたスタートア

ップセンターの運営 

千円 

47,841 

インキュベーション機能の運営、

相談スタッフ等４名の配置による

創業希望者等への相談対応、集中

セミナーの開催 

県 10/10 

交付先: 

産業創造機構 

成長志向起業家の育

成 

27,594 大分県起業家成長促進事業費補助

金の交付(注) 

県 2/3 

(上限 200 万円) 

創業の裾野拡大 304 創業啓発セミナー等の開催 県 10/10 

交付先: 

産業創造機構 

 

(注)大分県起業家成長促進事業費補助金 

新規中小企業者（開業、会社設立後５年未満の者）の成長を促進するため、事業を成

長軌道に乗せるために必要な経費の一部を補助する制度。 

補助対象経費 支援期間 事業の特色 

商品開発・改良にかかる経費、マーケティング

に要する経費、販路開拓活動に要する経費など

３年間 創業支援事業計画を審査によ

り認定する。 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名（単位） 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 スタートアップセンター利用延

べ人数(人) 

 2,002 1,828  

[1,800] 

a 
A 

有望なビジネスプランを持った

起業家の発掘(人) 

－ 11  

[6] 

創業啓発セミナー等の参加延べ

人数(人） 

2,573 3,352  

[2,050] 

成果 創業支援実績(件） 513 551[500] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標についても 110.2％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の

合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 法令：地域再生法、産業競争力強化法 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

   おおいたスタートアップ支援事業費補助金交付要綱、大分県起業家成長促進事業実施

要領、大分県起業家成長促進事業費補助金交付要綱に基づき補助金の交付事務が適正に

行われているか確認した。 

 

指摘 ０１－Ｓ 大分県起業家成長促進事業費補助金交付要綱について 

改
善
事
項 

補助対象経費の経費区分について、謝金、旅費、庁費、原材料費、機械装置等

経費、委託費に分かれている。このうち庁費については他の経費区分とは異なり、

種々雑多なものから構成されていることから、補助金の交付申請書の補助対象経

費のほとんどが庁費に対するものとなっている。このため、内容をより分かりや

すくするために経費区分を追加し庁費の内容を区分する必要があると考える。 

≪補足≫ 

 庁費は、地方公共団体等で使用される独特な科目であり、民間企業では馴染みがなく

分かりにくい。また、雑多なものが計上される傾向があるので、雑費に近い扱いになり

がちであり、補助金の趣旨から見て対象外の経費が紛れ込む可能性が高くなる。 
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B. 事業の管理について 

指摘 ０２－Ｓ 活動指標について 

勧
奨
事
項 

活動指標の「有望なビジネスプランを持った起業家の発掘」というのは、おお

いたスタートアップセンターで相談した人のうち、有望なビジネスプランを持っ

ていると判断した人の数を意味している。しかしながら、文言が分かりにくいこ

とから「スタートアップセンターで発掘した有望なビジネスプラン（数）」とい

ったように県民から見ても分かりやすい文言に修正することが望ましい。 

  

指摘 ０３－Ｓ 活動指標について 

勧
奨
事
項 

活動指標の「有望なビジネスプランを持った起業家の発掘」については、おお

いたスタートアップセンターが主観的に判断するものであり、客観的に判断でき

るものではない。このため、活動指標としては、より設定が容易で事業活動を直

接的に表す指標に変更することが望ましい。 

 

C. 産業創造機構への往査 

(1)おおいたスタートアップセンターの活動状況 

「おおいたスタートアップセンター」を拠点に、専門スタッフ４名による、創業相談、

創業準備者向けセミナー、成長志向起業家育成塾、創業支援人材育成講座の事業を実施

し、創業の裾野拡大と創業者の成長支援に取り組んだ。 

・会員数 946名   ・相談件数1,579件 

 ・セミナー件数164件 ・セミナー参加者3,352名 

 

(2)おおいたスタートアップセンター運営事業の事務の執行 

大分県起業家成長促進事業の公募・審査等に関する規程、「大分県起業家成長促進事

業」の公募要領、産業競争力強化法第 113 条（創業支援事業計画の認定）に基づいて実

施している。（事業費 54,741 千円） 

 

指摘 ０４－Ｓ 見積書の日付の記入漏れ 

不
備
事
項 

ウェブマーケティング事業で２者から見積を取っている決裁伺書について、両

見積書ともに発行日が印字されていなかった。このため、同時に相見積を取得し

たのか分からなかった。見積書は日付が記入されたものを入手するよう徹底する

必要がある。 

≪補足≫ 

 相見積に限らず、見積書に日付が記入されていなければ、処理をストップし、日付の

入った見積書を再提出させなければならない。日付がなければ、見積書の内容が変更さ
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れた際に、いつから変更されたかの日付を追うことができなかったり、日付を意図的に

変更されるという弊害がある。また今回は、相見積の結果、発注先がおおいたスタート

アップセンターの入居者となっていたことから、意図的に発注先を選択したと判断され

る恐れもある。このように不正を疑われないためにも、実際に日付の入った見積書を入

手しなければならない。見積書のみならず納品書、請求書も同様に日付の入ったものを

入手しなければならない。 

 

指摘 ０５－Ｓ 内容の異なる相見積について 

改
善
事
項

見積書の品目(項目)が異なることから一概にどちらが経済的なのか判断でき

ない相見積があった。内容の異なる見積は、相見積であるとは言えないことから、

同様の内容ごとに相見積を取る必要があると考える。 

≪補足≫  

今回のケースは、一つの目的を達成するために複数の企業に相見積を取ったものであ

り、見積項目に関する詳細な指定が不足しており、この結果、事業内容の仕様が異なる

見積書となってしまった。また、おおいたスタートアップセンターとしても、実施詳細

について具体的に決めていなかったことから金額の安いほうを採用したことによるも

のである。このように、事業者の提案を参考に事業内容を決定する場合は、企画提案競

技を採用しても良かったのではないかと考えられる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「創業の裾

野拡大と新たな付加価値を生むベンチャーの輩出」で記載されている次の取組事項を一

つの事業としている。 

① おおいたスタートアップセンターによる指導・助言や商工会等との連携による県

内各地域での創業促進 

② クラウドファンディングによる資金調達から販路開拓に至るまでの事業段階に

応じた細かな支援 

③ 民間創業コミュニティ等と協働した更なる創業案件の掘り起こし 

④ 県外のファンド等と連携したベンチャー志向の創業者を集中支援する仕組みの

構築 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「創業支援件数」は、直接的な効果指標であるが、プラン

2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。 
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なお、大分県版総合戦略アクションプランの事業ＫＰＩは、先行型交付金事業として、

本成果指標と同じ指標を採用しているが、推進交付金事業としては、「創造県おおいた

クリエイティブ産業チャレンジ事業」の一部に組み込んで、新たな成果指標として「創

業による就業者数の増加」を採用している。 

３．起業家成長促進事業補助金の審査員の利害関係の有無 

 起業家成長促進事業費補助金の審査に当たり、審査委員の審査対象会社等との利害関

係の有無については、審査委員が大分県職員、産業創造機構職員及び大分県信用保証協

会職員により構成されており、申請者と直接的な利害関係はないと考えているため、利

害関係については特に確認を行っていない。 

イ 大分発ニュービジネス発掘・育成事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 28,068 千円

H19～ 28,068 千円 内訳 一般財源 28,068 千円

担当課等 経営創造・金融課、産業創造機構 

ⅰ 事業の目的 

ベンチャー企業を創出し、県内産業の活性化を図るため、県内外を問わず、広く全国

からビジネスプランを公募し、審査会において新規性・成長性等が評価された優秀なプ

ランを作成した企業を表彰するとともに、県内での事業化を促進するため総合的な補助

金の交付とフォローアップを行う。 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

事業化促進のた

めの補助金 

千円 

20,000 

27 年度受賞企業に総額 20,000 千円の補

助金交付（27 年度受賞企業：最優秀１、

優秀２、審査員特別賞３） 

補助総額: 

県 20,000 千円 

ビジネスプラン

グランプリの実

施 

7,622 ビジネスプラングランプリの公募、審

査、表彰 

補助率：県 10/10

交付先： 

産業創造機構 

受賞企業のフォ

ローアップ 

446 経営に関する助言等による事業化や成

長のための支援 

産業創造機構と 

共同で実施 
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[ ]は目標値 

区分 指標名（単位） 26 年度 27 年度 28 年度 評価

活動 事業化促進のための補助金交付企業数(社） 4 4 6 [5]  

a 

A

ビジネスプラングランプリ応募企業数(社） 49 56 61[50] 

過去受賞企業のフォローアップ対応件数(回） － 26 29[27] 

成果 受賞前に比べ売上又は雇用を増加させた企業

の割合(％） 

61.4 66.7 64.8  

[50.0] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標についても 129.6％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の

合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

第 13 回ビジネスプラングランプリ（平成 27 年度実施）の受賞企業に対して、ビジネ

スプラングランプリ実施事業実施要領、大分発ニュービジネス発掘・育成事業費補助金

交付要綱、大分県地域新産業創出総合支援事業費補助金交付要綱に基づき、補助金の交

付事務が適正に行われているか確認した。 

 

指摘 ０６－Ｓ 補助金交付要綱について 

改
善
事
項 

出張旅費については、実務上、旅費の領収書と一緒に成果物（出張報告書等）

を添付するようにしているが、要綱では特に規定していなかった。出張について

は、その必要性の検証が重要であることから、要綱に成果物を添付する旨を明記

する必要があると考える。 

≪補足≫  

出張旅費については、特に公費から支出されているものであることから、出張の必要

性を立証できなければならないと考えられる。このため、規程でルール化しておくこと

が望ましい。 
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指摘 ０７－Ｓ 補助対象経費について 

不
備
事
項 

補助金を使用する内訳について、平成 28 年度大分発ニュービジネス発掘・育

成事業変更承認申請書（以下、変更申請書）に理由が記載されていない変更があ

った。交付要綱においては、20％以内の増減は軽微の変更と定めており、この軽

微の変更に該当しないものについては、変更申請書に変更の理由を記す必要があ

ると考えられる。このため、一定の変更があった際には変更理由の記載を徹底す

べきである。 

≪補足≫ 

ある会社への補助金の内訳について、変更申請書においてマーケティング費用を圧縮

し人件費に振替えたいという理由で機械装置・工具費を 3,240 千円から 1,971 千円に減

少させ、人件費を０円から 972 千円に増加させていた。この点、人件費とは別に不動産

借用経費についても 378 千円から 1,080 千円に増加させていたが、20％を超える増減で

あるにも関わらず、この不動産借用経費が増加する理由については変更申請書には特に

記載がなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ０８－Ｓ 成果指標の算出方法について 

改
善
事
項 

成果指標の算定資料を確認したところ、一部企業に関して古い決算期の数値を

もとに計算していたり、既に倒産や事業を停止している会社や者もカウントして

指標を算出していた。このため、算出された成果指標が実態と異なる可能性があ

り成果指標の算出方法を見直す必要があると考える。 

≪補足≫  

算定資料の内容としては直近５年ぐらいまでの受賞企業であれば決算期もそこまで

古くなく、また県としても受賞企業のフォローアップができている。このため、直近５

年ぐらいの受賞企業を対象として成果指標を算定するのが適当であると思われる。 

 

C. 産業創造機構への往査 

(1) 第14回大分県ビジネスプラングランプリの実施状況 

地域経済の活性化とベンチャー企業の創出を図るため、全国から募集したビジネスプ

ラン61件を審査した結果、最優秀賞１件、優秀賞２件、奨励賞２件を選定した。 

また、これまでの受賞者に対し、大分県と連携し、専門家派遣などのフォローアップ

支援を行っている。 
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第14回受賞ビジネスプランの概要                     

受賞者 プランの概要 受賞内容 

㈱サークル・ワン 「見える安心」、「つながる安心」、映像配信型ホー

ムセキュリティシステム「アポロン」の事業化 

最優秀賞 

㈱グリーンファームテ

クニカルシステムズ 

ＬＡＭＰ法を応用した農産物病害迅速診断検査薬

の開発 

優秀賞 

㈱ブライテック モータの高効率化を実現する高精度磁気特性測定

装置の開発・販売及び受託測定サービスの展開 

優秀賞 

ライフデザインラボ㈱ 急な発熱に完全対応！！病気で保育園や小学校に

行けない子どもを預かる業界初サテライト型病児

保育事業の創業 

奨励賞 

ima アグリサービス 人の健康と土の健康を未来につなぐ有機農業シス

テム「由布川オアシス」の実施 

奨励賞 

 

(2) 大分県ビジネスプラングランプリ開催事業の事務の執行について 

 ビジネスプラングランプリ実施事業実施要領、大分県ビジネスプラングランプリ審査

等取扱方針、ビジネスプラングランプリ実施事業「第 14 回大分県ビジネスプラングラ

ンプリ」の公募要領に基づいて、実施している。（事業費 7,558 千円） 

 

指摘 ０９－Ｓ 講師謝金について 

改
善
事
項 

ビジネスプラングランプリ表彰式の記念講演の講師謝金について、伺い書で支

出自体の決裁は行っているものの、規程に則った謝金額ではない理由及び謝金額

の算定根拠が特に記されていなかった。 

このため、特別の理由により規程を超える額の謝金を支払う際は、伺い書にそ

の理由及び金額の算定根拠を記載するとともに責任者の承認を得る必要がある

と考える。 

≪補足≫ 

一般的な講師等に対する謝金としては企業役職員で役員以上の場合、１時間当たりの

単価が 10,000 円と産業創造機構の「講師に対する謝金及び旅費等に関する規程第 2 条

別紙」で規定されているが、記念講演を依頼した方はベンチャー企業の発掘育成に優れ

た実績を残している人物であり、また講演という依頼内容からも単価 10,000 円での謝

礼は一般的には低すぎると思われる。このため、規程に則らずに特別な決裁を行うこと

自体は問題ないと考えられる。 

しかしながら、著名人に対する講演会の講師謝金は高額であるケースが多い。このた

め、講演会の内容及び講師の経歴等も勘案して、過度に高額とならないように注意する

必要があるので、理由や算定根拠についても伺い書に記載する必要が認められる。 
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指摘 １０－Ｓ 経常的に支出する審査員の謝金について 

改
善
事
項 

ベンチャー目利き委員会委員（ビジネスプラングランプリの審査員）の謝金に

ついて、特に算定根拠がないまま支出が決裁されていた。この謝金については、

毎年同額を経常的に払っているため、ビジネスプラングランプリ実施事業実施要

領等で審査員の謝金の額を定め、毎年実施要領に従って支出するように変更する

ことが望ましい。 

≪補足≫ 

本来であれば講演会の講師謝金の改善事項（指摘 09-S）と同様、理由及び算定根拠

を記したうえで決裁をすべきである。しかしながら、審査員の謝金については、講師謝

金とは異なり毎年同額を経常的に支払っており、実際過去 14 回支払額は変更されてお

らず、また今後も変更する予定がない。このため規程で定めても特に問題はないと思わ

れる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「創業の裾

野拡大と新たな付加価値を生むベンチャーの輩出」で記載されている次の取組事項を一

つの事業としている。 

① 全国からビジネスプランを公募し、優秀なプランの顕彰と県内での事業化を支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「受賞前に比べ売上又は雇用を増加させた企業の割合」は、

直接的な効果指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略

の施策ＫＰＩとは、独立した本事業単独の成果指標である。 

受賞したビジネスプランにより売上が増加した又は雇用者を増やしたといった成果

を上げているかどうかを検証し成果指標として採用している。 

 

３．ビジネスプラングランプリ審査員の利害関係確認 

 ビジネスプラングランプリの審査員である「ベンチャー目利き委員会委員」について

産業創造機構及び大分県庁の職員ではなく外部の有識者に依頼している。そして依頼す

るにあたり「大分県ビジネスプラングランプリ審査等取扱方針」に従い、以下の利害関

係者に該当する場合は、関係する委員は当該事業計画書の審査をすることができない旨

を定めている。 

 ア 応募者が、委員の四親等以内の血族、三親等以内の姻族及び配偶者である場合。 

 イ 委員又は委員の所属する機関が応募者に対して、出資を行っている場合。ただし、

一次審査の場合には、50％を超える出資を行っている場合とする。 
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この点、確認している内容は上記の２件のみであり、これらの他にも審査結果に影響

を及ぼすと考えられる事項については確認していなかった。また、確認方法も口頭で確

認するのみで書面による確認を実施していなかった。 
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（２）事業承継（農業の法人化、企業参入等） 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

農林水産業における経営マインドを持っ

た力強い担い手の確保・育成 

・経営感覚の優れた担い手の育成 

 

農林水産業における構造改革の更なる加

速 

・将来を担う新たな経営体の確保・育成

・変化に対応した先駆的な経営体の育成

元気で豊かな農山漁村の継承 ・快適で元気な農山漁村づくり 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 産地の核となる経営マインドを持った担い手の育成にあわせ法人化を進める。 

 新規就業や企業参入の促進により農山漁村を担う新たな経営体を確保･育成する。 

 農林水産業における担い手の経営基盤の強靱化などを進め、変化する社会情勢に

即応できる先駆的な経営体を育成する。 

 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・中核的経営体数（農業法人数）   平成31年度目標1,050経営体 

【平成26年度実績 671経営体】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 農業企業者育成対策事業 11,884 9,640 

イ 農業経営体法人化推進事業 16,465 5,574 

ウ 企業等農業参入推進事業 64,323 29,045 

エ 参入企業経営強化推進事業 2,252 1,661 

オ 集落営農構造改革対策事業 42,274 28,221 

 

 

  

- 56 -



 

ア 農業企業者育成対策事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 9,640 千円

H17～    11,884 千円 内訳 国庫支出金 1,560 千円

担当課等 新規就業・経営体支援課 一般財源 8,080 千円

（注）国庫支出金は、協同農業普及事業交付金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

農業生産の担い手確保・育成に向け、将来の中心的担い手である農業青年の育成・支

援や「大分県担い手育成総合支援協議会」の活動支援を行い、経営感覚に優れた認定農

業者、農業法人を育成する。 

また、異業種からの企業の農業参入を促進するための事業を実施する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

事務事業評価は行っていない。 

 

ⅳ 関連法令等 

 法令：農業改良助長法、農業改良助長法施行令 

 国の要領等：協同農業普及事業交付金交付要綱 

 

 

 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

農業青年育成対策 千円 

1,582 

農業青年の資質向上を図るため、プロジェ

クト活動、全国及び九州の組織との交流

等、農業青年組織の充実強化を図る。 

国 10/10 

指導農業士活動対策 1,170 農業青年の育成に指導的役割を果たす指

導農業士との連携強化、資質向上を図る。 

県 10/10 

担い手育成総合支援

協議会活動支援 

9,032 認定農業者へのフォローアップ体制を確

立し、経営相談、経営指導等の支援を行う。

また、認定農業者の法人化を支援するた

め、研修会や相談会を開催する。 

県 10/10 

農業企業者参入促進 100 農業分野への企業参入を推進するために

誘致活動を行う。(直接実施) 
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【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

指導農業士活動実施要領に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した

結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成」の中の取組

「経営感覚の優れた担い手の育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業として

いる。 

① 産地をマネジメントする若手リーダーの育成 

 

２．事務事業評価を行っていない理由等 

農業青年組織や大分県担い手育成総合支援協議会等への補助事業であり、経常予算の

範囲内で実施しているため事務事業評価は実施していない。 

 

 

 

イ 農業経営体法人化推進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 5,574 千円

H28～H30    16,465 千円 内訳 国庫支出金 4,876 千円

担当課等 新規就業・経営体支援課 一般財源   698 千円

（注）国庫支出金は、農業経営力向上支援事業費補助金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

認定農業者等の経営意識の向上及び経営拡大を促進し、地域に根付く持続可能な力強

い経営体を育成するため、法人化により経営の高度化を目指す農業者等の取組を支援す

る。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値)  

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 法人育成研修会等の実施回数(件)   4  [4] a 
A 

成果 農業法人数(法人) 781[823] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は開始事業である。活動指標については目標値を達成しているため、ａ

（３点）評価となっている。成果指標については未達であるが、94.9％の達成率で 90％

を上回っているため、ａ（３点）評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、

継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：食料・農業・農村基本法 

国の要領等：担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱 

農業経営力向上支援事業実施要綱 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県農業経営体法人化推進事業費補助金交付要綱、大分県農業経営体法人化推進事

業実施要綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指

摘すべき事項はなかった。 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

法人設立支援 千円 

1,539 

 

法人化に向けた意向調査の実施 

 

国 1/2、県 1/2 

253 振興局ごとの地区別研修会の実施 国 10/10 

899 法人育成研修会の実施 国 10/10 

1,488 法人化に向けた専門家派遣 国 10/10 

11,100 法人設立時の登記費用等の助成 

－個別経営体の法人設立 

－複数経営体の法人化、集落営農

法人の設立等集落営農組織化 

 

－県 1/2、市町村 1/2

－国 10/10 

1,186 集落営農法人経営研修会 国 10/10 
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B. 事業の管理について 

  特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成」の中の取組

「経営感覚の優れた担い手の育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業として

いる。 

① 経営の高度化研修などによる地域・産地のモデルとなる経営体の育成と法人化の

推進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「農業法人数」は、プラン 2015 における施策の目標指標及

び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。ただし、大分県版総合戦略のアクシ

ョンプランの事業とはなっていない。 

 成果指標である「農業法人数」は、県全体の数値であり、他の事業にも影響される。

また、増加するだけでなく、諸般の事情で減少することもあるので、総合的な効果指標

と言える。直接的な指標を設定するならば、「本事業で増加した農業法人数」が考えら

れる。 

 

 

 

ウ 企業等農業参入推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 29,045 千円

H20～H31    64,323 千円 内訳 一般財源 29,045 千円

担当課等 新規就業・経営体支援課 

 

ⅰ 事業の目的 

県内外の企業の農業分野への参入を効果的に推進するため、農業参入を志向する企業

等に対する総合的な支援を行う。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 面談企業数(社） 392 559 517[300] a 
A 

成果 農業参入企業件数(社) 17 20 21 [20] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については目標を達成しているため、ａ（３点）評価とな

っている。成果指標については 105％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の合計点

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

参入企業総合支

援対策 

千円 

60,798 

① 企業誘致初動対策(直接実施) 

企業の迅速な意思決定を促すため、参入

候補地の草刈等を実施する。 

 

② 試験的小規模参入促進対策 

試験的な小規模参入のための資機材リ

ース代等の経費を助成する。 

2,100 千円まで 

 県 1/3 

 市町村 1/6 

③ 遊休施設利用促進対策 

遊休ハウス(ハウス被覆・骨組等、作業

小屋等)を改修する経費を助成する。 

9,000 千円まで 

 県 1/3 

 市町村 1/6 

④ 基盤整備等支援対策 

水利施設、農地、園内道路、鳥獣害防止

柵等、企業等が参入する農地・施設等の

基盤整備費を助成する。 

10,000 千円まで 

 県 1/3 

 市町村 1/6 

⑤ 汎用機械等整備促進対策 

トラクター、農機具格納庫等汎用性のあ

る機械、施設等の購入経費を助成する。

6,000 千円まで 

 県 1/3 

 市町村 1/6 

⑥ 参入促進対策 

活力あふれる園芸産地整備事業におけ

る「その他品目」の末端補助率を「戦略

品目」並にかさ上げする。 

活力あふれる園

芸産地整備事業

で定める補助率

による 

⑦ 栽培技術習得対策 

異業種から参入する企業が、必要な栽培

技術を習得する研修経費を助成する。 

25 千円/月まで 

 県 1/2 

 市町村 1/2 

誘致推進対策 3,525 誘致セミナーの開催等 (直接実施)  
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が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

企業等農業参入推進事業費補助金交付要綱、企業等農業参入推進事業実施要綱、企業

等農業参入推進事業実施要領に基づき、補助金の交付事務等が適正に行われているか確

認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 １１－Ｎ 活動指標の目標値の設定について 

改
善
事
項 

活動指標のうち「面談企業数（社）」については、目標値を過去の実績に基づ

いて 300 社と設定している。しかしながら、平成 27 年度の実績においては、559

社の面談を行い、成果指標の目標である 20 社を達成していることから見て、成

果指標の目標値を達成するためには、300 社という活動指標の目標は少ないと思

われる。このため、活動指標の目標値を毎年適宜更新して、適切な目標値に設定

する必要があると考える。 

≪補足≫ 

目標値である 300 社は以下のとおり算定している。 

過去の実績（平成 23～26 年度） 

① 面談企業数   1,246 社 

② 農業参入企業件数 87 社 

③ 面談企業数のうち農業参入に結びついた割合（②／①）＝7.0％ 

 成果指標の目標 20 社／７％＝285 社 ⇒ 300 社を活動指標の目標値として設定 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「構造改革の更なる加速」の中の取組「将来を担う新たな経営体

の確保・育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業としている。 
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① 食品企業や福祉事業者などに対する誘致活動の推進と参入企業の経営力強化 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「農業参入企業件数」は、プラン 2015 における施策の目標

指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した指標であるが、「大分県農林水産

業振興計画の主要指標」（巻末資料 C-3 参照）の目標指標と一致している。 

農業に参入する全ての企業が本事業による支援を受けており、直接的な効果指標と言

える。なお、大分県版総合戦略アクションプランの事業とはなっていない。 

 

 

 

エ 参入企業経営強化推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 1,661 千円

H26～H31        2,252 千円 内訳 一般財源 1,661 千円

担当課等 新規就業・経営体支援課 

 

ⅰ 事業の目的 

地域での雇用促進や耕作放棄地の解消、大分県産品のブランド力の強化を図っていく

ため、参入企業に対して経営目標達成に向けた課題解決支援を行い、年間販売額１億円

以上の企業の育成を進める。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

  

事業区分 予算額 活動内容 備考 

重点企業支援

対策事業 

千円 

1,062 

参入企業の中から20社を重点支援企業に指定

し、地域農林業の「核」となる全国トップレベ

ルの経営体となるよう支援する。 

①技術改善のための実証調査 

指定企業の栽培技術改善にあたって新技術等

の導入に係る実証を行う。 

②プロジェクトチームによる支援 

中小企業診断士等の専門家を交えたプロジェ

クトチームを組織し、指定企業の経営規模拡

大を支援する。 

 

 

 

①直接実施 

 

 

②補助率： 

県 1/2 
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[ ]は目標値 

区分 指標名（単位） 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 人材育成研修会開催回数(回） － － 2 [2] 
a 

Aプロジェクトチームの設置企業数(社） 18 18 20[20] 

成果 年間販売額１億円以上の参入企業数(社） 11 15 17[17] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標値を達成しているため、ａ（３点）評

価となっている。成果指標については 100％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の

合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県農業カウンセラー設置・派遣要綱、技術改善に係る実証調査実施要領に基づき、

財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

なお、社団法人(現 公益社団法人)日本農業法人協会が実施した農業法人実態調査（会

員である農業法人等を対象に経営の概要や経営発展の動向、地域での取組、政策への意

事業区分 予算額 活動内容 備考 

参入企業支援

対策事業 

千円 

1,190 

参入企業の経営計画達成(目標達成企業に対し

ては、さらなる高い経営目標へと誘導)に向けた

研修会を実施する。 

①人材育成研修会(年２回開催)

農業独自の課題を解決するための人材育成に

特化した研修会と情報交換会を実施する。

②経営力強化支援

参入企業の経営実態の把握や課題解決のため

の指導を行う。

直接実施 
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向等を調査したもの）において、売上高１億円から土地生産性及び人的生産性が高まる

ことが報告されている（次図参照）。このため、売上高 1 億円以上の企業数を成果指標

として採用している。 

（注）社団法人 日本農業法人協会「21 世紀農業法人のスガタ・カタチを探る＜2000 年度 農業

法人実態調査結果＞」より抜粋 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業の関係 

 プラン 2015 の施策「経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成」の中の取組

「経営感覚の優れた担い手の育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業として

いる。 

① 地域との連携による規模拡大や品目の拡大など参入企業の経営安定・強化

２．事務事業評価の成果指標 

成果指標の「年間販売額 1 億円以上の参入企業数」については、プラン 2015 におけ

る施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の指標

である。

成果指標は県全体での数値であるが、本事業は参入企業の全てを支援対象としている

ため、直接的な効果指標に近い指標と言える。

なお、大分県版総合戦略のアクションプランの事業とはなっていない。
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オ 集落営農構造改革対策事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 28,221 千円

H28～H32     42,274 千円 内訳 国庫支出金 4,329 千円

担当課等 農地活用・集落営農課 一般財源 23,892 千円

 (注) 国庫支出金は、地方創生推進交付金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

経営の多角化や規模拡大により集落営農法人の経営基盤を強化するとともに、これま

での集落営農構造を見直し、担い手不在集落の対応や就農支援等、総合的に地域農業を

サポートする新たな組織づくりを推進する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

(注) 補助金は市町村経由で交付している。 

 

 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

地
域
を
担
う
集
落
営
農
法
人
の
強
化 

経営多角化推

進事業 

千円 

2,000 

園芸品目を新たに導入する集落営農法人

等に対する栽培実証に係る経費を支援 

県 1/2 

市町村 1/4 

経営多角化条

件整備事業 

4,000 園芸品目を本格導入する集落営農法人等

に対する農業用機械、施設の導入を支援 

県1/3 

市町村 1/6 

大規模経営体

育成事業 

12,000 25ha以上の大規模経営体を目指す集落営

農法人に対する農業用機械の導入を支援 

県1/3 

市町村 1/6 

法人間連携組

織育成事業 

6,666 機械の共同利用等に取り組む連携組織に

対する農業用機械、施設の導入を支援 

県1/3 

市町村 1/6 

広
域
営
農
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

地域農業経営

サポート機構

育成事業 

12,000 担い手不在集落の営農や新規就農支援

等、地域農業を総合的にサポートする複

数の担い手から構成された組織または連

携組織等に対する設立・運営の経費を支

援（３カ年継続） 

一
年
目

県1/2 

市町村1/2 

二
年
目

県1/3 

市町村1/3 

三
年
目

県1/4 

市町村1/4 

担い手確保支

援事業 

2,400 新規就農者の育成に取り組む地域農業経

営サポート機構に対する育成経費を支援

（２カ年継続）。 

県1/2 

市町村1/2 

 

推進費 3,208 担当課における推進経費  
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

 [  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価

活動 

 

経営力強化重点指導対象法人の選定数(法人)   16[8] 
a

A
地域農業経営サポート機構の設立数(累積数) 2[2] 

成果 担い手不在集落数(集落) 1,721  

[1,967] 
a

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度からの開始事業である。活動指標については全て目標を上回っているた

め、ａ（３点）評価となっている。成果指標についても 112.5％の達成率となり、ａ（３

点）評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となって

いる。 

なお、成果指標の「担い手不在集落数」は、平成 27 年度末 2,038 集落で、最終目標

は平成 32 年度 1,346 集落となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：地域再生法 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県集落営農構造改革対策事業実施要領、大分県集落営農構造改革対策事業費補助

金交付要綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行なわれているか確認した結果、特に

指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

平成 29 年度の目標値（1,875 集落）を平成 28 年度の実績値（1,721 集落）が、既に

大きく下回っており、平成 29 年度以降の目標値設定がこのままでよいのかという疑問

が生じるが、振興局に配置している専門員ごとに細かく目標値が設定されているため、

見直しは難しいとのことである。また、最終目標自体が厳しい数値なので、途中経過よ

りも最終目標の達成を重視している。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「構造改革の更なる加速」の中の取組「変化に対応した先駆的な

経営体の育成」及び施策「元気で豊かな農山漁村の継承」の中の取組「快適で元気な農

山漁村づくり」に記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けている。 

① 集落営農法人の人材確保や経営の多角化などによる組織力・経営力の強化 

(「変化に対応した先駆的な経営体の育成」で記載) 

② 中山間地域等における担い手不在集落の農地を域外の農業法人などが管理する仕

組みづくり(「快適で元気な農山漁村づくり」で記載) 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「担い手不在集落数」は、プラン 2015 における施策の目標

指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、成果指標は県全体の担い手不在集落数であるが、大半この事業によって影響さ

れるので、ほぼ直接的な効果を示す指標といえるとの担当課の見解である。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、推進交付金事業としては、「Ⅲ 地

域を守り、地域を活性化する」に含まれる「くらしの和づくり・仕事づくり応援事業」

の一部に組み込んで、その事業ＫＰＩとして「複数集落のネットワーク化の希望を叶え

た集落数」を採用している。 
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２ 新事業展開に係る取組 

 

（１） 総合的な経営力強化 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

チャレンジする中小企業と創業の支援 

 

・地域経済を牽引する企業の創出 

・新分野への挑戦支援等による地場中小 

企業の振興 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 優れた経営基盤を生かした経営戦略により業容拡大を目指す地場中小企業に対

し総合的な支援を行うほか、経営革新計画に基づくマーケティングや販路開拓へ

の支援により、売上の拡大を図る。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・経営革新承認件数    平成31年度目標72件 

【平成23～25年度平均55件】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 地域牽引企業創出事業 254,987 138,621 

イ ものづくり産業地域連携推進事業 0 74,255 

ウ 経営革新企業成長促進事業 

（中小企業新事業活動促進事業） 
64,100 34,944 

  

- 69 -



 

ア 地域牽引企業創出事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 138,621 千円

H26～H33     254,987 千円 内訳 一般財源 138,621 千円

担当課等 経営創造・金融課 

 

ⅰ 事業の目的 

持続的な成長を通じ地域の雇用や産業活力を生み出し、県経済をリードする（地域を

牽引する）地場中小企業を創出する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

基本的には、優れた経営基盤を活かし、５年以内に雇用人数を 30 人以上または付加

価値額を１億円以上増加させる中期経営計画を有する地場中小企業を対象とし、高度人

材の新たな確保やブランド力向上、機械等設備導入などに要する経費の一部を補助する

事業であり、対象企業を中期経営計画の書類及びプレゼンテーション審査により認定す

る(巻末資料 B-1「地域牽引企業創出事業スキーム」参照)。 

（注）補助の対象となる計画期間は３年間であり、１企業の補助金限度額は３年合計で 60 百万円

（ただし、機械等設備導入事業費の限度額は 30 百万円）。 

 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

支援対象認定企

業に対する補助

事業 

千円 

246,300 

①組織力強化事業費 

新規高度人材確保、組織活性化に係るもの 

②競争力強化事業費 

商品・サービス力強化、市場環境調査等に係

るもの 

③機械等設備導入事業費 

生産性や品質等の向上に係るもの(建物は除

く) 

補助率：県 2/3

 

補助率：県 1/2

 

 

補助率：県 1/2

 

 

支援対象認定企

業へのフォロー

アップ 

7,696 サポートチームによる支援（委託） 委託先: 

大分ベンチャ

ーキャピタル

㈱ 

支援対象企業の

認定 

991 中期経営計画書の経営・技術評価 (委託) 委託先: 

㈱ベンチャー

ラボ、中小企

業診断士協会
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 

 

認定企業に対する補助件数(補助

企業累計)(件) 

4 7 9[9] 

 
a 

B 
認定企業へのサポート回数(回) 12 24 34[36] 

最終審査企業数(社) 19 17 18 [5] 

成果 経営計画を達成している認定企業

の割合(％) 

75.0 86.0 89.0  

[100.0] 
b 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「認定企業へのサポート回数」が未達であるが、

全て目標の 90％を上回っているため、ａ（３点）評価となっている。成果指標につい

ては、目標自体が認定企業全社達成（100％)となっているため、90％を下回る 89％の

達成率となり、ｂ（２点）評価。両者の合計点が５点となるため、総合評価は「Ｂ、継

続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

大分県地域牽引企業創出事業実施要領、大分県地域牽引企業創出事業費補助金交付要

綱に基づき補助金の交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事

項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 １２－Ｓ 成果指標について 

勧
奨
事
項 

本事業の目的から考えると、成果指標については、達成している企業の割合

よりも、達成している企業の数が望ましいと考える。また、計画達成の判断に

あたっては、あらかじめ判断の基準となる最重要数値を決めておくことが望ま

れる。 

≪補足≫  

本事業の目的は県経済をリードする（地域を牽引する）地場中小企業を創出すること 

にあり、数多くのそのような企業を生み出すことにある。しかし、毎年認定があるの
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で母数である認定企業数が変化するため、計画達成割合では何社生み出されつつある

のか分からない。 

平成 28 年度末における認定企業は９社で、うち計画達成８社、計画未達１社となっ

ているが、計画達成・未達の判断が難しい。現状は、売上高、雇用者数、付加価値額の

いずれかが達成していれば達成ということであるが、企業の業態等により重視する経営

数値が異なると思われるので、判断の基準となる最重要数値を決めておくことが望まれ

る。 

 

C. その他 

大分県地域牽引企業創出事業「サポートチーム」取扱要領に基づきサポートチームに

よる支援を行っている。 

経営支援業務委託先 大分ベンチャーキャピタル㈱ 委託費 3,024 千円 

サポート対象会社 ㈱鳥繁産業、㈱エイビス、くにみ農産加工㈲、島田電子工業㈱、

㈱イトウ、㈱ネオマルス、㈲松秀、大分デバイステクノロジー㈱、

アドテック㈱ 

サポート会議 

(年４回開催) 

認定企業の中期経営計画の進捗状況の確認、計画達成に必要な指

導、助言を実施。 

なお、平成 29 年度からは、外部専門コンサルタント等と連携して販路開拓等の面で

支援を強化している。 

 

指摘 １３－Ｓ 地域牽引企業として認定された企業のフォローについて 

勧
奨
事
項 

事務事業評価は基本的に単年度評価であるため、効果の発現に長期間を要する

場合の評価には、馴染まない面がある。本事業では、地域牽引企業といえるよう

なレベルに達したかどうかが本質的問題であるが、それに至るまで相当の時間が

かかるので、事務事業評価とは別に効果をフォローすることが望まれる。 

≪補足≫ 

本質的には、地域牽引企業といえるようなレベルに達したかどうかが問題である。地

域牽引企業のイメージとしては、数値的には、従業員 80 名以上かつ付加価値額３億円

以上、定性的には、株式公開企業、ニッチトップ企業、下請から脱却した企業等他の企

業の見本となるような企業ということである。 

認定から５年後の段階で中期経営計画を達成していれば、一応地域牽引企業として認

定することになっている。数値的には地域牽引企業のイメージまで到達するような中期

経営計画をそもそも策定しているとは思われるが、定性的なイメージまでに到達するに

はさらに相当の時間がかかる。したがって、地域牽引企業として認定された企業のその

後の動向について注視して、事務事業評価とは別に効果をフォローする必要があろう。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「地域経済

を牽引する企業の創出」で記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けて

いる。 

① 優れた経営基盤を活かし業容拡大を目指す地場中小企業を総合的に支援し、雇用

や付加価値額の増加など県経済への波及効果を生む地域牽引企業の創出 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「経営計画を達成している認定企業の割合」は、直接的な効

果を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施

策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

 

イ ものづくり産業地域連携推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 74,255 千円

H28 0 千円（繰越額 100,000 千円） 内訳 国庫支出金 74,255 千円

担当課等 工業振興課 

（注）国庫支出金は、地方創生加速化交付金であり、平成 27 年度国の補正予算 100,000 千円を

繰り越して充当している。したがって、平成 28 年度当初予算には含まれていない。 

 

ⅰ 事業の目的 

県内中小企業の生産性の向上を図り、国内外の市場における製品競争力を強化するた

め、地域を挙げた連携活動により、地域経済の好循環を創出する。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 繰越額 活動内容 補助率 

設備導入、人

材育成支援 

1 億円 

20 件予定 

(10 市町村

×２件) 

製造装置等及び専用ソフトウェアの購入、

制作、借用、改良、運搬、据付・調整に要

する経費(製造装置・工具器具費) の補助 

県 1/4 

市町村 1/4 

上限各 500 千円

 生産性向上のための技能実習や企業間の事

業連携に関する経費(人材育成費)の補助 

国内外商談会等に係る経費及び海外展開に

従事する人材を育成する経費(販路拡大費)

の補助 

特許権等の取得に要する弁理士手続き代行

費用や外国特許出願に係る翻訳料等(知的

財産権等関係経費)の補助 

(注) 事業計画の認定に基づき、市町村や地域金融機関・商工団体と連携して実施。販路拡大や

知的財産権等関係経費は生産ラインの自動化・効率化のための製造装置等の導入に伴って発

生するものに限る。 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 支援件数(件） 21 [20] a 

A 成果 設備導入前に比べ売上又は雇用を

増加させた企業の割合(％） 

76.1 

[60.0] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度のみの事業である。活動指標については目標を達成しているため、ａ（３

点）評価となっている。成果指標については 126.8％の達成率となり、ａ（３点）評価。

両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、終了」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 
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【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

ものづくり産業地域連携事業計画認定要領第４条の事業計画の認定を受けた事業者

を対象とし、ものづくり産業地域連携事業実施要領、ものづくり産業地域連携事業費補

助金交付要綱に基づき補助金の交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指

摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

(1) 計画審査の概要 

審査会の審査委員長は、工業振興課の産業企画監が就任している。事業実施主体は市

町村であり、市町村ごとに計画認定の予算枠を設定している。 

事業計画認定申請  ⇒ 事業計画認定審査会  ⇒ 事業計画認定通知書 

事業計画書他添付 審査項目:認定要領第３条 

項目毎の点数合計で市町村別

に順位付け 

審査結果を踏まえて、事務局

が採択し、予算内で決定 

各市町村は地域連携推進会議を設置し、認定された個別の計画を基に地域連携推進計

画を策定し、連携するチームを明確化する。 

 

(2) 地域連携推進会議でのフォロー 

平成 28 年度のみの単発事業であるため、今後、事務事業評価による管理上の問題は

生じないが、市町村の地域連携推進会議による取引拡大活動を通して５年間はフォロー

するとのことである。 

 

指摘 １４－Ｓ 事業終了後のフォローについて 

勧
奨
事
項

本事業のような地域連携の枠組みによる生産性向上や販路拡大の取組が効果

的であったか検証するため、市町村の地域連携推進会議のフォロー結果を活用し

て、県として評価することが望まれる。 

≪補足≫ 

事業の進め方としては、ユニークな枠組みでの取組に思われるので、単発事業で終わ

ってしまうのは惜しいように感じる。 

前述の「地域牽引企業創出事業」における支援企業の認定は、大型の補助事業という

こともあり、かなり厳しい。そこで、「地域牽引企業創出事業」の支援企業として認定
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されなかった企業を救って、意欲を持続させる事業も欲しいところである。 

市町村の地域連携推進会議のフォロー結果を検討すれば、「地域牽引企業創出事業」

の俎上に載る前段階の企業を育成支援するためのヒントにもなる。地域連携の範囲を一

市町村内に限定しなければ、県として取り組む意味も増すと考える。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「新分野へ

の挑戦支援等による地場中小企業の振興」で記載されている次の取組事項を一つの事業

として位置付けている。 

① 製品開発・事業化プロセス全体へのソリューション提供による製造業のサービス

化支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「設備導入前に比べ売上又は雇用を増加させた企業の割合」

は、直接的な効果を示す指標である。また、プラン2015における施策の目標指標及び大

分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランの事業ＫＰＩは、加速化交付金事業として

「中小製造業の製造品出荷額」を採用している。 

 

 

 

 

ウ 経営革新企業成長促進事業（中小企業新事業活動促進事業） 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 34,944 千円

H12～H29     64,100 千円 内訳 諸収入 16 千円

担当課等 経営創造・金融課 一般財源 34,928 千円

 

ⅰ 事業の目的 

中小企業者の経営革新への取組を推進するとともに、販路開拓等を支援することで、

企業の稼ぐ力を創出する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

中小企業者等が知事の承認を受けた経営革新計画に従って行う事業に係る経費を補

助する。 
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事業区分 予算額 活動内容 備考 

経営革新企業 

成長促進事業 

費補助金 

千円 

57,000 

経営革新計画承認企業の中から販路開拓事

業等を行うものに対して、経費助成 

補助率： 

県 1/2 

中小企業新事 

業活動促進事 

業 

7,100 中小企業が作成した経営革新計画の審査・

承認 

承認企業に対するフォローアップ調査(中

間・終了)の実施 

直接実施 

(注) 補助金の限度額は 150 万円（ただし、処遇改善に取り組む事業者については、限度額 200

万円）となっている。 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 経営革新に関する相談(件) 148 149 153[144] 
a 

A 支援者等への制度等説明(件) 21 23 22 [16] 

成果 経営革新計画承認件数(社) 91 91 96 [72] a 

≪評価の説明≫ 

 平成 28 年度は、活動指標については全て目標の 90％を達成しているため、ａ（３点）

評価となっている。成果指標については 133.3％の達成率となり、ａ（３点）評価。両

者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県経営革新企業成長促進事業実施要領、大分県経営革新企業成長促進事業費補助

金事業計画審査要領、大分県経営革新企業成長促進事業費補助金交付要綱に基づき補助

金の交付事務等が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 なお、平成 28 年度は 35 社に対して補助金を交付している。 
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B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

  

C. その他 

指摘 １５－Ｓ 経営革新企業成長促進事業費補助金事業計画の審査について 

不
備
事
項 

事業計画審査表において、評価をＤ又はＥとした場合には、審査表に必ずそ

の理由をコメント欄に記載しなければならないとなっているが、記入されてい

ない審査表があった。このため、コメントの記入を徹底する必要がある。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「新分野へ

の挑戦支援等による地場中小企業の振興」で記載されている次の取組事項を一つの事業

として位置付けている。 

① 中小企業の経営力を向上させる経営革新への取り組み支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「経営革新計画承認件数」は、プラン 2015 における施策の

目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。 

本成果指標は、直接的な効果を示す指標であるが、「チャレンジする中小企業と創業

の支援」という施策を構成する代表的な事業であるとして、その成果指標を目標指標や

施策ＫＰＩとして採用している。 

大分県版総合戦略アクションプランでの事業ＫＰＩは、先行型交付金事業として「計

画達成企業数」を採用している。 
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（２） 規模拡大・生産性向上  

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

構造改革の更なる加速 ・変化に対応した先駆的な経営体の育成 

マーケットインの商品
も の

づくりの加速 ・産地間競争に勝ち抜く生産力の強化 

商業の活性化とサービス産業の革新 ・多様化するニーズに対応した商業・サービ

ス業の振興 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 農林水産業の成長産業化に向けて、農林水産物の生産拡大に加え、農商工連携な

どによる付加価値の向上に取り組む。 

 産地間競争を勝ち抜くため、効率的で持続的に生産する体制づくりを進める。 

 業種ごとにきめ細かに成長・発展の方向性を定めたうえでＩＣＴの活用等により、

サービスのプロセス改善や高付加価値化を進め、生産性の向上を図る。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・農林水産業による創出額    平成30年度目標2,180億円 

【平成25年度実績2,134億円】 

・県の施策により１人当たり労働生産性が前年度比２％以上向上した 

サービス産業関連企業数     平成31年度目標45社 

【平成25～26年度平均30社】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 農地中間管理推進事業 976,684 280,177 

イ 農地集積・集約化推進事業 40,000 62,756 

ウ 攻めの水田農業構造改革事業 37,493 214,199 

エ サービス産業生産性向上支援事業 0 29,477 
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ア 農地中間管理推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 280,177 千円

H26～H35       976,684 千円 内訳 国庫支出金 10,104 千円

担当課等 農地活用・集落営農課 

農業公社 

繰入金 252,959 千円

その他 849 千円

一般財源 16,265 千円

（注1） 国庫支出金は、農地中間管理機構事業費補助金である。 

（注2） 繰入金は、大分県農地中間管理事業等推進基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

農地の中間的受け皿である農地中間管理機構を設置し、農地を集積・集約化し、意欲

ある担い手に貸し出すことにより、農業の競争力の強化に向けた構造改革と生産コスト

の削減を推進する。（巻末資料 B-4「農地中間管理機構制度の概要」参照。） 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

機構法の施行を受けて、平成 26 年度に公益社団法人大分県農業農村振興公社(以下、

農業公社という。)が農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構の認定を受けている。 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

農地中間管理事

業 

千円 

139,480 

機構が農用地等を借り入れて、担い手に貸

し付ける事業を行うのに必要な経費を補

助する。 

国 7/10 相当額 

交付先：農業公社

機構集積協力金

交付事業 

640,000 ①地域集積協力金 

市町村の地域内農地が一定割合以上を

機構に貸し付けている場合に、貸付割合

に応じた単価を機構への貸付面積に乗

じた金額を交付する。 

②経営転換協力金 

経営転換又はリタイアする農業者が機

構に全農地を貸し付けることにより、そ

の面積に応じた金額を交付する。 

③耕作者集積協力金 

機構の借受農地に隣接する農地を貸し

付け、受け手に貸し付けられた場合に、

交付単価にその面積を乗じた金額を交

付する。 

国 10/10 

市町村に交付し、

市町村経由で農

地の貸し手へ交

付 
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事業区分 予算額 活動内容 補助率 

農地売買支援事

業費補助 

千円 

16,841 

担い手が農地を集積するための売買を、機

構が支援するのに必要な経費を補助する。 

国 6/10、県 4/10

交付先：農業公社

農業委員会連携

事業費補助 

5,500 農地の集積･集約化を加速するため、農地

や所有者の情報を持っている農業委員会

と連携して、出し手の掘り起こしやマッチ

ングを促進する。 

国 10/10 

交付先：農業委員

農地集積専門員

活動経費 

16,797 地域における農地の集積を推進するため、

各振興局に一人ずつ農地集積専門員を配

置する。(直接実施) 

 

農地中間管理事

業等推進基金へ

の積立 

151,699 農地中間管理機構事業や機構集積協力金

交付事業に使用する基金に積立 

 

推進費 6,367 担当課における推進経費  

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

 [  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 

 

① 機構集積協力金を交付した市町

数（市町） 

8 15 14  

[17] 

ａ 

A 

② 農地中間管理事業に係る市町村

等説明会の開催(回) 

5 5 

 

8  

[5] 

③ 農地集積専門員による担い手訪

問数(回) 

－ － 968  

[300] 

④ 集積強化に向けた農業委員会へ

の訪問数(件) 

－ － 17  

[17] 

成果 農地集積率(％) 

(県全体の耕地面積に対する割合) 

33.8 36.2 38.2  

[40.0] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「機構集積協力金を交付した市町村数」が未達

であるが、予算割合による加重平均で算出した達成率は 90％を上回るため、ａ（３点）

評価となっている。成果指標についても未達であるが、達成率は 95.5％で 90％を超え

ているため ａ（３点）評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・

見直し」となっている。 
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ⅳ 関連法令等  

法令：農業基盤強化促進法、機構法 

国の要領等：農地集積・集約化対策事業実施要領、農地集積・集約化対策事業費補助

金交付要綱、農地売買支援実施要綱  

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1) 農地中間管理機構(農業公社)への補助金 

大分県農地集積・集約化対策事業費実施要領、大分県農地集積・集約化対策事業費補

助金交付要綱に基づき補助金の交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指

摘すべき事項はなかった。 

なお、農地中間管理機構の業務については、後述 Cを参照。 

 

(2) 農業委員会連携事業費補助 

農業委員が出し手と受け手のマッチングを行った際に、１件当たり１万円を交付する

もので、平成 27 年度補正予算で設置し、平成 28 年度から本格的に推進予定であった。 

しかし、平成 28 年４月の農業委員会法の改正により、農地集積活動が農業委員の本

来業務となったため、国の予算を活用した交付はできないこととなった。よって、平成

28 年度の実績はない。 

 

(3) 機構集積協力金交付事業(県直接事業) 

(1)に記載の要綱等に基づき、市町村経由で交付しており、特に指摘すべき事項はな

かった。 

 

(4) 農地集積専門員活動経費 

農業者から情報収集等を行う農地集積専門員(６名)の人件費や旅費交通費等の活動

経費である。 

 

B. 事業の管理について 

昨年度の事務事業評価では、活動指標として「農地中間管理事業推進会議の開催」「農

地中間管理事業に係る市町村等説明会の開催」を挙げ、それぞれの回数を記載していた

が、今年度の事務事業評価では、活動指標を変更している。今年度の活動指標のうち「農

地集積専門員による担い手訪問数」については、農地集積専門員を平成 28 年度より各

振興局に配置したため、当該指標を追加したものである。なお、当該指標を掲げるなら

ば、「農地集積専門員による出し手への訪問数」は把握できないのかという疑問が生じ
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る。この点、担い手への訪問の中で借り受け希望があれば、必要に応じて出し手情報を

探すことになるので、直接出し手へ訪問するのは、担い手の希望で同行する場合や市町

村等から特に要請される場合に限られるとの説明であった。 

 

C. 農業公社への往査 

農地中間管理機構として行う農業公社の業務は以下のようなものである。 

(1) 農地中間管理事業（農地の貸借による集積） 

農地中間管理機構として発生する人件費、諸経費が国及び県からの補助金として農業

公社に交付されている。〔平成 28 年度交付実績 98,592 千円〕 

≪農業公社の事務手続の概要≫ 

① 借り手より「農地等借受け申出書」の提出。 

(注) 提出時点である程度貸し手と話が出来ているケースが多い。 

② 「借受希望者リスト」を作成し、公表する。 

市町村が上記リストと農地所有者の情報等を調整して、「農用地利用集積計画」

(農用地貸付調書)と「農用地利用配分計画」(農用地借受調書)の案を作成する。 

③ 「農用地利用集積計画」と「農用地利用配分計画」(添付書類含む)の書類審査

を行い、不備があれば是正して農業委員会へ付議する。 

④ 農業委員会で審議後、「農用地利用集積計画」の市町村公告及び「農用地利用

配分計画」の県公告が完了することで貸し手及び借り手と農地中間管理機構と

の契約が完了。 

⑤ 賃貸料を農業公社経由で借り手から貸し手に支払うことになる。 

 

(2) 農地売買支援事業費補助(農地の売買による集積) 

農地中間管理機構として農業公社で発生する以下のような事務に係る費用を国、県

が補助している。〔平成 28 年度交付実績 16,841 千円〕 

≪農業公社の事務手続の概要≫ 

・売却希望農地を農地中間管理機構で一旦買い上げて登記する。 

① 農用地のあっせんの申し出(売主から農業委員会)。 

② 農業委員会から農業公社に連絡、農業公社で買入価格の算定調書作成。 

③ 現地確認後、買入審査。 

④ 農業委員会より農業公社へ契約関係書類送付、農業公社が同意書類返送。 

⑤ 農業委員会総会で決議して買入。 

・買入希望者に売り渡す場合も同様に農業委員会を経由。 

・農地の貸借事業と異なり、農業公社の買入時及び農業公社からの売渡時に「農用

地利用集積計画」の公告を行う。 
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D. その他 

機構集積協力金交付事業については、予算 640 百万円に対して実績 134 百万円となっ

ている。 

これは、年度途中に国の制度変更があり、「耕作者集積協力金」が１万円/10aから 

５千円/10aに、「経営転換協力金」が定額交付から３万円/10aに、「地域集積協力金」

が新規分と更新分に区分され更新分が大幅減額されたことによる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「構造改革の更なる加速」の中の取組「変化に対応した先駆的な

経営体の育成」に記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けている。 

① 農地中間管理事業などを活用した農地の集積、大区画化による低コスト生産の促

進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「農地集積率(県全体の耕地面積に対する割合)」は、プラン

2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した成果指

標であるが、「大分県農林水産業振興計画の主要指標」(巻末資料 C-3 参照)として定め

られている指標と一致している。 

このため、総合的な効果を示す指標を成果指標として採用しており、後述の「イ 農

地集積・集約化推進事業」の成果指標と同じである。 

本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

なお、農地中間管理機構を通す担い手への農地の集積は、大分県の場合 30％程度と

推計される。したがって、単に県全体の集積率を成果指標とすることは、当該事業の評

価としては分かりにくいので、「農地中間管理機構が直接関係した農地の集積面積」を

事業の成果欄に別途記載している。 
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イ 農地集積・集約化推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 62,756 千円

H27～H29     40,000 千円 内訳 一般財源 62,756 千円

担当課等 農地活用・集落営農課 

 

ⅰ 事業の目的 

農地を集積・集約化による生産性の向上を図るため、担い手自らが農地中間管理事業

を活用して行う農地の集積に対して支援を行う。 

≪補足≫ 

 コメ政策の見直しに対応し、低コスト生産と水田フル活用を実現するため、農地の集

積・集約化による農業の構造改革を加速し、コメの生産調整廃止後も持続可能な生産が

行える大規模経営体を育成することを企図している。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

農地の集積面積に応じて、担い手側に一時的な補助金を交付するものである。ただし、

農地の集約（既経営農地との連たん、連たんしない場合には概ね５反以上(中山間地域

は概ね３反以上)のまとまった農地であること）が要件となっている。 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

農地集積担い手交

付金交付事業 

千円 

40,000 

規模拡大に取り組む意欲的な農業者が、

新規に利用権設定した農地に対し、農地

集積担い手交付金を交付する。 

定額 

20,000 円/10ａ

 

(注) 年度途中で予算の増額補正 29,958 千円を行っている。 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 農地集積専門員による担い手訪問数(回）  － 968[300] a 

A成果 事業により担い手への集積・集約が進ん

だ農地面積(ha) 

121 319  

[200] 
a 

(注)成果指標の農地面積は、補助金の交付対象面積である。 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については目標を達成しているため、ａ（３点）評価とな

っている。成果指標についても 159.5％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の合計

点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 
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ⅳ 関連法令等 

法令:機構法 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

大分県農地集積担い手交付金交付事業実施要領、同実施基準、大分県農地集積担い手

交付金交付事業費補助金交付要綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行なわれている

か確認した結果、特に指摘すべき事項はない。 

なお、市町村ごとにとりまとめて、補助金を交付しているが、平成 28 年度は別府市、

津久見市への交付はなかった。 

 

B． 事業の管理について 

昨年度の事務事業評価では、活動指標として「事業説明パンフレットの作成配布」、

「広告媒体による農業者への周知」を挙げ、それぞれの回数を記載していたが、今年度

の事務事業評価では、「農地集積専門員による担い手訪問数」に変更している。農地集

積専門員を平成 28 年度より各振興局に配置したため、より適切な当該指標に入れ替え

たものである。ただし、農地中間管理推進事業でも同じ指標を使っているが、どちらの

事業で動いたかは分けられないので同じ数値を掲載している。 

なお、成果指標は昨年度と同じである。 

 

C. その他(本事業の趣旨) 

農地の受け手側に交付する１回限りの助成金であるが、その使途については特定され

ていないため、本事業の趣旨を詳しく聴取した。 

本事業は、自ら農地集積を推進する農業経営体を支援するために交付金を交付する事

業である。特定の行為に対する負担を補助するものではなく、受け手の集積意欲向上を

図り、受け手による集積を奨励するために報奨として交付していることから、その使途

に制限は設けていない。 

 実際に農地の出し手と借受の交渉を行うのは、受け手である担い手である。連たん農

地は受け手として貸してもらいたい農地であるが、交渉の負担感から借受を諦め、比較

的借りやすい遠隔地の農地を借受けるケースも多い。その結果、受け手の管理する農地

が、分散錯圃状態になっている現状がある。このため、担い手が交渉を行うことへの奨

励金あるいは手間賃的な意味合いで補助金を交付しているとの説明であった。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「構造改革の更なる加速」の中の取組「変化に対応した先駆的な

経営体の育成」に記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けている。 

① 農地中間管理事業などを活用した農地の集積、大区画化による低コスト生産の促

進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「事業により担い手への集積・集約が進んだ農地面積」は、

プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した

成果指標である。本事業による農地面積に限定していることから、直接的な指標とみな

される。 

本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

ウ 攻めの水田農業構造改革事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 214,199 千円

H26～H28 37,493 千円（繰越額 80,854 千円） 内訳 国庫支出金 107,845 千円

担当課等 農地活用・集落営農課 
諸収入 90,921 千円

一般財源 15,433 千円

（注1） 国庫支出金は、経営体育成支援事業費補助金であり、国の平成 27 年度補正予算に係る

繰越額 80,854 千円から 78,621 千円を充当している。なお、平成 28 年度当初予算には、

繰越額は含まれていない。 

（注2） 諸収入は、国が造成した産地パワーアップ事業基金に係る基金管理団体からの助成金で

ある。 

 

ⅰ 事業の目的 

 特色ある売れる米づくりや機械導入等による低コスト化の推進により、米生産者の所

得確保と次代を担う水田農業の経営体を育成する。 

  

ⅱ 事業区分及び活動内容 

国の米政策の大転換の方針が固まり、水田農業を取り巻く環境は大きく変わろうとし

ている中で、強い水田農業づくりを早急に進め、永続的に生き残れる地域水田農業の体

制を整備することを意図して、水田農業の中心的経営体を支援するものである。 
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事業区分 予算額 活動内容 補助率 

次代を担う水田農

業経営体育成対策

事業 

千円 

32,679 

①大規模経営体モデル育成支援対策 

大規模経営体が規模拡大するため

の営農機械等の導入を支援する。 

10,000 千円まで 

国 3/10、県 2/15、

市 1/15 

10,000千円超 

県1/3、市1/6 

②経営体育成支援対策 

中心的経営体に対する営農機械等

の導入を支援する。 

・経営体育成支援事業 

・担い手確保・経営強化事業 

 

 

 

・国3/10及び定額 

・国1/2及び定額 

③次代を担う若手企業者育成対策 

規模拡大を目指す若手農業者に対

する営農機械等の導入を支援す

る。 

県3/10、市1/5 

 

④革新的な低コスト技術実証(委託) 

超高速播種機による乾田直播栽培

の大規模実証を行う。 

 

魅力ある大分米産

地確立事業 

3,400 ①大分米ブランド力強化対策 

良食味低タンパク米の増産と大分

つや姫の高品質生産、商品力の向

上を支援する。 

県 1/2 

②酒米・業務用米産地育成対策 

実需者との結びつきのある産地を

育成する。 

県 1/2 

③大分の米販売力強化対策 

県産米の販売力強化を支援する。 

県 1/2 

水田農業産地パワ

ーアップ事業 

（注） 水田農業産地確立に必要な共同利用

施設の整備及び農業機械のリース導

入を支援する。 

・生産体制整備 

・生産支援対策(リース導入)  

国 1/2 

推進費 1,414 担当課における推進経費  

(注) 水田農業産地パワーアップ事業については、国の道府県助成金を財源に平成 28 年度補正予

算で 392,944 千円を追加編成し、うち当年度中に 90,921 千円を使用している。残り 78,012

千円は平成 29 年度に繰り越して実施、その他は減額補正等を行っている。なお、補助対象
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となる実施主体が水田農業の中心的経営体と位置付けられる者で共通しているため、本事

業に組み込んでいる。 

事業区分 繰越額 活動内容 補助率 

次代を担う水田農業

経営体育成対策事業 

千円 

80,854 

経営体育成支援対策 

中心的経営体に対する営農機械

等の導入を支援する。 

・担い手確保・経営強化事業 

 

 

 

・国 1/2 及び定額 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 経営体育成支援対策実施箇所数

（箇所） 

－ 18 4 [4] 

ａ A 

 

次代を担う若手企業者育成対策実

施箇所数（箇所） 

4 4 5 [4] 

大規模経営体モデル育成支援対策

実施箇所数（箇所） 

－ 2 1 [1] 

つや姫実証圃の設置（箇所数） 10 10 6 [6] 

成果 水田の担い手数（経営体）〔注〕 652 723 762 [703] ａ 

〔注〕耕作面積が 5ha 以上の個別経営体＋集落営農法人 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標についても 108.4％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の

合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

(1) 補助金の交付事務 

攻めの水田農業構造改革事業実施要領、攻めの水田農業構造改革事業費補助金交付要

綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき

事項はなかった。 
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なお、次代を担う水田農業経営体育成対策事業（革新的な低コスト技術実証を除く）、

産地パワーアップ事業については、市町村経由で交付している。他方、魅力ある大分米

産地確立事業については直接農業団体や酒造会社に交付している。 

 

(2) 超高速播種機による乾田直播栽培の大規模実証の委託 

 委託契約に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘

すべき事項はなかった。なお、大分県農林水産研究指導センターが委託元となっており、

平成 28 年度の委託先は、農事組合法人２法人であった。 

 

B． 事業の管理について 

活動指標は概ね妥当なものを選定しているが、産地パワーアップ事業が年度途中で追

加されたため、産地パワーアップ事業の活動指標は設定されていない。 

平成 29 年度事業からは活動指標に「水田農業産地パワーアップ事業実施箇所数」を

追加するとのことである。 

 なお、産地パワーアップ事業は農業機械リース導入や施設整備に伴う補助金であるた

め、次代を担う水田農業経営体育成対策事業に類似しており、本事業の経営体育成とい

う目的に合致している。 

 

指摘 １６－Ｎ 成果指標について 

改
善
事
項 

成果指標は、耕作面積が５ha 以上の「水田の担い手数（経営体）」でカウン

トしているが、農林水産部の統計データとしては、15ha 以上の担い手数も把握

している。後者を成果指標とした方が事業の趣旨を考えると有効と思われる

が、下記の事情があることに鑑み、15ha 以上の担い手数を事務事業評価調書の

「事業の成果」欄で追加記載すべきと思われる。 

≪補足≫  

事業の背景としては、ＴＰＰの問題もあり、米政策を保護的政策から市場経済の下で

の競争力強化へ大転換したことがある。これを踏まえての強い水田農業づくりを目的と

するのであるから、耕作面積が５ha 以上の担い手数（経営体）を成果指標としても、

力強さに欠ける指標のように感じる。 

農林水産部の面積設定の考え方は、以下のとおりである。 

１）10a あたり米生産コストが５ha で下げ止まる。 

２）我が国の全世帯平均所得（2016 年で 545 万円）以上を期待できる経営面積とし

ては、15ha 以上が目安となる。 

本県の水田農業に関わる農家は、零細・兼業農家も多い（１経営体あたりの経営耕地

面積：2015 年で 1.5ha）という現状を踏まえ、農林水産部としては、意欲のある農業者

をリストアップし、農地中間管理事業を活用した農地集積等により、まずは水田経営面
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積 5～15ha の農業者に育成した上で、最終的には水田経営面積 15ha 以上の個別経営体

を育成するという２段構えの育成方針で考えている。 

 

C． その他(事業の分割について) 

事務事業評価調書では、成果指標は１つとなっていることもあり、水田の担い手数の

みを成果指標にしている。しかし、よく考えてみると、事業区分の「魅力ある大分米産

地確立事業」については、当該成果指標はほとんど関係ない。そこで、事務事業評価で

は、活動指標である「つや姫実証圃の設置（箇所数）」のウエイトが 10％と小さいこと

もあり、補足的に作付面積が 97ha 増加したことを事業の成果欄に記載している。 

 本事業は、平成 28 年度で終了し、29 年度から事業を組み替えて継続しているが、こ

の事案については、組み替えに当たって、次のように対応している。 

① “新時代の水田農業低コスト化対策事業” に「次代を担う水田農業経営体育成対

策事業」や「水田農業産地パワーアップ事業」を組み込んでいる。 

② “水田作物高付加価値産地づくり事業” に「魅力ある大分米産地確立事業」の内

容を拡大した形で組み込んでいる。 

平成 28 年度では、本事業に「生産性向上・経営体育成支援」的な事業と「新品種・

ブランド開発」的な事業が混在していたが、平成 29 年度はこれが分離され、分かりや

すくなっている。このため、指摘事項にはしなかったが、本来、成果指標が２つ必要な

事業は、少なくとも事務事業評価上は分割すべきであった。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「マーケットインの商品づくりの加速」の中の取組「産地間競争

に勝ち抜く生産力の強化」、施策「構造改革の更なる加速」の中の取組「変化に対応し

た先駆的な経営体の育成」に記載されている次の取組事項を水田農業という分野で一つ

の事業として位置付けている。 

① 省エネルギー施設や省力化技術の導入による低コスト生産の推進 

② 経営体の規模拡大や協業化など経営の高次化の推進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「水田の担い手数」は、プラン 2015 における施策の目標指

標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

県全体としての水田の担い手数（個別経営体＋集落営農法人に分解される)であるた

め、様々な要因に影響される総合的な効果指標である。事業の成果指標としては、本来、

あまり適切ではないが、「大分県水田農業振興方針」(注)の目標指標をそのまま成果指

標に採用している。 
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本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

(注) 米が生産調整品目であることなどの理由により、「大分県農林水産業振興計画」に掲載する

水田農業の取組について、より詳細に取組事項や目標指標を取りまとめたもの。 

 

 

 

 

エ サービス産業生産性向上支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 29,477 千円

H28～H30 0 千円（繰越額 32,967 千円） 内訳 国庫支出金 29,477 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 

(注) 国庫支出金は、地方創生加速化交付金であり、国の平成 27 年度補正予算に係る繰越額

32,967 千円から充当しており、平成 28 年度当初予算には含まれていない。 

 

ⅰ 事業の目的 

宿泊業を中心とした観光関連産業を対象として、労働生産性の向上を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 繰越額 活動内容 備考 

サービス工学活

用生産性向上調

査研究事業 

千円 

19,253 

 

データに基づく生産性の向上を

図るための宿泊業者の意識・実

態調査及び実証事業 

委託先： 

(国研)産業技術総合研究

所 

サービス産業生

産性向上人材育

成事業 

6,460 宿泊業の次期経営者等を対象

に、宿泊業経営に必要な知識や

ノウハウを学ぶ講座を開催 

委託先： 

㈱旅館総合研究所 

サービス産業生

産性向上促進事

業 

5,649 生産性向上に向けた取組を行

う、宿泊業を中心とした３社以

上の企業グループに対して助成

補助率：1/2 

上限額：1,000 千円 

採択予定件数：５グループ

サービス産業生

産性向上セミナ

ー 

813 観光関連産業に携わる企業、団

体等を対象に、生産性向上につ

いての意識啓発セミナーを開催

直接実施 

推進費 792 担当課における推進経費  
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 実証事業実施箇所数(箇所） 2 ［2］ 

b 

B 

人材育成講座参加者数(人） 21［30］ 

補助件数(件） 3 ［5］ 

セミナー参加者数(人） 90［80］ 

成果 県の施策により１人当たり労働生産

性が前年度比２％以上向上したサー

ビス産業関連企業数(社） 

57［36］ a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度開始の事業である。活動指標については「人材育成講座参加者数」と「補

助件数」は目標に対し未達であったことから、予算割合による加重平均で算出した達成

率が 80％以上 90％未満の範囲となったため、ｂ（２点）評価となった。 

成果指標は 158.3％の達成率のため、a（３点）評価となり、両者の合計が５点とな

るため、総合評価は「Ｂ、継続・見直し」となっている。 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

大分県サービス産業生産性向上促進事業費実施要領、大分県サービス産業生産性向上

促進事業費補助金交付要綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行われているか確認し

た結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

B． 事業の管理について 

指摘 １７－Ｓ 成果指標の実績の集計について 

不
備
事
項 

実績の集計に当たっては、経営革新計画を策定している企業のうち、労働生産

性が前年度比２％以上向上した企業を集計しているが、基礎資料の集計方法に誤

りがあり、実績が 57 件ではなく、58 件であった。実績は正しく集計すべきであ

る。 

≪補足≫ 

実績数値は誤っているものの、評価が「a」であることに変わりはなかった。 
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指摘 １８－Ｓ  労働生産性という指標について 

勧
奨
事
項 

本事業は、大分県のサービス関連産業の生産性が低いとの前提で事業を実施し

ているが、そもそも、労働生産性は正確に把握することが困難な指標である。パ

ート・アルバイトの人員が多い業種ほど労働生産性が低く算出されるなど、業界

や個別企業ごとの雇用形態の特徴等に影響を受けるからである。 

こうしたことも踏まえ、政策立案に際しては、大分県の実態がどのようになっ

ているのか可能な限り把握に努める必要があると思われる。 

≪補足≫  

経済センサスと経営指標を用いた産業間比較（平成 26 年２月 26 日改訂 総務省）に

よると労働生産性について下記の記載がある。 

「従業者１人当たり」の指標について 

本トピックスでは、「従業者１人当たり」の売上高や付加価値額などの指標を用い

ていますが、これらにおいては正社員・正職員とパート・アルバイトの労働時間の違

いなどは考慮していません。したがって、「従業者１人当たり」の指標を産業間で比

較した結果を見る際には、各産業の雇用形態の特徴などにも留意する必要があります。 

 

C． その他(調査研究事業について) 

指摘 １９－Ｓ  サービス工学活用生産性向上調査研究事業について 

改
善
事
項 

県内観光産業の生産性が低い原因を科学的に究明するため、（国研）産業技術

総合研究所への委託により、サービス工学を活用した調査研究が行われている

が、どのような計画に基づき調査研究を行い、調査結果をどのように活用するの

かという基本方針があらかじめ決定されていない。調査研究を実施するためには

あらかじめどのような内容を調査・研究し、調査報告をどのように活用するのか、

どの範囲の関連者に開示・フィードバックするのか等の方針を事前に決定してお

く必要がある。 

≪補足≫  

単に調査報告書を受け取るだけでなく、あらかじめ、その調査報告書から得た知見を

適切に政策に活用していくことを意識して、活用方針を文書化して委託先とも共有すれ

ば、委託先もこれを考慮して報告書を作成すると思われる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「多様化する

ニーズに対応した商業・サービス業の振興」に記載されている次の取組事項を一つの事
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業として位置付けている。 

① 高付加価値化やＩＣＴ活用による商業・サービス業の生産性の向上

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「県の施策により１人当たり労働生産性が前年度比２％以上

向上したサービス産業関連企業数」は、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分

県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。 

本事業は事業予算の大半を宿泊業に充当していることから、主に宿泊業を中心とした

観光関連のサービス業に絞る方が事業の評価としては望ましいが、上記成果指標は、サ

ービス産業全体としての指標となっており、総合的な効果指標といえる。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランの事業ＫＰＩは、平成 28 年度実施の加速

化交付金事業として、本成果指標と同一の指標を採用している。 
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（３）商品づくり、新マーケット参入 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

チャレンジする中小企業と創業の支援 ・新分野への挑戦支援等による地場中小

企業の振興 

構造改革の更なる加速 ・新たなマーケットへの挑戦 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 ものづくり企業がこれまでに培った技術や設備等を活用して取り組む新分野への

挑戦を支援し、新たな産業の創出を目指す。 

 農林水産業の成長産業化に向けて、農林水産物の生産拡大に加え、農商工連携な

どによる付加価値の向上に取り組む。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・農林水産業による創出額      平成30年度目標2,180億円 

【平成25年度実績2,134億円】 

（注）農林水産業による創出額＝農林水産業産出額＋加工等による付加価値額＋日本型直

接支払制度交付金額等 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア ものづくり企業技術チャレンジ支援事業 10,528 6,920 

イ おおいた地域資源活性化推進事業 10,487 10,487 

ウ ６次産業化サポート体制整備事業 

（九州連携６次産業化推進事業） 
148,785 53,162 

エ 食品企業連携産地拡大推進事業 27,399 13,369 

オ 循環型環境産業創出事業 75,929 74,382 

 

 

  

- 96 -



 

ア ものづくり企業技術チャレンジ支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 6,920 千円

H28～H30      10,528 千円 内訳 繰入金 6,920 千円

担当課等 工業振興課、産業創造機構 

(注) 繰入金は、おおいた元気創出基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

県内企業の今後の成長が見込まれる新分野への参入を促進し、県内中小企業者の技術

力向上や開発型企業への転換、取引の拡大を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容  

現行は、今後の成長が期待される航空機産業への参入を図る企業に対して、参入に必

要な品質認証資格取得に要する経費の助成や、大手メーカーとのマッチング等の支援を

行っている。 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

技術支援 千円 

5,929 

①品質認証の取得支援 

・資格取得経費の助成（取得に係るコンサルティ

ング費用） 

・参入に必要となる国際的な品質認証資格である

JISQ9100の取得に向けて、セミナーを開催。 

補助率：県1/2

上限1,250千円

委託先: 

産業創造機構 

②技術研修等の実施 

県内企業グループが三菱重工業及び航空機部品

の受注企業の現場を視察し、意見交換、対応可

能案件等の情報収集を行う。 

航空機産業

に関するセ

ミナーの開

催 

1,599 セミナーを開催し、航空機産業への参入機運醸成

を図るとともに、業界動向の把握、マーケティン

グ情報、参入・技術知識の習得を促進する。 

アドバイザ

ーの委嘱 

４名重工OB 

3,000 関東・東海地区を活動拠点としている航空機産業

に詳しい重工OB等をアドバイザーに委嘱し、最新

の業界動向、販路情報の収集や県内企業に対する

品質認証取得・航空機産業に必要な技術等につい

てのアドバイスを行う。また、アドバイザーを通

じて航空機関連企業とのマッチングを推進する。 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 技術研修開催回数(回)   4 [4] 

a 
A

アドバイザーと地場企業との面談件数(件) 20[12] 

研究会会合開催件数(回) 6 [4] 

成果 品質認証資格取得企業数(見込み含む) (件) 2 [2] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度からの開始事業である。活動指標については全て目標を達成しているた

め、ａ（３点）評価となっている。成果指標についても目標を達成しているため、ａ（３

点）評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となって

いる。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

(1) 資格取得経費の助成 

大分県航空機参入支援事業費補助金交付要綱に基づき、補助金の交付事務が適正に行

われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

なお、平成 28 年度は、㈱江藤製作所、ニシジマ精機㈱が航空機部品で申請しており、

補助金 1,392 千円を交付している。 

 

(2) 産業創造機構への委託について 

産業創造機構との委託契約書等に基づき、財務事務の執行が行われているか確認した

結果、特に指摘すべき事項はなかった。  

 

B． 事業の管理について 

指摘 ２０－Ｓ 成果指標について 

勧
奨
事
項 

この事業は事業名のとおり、チャレンジすることで技術を磨くことにあり、認

証申請に至るまでかなりの努力を要する。したがって、成果指標としては「品質

認証資格取得企業数(見込み含む)」ではなく、「品質認証資格申請企業数」で十

分ではないかと思われる。 
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≪補足≫  

成果指標を「品質認証資格取得企業数(見込み含む)」としているが、航空機の品質認

証資格の取得はかなり厳しく、申請から取得まで時間も要する。したがって、資格取得

完了を基準にすると、母数となる目標値が小さいため、(見込み含む)といった苦しい記

載をして達成率を上げることになる。しかし、よく考えてみると、そもそも新しいもの

づくりにチャレンジすることが本事業の趣旨であり、航空機産業への参入は、一つのテ

ーマに過ぎない。時流を見据えて平成 31 年からは別のテーマを取りあげて、取り組む

ことが期待される。そうであれば、成果指標としては、資格申請を基準にしてカウント

しても問題は生じない。 

なお、本格的に航空機産業のクラスター化を図るのであれば、金額的にも大きな支援

が必要であり、別次元の事業を設定する必要がある。 

 

C． 産業創造機構への往査 

(1)  産業創造機構の実績 

① 取引成立案件 治工具 ㈱江藤製作所、部品 佳秀工業㈱（本社で JISQ は取得） 

② 航空宇宙マネージメントシステム「JISQ9100」認証取得 

既取得 1 件  取得中（28 年度中見込み）２件 ㈱江藤製作所、ニシジマ精機㈱ 

③ 大分県航空機産業参入研究会 会員 25 社 

 

(2)  産業創造機構における委託金の使途について 

平成 28 年度の県委託費 4,854,000 円の使途について検討した結果、特に指摘すべき

事項はなかった。 

なお、正味財産増減計算書の本事業の事業費は、4,545,944 円で、差額 308,056 円は

利益として残っている。一般管理費充当分（事業費の 10％）として認めている金額を

管理費や共通経費が計上されている会計区分（法人会計や公益共通）の収益に振り替え

ていないため、形式的に事業損益として利益が出ている形になっている。 

 

D． その他(資格取得経費の助成審査) 

品質認証の取得支援のうち、「資格取得経費の助成」にあたっては、審査会を設置し

ている（大分県航空機参入支援事業費補助金審査会設置要項）。公募を行い、提出され

た認定申請書（事業計画を添付）を審査委員４名が審査する。審査委員の１名は産業創

造機構職員（事務局次長）である。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「新分野へ

の挑戦支援等による地場中小企業の振興」で記載されている次の取組事項を一つの事業

として位置付けている。 

① 半導体産業等で培った技術、人材等の活用による成長分野への成長支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「品質認証資格取得企業数(見込み含む)」は、直接的な効果

を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策

ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

 本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

イ おおいた地域資源活性化推進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 10,487 千円

H20～H30    10,487 千円 内訳 一般財源 10,487 千円

担当課等 工業振興課、産業創造機構 

 

ⅰ 事業の目的 

地域資源を活用した中小企業者等の商品開発等の取組を支援する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

おおいた地域資

源活性化基金活

用支援事業(お

おいた地域資源

活性化基金事

業) 

千円 

7,455 

地域資源を活用した商品開発に対する助成を行

う地域資源活用助成事業の実施支援基金管理職

員を産業創造機構内に配置（２名） 

① 地域資源活用商品創出支援事業 

② 地域資源活用商品ステップアップ支援事業 

③ 展示会出展チャレンジ支援事業 

県 10/10 

交付先： 

産業創造機構

 

地域コーディネ

ーターの設置 

3,032 企業訪問や新規案件の支援・フォローアップな

どを行う地域資源コーディネーターを産業創造

機構内に配置（１名）  
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名（単位） 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 基金助成事業採択件数(件） 

※地域資源活用商品創出事業のみ 

16 25 10  

[14] 
b 

B 
地域コーディネーターによる支援

件数(件） 

359 353 295  

[259] 

成果 おおいた地域資源活性化基金助成

事業による事業化件数(件）(累計）

36 56 62  

 [59] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、基金助成事業採択件数が未達となったことから、予算割合による加

重平均で算出した達成率が 80％以上 90％未満の範囲となったため、ｂ（２点）評価と

なっている。成果指標については、105.1％の達成率がとなり、a（３点）評価。総合評

価は、両者の合計点が５点となるため「Ｂ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

おおいた地域資源活性化基金運営事業実施要領、おおいた地域資源活性化基金運営費

補助金交付要綱に基づき、産業創造機構の運営費に対する補助金の交付事務が適正に行

われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B． 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 

 

C． 産業創造機構への往査 

(1)おおいた地域資源活性化基金事業の実施状況 

産業創造機構において「おおいた地域資源活性化基金」（50 億円)を造成し、その運

用益で下表の事業を行っている。（巻末資料 B-2「おおいた地域資源活性化基金事業」

参照） 
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事業区分 事業内容 
実績 

(H20～H28年度累計） 
備考 

地域資源活用

商品創出支援

事業 

大分県の特徴的な地域資源を最大限生

かし、市場ニーズを踏まえた競争力の

高い地域資源活用商品を創出するた

め、研究開発段階から試作品開発まで

を一貫して支援する。 

申請件数：334 件 

採択件数：136 件 

事業化件数： 

62 件/107 件 

事業期間： 

２年以内 

助成率： 

2/3 又は 4/5

 

地域資源活用

商品ステップ

アップ支援事

業 

地域資源活用商品創出支援事業を完了

した企業が、同事業により開発した商

品をもとにした経営向上を図るため行

う商品改良及び市場調査等の商品課題

の解決並びにその後の展示会出展等の

販路開拓を支援する。 

申請件数：７件 

採択件数：７件 

事業期間： 

１年以内 

助成率： 

2/3 

 

地域資源活用

商品展示会出

展チャレンジ

支援事業 

地域資源活用商品の販路開拓のために

行う展示会等への出展等を支援する。

申請件数：12 件 

採択件数：12 件 

事業期間： 

１年以内 

助成率： 

1/2 

新商品開発ス

タートアップ

事業 

商品開発を計画している中小企業を対

象に、課題を整理するための研究会の

開催、販路開拓のための展示会出展支

援や、県外バイヤーによる既存商品の

評価などにより、より市場性の高い新

商品の開発に向かうための求評会等を

開催する。 

セミナー:23 回 

（延べ 1,443 人参加） 

展示会・商談会:21 回 

（延べ 703 社出展） 

 

（注）ファンド（おおいた地域資源活性化基金）の期限が平成 30 年度となっているため、平成

30 年度で終了の見込み。事業を継続する場合は、新たなファンドの組成が必要となる。 

 

(2)おおいた地域資源活性化基金事業の事務執行について 

おおいた地域資源活性化基金助成金交付要領、おおいた地域資源活性化基金事業実施

要領、地域資源活用商品創出支援事業審査委員会設置運営要領に基づき、おおいた地域

資源活性化基金助成事業（地域資源活用商品創出支援事業、地域資源活用商品ステップ

アップ支援事業、地域資源活用商品展示会出展チャレンジ支援事業）に係る財務事務が

適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 
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(3)事業の管理について 

指摘 ２１－Ｓ 決算書の徴求状況について 

改
善
事
項 

助成を受けた事業者は、毎年事業化状況報告に決算書を添付することとされ

ているにもかかわらず、決算書を提出しない法人が散見される。 

何度督促をしても提出しない法人もあり、督促作業に膨大な時間を要するた

め、産業創造機構の業務の妨げとなっている。今後、約束を守らない法人に対

しては、県のその他の補助事業での採択において何らかのペナルティーを課す

ことも検討すべきである。ルールを順守しない法人は不正を行う可能性もある

ため、補助金の返還も検討するといった厳罰の検討も必要と思われる。 

 

指摘 ２２－Ｓ おおいた地域資源活性化基金事業の実績報告について 

改
善
事
項 

基金事業の実績報告については、運営委員会が、評価、助言、審査、承認を

行うことになっている（おおいた地域資源活性化基金事業運営委員会設置要綱

第１条）。産業創造機構から大分県への実績報告書の提出は、平成 28 年６月 30

日の期限までに提出されているが、運営委員会の評価等は、県への実績報告書

提出後の平成 28 年７月７日に実施されている。本来であれば、運営委員会の評

価等を経た実績報告書を県に提出すべきである。県へは手順を踏んだ適切な実

績報告を行う必要がある。 

 

指摘 ２３－Ｓ おおいた地域資源活性化基金事業運営委員会の議事録について 

改
善
事
項

議事録について、議案の記載がなく、出席委員の署名捺印もないため、改善

が必要である。産業創造機構として必要な記載事項等のひな型を作成し、運用

することが望ましい。 

 

D． その他 

(1)おおいた地域資源活性化基金事業の助成対象企業 

指摘 ２４－Ｓ  助成対象について 

勧
奨
事
項 

本事業では上場企業又はそのグループ企業でも要件を満たせば中小企業者と

して補助金を受け取ることができるが、大規模な事業者と小規模事業者を同じ土

俵で審査・評価すれば、小規模事業者にとって不利となる恐れがある。 

真に補助金を必要としている事業者に対して補助金が適切に配分されるよう

に支給金額や補助率について、事業規模に応じた対応を検討することが望まし

い。 

≪補足≫ 

助成対象となる中小企業者は資本金と従業員数で判断される。この中小企業者の定義

では、上場企業またはそのグループ企業でも要件を満たせば中小企業者として補助金を
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受け取ることができる。大規模な事業者は補助金を受給しなくても自己資金で十分に新

規事業を実施できる場合が多いと思われるので、同じ土俵で審査・評価することに疑問

を感じる。 

区分 基金事業の応募状況 採択状況 事業完了企業の 

事業化状況 

小規模事業者 68.9％（241 社） 35.3％（85/241 社） 65.6％（42/64 社）

小規模外の中小企業 30.9％（109 社） 55.0％（60/109 社） 51.1％（22/43 社）

合計 100.0％（350 社) 41.4％（145/350 社)   59.8％（64/107 社）

   

(2)おおいた地域資源活性化基金事業における事業の審査 

指摘 ２５－Ｓ 事業採択に係る審査委員について 

改
善
事
項 

事業の審査に際して、審査委員又は審査委員の所属する機関が、共同研究体及

び連携体等である場合は、当該案件の審査に加わることはできない（審査等取扱

要領第 7 条第１項）とされている。 

産業科学技術センターに属する審査委員は対象となる案件の審査・選考から除

いていたが、国立大学法人大分大学に所属する委員は、所属する学部が異なると

いう理由から審査・選考に参加しており、公平性の観点から問題があるので審査

等取扱要領を順守すべきである。 

 

指摘 ２６－Ｓ  予備審査と委員会審査の結果不整合の処理について 

勧
奨
事
項 

外部専門家による予備審査と委員会審査で結論が不整合なケースが発生した

場合、産業創造機構（事務局）としては、各審査委員及び審査委員会の判断に対

して異議を差しはさむことは避けなければならないが、予備審査と委員会審査の

結論が著しく不整合となった場合は、今後の審査のあり方、事業者への指導等の

観点から、産業創造機構の内部的な手続きとしてその原因分析を行うことが望ま

しい。 

≪補足≫ 

事業の審査においては、審査を効果的かつ効率的に実施するため予備審査として外部

の専門家（ベンチャーラボ㈱ ）へ委託し、その後選考委員会で最終決定している。 
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指摘 ２７－Ｓ  審査委員の参考意見について 

勧
奨
事
項 

選考の際の参考意見として、審査委員から、「経費の見積りが過大計上である」

「旅費が多すぎる。規定に基づいて算出すべき、基本的なところが不透明な部分

がある」旨の指摘があり、産業創造機構は、当該指摘内容について調査対応を行

っているが、その対応結果については記録が残っていない。 

不正につながる重大な指摘であることから、調査対応の結果については文書を

残すことが望ましい。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「新分野への挑戦支援等による地

場中小企業の振興」で記載されている次の取組項目を一つの事業としている。 

① 地域資源等を活用し、需要拡大を図る地場中小企業支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「おおいた地域資源活性化基金助成事業による事業化件数

（累計）」は、直接的な効果を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及

び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

 本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

ウ ６次産業化サポート体制整備事業（九州連携６次産業化推進事業を含む） 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 53,162 千円

H26～H31 148,785 千円（繰越額 960 千円） 内訳 国庫支出金 49,446 千円

担当課等 おおいたブランド推進課、産業創造機構 一般財源 3,716 千円

（注1） 国庫支出金は、６次産業化ネットワーク活動整備交付金(ハード支援目的)、６次産業

化ネットワーク活動推進交付金(ソフト支援目的)であり、他に地方創生加速化交付金の

平成 27 年度国の補正予算に係る繰越分 960 千円を含んでいる。 

（注2） 上記の地方創生加速化交付金は、九州連携６次産業化推進事業に係る繰越額であり、

平成 28 年度当初予算額には含まれていない。 

  

ⅰ 事業の目的 

６次産業化のさらなる推進により、県産農林水産物の高付加価値化を図るとともに、

生産者の所得向上、雇用の場の拡大、地域の活性化を図る。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

６次産業化サポートセンタ

ーの設置 

千円

19,765 

①アグリ（農業専門）プランナー

による相談対応 

②プランナー（加工・流通・販促

等の専門家）の派遣 

補助率： 

国10/10 

交付先: 

産業創造機構 

人材育成対策 1,553 ６次産業化に取り組む人材の育

成を図るため、６次産業化に必要

な要素を体系的に学ぶ研修会を

開催 

補助率： 

国10/10 

交付先: 

産業創造機構 

ネットワーク構築による新

商品開発・販路開拓への支援 

123,750 加工施設等の整備を支援 補助率： 

国 3/10 

販路開拓への支援 3,717 ①６次産業化商品のブラッシュ

アップの実施 

②首都圏での商談会の実施 

委託先: 

良品工房 等 

 

 

事業区分 繰越額 活動内容 備考 

九州・山口の農林水産物を活

用した新たな地域ビジネス

の展開 

千円

960 

九州・山口で一体となった商談会

の開催、九州・山口産原料による

新商品の開発促進等を行う。 

各県で負担 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 整備事業の実施による６次産業化食

品加工施設等の整備数(件) 

0 2 2  

[2] 

a 

A 

新規掘り起こし(６次産業化サポー

トセンターの新規支援対象)(件) 

18 16 20  

[20] 

各県が連携して出展する商談会等に

おける商談成立件数(件) 

－ － 108  

[60] 

６次産業化チャレンジスクールの受

講者数(人) 

－ － 29  

[20] 

６次産業化セミナー参加者数(延べ

人数) 

11 85 －  

成果 食品加工による付加価値額(億円) 106 114 129  

[111] 
a 
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(注)平成 27 年度まではセミナー形式で人材育成を図ってきたが、平成 28 年度からは受講者

を決め、複数回の講座を設ける塾形式の「６次産業化チャレンジスクール」に変更して

いる。 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標についても 116.2％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の

合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令: 六次産業化・地産地消法、農商工等連携促進法 

国の要領等：６次産業化ネットワーク活動交付金交付要綱、６次産業化ネットワー

ク活動交付金実施要綱 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1)  ネットワーク構築による新商品開発・販路開拓への支援にかかわる補助金交付事務 

大分県６次産業化サポート体制整備事業費補助金交付要綱、大分県６次産業化サポー

ト体制整備事業費補助金実施要領に基づき、補助金の交付事務を行っているか確認した

結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

(2)  大分県から産業創造機構への補助金交付事務 

大分県６次産業化サポート体制整備事業費補助金交付要綱に基づき、補助金の交付事

務が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

  特に指摘すべき事項はない。 

 

C. 産業創造機構への往査 

(1) 産業創造機構による支援活動 

産業創造機構は、「大分県６次産業化サポート体制整備事業費補助金実施要領」に定

める「支援体制整備事業」のうち、「農林漁業者等へのサポート活動」(６次産業化サポ

ートセンター)と「人材育成研修会の開催」を行っている（巻末資料 B-3「大分県６次

産業化サポート体制整備事業（農林水産省補助事業）」参照）。 

前者については、具体的には次のような内容である。 

① ６次産業化の総合窓口として、農林漁業者等の相談に応じる。 
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②  ６次産業化プランナーの派遣(総合化事業計画の策定・申請と認定後支援)。 

 

(2) 補助金の申請 

産業創造機構の正味財産増減計算書の上記活動に係る事業費は 21,518,760 円であっ

たが、会議費（注）53,760 円を補助対象外として、平成 28 年度の補助対象事業費を

21,465,000 円で請求している。 

(注) 会議費は、チャレンジスクール講師との打ち合わせ時の飲食代 

 

指摘 ２８－Ｎ 垂れ幕の作成について 

改
善
事
項 

チャレンジスクールの研修等で講演の垂れ幕を作成しているが、講演ごとに題

目や講師が代わるので再利用ができないため、不経済である。題目や講師名は通

常案内状等にも記載されており、プロジェクターを使用する場合は、パワーポイ

ントの表紙を講演開始前等に映写していれば足りると思われる。再利用が可能な

「６次産業化チャレンジスクール」のような横断幕はともかく、講演ごとの垂れ

幕は必要性に乏しいと思われる。 

≪補足≫  

１回あたりの垂れ幕代は 2～3万円程度であるが、産業創造機構全体では研修やセミ

ナーの回数が大変多いので、習慣的に講演ごとの垂れ幕を作成することが多いようで

あれば、産業創造機構全体としては大きな節約になる可能性がある。 

 

(3)  産業創造機構の実績 

① 総合化事業計画認定件数 ４件 

大分県６次産業化サポート体制整備事業費補助金実施要領に定める「整備事業」

は農林水産部おおいたブランド推進課が直接実施しているが、産業創造機構が作成

を支援している総合化事業計画の認定者が対象者となる。 

② 人材育成研修「おおいた６次産業化チャレンジスクール」の開催 ８回 

 

D. その他（総合化事業計画の認定取得の困難性への対応） 

国の総合化事業計画の認定取得は、申請すればほぼ認められるが、明文化されてはい

ないが過去 2～3 年黒字であることが条件となっているようであり、また、認定まで時

間がかかること等の要因で、意欲はあっても申請を躊躇することが多くなっている。認

定を受けると大型の加工設備への補助やファンドの支援が受けられるが、さほどの設備

や資金を要さないケースもあるので、そのようなケースは申請を断念する場合も多いよ

うである。 

ただし、市町村で少額の設備投資補助の制度があるので、そちらを紹介する等してい

る。 

- 108 -



 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

施策「構造改革の更なる加速」の中の主要な取組として掲げられている「新たなマー

ケットへの挑戦」における次の具体的な取組事項を一つの事業として位置付けている。 

① ６次産業化プランナーなどの活用による新たな商品開発や販路拡大 

 

２．事務事業評価の成果指標 

成果指標としている「食品加工付加価値額」は、プラン 2015 における施策の目標指

標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩである「農林水産業による創出額」を構成する要

素であり、「大分県農林水産業振興計画の主要指標」（巻末資料 C-3 参照）として定めら

れている指標と一致している。 

また、「食品加工付加価値額」は、大分県全体の数値で設定しており、この事業以外

の様々な要因が働く総合的な効果指標である。後述の「エ 食品企業連携産地拡大推進

事業」の成果指標も同じ「食品加工付加価値額」となっている。 

なお、直接的な成果指標としては、むしろ、活動指標としている「各県が連携して出

展する商談会等における商談成立件数」が直接的な成果指標に近い。実際、大分県版総

合戦略のアクションプランでは、加速化交付金事業として、本事業の一部となっている

「九州連携６次産業化推進事業」の事業ＫＰＩに、これを採用している。 

 

 

 

 

エ 食品企業連携産地拡大推進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 13,369 千円

H28～H32    27,399 千円 内訳 繰入金 11,995 千円

担当課等 おおいたブランド推進課 一般財源 1,374 千円

（注）繰入金は、おおいた元気創出基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

県内外の食品企業とのマッチングを強化し、新たな産地づくりを進めるとともに、農

林漁業者の所得の向上及び県内食品企業の製造する県産原料を使用した商品の開発等

により、農林水産業が生み出す付加価値の向上を図る。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

産地スタートアップ

支援・供給拡大対策

千円

15,654 

①新たな品目の栽培に挑戦する農地所

有適格法人等の作柄安定支援 

②食品企業へ原材料を安定供給するた

め農業機械、出荷調整機械の整備 

③加工・業務用キャベツの安定生産の

ため土壌改良材の導入を支援 

①定額(70 千円、

50 千円、30 千円

/10a) 

②県 1/3 

③県 1/3、 

市町村 1/6 

おおいたの資源商品

化支援対策 

10,000 一次加工などに必要な機械・機材の整

備を支援する。 

県 1/2 

上限 2,000 千円 

ビジネスマッチング

対策 

1,745 農商工連携を強化するため新たにフー

ドマーケターを設置し、食品企業と産

地のマッチングを進める。(直接実施)

 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 加工業務用栽培拡大面積(ha) 22.6[12] 

a 
A

食品企業ニーズに対応した生産・出荷 

体制の構築数(マッチング件数) (件） 

17  

[12] 

食品企業の意向調査数(社) 150[130] 

成果 食品加工付加価値額(億円) 129[111] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度開始事業である。活動指標については全て目標を達成しているため、ａ

（３点）評価となっている。成果指標についても達成率が 116.2％となり、ａ（３点）

評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関係法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県食品企業連携産地拡大推進事業費補助金交付要綱、大分県食品企業連携産地拡

大推進事業実施要領に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、 
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特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ２９－Ｎ  活動指標の集計範囲について 

改
善
事
項 

「おおいたの資源商品化支援対策」の活動指標である「食品企業ニーズに対応

した生産・出荷体制の構築数（マッチング件数）」は、本事業の３つの事業区分

のマッチング件数の合計を計上している。活動指標は、事務事業評価調書の「活

動名及び活動内容」の活動項目ごとに１つの指標を選定することとなっているの

で、今後は、おおいた資源商品化支援対策によりマッチングを支援した件数のみ

を計上していただきたい。 

≪補足≫ 

「おおいたの資源商品化支援対策」は補助金の要件として、マッチングできているこ

とが前提となっているが、「おおいたの資源商品化支援対策」の平成 28 年度の補助金件

数は、０（企業の都合により取り止め）であるので、マッチング件数は、０となる。し

たがって、当該活動指標の実績値は、０、達成率は、０％とすべきである。 

この場合、各活動指標の達成率を評価割合の加重平均により算出した率は、114.3％

となり、活動指標の評価は、ａ（３点）、総合評価は、活動指標の評価３点＋成果指標

の評価３点＝６点で、Ａ（終了ｏｒ継続・見直し）となる。活動指標の評価及び総合評

価に変更はない。 

なお、補助金を交付できなかった理由は、企業の都合による取り止めであり、県は企

業からの特殊機械製造の相談には応じていることから、事業活動を全くしていない訳で

はない。（大分県側に責任がある訳ではない。） 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

施策「農林水産業における構造改革の更なる加速」の中の主要な取組として掲げられ

ている「新たなマーケットへの挑戦」における次の具体的な取組事項を一つの事業とし

て位置付けている。 

 ① 食品産業などが主導する新たな産地づくりの推進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

成果指標としている「食品加工付加価値額」は、この事業以外の様々な要因が働く総

合的な効果指標である。また、大分県全体の数値で設定している。したがって、関連す
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る事業活動からの因果関係を直接的に立証することはできない指標となっている。むし

ろ、活動指標としている「食品企業ニーズに対応した生産・出荷体制の構築数(マッチ

ング件数)」が直接的な成果指標に近いといえる。 

なお、「食品加工付加価値額」は、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版

総合戦略の施策ＫＰＩである「農林水産業による創出額」を構成する要素であり、「大

分県農林水産業振興計画の主要指標」（巻末資料 C-3 参照）として定められている指標

と一致している。 

また、前述の「ウ ６次産業化サポート体制整備事業」の成果指標も同じ「食品加工

付加価値額」となっている。 

本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

オ 循環型環境産業創出事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 74,382 千円

H18～    75,929 千円 内訳 繰入金 74,382 千円

担当課等 工業振興課 

（注）繰入金は、大分県産業廃棄物税基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

 リサイクル産業事業化や排出事業者による発生抑制等への設備投資を支援するとと

もに、リサイクル産業をめぐる最新の情報を提供することで、県内産業廃棄物排出量や

最終処分量の削減と、関連産業の育成を推進する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

環境地域産業化

支援 

千円 

75,029 

廃棄物の再資源化等を実施する県内中小

企業等の環境関連の事業化経費（発生抑

制、減量化、マテリアルリサイクル、サー

マルリサイクル）に対し助成 

審査委員会にて、申請者のプレゼンテーシ

ョンによる審査により採択を決定 

補助率： 

県 1/2 

 

環境ビジネス情

報の発信 

900 県内環境関連企業及び排出事業者を対象

とした環境ビジネス支援セミナーを開催 

委託先：NPO 法人

技術サポートネ

ットワーク 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 制度活用にむけた周知回数(回） 3 5 10 [5] 
a 

A 環境ビジネス支援セミナー開催件数(回） 4 4 4 [4] 

成果 事業化件数(累計）(件） 25 34 43[37] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標についても 116.2％の達成率となり、a（３点）評価となって

いる。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県循環型環境産業創出事業費補助金交付要綱に基づき補助金の交付事務等の財

務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ３０－Ｓ 事業の目的について 

勧
奨
事
項 

「県内産業廃棄物排出量や最終処分量の削減」と「関連産業の育成」の２つを

併記しているが、この表現では、どちらが主たる目的かわかりにくい。主たる目

的は「リサイクル関連産業の育成」であるため、それがわかるよう、事業の目的

の表現を見直す必要がある。 

 

指摘 ３１－Ｓ 成果指標の目標値について 

勧
奨
事
項 

「事業化件数（累計）（件）」は、事業開始からの累計値になっているが、当年

度の実績値が目標値を上回っている場合、次年度の目標数値を変更すべきかどう

かという問題が生じる。この問題を回避するには、成果指標を累計値から単年度

の数値に変更する方法も考えられる。 

≪補足≫ 

 直接的な効果指標を成果指標に採用する場合、数値を累計値でとるか単年度の数値で
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設定するかは、難しい問題である。最終年度の目標を期間総数で定めて、それとの対比

での達成度合いを重視し、各年度の変動自体はさほど重視しないのであれば、累計値が

適している。そのような対比ではなく、各年度における達成率を問題とするのであれば、

単年度の目標数値を採用することになろうが、分母数値が小さくなるので、達成率の計

算において未達数値が大きく影響する。逆に、累計値の場合は分母数値が大きくなるの

で、特に年度が進むにつれて、未達数値の影響が少なくなる。そのような特性を踏まえ

て、累計値を採用するか、単年度数値を採用するかを検討いただきたい。 

なお、指摘に記載したような累計値を採用した場合の目標値の変更に関する問題は他

の事業でも発生しているが、代表して本事業で記載している。極端なケースでは、次年

度の目標数値を既に当年度で上回っているケースもあり得る。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「新分野へ

の挑戦支援等による地場中小企業の振興」で記載されている次の取組事項の一部を一つ

の事業としている。 

 ① 省エネ化をはじめとした生産設備等の整備推進による地場中小企業支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「事業化件数（累計）」は、直接的な効果指標であり、プラ

ン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事

業単独の成果指標である。 

本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

３．審査員の独立性の確認 

大分県循環型環境産業創出事業費補助金については、大分県循環型環境産業創出事業

選定審査委員会にて審査し、補助対象者を選定している。審査をする委員には、委嘱す

る際に親族が応募者にいない旨、委員又は委員の所属する機関が応募者に対して出資を

行っていない旨、口頭での確認を行っている。 
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（４）販路開拓・拡大 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

商業の活性化とサービス産業の革新 ・県産品の販路開拓・拡大による物産振興

国内誘客の推進と海外誘客(インバウン

ド)の加速 

・海外誘客(インバウンド)対策の加速 

 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 首都圏や関西、福岡における県産品の新規取引の開拓と海外への輸出拡大を図る。

また、サービス業の海外展開を促進する。 

 外国語による観光案内や多言語対応の推進、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備により、外国

人観光客が旅行しやすい受入態勢を整備する。さらには、おもてなしの向上や二

次交通対策等安心して快適に旅行できる環境づくりを進め、訪問者の満足度を上

げることで、国内外問わず新規の訪問客を開拓するとともにリピーターの定着化

を促進する。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

施策ＫＰＩは設定されていない。 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 地場産業振興対策事業  6,946 6,202 

イ フラッグショップ活用推進事業 37,317 36,464 

ウ 県産品販路開拓支援事業 6,817 5,349 

エ 域外消費獲得支援事業 3,164 3,155 

オ 東アジアビジネス推進事業 37,465 35,178 
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ア 地場産業振興対策事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 6,202 千円

H22～     6,946 千円 内訳 諸収入 1,839 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 一般財源 4,363 千円

（注）諸収入は、行政財産使用者から受け取る共益費の分担金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

地場産業振興のため、県産品に関する各種の情報発信により、県内外での県産品の魅

力向上を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

県産品データベース等情

報発信事業費 

千円

359

ウェブサイト「物産おおいた」の運

営・保守等 

委託先： 

㈲ライフエモ

ーション 

県産品訴求力向上事業費 2,194 坐来大分にて実施 委託先： 

㈱エデュウス 

物産観光館維持管理費等

負担金 

2,926 別府交通センターにおける区分所

有部分の共益費等 

 

事業の執行に要する経費 1,467 印刷消耗品等  

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）  

 事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

委託費の支払や負担金の支出について、財務事務の執行が適正に行われているか確認

した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 
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C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「県産品の販

路開拓・拡大による物産振興」で記載されている次の取組事項を一つの事業として位置

付けている。 

① 「坐来大分」等を活用した県産品の魅力度向上や商談機会の拡大 

 

２．事務事業評価を実施していない理由等 

 本事業は政策的経費でなく、経常的経費で構成されるため、事務事業評価は行ってい

ない。 

 

 

イ フラッグショップ活用推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 36,464 千円

H18～ 37,317 千円 内訳 一般財源 36,464 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 

 

ⅰ 事業の目的 

 レストラン・物販・観光情報を一体的に扱い「坐来大分」のフラッグショップ機能を

活用し、おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力ある商品開発、農林水産

物及び加工品の販路拡大並びに挑戦する人材の育成を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

運営事業 千円 

31,403 

フラッグショップ「坐来大分」の運営、市町

村のＰＲイベント等でのレストランの活用等 

直接実施

物産・人材育成事業 3,130 スタッフによる県産食材調査、生産者への助

言、スタッフの語り部としてのレベルアップ

研修等 

広報・情報発信事業費 2,200 坐来 10 周年記念謝恩会、インターネット等を

活用した大分情報の発信等 

総合連絡調整事業費 584 運営等に関する協議(16 件) 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 坐来大分のレストラン等を活用したイ

ベント回数(回) 

20 20 24  

[20] 
a 

A
県産食材使用品目数(品) 134 159 171[150] 

情報誌等掲載回数(回) 102 94 92[105] 

成果 坐来大分のレストラン・ディナー来客数

(人) 

9,106 10,072 9,544  

[10,000] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「情報誌等掲載回数」が未達であるが、予算割

合による加重平均で算出した達成率が 117.5％となるため、ａ（３点）評価となってい

る。成果指標については達成率が 90％を上回る 95.4％となり、ａ（３点）評価。両者

の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

坐来大分の運営経費について、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、

特に指摘すべき事項はない。 

なお、運営経費は、主に家賃である。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ３２－Ｓ 事業の目的の変更について 

勧
奨
事
項 

 事業の目的を「おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力ある商品

開発、農林水産物及び加工品の販路拡大並びに挑戦する人材の育成を図るため、

レストラン・物販・観光情報を一体的に扱う『坐来大分』のフラッグショップ機

能を活用する」とした方がよいと考える。 

≪補足≫ 

 現在の事業の目的は、「レストラン・物販・観光情報を一体的に扱う『坐来大分』の

フラッグショップ機能を活用し、おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力
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ある商品開発、農林水産物及び加工品の販路拡大並びに挑戦する人材の育成を図る」と

なっている。感覚の問題かも知れないが後半の方に注意が向かうので、成果指標設定の

ためのキーワード（事業の対象をどのようにしたいのかが明確に伝わるもの）は、「お

おいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力ある商品開発を図る」「農林水産物

及び加工品の販路拡大を図る」「挑戦する人材の育成を図る」と捉えがちである。この

場合、成果指標としては、「おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力ある

商品開発数」「農林水産物及び加工品の売上増加額」「挑戦する人材の育成人数」等とす

ることになると思われるが、現実的には、測定が困難である。 

一方、現状の成果指標である「坐来大分のレストラン・ディナー来客数」は、むしろ、

目的の前半「レストラン・物販・観光情報を一体的に扱う『坐来大分』のフラッグショ

ップ機能を活用し」を成果指標設定のためのキーワードとしている。 

 事業の目的を、上記指摘のように改善すれば、現状の成果指標と整合し、分かりやす

くなると考える。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「県産品の販路

開拓・拡大による物産振興」で記載されている次の取組事項を、前述の「地場産業振興

対策事業」と後述の「県産品販路開拓支援事業」に分けて、一つの事業としている。 

① 「坐来大分」等を活用した県産品の魅力度向上や商談機会の拡大 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「坐来大分のレストラン・ディナー来客数」は、直接的な効

果を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施

策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、本事業は大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 
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ウ 県産品販路開拓支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 5,349 千円

S30～     6,817 千円 内訳 一般財源 5,349 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 

 

ⅰ 事業の目的 

 県産品の積極的なＰＲと情報発信を行うとともに、都市圏のバイヤーとのマッチング

を支援することにより、県産品の販路開拓・拡大及び定番化を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

県産品マッチング推進

事業 

千円

3,721 

県産品の販路拡大のため、ターゲット

別マッチング商談会を開催(年４回) 

直接実施 

販売促進イベント開催

支援事業 

1,812 スーパー等が実施する大分県フェアの

事前商談会開催と販売促進支援(３社) 

委託先： 

(公社)大分

県物産協会

イメージアップ事業 1,284 坐来大分による県産品の情報発信のた

めのワークショップの開催 

直接実施 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価

活動 ターゲット別マッチング商談会延出展事業

者数(社）(H27 までは県産品求評・商談会)

76 73 109 

[80] 
a 

A
大分県フェア事前商談会の参加者数(社) 76 114 85[98] 

ワークショップ開催数(回) 2 2 4 [4] 

成果 ターゲット別マッチング商談会での商談件

数(件) (H27 までは県産品求評・商談会) 

241 244 326  

[240] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「大分県フェア事前商談会の参加者数」が未達

であるが、予算割合による加重平均で算出した達成率が 117.4％となるため、ａ（３点）

評価となっている。成果指標については達成率が 135.8％となり、ａ（３点）評価。両

者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 
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ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(公社)大分県物産協会への委託費支払いやマッチング商談会の開催費用等について、

財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ３３－Ｓ 事業の目的の変更について 

勧
奨
事
項

事業の目的を「県産品の積極的なＰＲと情報発信を行うとともに、県産品の販

路開拓・拡大及び定番化を図るため、都市圏のバイヤーとのマッチングを支援す

る」とした方がよいと考える。 

≪補足≫ 

 前述の「フラッグショップ活用推進事業」において、同様の指摘をしているので、該

当する指摘 32-S(118 頁)を参照いただきたい。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「県産品の販路

開拓・拡大による物産振興」で記載されている次の２つの取組事項を一つの事業として

いる。 

① 「坐来大分」等を活用した県産品の魅力度向上や商談機会の拡大 

② 大都市圏の大手スーパー等との連携やネット通販の活用等による販路開拓・拡大 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「ターゲット別マッチング商談会での商談件数」は、直接的

な効果を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略

の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、本事業は大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 
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エ 域外消費獲得支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 3,155 千円

H27～H28     3,164 千円 内訳 一般財源 3,155 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 

 

ⅰ 事業の目的 

 域外の需要を取り込むため、地域資源を活用した県産品のブラッシュアップを進め、

通販の手法を活用した売れる仕組の構築を図る。 

 近年増加している外国人旅行者の消費を取り込むため、消費免税対応研修会を開催す

るとともに、免税手続に必要な機器の導入等を支援し、免税店の増加を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

通販研修実施

事業費 

千円 

3,164 

通販対応商品づくり・販路拡大対策事業 

通販の仕組や成功事例、売れる商品づくりや売り方

を学ぶためのワークショップの開催 

 世界農業遺産・国東半島宇佐地域の地域産品(現在

は、県下全域)を販売するためのウェブサイト(きち

ょくれ大分)の運営 

委託先：

㈱ダイレ

クトマー

ケティン

ググルー

プ 

（注）平成 27 年度は、「通販対応商品づくり・販路拡大対策事業」に加えて、免税店拡大支援事

業として、免税店の拡大を図るため、支援事業外国人観光客の接遇及び消費免税手続きに

関する研修会の開催及び免税申請システム等設備導入の支援を行っている。 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）  

事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

 業務委託契約書に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、 

特に指摘すべき事項はなかった。 
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B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他(平成 27 年度実施事業の事務事業評価) 

平成 27 年度実施事業としては本事業も事務事業評価を行っており、参考までに記載

すると、次のようなものであった。 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 評価 

活動 ワークショップの開催数(回） 

 

6[6] 
a 

A ワークショップの参加者数(社) 38[30] 

成果 通販ウェブサイトへの出品数(品) 107[100] a 

なお、平成 28 年度は、ワークショップに代わって商品募集セミナーを開催しており、

６回の開催で 25 社が参加している。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「県産品の販

路開拓・拡大による物産振興」で記載されている下記①の取組事項「ネット通販の活用

等」の部分と施策「国内誘客の推進と海外誘客(インバウンド) の加速」の中の取組「海

外誘客(インバウンド)対策の加速」に記載されている下記②の取組事項を一つの事業と

している。 

① 大都市圏の大手スーパー等との連携やネット通販の活用等による販路開拓・拡大 

② 免税店の拡大や海外カード対応の促進などによるショッピング環境の改善 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の平成 27 年度実施事業としての成果指標である「通販ウェブサイトへの出品

数(品)」は、直接的な効果を示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及

び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

大分県版総合戦略のアクションプランでは、先行型交付金事業である産業活力創造戦

略推進事業（域外消費獲得支援事業）及びインバウンド総合対策事業（域外消費獲得支

援事業）の２つに本事業を分解し、事業ＫＰＩを前者は「通販に適合する新商品開発数」、

後者は「免税店の増加数」に設定している。 

 

３．事務事業評価を実施していない理由等 

 予算規模の大幅な縮小により、事業の実施内容を大きく変更したため、平成 28 年度

は実施していない。 
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オ 東アジアビジネス推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 35,178 千円

Ｈ27～ 37,465 千円 内訳 諸収入 606 千円

担当課等 商業・サービス業振興課 一般財源 34,572 千円

（注）諸収入は、大分県上海事務所運営負担金に係る返戻金である。

ⅰ 事業の目的

大分県上海事務所を通じて、将来性のある東アジア市場への県内企業のビジネス展開

を支援する。また、中国やアセアン地域の市場での販路開拓・拡大を図るため、見本市

への出展や海外バイヤーの招聘、現地商社等と連携した販売促進を行う。

ⅱ 事業区分及び活動内容

事業区分 予算額 活動内容 備考 

大分県上海事務所設置

負担金 

千円 

30,597 

大分県経済交流室(上海事務所)を(一財)日

中経済協会上海事務所内に設置している。関

連費用の負担金を同協会に支払っている。 

負担金 

見本市出展委託料 1,882 海外見本市や海外商談会における商談準備

から商談終了後の商品の輸出に係るサポー

ト等の業務を企業等に委託し実施している。 

委託先： 

(公社)大分県

物産協会 

祖峰企画㈱

㈱世康 

バイヤー等招聘に要す

る経費 

817 海外バイヤー等を招聘し、県内メーカーとの

マッチングを実施している。 

現地商社等と連携した

販売促進に要する委託

料 

2,370 現地商社等と連携し、物産展等を開催する。

物産展等に係る企画から出展までの準備、県

産品の販売・ＰＲ支援、輸出に係るサポート

業務等を企業等に委託し実施している。 

職員旅費 1,541 海外見本市、商談会、物産展に参加する際の

職員の旅費 

事業の執行に要する経

費（通信運搬費）

258 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

事務事業評価は実施していない。

ⅳ 関連法令等

特になし。
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【監査結果】

A. 財務事務の執行について 

 大分県上海事務所の負担金の支出や委託先への委託費の支払について、財務事務の執

行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】

１．プラン 2015 と事業との関係

プラン2015の施策「商業の活性化とサービス産業の革新」の中の取組「県産品の販路

開拓・拡大による物産振興」で記載されている次の取組事項を一つの事業としている。 

① 商社、貿易アドバイザーとの連携強化を図り、中国、香港などアジア地域への販

路開拓・拡大

２．事務事業評価を実施していない理由等

 本事業は、主要な内容が毎年度経常的に発生する大分県上海事務所設置負担金であり、

経常的経費の性格が強いため、平成 28 年度は事務事業評価の実施を要しない事業とな

っている。

- 125 -



 

（５）観光誘客 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

国内誘客の推進と海外誘客(インバウン

ド) の加速 

・国内観光客確保策の推進 

・海外誘客（インバウンド）対策の加速

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 国内誘客対策を強化することで日本人観光客の減少幅を最小限度にとどめると

ともに、世界的なスポーツイベントを契機とした海外へのきめ細かな情報発信に

よる外国人観光客のさらなる増加により、おんせん県おおいたデスティネーショ

ンキャンペーン開催年と同等の観光客数を維持する。 

 外国語による観光案内や多言語対応の推進、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備により、外国

人観光客が旅行しやすい受入態勢を整備する。さらには、おもてなしの向上や二

次交通対策等安心して快適に旅行できる環境づくりを進め、訪問者の満足度を上

げることで、国内外問わず新規の訪問客を開拓するとともにリピーターの定着化

を促進する。また、人口当たり留学生数が全国トップクラスの特色を生かし、大

学等と連携してインバウンド対策に取り組む。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・県内宿泊客数     平成31年度目標7,100千人【平成26年度実績6,101千人】 

・外国人宿泊客数    平成31年度目標800千人 【平成26年度実績400千人】 

・ホームページ訪問数  平成31年度目標240万回 【平成26年度実績122万回】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 国内誘客総合対策事業 124,660 115,909 

イ インバウンド推進事業 80,713 126,354 
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ア 国内誘客総合対策事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 115,909 千円

H28～H30    124,660 千円 内訳 国庫支出金 10,000 千円

担当課 観光・地域振興課、ツーリズム社団 一般財源 105,909 千円

（注）国庫支出金は地方創生加速化交付金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

九州・中国・四国・関西・中部・東日本の各エリアの特性を生かし、民間事業者と「お

んせん県おおいた」が連携したプロモーション、情報発信を展開し、誘客促進を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

(注) 「ツーリズム社団」は公益社団法人ツーリズムおおいたの略称である。 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

  [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 旅行会社・マスコミ訪問件数(回）   101[100] 
a 

A 
サロン・商談会(回） 4  [2] 

成果 国内延べ宿泊者数(人泊） 6,024,530  

[6,379,576] 
a 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

強みを活かした

戦略的誘客・プ

ロモーション 

千円 

60,222 

①九州・中国・四国エリア 

高速バス利用商品の造成等 

②関西・中部エリア 

JR西日本大型キャンペーン連携誘客等 

③東日本エリア 

航空機利用の旅行商品の造成等 

委託先: 

ツーリズム社団 

②の一部は、おお

いた観光周遊促

進協議会事業の

負担金 

情報発信 44,958 ①イメージ戦略(ロケツーリズム推進) 

②民間ノウハウを生かした情報発信(ネッ

ト事業者連携) 

③若者対策(観光まちづくりコンテスト) 

④旅行会社連携(ニュースレター) 

⑤HP・ガイドブック等による情報発信 

委託先: 

ツーリズム社団 

 

ツーリズムおお

いた事業推進費 

19,480 本事業以外の委託も含めた全体で負担す

るツーリズム社団の管理経費 
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（注）国内延べ宿泊者数は宿泊旅行統計による。 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度開始事業である。活動指標については全て目標を達成しているため、ａ

（３点）評価となっている。成果指標については 90％を上回る 94.4％の達成率となり、

ａ（３点）評価。両者の合計点が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」と

なっている。 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

(1)ツーリズム社団への委託 

業務委託契約等に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特

に指摘すべき事項はなかった。 

なお、平成 28 年度は、熊本地震が発生したため、委託の仕様を変更し、当初予算に

比べると実績では事業区分を追加して「熊本地震風評被害対策」として 18,809 千円を

他の事業区分から流用している。 

(2)「名探偵コナン おんせん県おおいたミステリーツアー」 

おおいた観光周遊促進協議会と㈱ＪＲ西日本コミュニケーションズが当該企画の制

作・運営に係わる業務委託契約を結び、その委託料を関係団体が負担 (合計 90,000 千

円)している。 

〔関係団体の負担金の内訳〕 

大分県 10,000 千円、ＪＲ西日本㈱65,000 千円、ＪＲ九州㈱5,000 千円、 

大分市 4,000 千円、別府市 4,000 千円、由布市 2,000 千円 

(3)ツーリズムおおいた事業推進費 

指摘 ３４－Ｋ ツーリズムおおいた事業推進費の取扱いについて 

改
善
事
項 

ツーリズムおおいた事業推進費には、委託事業においてツーリズム社団で発生

する管理諸経費 19,480 千円を予算として折り込んでいる。しかし、実際には、

他の複数のツーリズム社団への委託事業で負担する一般管理費的な費用を、予算

上は「国内誘客総合対策事業」に一括計上している。 

事務事業評価上は、委託事業ごとに分けた金額をそれぞれの事務事業評価調書

の「主な活動の予算額」欄で表示すべきと考える。 
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≪補足≫  

ツーリズムおおいた事業推進費は「観光地域磨き推進事業」「国内誘客総合対策事業」

「広域観光連携推進事業」「団体誘客推進事業」「インバウンド推進事業」全体で負担す

るツーリズム社団の管理諸経費で、全事業費の 11.187％となっている。これを各事業

ごとには分けずに、一括予算計上している。 

この結果、委託契約は事業ごとに別々に締結されているため、予算と委託契約金額と

が単純には一致せず、関連性が分かりづらくなっている。それでも、ツーリズム社団の

管理経費負担額を「国内誘客総合対策事業」に一括計上した理由は、予算査定に当たり

財政課がツーリズム社団の管理経費負担額の過去からの推移を把握したいがためとの

ことである。 

しかし、事務事業評価上、予算は投入(インプット)量を示す数値であり、これが歪め

られると事務事業評価の趣旨を損なう可能性があり、好ましくない。 

なお、委託料を検討する際に、管理諸経費を各事業にどのように割り振るかの明細が

作成されているので、これを事務事業評価担当課（行政企画課）へ提出すれば、予算か

らの組替えの内容は判断できる。 

 

B． 事業の管理について 

指摘 ３５－Ｋ 「情報発信」の内容及び活動指標について 

不
備
事
項 

平成 28 年度の政策予算の概要で記載されている事業区分「情報発信」の内容

は、前述「ⅱ事業区分及び活動内容」に記載のとおりであるが、事務事業評価で

は「県外事務所がマスコミ・旅行会社等を集めて情報発信を行うサロンや、県内

に旅行会社等を集めて情報発信を行う商談会等の実施」と記載され、全く内容が

異なる。したがって、これに係る活動指標「サロン・商談会（回）」も政策予算

の概要をベースにすると「情報発信」の活動指標として不適切と考える。 

≪補足≫  

情報発信の活動指標が難しいため、採り易い活動指標にあわせて内容を書き換えたよ

うである。事務事業評価で採用している活動指標は、むしろ「強みを活かした戦略的誘

客・プロモーション」の活動の一環に見える。政策予算の概要での情報発信にはいろい

ろな活動が混在しているので、全てをカバーする活動指標を設定するのは確かに難しい。

そこで、代表的な活動に係るものを採用するとすれば、決算を見ると「若者対策」（観

光まちづくりコンテスト）の金額が大きいので、この活動指標として適切なものを採用

すべきと思われる。 

なお、政策予算の概要と事務事業評価はＰＤＣＡサイクルとして基本的にリンクすべ

きである。 
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C． その他 

(1)ツーリズム社団の事業費のチェックについて 

ツーリズム社団の事業費のチェックは県側ではあまり細かくは行っていないようで

ある。例えば、ツーリズム社団と旅行会社との間で結んだ委託契約やその請求書と実績

報告との照合は行われていない。ただし、県の現役職員を３名派遣しているので、日々

の取引はツーリズム社団側で県職員がチェックしているため実質的な問題はないとの

話である。 

 

(2)特定旅行企画事業について 

指摘 ３６－Ｋ 特定旅行企画事業について 

勧
奨
事
項 

「名探偵コナン おんせん県おおいたミステリーツアー」は、特定の旅行企画

案件であるが、大分県の「温泉」という地域資源の魅力をアピールする地域磨き

の一環として広く捉えれば、発展性がある。企画内容は変えるものの毎年関連市

町村と連携したイベントを継続的に実施すれば、「市町村連携おんせん企画事業」

というような名称で継続的な県支援事業として展開できる可能性がある。 

≪補足≫ 

「名探偵コナン おんせん県おおいたミステリーツアー」は、特定の旅行企画案件で

あり、他の事業区分のようにツーリズム社団に委託している訳でもなく、性格的に異な

るものが紛れ込んでいるような感がある。市町村等との協力事業（形態的には負担金事

業）である点では、後述の「六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業」に近い。また、

当該旅行企画での誘客数等の成果が直接把握しやすい点が広報的な事業とは異なるの

で、上記のような観点で別事業化する方が分かりやすい。事業としては少し規模が小さ

いようであれば、「六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業」等と合わせて、「市町村連

携地域磨き推進企画事業」といった枠組みで事業を組み直すことも考えられる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「国内誘客の推進と海外誘客（インバウンド）の加速」の中の取

組「国内観光客確保策の推進」を全体として一つの事業としている。なお、その取組に

記載されている取組事項は次のとおりである。 

① 圏域ごとのニーズを的確に捉えた誘客戦略の展開 

② ＭＩＣＥや教育旅行、国内クルーズなど団体誘客の促進 

③ 「おんせん県おおいた」など本県の強みを生かした継続的な情報発信 

④ グリーンツーリズム、ブルーツーリズムなど体験型観光の充実 

⑤ スポーツツーリズムやロケツーリズムなどニューツーリズムへの対応促進 

⑥ 高齢者や障がい者など全ての人が楽しめるユニバサールツーリズムの推進 
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⑦ おもてなし研修、トイレクリーンアップなどソフト・ハード両面による受入環境

の整備 

⑧ 観光ガイドの効果的活用による観光客の満足度向上 

⑨ 観光地間のネットワーク強化や案内所機能の充実、二次交通の整備による受入態

勢の整備促進 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「国内延べ宿泊者数」は、プラン 2015 における施策の目標

指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩの「県内宿泊客数」から「外国人宿泊数」を差

し引いた数値である。 

この指標は、この事業以外の要因で訪れた観光客も多く含まれており、総合的な効果

を示す指標となっている。本事業では、広く誘客活動を行っているので、この事業によ

る直接的な誘客数は掴みづらいと思われ、他に適当な指標も見出し難い面もある。 

 本事業は、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

３．委託契約における一般管理費率 

 ツーリズム社団への委託に当たっての一般管理費については、実際に妥当と思われる

比率を県側で見積もった上で、事業費の 15％以内であれば慣例的に認めているようで

ある。なお、実際に採用している比率 11.187％は、ツーリズム社団の管理運営費の平

成 28 年度当初予算をベースに観光・地域振興課で算定したものである。 

管理費 15％以内という数値が決められた経緯についてははっきりしないが、幾つか

の参考となる事例を一応は見ているようである。また、管轄外ではあるが、環境省にお

ける「委託事業経費の算出等に関する基本方針」で 15％以内となっていることも考慮

している。 
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イ インバウンド推進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 126,354 千円

H27～     80,713 千円 内訳 国庫支出金 49,413 千円

担当課等 観光・地域振興課、ツーリズム社団 一般財源 76,941 千円

（注）国庫支出金は、地方創生加速化交付金、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補

助金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

海外に対して観光ＰＲ等の誘客施策を行い、本県を訪れる外国人観光客を増加させる。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

情報発信 

(旅行社・メディア招請、

WEB・SNS やイベント等で

の情報発信) 

千円

 44,159 

①台湾対策事業 

②タイ対策事業 

③ベトナム対策事業 

④韓国対策事業 

⑤香港・中国対策事業 

⑥広域連携・情報発信事業等 

委託先： 

ツーリズム社団

誘客 

(ラグビーワールドカッ

プ 2019 等に向けた欧米

対策の強化、海外旅行社

への売り込み、商談会、

旅行博等への参加) 

9,301 ①RWC 開催地「おんせん県おおい

た」のイメージ戦略の展開 

②海外・国内からの誘客 

③長期滞在と消費を促す仕組みづ

くり及び感動を与える受入環境

整備 

委託先： 

ツーリズム社団

受入態勢整備 

(外国人観光客向け通訳

サービスの提供、おもて

なし研修の実施、多言語

対応強化等) 

27,253 ①宿泊施設向け通訳サービス提供 

②Onsen Oita Wifi を活用した情報

発信事業 

③ムスリム及び訪日教育旅行の受

入環境整備 

④クルーズ船誘致 

委託先①②③：

ツーリズム社団

負担金④： 

大分県国際観光

船誘致促進協議

会 

（注）年度途中で予算の増額補正 49,706 千円を行っている。 

 

 

 

 

- 132 -



 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 

 

海外メディア取材招請・受入(回）  20  11[22] 

a 

A 

旅行会社セールス(回） 7 16［6] 

おもてなし研修会の開催(回） 2  7［2] 

成果 外国人観光客宿泊数(人泊） 773,990 827,010  

［560,000] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「海外メディア取材招請・受入回数」が未達で

あったが、予算割合による加重平均で算出した達成率が 90％を上回るため、a（３点）

評価となっている。成果指標については 147.7％の達成率となり、a（３点評価）。両者

の合計が、６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

(1)ツーリズム社団への委託について 

業務委託契約等に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特

に指摘すべき事項はなかった。 

 

(2)国際観光船誘致促進協議会への負担金について 

指摘 ３７－Ｋ 国際観光船誘致促進協議会への負担金について 

勧
奨
事
項 

国際観光船誘致促進協議会への負担金は、別府市と事前折衝し県議会の議決を

もって決定される。県の負担金の額は、毎年、国際観光船誘致促進協議会の予算

の 50％程度となっている。各参加者の間の負担割合の取り決めについては、毎

年協議会で調整し、総会で決定するため文書が残っていないので、何らかの形で

取り決め文書を作成することが望まれる。 
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B． 事業の管理について 

指摘 ３８－Ｋ 活動指標及び成果指標の目標設定について 

勧
奨
事
項 

活動指標及び成果指標の目標値については、ツーリズム戦略で策定することに

なっており、その目標値は全体の合計数値であり、国・地域ごとに積み上げた結

果にはなっていない。 

活動指標及び成果指標の設定自体は全体の合計数で問題ないが、その全体の積

み上げとして国・地域別の数値目標を設定し、実績値と比較分析することで、Ｐ

ＤＣＡの効果的な実施に努めることが望まれる。 

≪補足≫ 

海外といっても国・地域は多数あり、趣向やアプローチ方法は多岐にわたる。事務事

業評価調書の「現状・課題」でも、国・地域の特性やニーズに応じた情報発信・セール

スを行う必要性に触れている。大枠のみの指標を掲げても、実績との比較・分析、有効

な改善措置を取ることができないので、積み上げとして目標値を設定しておく必要性が

あると思われる。 

 

C． その他 

指摘 ３９－Ｋ 調査の実施について 

改
善
事
項 

台湾市場における訪日旅行経験者の情報入手経路等に関する調査を実施して

いるが、その際に、調査研究の目的（仮説の設定等含む）や活用方法、フォロー

アップ等を明確にし、調査結果を最大限有効活用できるような工夫をする必要が

ある。 

≪補足≫ 

「サービス産業生産性向上支援事業」で同様の指摘をしているので、指摘１９－Ｓ(94

頁)を参照されたい。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

「国内誘客の推進と海外誘客（インバウンド）の加速」の中の取組「海外誘客（イン

バウンド）対策の加速」で記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けて

いる。 

① 東南アジアからさらに欧米など誘客対象地域の拡大 

② ターゲット国に応じた観光素材の効果的活用と魅力ある観光ルートづくり 

③ 現地旅行会社や日本の旅行会社現地法人との緊密な連携による誘客の促進 

④ 宿泊施設における多言語対応、ハード整備など積極的な受入れに向けての機運拡

大 
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⑤ ラグビーワールドカップ 2019、2020 年オリンピック・パラリンピック等を契機

とした世界への情報発信 

⑥ 海外からの航空路線やクルーズ船などの誘致促進 

⑦ 海外からのＭＩＣＥの誘致推進 

⑧ 外国人観光案内所の整備などによる、まちあるき環境の整備促進 

⑨ 海外誘客（インバウンド）に対応できる特区ガイド等の育成・確保 

⑩ 免税店の拡大や海外カード対応の促進などによるショッピング環境の改善 

⑪ Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備促進や、ＡＲなどＩＣＴを活用した観光・交通情報の提供 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「外国人宿泊客数」は、事業の位置づけ方を上記のように行

っていることもあり総合的な効果指標となっており、プラン 2015 における施策目標指

標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとも一致している。 

 また、大分県版総合戦略アクションプランの事業ＫＰＩは、先行型交付金事業として

本成果指標と同一の指標を採用している。加速化交付金事業としては、「ラグビーワー

ルドカップを見据えた欧米等インバウンド推進事業」に組み替えて、「アジア圏以外か

らの外国人宿泊者数」を追加設定している。 
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３ 事業環境の整備に係る取組 

 

（１） 金融支援 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

チャレンジする中小企業と創業の支援 ・金融・再生支援策の充実・強化 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 中小企業への融資に合わせて、金融機関が有する知見等を活用した経営支援メニ

ューをセットで提供し、当該企業の経営課題の解決を図る「金融機関提案型資金」

の創設等により、意欲ある地域金融機関による中小企業支援を促進する。 

 

Ⅲ 大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

  施策ＫＰＩは設定されていない。 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 中小企業金融対策費 35,923,389 26,415,207 
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ア 中小企業金融対策費 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 26,415,207 千円

S32～   35,923,389 千円 内訳 諸収入 296,795 千円

担当課等 経営創造・金融課 一般財源 26,118,412 千円

(注)諸収入は、制度資金の貸付原資として預託した貸付金に対する償還金等である。 

 

ⅰ 事業の目的 

県制度資金を運営し、民間金融機関や政府系金融機関による金融を補完することで、

県内中小企業の資金繰りを支援する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 事業の内容 備考 

県制度資金 千円 

35,546,000 

指定金融機関に対して貸付原資の一部を預託

することにより、長期・固定で低利の資金を供

給する。 

直接実施 

保証料補助 377,389 県制度資金を利用する中小企業者の保証料を

軽減するため、信用保証協会に対し、軽減額の

一部を補助する。 

直接実施 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価

活動 融資メニュー数（種類） 11 12 13[11] 

a 

A

融資件数（件） 

※保証承諾ベース 

3,452 3,596 3,636  

［3,641] 

成果 融資金額（千円） 

※保証承諾ベース 

29,534,798 32,795,399 35,161,584  

［35,000,000] 
a 

≪評価の説明≫ 

活動指標については、「融資件数」が未達となったが、いずれも 90％を上回ってい

るため、a（３点）評価となっている。成果指標は、達成率 100.5％となり、a（３点）

評価。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：中小企業信用保険法 

 

- 137 -



 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

大分県中小企業振興資金融資要綱、大分県中小企業活性化資金特別融資要綱、大分県

中小企業経営改善資金特別融資要綱、大分県中小企業金融円滑化借換資金特別融資要綱、

大分県事業引継円滑化資金特別融資要綱、大分県創造的企業育成支援資金特別融資要綱、

大分県チャレンジ中小企業応援資金特別融資要綱、おんせん県魅力アップサポート資金

特別融資要綱、大分県金融機関提案型資金特別融資要綱、大分県創業支援資金特別融資

要綱、大分県地域産業振興資金特別融資要綱、大分県小口零細企業資金融資要綱に基づ

き、財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなか

った。 

 

B． 事業の管理について 

指摘 ４０－Ｓ  活動指標（融資メニュー数）の設定について 

改
善
事
項

活動指標を漫然と過去３年平均としており、指標設定の根拠が曖昧である。融

資メニュー数は多ければよいというものでもなく、目標設定には馴染まない面も

あるので、当該活動指標は廃止した方がよいと考える。 

≪補足≫  

実際に、平成 29 年度の融資メニュー数の目標値は 12 種類（平成 28 年度末のメニュ

ー数は 13 種類）であるため、目標に従えば融資メニュー数を１つ削減する必要がある

が、メニュー数を削減する予定はなく、活動指標が形骸化している。 

なお、制度資金の詳細なメニューについては、「中小企業金融対策費：制度資金一

覧表」(巻末資料 B-5)を参照されたい。 

 

指摘 ４１－Ｓ  活動指標（融資件数）の設定について 

改
善
事
項 

本来であれば、融資メニューごとの融資件数に係る活動指標を設定し、全ての

メニューを合計した数値が活動指標に係る目標件数となるべきであるが、現状は

漫然と過去３年の平均値としているため、ＰＤＣＡが有効に実施されていない。

活動指標は十分な根拠に基づき設定し、目標と実績との比較分析を行い改善措

置を講ずる必要がある。 

≪補足≫ 

実際に、平成 28 年度は目標に対して実績が未達となっているが、そもそも目標の設

定が過去３年平均で算出されており、未達の理由は存在しない。つまり、なぜ未達であ

ったのか分析・検討が出来ておらず、改善措置の策定が有効に行えていない。 
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C． その他 

指摘 ４２－Ｓ 融資メニュー数について 

勧
奨
事
項 

融資メニューが多すぎると制度への理解が進まず活用されない可能性がある

ため、金融機関職員と中小企業者にとって分かりやすい制度の種類・数があるは

ずである。制度を精査し適度な種類を検討することが望まれる。 

また、制度の精査に際しては、メニュー数、制度内容（定義等の理解度）、手

続き面、融資条件等を含めた現状の分析を実施することが有効であることから、

利用者に対してアンケートを実施する等の施策が望まれる。 

≪補足≫ 

 県の制度資金の種類は、13 種類あるが、県の制度融資以外にも保証協会や市町村の

制度資金もあり、全てを把握することは金融機関職員及び利用者にとって煩雑である。

融資メニューは多すぎれば利用者が混乱するし、少ないと利用者が有効に活用できない

ため、過不足がない状態が理想である。 

経営創造・金融課として、適切な融資メニュー数を設定し、その中でメニューの入れ

替え等を行うことが望ましい。 

 

指摘 ４３－Ｓ 制度融資の金利設定について 

勧
奨
事
項 

制度資金の貸出金利を低利に設定した場合、金融機関が制度融資を利用しない

という懸念はあるが、低利での金利設定は利用者（中小企業者）にとって大きな

メリットである。民間金融機関と厳しい折衝を行い制度融資の金利水準を決定し

ているが、利用者にとってより有利な条件の設定に一層尽力することが望まれ

る。 

≪補足≫ 

 本制度資金は、「ⅱ 事業区分及び活動内容」に記載があるとおり、長期・固定で低

利の資金を供給することに意義があるが、現状では決して低利とは言えない金利水準と

なっている。大分県の主要金融機関の平均利回り（1.2％～1.8％程度）と比較しても割

高となっていると思われる。また、日銀が発表している国内金融機関（都市銀行を除く）

の平均貸出金利（0.84％～1.57％）と比較しても割高となっていると思われる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「金融・再生

支援策の充実・強化」で記載されている次の取組事項を一つの事業としている。 

① 金融機関提案型資金による中小企業の創業や新事業展開等の前向きな取組支援 

② 民間金融を補完する県制度資金の充実・強化による中小・零細企業の資金繰り支援 
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２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「融資金額」は直接的な効果指標であり、プラン2015におけ

る施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した指標である。 

なお、大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 
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（２） 人材確保・活用支援 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

産業人材の確保・育成とワーク・

ライフ・バランスの推進 

・ＵＩＪターン就職の推進 

 

クリエイティブ産業への挑戦 

 

・創造的人材とのネットワーク構築 

・県内企業と創造的人材との交流の場の創出 

・付加価値の高い新事業の創出 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 地元で働きたいと考える若者の県内就職・定着を支援するとともに、都市圏を中

心とする県外からのＵＩＪターン希望者へのきめ細かな支援に取り組み、人材の

確保を図る。 

 アーティスト、ＩＴ技術者、デザイナー等のクリエイターや起業家など、幅広い

分野の創造的人材を本県に呼び込むとともに、アートプロジェクトの活動拠点も

含め、より多くの県内企業と創造的人材が出会い、ともに活動するための拠点づ

くりを行う。 

 

Ⅲ 大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

 ・クリエイティブ産業育成の政策に基づく、創造的人材と企業との連携による商品・

サービスの事業化件数(件)  H31年度30件【H26年度実績 －】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア プロフェッショナル人材活用推進事業 0 39,525 

イ クリエイティブ産業創出事業 12,061 11,642 
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ア プロフェッショナル人材活用推進事業 

実施期間 28年度当初予算額 28年度決算額 39,525千円

H27～H31 0千円（繰越額39,530千円） 内訳 国庫支出金  39,525千円

担当課等 予算管理：商工労働企画課 

事業執行：工業振興課 

産業創造機構 

（注） 国庫支出金は、地方創生加速化交付金であり、国の平成27年度補正予算に係る繰越額

39,530千円から充当している。なお、繰越額は平成28年度の当初予算には含まれていない。 

 

ⅰ 事業の目的 

大都市圏のプロフェッショナル人材を活用し、県内企業の事業革新等につなげる。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 繰越額 活動内容 備考 

大分県プロフ

ェッショナル

人材活用セン

ターの設置 

千円 

39,530  

企業訪問等による県内企業のプロフェッショ

ナル人材に関するニーズの掘り起こし。 

民間人材ビジネス事業者を介した県内企業と

プロフェッショナル人材のマッチング支援。 

委託先： 

産業創造機構 

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

［ ］は目標値 

区分 指標名(単位) 26年度 27年度 28年度 評価 

活動 県内企業からの人材確保等に関す

る相談件数(件） 
 

9 253  

[210] 
a 

C 
成果 県内企業とプロフェッショナル人

材のマッチング件数(件） 

－ 3  

[15] 
c 

≪評価の説明≫ 

国の補正予算の受入れにより平成27年度の終盤から事業開始となっている。平成28

年度は、活動指標については目標を達成したため、a（３点）評価となっている。成果

指標については達成率が20.0％であったため、ｃ（１点）評価となった。両者の合計が

４点となるため、総合評価は「Ｃ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 
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【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

産業創造機構との委託契約に基づき、財務事務の執行が適正に行われていることを確

認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B． 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C． 産業創造機構への往査 

(1)  プロフェッショナル人材活用推進事業の活動状況 

大分県プロフェショナル人材活用センターを設置し、専門スタッフ３名によりプロフ

ェショナル人材活用推進事業に取り組んでいる。 

・企業からの相談件数：253社（目標：210件） 

・マッチング依頼件数：34社 

・成約件数：３社（目標：15件） 

 

(2)  プロフェッショナル人材活用推進事業の事務の執行 

地域活性化支援業務実施要領（プロフェッショナル人材戦略拠点事業実施要領）、地

域活性化支援業務委託要綱（プロフェッショナル人材戦略拠点事業委託要綱）に基づき、

財務事務が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

D． その他 

指摘 ４４－Ｓ 実施体制の構築について 

勧
奨
事
項 

そもそもプロフェッショナル人材活用推進事業は、中央で活躍するプロフェッ

ショナル人材に対して地方への生活拠点の移転や経済力低下の容認を求める性

格を有するものであり、困難さを伴う事業である。県として、プロフェッショナ

ル人材活用推進事業をどのようにするのか、グランドデザインを明確にすること

が望まれる。 

≪補足≫ 

事務事業評価調書の「現状・課題」において、「県内企業の事業革新や新商品開発等

をリードできる「プロフェッショナル人材」の確保が課題となっている」としているが、 

成果指標の県内企業とプロフェッショナル人材のマッチング件数は目標15件に対し実

績は３件と大きく未達であった。 

このため、事業の委託先が産業創造機構から（公財）大分県総合雇用促進協会へ１年

余りで変更となっている。また、県の担当部署も変更されている。そもそもマッチング

に当たって、都市圏の民間人材会社を利用することが前提となっている国の事業スキー
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ムに問題があったと思われる。現在の景気動向では、都市圏で有望な人材は吸収されて

しまい、民間人材会社が敢えて地方の大分県に人材を回すことはあまり期待できないで

あろう。数は少ないと思われるが、個人的な事情により大分県に帰りたい、行きたいと

考えているような人材を探す有効な方法を考える必要がある。 

 

指摘 ４５－Ｓ 産業創造機構の活用について 

勧
奨
事
項 

プロフェッショナル人材活用推進事業の委託先が平成29年度からおおいた産

業人財センターの運営を受託する（公財）大分県総合雇用推進協会へ変更になっ

てはいるが、プロフェッショナル人材に関するニーズの掘り起こしに成果があっ

た産業創造機構との協力体制を構築することが望まれる。 

≪補足≫  

本事業の委託契約は入札ではなく産業創造機構との一者随意契約を選択している。理

由は、産業創造機構が平成12年に県内で唯一県中小企業支援センターに指定され、中小

企業の経営・技術に係る助言、総合相談、情報提供など経営基盤強化を支援する事業を

行っており、産業創造機構以外に委託先はないためとなっている。 

しかしながら、諸般の事情により平成29年度からは委託先が（公財）大分県総合雇用

推進協会へ変更されて、産業創造機構の当該事業への関りがほとんどなくなっている。

産業創造機構は、多くの県内中小企業との良好な関係性を構築しており、事業主体とし

て１年余り活動したノウハウや知見を有している。特に中小企業のプロフェッショナル

人材に関するニーズの掘り起こしには大きな成果があったので、前述の県としてのグラ

ンドデザインの見直しに当たっては、ターゲットとする人材を絞り込むという観点で産

業創造機構の活用を考慮することが望まれる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン2015の施策「産業人材の確保・育成とワーク・ライフ・バランスの推進」の中

の取組「ＵＩＪターン就職の推進」で記載されている次の取組事項を一つの事業として

いる。 

① 県外からの人材確保のための移住コンシェルジュ等と連携した相談体制と情報発

信の充実 

② 県内企業とのマッチング機会の提供等を通じたＵＩＪターン希望者へのきめ細か

な就職支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「県内企業とプロフェッショナル人材のマッチング件数」は

直接的な効果指標であり、プラン2015における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の
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施策ＫＰＩとは、独立した指標である。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、「Ⅲ 地域を守り、地域を活性化する」

に含まれている加速化交付金事業として「プロフェッショナル人材戦略拠点の相談件数」

「県内中小企業によるプロフェッショナル人材の雇用成約件数」を事業ＫＰＩに採用し

ている。 

 

 

 

イ クリエイティブ産業創出事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 11,642 千円

H28～H36    12,061 千円 内訳 国庫支出金 5,821 千円

担当課等 経営創造・金融課 繰入金 5,821 千円

（注1） 国庫支出金は、地方創生推進交付金である。 

（注2） 繰入金は、おおいた元気創出基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

クリエイティブ人材の活用による新たな価値を創造するため、優れた技術やノウハウ

を持つ県内の中小企業と、最先端の技術や、豊かな発想、感性を持つクリエイティブ人

材が一緒になって、商品・サービスの開発や、新規マーケットの開拓等を行うための基

盤となるプラットフォーム（クリエイティブ・プラットフォーム）を構築する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

クリエイティブ・プラット

フォーム構築事業 

千円

11,657 

①企業とクリエイター等との交

流イベント 

②主に企業側の視点を意識した

ウェブサイトや冊子を作成 

委託先: 

NPO法人 BEPPU 

PROJECT 

クリエイティブ産業創出

研究会 

404 企業・クリエイター・県関係者

等のメンバー13 人により、イベ

ント開催やサイト構築等に対す

る具体的な助言を行う。 

直接実施 
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ⅲ 事務事業評価(実績値) 

[  ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 ウェブサイトにおけるクリエイタ

ー、優良事例等紹介件数(件） 

  51  

[50] 
a 

A 
成果 創造的人材と企業との連携による

商品・サービスの事業化件数(件）

12  

[12] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度開始事業である。活動指標については目標を達成しているため、ａ（３

点）評価となっている。成果指標についても 100％の達成率となりａ（３点）評価。両

者の合計点が 6点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

なお、成果指標は、クリエイティブ産業育成の施策に基づいた事業化の件数である。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：地域再生法 

 

 

【監査結果】 

A． 財務事務の執行について 

クリエイティブ・プラットフォーム構築事業委託業務に係る企画競技実施要項及び委

託契約に基づき、財務事務を執行しているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなか

った。 

 

B． 事業の管理について 

指摘 ４６－Ｓ 活動指標の追加について 

改
善
事
項

活動としては、企業とクリエイター等との交流イベントも行っているので、

これに該当する活動指標も設定すべきである。 

≪補足≫ 

 事業区分が二つあるが、クリエイティブ・プラットフォーム構築事業の方が主体であ

ることは内容的にも金額的にも明らかである。したがって、その主な活動がウェブサイ

ト上で実施されているということであれば、「ウェブサイトにおけるクリエイター、優

良事例等紹介件数」のみを活動指標とすることも考えられる。しかし、クリエイティブ・

プラットフォーム構築事業のもう一つの活動である企業とクリエイター等との交流イ

ベントも目的や活動内容の記載から見ると重要な活動と思われるので、活動指標として、
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イベントの開催回数あるいは参加者総数等を設定すべきである。 

 

C． その他 

委託先の選定はコンペ（企画提案）方式により行われているが、平成 28 年度は、応

募先が「NPO 法人 BEPPU PROJECT」の 1 社のみであった。契約金額は 11,642,400 円

であり、予算 11,657 千円の範囲内である。 

平成 29 年度のコンペ（企画提案）は、平成 28 年２月 25 日～３月 25 日を公募期間と

して実施され、上記法人の他に１社が応募したので、審査委員５名で３月 30 日に審査

を行っている。委託先決定後、随意契約で契約している。 

 

指摘 ４７－Ｓ 評点集計表での評価点数の表記について 

改
善
事
項 

平成 29 年度のクリエイティブ・プラットフォーム構築事業委託業務におい

て、審査員の評価点数のうち、上下をカットして平均点を出して高い方を選択

するとのことであるが、評点集計表には上下カット前の平均点が記載されてい

るのみである。判断の基準となった上下カット後の点数を併記すべきである。

≪補足≫ 

 上下カット後の点数で判断しても結果は変わらないため、評点集計表の様式上の改善

を求めるにとどめたが、判断結果が異なれば不備事項となる。判断の根拠となる直接的

な数値を明記すべきである。なお、予定価額は公表され、各社の見積金額は、「実現可

能性」という評価項目の中で考慮されているとのことである。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

施策「クリエイティブ産業への挑戦」を一つの事業として位置付けている。 

なお、当該施策の中では、「創造的人材とのネットワーク構築」「県内企業と創造的

人材との交流の場の創出」「付加価値の高い新事業の創出」という３つの取組を行うこ

とになっているが、まだ、平成 28 年度は事業開始初年度であることもあり、「付加価

値の高い新事業の創出」の直接的な取組には着手していない。 

 

２．事務事業評価の成果指標 

事業の位置づけ方を上記のように行っていることもあり、本事業の成果指標である

「創造的人材と企業との連携による商品・サービスの事業化件数」は、プラン 2015 に

おける施策の目標指標と一致している。また、大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとも一致

している。 
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大分県版総合戦略アクションプランでは、推進交付金事業として「創造県おおいたク

リエイティブ産業チャレンジ事業」に組み入れて、その事業ＫＰＩには本事業と同じ成

果指標を採用している。 

 

３．委託契約における一般管理費率 

 NPO法人 BEPPU PROJECTへの委託契約で設定している一般管理費率は事業費（直接経

費）の８％としている。これは、県の担当課で非常勤職員の人件費や旅費等特定の費用

を一般管理費として積算して算出した結果であり、経済産業省大臣官房会計課が作成し

た「委託事業事務処理マニュアル」を参考に、10％以内で財政課と予算折衝のうえ、設

定したものである。 

なお、本契約はコンペ(企画提案)方式で行われ、「委託契約事務必携」で言うとこ

ろの「精算を伴う契約」には該当しないので、一般管理費率は予定価格の算定過程に限

って使用されている。 

 

４．委託先の選定審査委員の利害関係確認 

 コンペ(企画提案)方式による委託先の選定に当たり、審査委員と審査対象会社等の

利害関係の有無については、口頭で確認したのみで、書面での確認は行っていない。 
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（３）研究機関との連携による技術支援 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

多様で厚みのある産業集積の推進 

 

・大企業や研究機関等の活用による新たな 

イノベーションの創出 

チャレンジする中小企業と創業の支援 ・中小企業の多様なニーズに対応する支援 

体制整備 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 県外の大企業や研究機関などとの連携を促進し、製品開発や販路開拓を支援する

など、地場企業が短期間で収益を向上できるよう支援する。 

 多様化する中小企業のニーズに的確に対応し、質の高いサービスが提供できるよ

う、支援機関の機能強化や関係機関との連携を促進する。 

 

Ⅲ 大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

 施策ＫＰＩは設定されていない。 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 産学官技術連携促進事業 4,258 4,258 

イ 技術指導・試験事業 6,962 5,245 

ウ 技術・製品開発事業 3,272 3,115 
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ア 産学官技術連携促進事業 

実施期間 28年度当初予算額 28年度決算額 4,258千円

S63～     4,258千円 内訳 一般財源 4,258千円

担当課等 産業集積推進室、産業創造機構 

  

ⅰ 事業の目的 

本県の中小企業の振興のため、産学官連携活動を通じ、地域特性を活かした科学技術

の振興及び新産業の創出を推進していくことが重要である。そのため県内企業に対する

産学官連携情報の提供を強化するとともに、産学交流会の開催や事務局職員等のコーデ

ィネートにより企業ニーズと大学等シーズのマッチングの機会を創出していく。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

大分県産学官連携

推進会議負担金 

千円 

2,154 

①成果発表交流会…産学官連携に関する講演 

会及び具体的事例発表を実施 

②大分県産学官連携推進会議の開催 

別に企業の

会費負担あ

り 

ものづくり大分産

学交流会負担金 

548 ビジネスや事業化に結び付く産学官交流の場

を提供するため、産のニーズに基づく特定のテ

ーマの講演や参加者間の意見交換などを行う。 

県の負担金

で運営 

推進費 1,556   

 

ⅲ 事務事業評価(実績値) 

 事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

産学官連携推進会議、ものづくり大分産学交流会が行う事業に要する経費を負担して

いるが、特に指摘すべき事項はない。 

なお、産学官連携推進会議の会員数は89名（産：35名、学：36名、官：18名）で、次

のような活動を行っている。 
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① 交流グループ事業 

地場企業を中心とした交流グループを結成し、各テーマに沿った共同開発を実施

また、進捗報告や意見交換のため、交流グループ連絡会議を開催（２回：７月、２月） 

② コーディネート事業 

企業と大学・公設試とのマッチングや公募型研究開発事業の提案支援を実施 

③ 大分県産学官交流大会の実施 

共同研究や交流グループの成果周知並びに情報交換、意見交換の場として産学官

交流大会を実施 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

  

C. 産業創造機構への往査 

(1) 活動状況 

産学官連携推進会議の事務局として、会議の運営を行っている。 

 

(2)  財務事務の執行 

大分県産学官連携推進会議規約に基づき、事務局としての財務事務が適正に行われて

いるか確認した。 

 

指摘 ４８－Ｓ 伺い書の記載漏れ 

不
備
事
項

伺い書に決裁日等の記載漏れが散見された。伺い書は、内部の意思決定を明

確にし、責任の所在を明らかにする重要な書類であることから、不備のないよ

うに記載すべきである。 

 

指摘 ４９－Ｓ 議事録について 

改
善
事
項 

平成28年度第１回運営委員会（平成28年６月20日開催）の議事録において、

議案が可決されたか否かの記載がなく、出席委員の署名・捺印もなされていな

い。産業創造機構として、委員会における議題や議論の内容、その他の結果等

議事録に記載すべき事項等を明確にして適正な議事録を作成することが望まし

い。 

≪補足≫  

委員会でどのような議題が議論され、可決・否決となったのかが明確でない。また、

議事録に出席者の署名押印が無ければ議事録が適正に記録されたか確認ができない。 
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D. その他 

特に記載すべき事項はない。 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】

１．プラン 2015 と事業との関係

プラン2015の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「大企業や研究機

関等の活用による新たなイノベーションの創出」で記載されている次の取組事項を一つ

の事業としている。 

① 大企業の本社や産業技術総合研究所等との連携による新製品開発支援

② 国内外の市場情報を持つ商社と地場中小企業との連携による販路開拓支援

③ ベンチャー支援機関との連携による出資・業務提携支援

２．事務事業評価は実施していない理由等 

本事業は、負担金事業で県側に主体性がないため、事務事業評価は行っていない。 

イ 技術指導・試験事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 5,245 千円

H10～ 6,962 千円 内訳 諸収入 36 千円

担当課等 産業科学技術センター その他   3,625 千円

一般財源 1,584 千円

 (注) 諸収入は、技術研修受講料、その他は機器貸付料・試験依頼手数料である。 

ⅰ 事業の目的 

 企業のものづくり活動の各段階において、企業が抱える様々な技術課題に対応するた

め、技術相談の対応、依頼試験や機器貸付等により、迅速な課題解決に努める。また、

技術者の養成やその専門知識獲得のため、企業技術研修等を実施し、企業の競争力強化

を支援する。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

産業科学技術センターの基本的業務として次の業務を実施。 

事業区分 予算額 活動内容 

技術相談 千円 

6,962 

企業が抱える「技術の高度化」や「新技術・新製品の開

発」といった課題に応じ、技術面から企業活動を支援 

依頼試験 品質管理、部品等の不具合の原因究明等のために企業が

必要とする分析・測定や、公的証明が必要な場合の対応

として、依頼試験を実施 

機器貸付 企業にとって生産活動に必要であるものの、一企業での

導入が困難な機器等について、センターに整備し貸付 

企業技術研修 

 

県内企業技術者の養成・技術レベルの向上を目的に、技

術情報の提供や、品質管理・生産技術・分析技術等の実

践的な研修を実施 

食品加工技術高度

化研修 

地場食品産業の技術の高度化を推進するため、県内企業

等を対象に各分野の専門家を講師として迎え、食品産業

に関連する時期に応じたテーマを選定し解説 

インキュベーショ

ン・ラボ「ものづ

くりプラザ」 

創業間もない企業、新たな事業を構築しようとしている

企業等を対象に、事務室や研究室として利用可能な施設

「ものづくりプラザ」（５室）をセンター内に設置 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

 事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

依頼試験や機器貸付、インキュベーション・ラボ運営等の事務を、大分県使用料及び

手数料条例、大分県産業科学技術センター及び大分県立竹工芸訓練センター機械器具貸

付規則、大分県産業科学技術センター技術研修実施・受講料徴収要綱、ものづくりイン

キュベータ推進事業実施要綱等に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか確認

した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

- 153 -



 

B. 事業の管理について 

 事務事業評価の対象事業ではないが、それに代わるものとして、技術支援評価委員会

を半期ごとに開催し、業務評価を実施している。 

 

○技術支援評価委員会の概要 

目的 
技術支援業務の実績について、利用企業等の利用満足度やその活用実

態、支援ニーズなどを調査し、より良い支援に活かすため 

委員会構成 センター長、次長、参事、各担当総括 

評価対象 技術支援業務実績、利用企業に対して実施する調査の結果 

対応方法 技術支援業務の効果を検証し、今後の対応を検討、次年度に活用 

 

技術支援評価委員会は、業績評価制度要綱に設置の定めがあり、評価は大分県産業科

学技術センター技術支援評価実施要領に基づき実施している。具体的には、第３期中期

業務計画の業務指標（技術相談件数、設備機器利用件数等）について、目標値と実績と

の比較・分析を行い、その結果を翌年度の取組に活かしている。 

 

○第３期中期業務計画の業務指標と実績値 

業務指標 目標値 
実績値（件） 

26 年度 27 年度 28 年度 

技術相談件数 2,000 件/年以上 2,407(2,290) 2,758(2,633) 3,359(3,173)

設備機器利用件数 2,400 件/年以上 2,565(1,871) 2,373(1,724) 2,447(1,909)

注：( )の数値は農林水産研究指導センター林業研究部を除いたもの 

   目標値には農林水産研究指導センター林業研究部を含んでいる 

 

C. その他（機器の整備について） 

機器貸付にも使用するセンターの機器については、別事業（大分県産業科学技術セン

ター機器整備事業）により整備をしている。予定価格が 200 万円以上の機器の導入につ

いては、機器整備委員会に諮る必要がある。 

機器整備委員会 

センターの機器整備に関する事項は、機器整備委員会において決定する。 

・企業ニーズや技術動向を反映した機器整備５カ年計画の策定(新規機器の導入、既設機器

の更新) 

・導入機器の機種・仕様の選定 

・保有機器の信頼性向上、安定稼働のための校正・検定、保守委託対象機器の選定 

※高額機器（500 万円以上）は、全庁組織である高額機器導入審査会において、導入の妥当

性を審査する。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「中小企業

の多様なニーズに対応する支援体制整備」で記載されている次の取組事項を一つの事業

としている。 

 ① 産業科学技術センターによる地場中小企業への技術支援、研究開発支援 

 

２.事務事業評価を実施していない理由等 

 本事業は、公表ベースの事務事業評価を行っていない。その理由は、産業科学技術セ

ンターの使命の、「ものづくり現場の技術支援機関」としての基本的業務であるためで

ある。したがって、現時点で事業の継続可否を評価する必要性も認められない。 

 

３．審査員の独立性の確認 

インキュベーション・ラボ「ものづくりプラザ」の入居者の選定については、「もの

づくりプラザ」入居評価委員会にて審査し、入居候補者を選定している。審査をする委

員には口頭で利害関係の有無を確認している。 

 

 

 

ウ 技術・製品開発事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 3,115 千円

H10～    3,272 千円 内訳 諸収入 345 千円

担当課等 工業振興課、産業科学技術センター 一般財源 2,770 千円

（注）予算額及び決算額は、技術・製品開発事業のうち、今回の監査対象としたグッドデザイン

商品創出支援事業及びものづくり産業サービス力強化支援事業に係るものである。 

諸収入は、企業負担金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

① グッドデザイン商品創出支援事業（平成 10 年度～） 

県内中小企業の商品開発の各段階においてデザインの活用を図ることで、市場競

争力のある商品を創出し、売れる商品を生み出す。商品開発の各段階（商品企画、

商品設計、製造加工、販路開拓に至るプロセス）における具体的な課題を解決する。 

② ものづくり産業サービス力強化支援事業（平成 28 年度）  

製品に役務・情報を付加することで、製品自体の価値の向上や製品に付随する

サービスの収益化を図る「製造業のサービス化」に取り組む県内製造業を支援する。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

グッドデザイン商品

創出支援事業 

千円 

1,241 

 

センター職員とアドバイザーで、企業の商品

企画から商品設計、製造加工、販売促進まで

を支援する。 

直接実施

ものづくり産業サー

ビス力強化支援事業 

2,031 企業から企画提案を審査し、実現可能性の高

い企業についてビジネスモデルプランナー

を派遣しプランを作成する。 

直接実施

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）  

事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

ものづくり産業サービス力強化支援事業募集要領、ものづくり産業サービス力強化支

援事業企画提案選考要領、グッドデザイン商品創出支援事業実施要領、グッドデザイン

商品創出支援事業企業選定要領、商品化サポート事業企業選定要領に基づき、財務事務

の執行が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

なお、グッドデザイン商品創出支援事業所内発表会、ものづくり産業サービス力強化

支援事業報告会、技術評価委員会を開催し、事業の評価・総括等を実施している。  

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「チャレンジする中小企業と創業の支援」の中の取組「中小企業

の多様なニーズに対応する支援体制の整備」で記載されている次の取組事項を一つの事

業として位置付けている。 

① 産業科学技術センターによる地場中小企業への技術支援、研究開発支援 

 

２. 事務事業評価を実施していない理由等 

本事業は政策的経費でなく、経常的経費で構成されるため、事務事業評価は行ってい

ない。 
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４ 地場産業育成に係る取組 

 

（１） 異業種連携 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

多様で厚みのある産業集積の推進  ・農商工連携等による食品産業の育成 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 中核的な食品加工企業の育成や農商工連携などによる食品産業や農林水産業の

成長を促進し、県内各地での仕事づくりにつなげる。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・食料品出荷額     平成30年度目標2,857億円 

 【平成25年度実績2,719億円】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア おおいた味力アップ商品創出支援事業 8,705 8,705 

イ 食品産業成長促進事業  20,315 20,315 
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ア おおいた味力アップ商品創出支援事業 

実施期間 28 年度予算額 28 年度決算額 8,705 千円

H27～H28    8,705 千円 内訳 一般財源 8,705 千円

担当課等 工業振興課 

 

ⅰ 事業の目的 

 県内中小食品製造企業者等に対して、味分析を指標として商品開発支援を行うことに

より、既存商品の付加価値の向上と開発力の強化を目指す。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

おおいた食品産業

企業会負担金 

(味覚分析等委託) 

千円 

8,705 

県内中小食品製造企業者等に対して、

既存商品の味分析、専門家による製造

現場指導、上市前の味等の分析、改良

後の再分析、プレマーケティング、デ

ザイン提案、販売戦略提案を、専門企

業に企業会が委託して実施 

企業の負担率： 

1/2(上限 80 万円) 

事務局:工業振興課

内 

(注) おおいた食品産業企業会からの委託先は、㈱味香り戦略研究所である。 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 支援終了商品数(商品)  23 21[21] a 
A

成果 支援対象商品出荷量の伸び率の平均(％) 106 53[20] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については目標を達成しているため、ａ（３点）評価とな

っている。成果指標についても 265.0％の達成率となり、ａ（３点）評価。両者の合計

点が６点となるため、総合評価は「Ａ、終了」となっている。 

味分析に着目した商品改良や販売促進の手法について、おおいた食品産業企業会会員

企業等への一定の周知を図ることができたため、事業終了となっている。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 
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【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

おおいた味力アップ商品創出支援事業公募要領に基づき、おおいた食品産業企業会の

財務事務の執行が適正に行われているか確認した。 

 

指摘 ５０－Ｓ 負担金が余った場合の取扱いについて 

改
善
事
項

特定の事業に対して負担金を支出する際、多額の余剰が出た場合には、返還を

求める等の明確な基準を設けるようにすべきである。 

≪補足≫ 

おおいた味力アップ商品創出支援事業費（味覚分析等委託事業費）（事業特定）とし

て、おおいた食品産業企業会に対して負担金 8,705 千円を支出しているが、おおいた味

力アップ商品創出支援事業の決算収支差額は、プラス 3,531,936 円となっており、当該

収支差額（余剰）は、実質、事業を特定しない（複数の事業に対する）おおいた食品産

業企業会に対する負担金となっている。 

おおいた食品産業企業会の平成 28 年度決算報告（収支計算書）によると、おおいた

味力アップ商品創出支援事業の収支状況は以下のとおりである。 

（単位：円） 

区分 予算額 決算額 差異 備考 

収
入 

味力アップ事業負担金 8,705,000 8,705,000 0 大分県負担金 

味力アップ事業収入 10,097,800 6,451,920 ▲3,645,880 参加企業負担金 

合計 18,802,800 15,156,920 ▲3,645,880  

支
出 

委託料 18,802,800 11,593,584 7,209,216 味覚分析等委託料

報償費 0 31,400 ▲31,400 審査員謝金 

合計 18,802,800 11,624,984 7,177,816  

収支差額 0 3,531,936 3,531,936  

 

指摘 ５１－Ｓ 事業ごとの収支差額の明示について 

勧
奨
事
項 

 おおいた食品産業企業会の決算報告(収支計算書)から、数字を拾って計算しな

いと、上記のようなおおいた味力アップ商品創出支援事業の収支差額は分からな

い。特に、特定の事業に対して負担金を支出する場合は、事業ごとに予算・決算

が一目で分かる資料を作成すべきである。 

≪補足≫ 

後述、食品産業成長促進事業の指摘５３－Ｓ（163 頁）も踏まえて検討していただき

たい。 
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B. 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「農商工連携等

による食品産業の育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けて

いる。 

① 味や香りなど消費者の嗜好を的確に捉え、食品オープンラボ等を活用した全国で

売れる商品開発支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「支援対象商品出荷量の伸び率の平均」は、直接的な効果を

示す指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策Ｋ

ＰＩとは独立した本事業単独の指標である。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、先行型交付金事業として、その事業

ＫＰＩには「味分析を指標とした開発商品数」を採用している。 

 

 

 

イ 食品産業成長促進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 20,315 千円

H26～H28    20,315 千円 内訳 繰入金等 1,706 千円

担当課等 工業振興課 一般財源 18,609 千円

（注）繰入金は、大分県産業廃棄物税基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

県内食品加工企業が会員である「おおいた食品産業企業会」の活動を支援し、食品産

業全体の底上げを図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

前述の「おおいた味力アップ商品創出支援事業」は、企業会が実施する特定の事業の
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負担金であるのに対して、本事業は通常の事業・活動に対する負担金である。 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

おおいた食品産業

企業会負担金 

千円 

19,443 

①商品開発支援事業 

食品オープンラボ(加工機器や簡易評価でき

る機器を設置した商品開発施設)の設置・運営 

当該県の

負担とは

別に企業

の会費負

担あり 

 

事務局：

工業振興

課内 

②ワーキンググループ事業 

食品加工リーダー研修(8～3 月、全 10 講座、

15 名修了)、ハラル食品認証支援(2 社)、HACCP

講習会(年 4回、延べ 34 名) 

③マッチング事業 

コーディネーター設置、産地～加工～販売の

マッチング(マッチング件数:22 件、企業訪問

数:90 件) 

④販路開拓、企業会ＰＲ事業 

展示会(FABEX)出展、商談マッチング 

事業の執行に要す

る経費 

872 職員旅費等 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 食品オープンラボ利用数(社) 46 58 67[111] 

b 

B 

リーダー研修会参加者数 16 12 15 [15] 

コーディネーター企業訪問回数 74 119 90[100] 

FABEX での出展事業者数 12 14 9 [10] 

成果 売上 10 億円以上の企業会 

会員の売上合計額(億円) 

1,031 1,071 1,202  

[1,075] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については、「リーダー研修会参加者数」を除くと未達とな

ったことから、予算割合による加重平均で算出した達成率が 80％以上 90％未満の

83.1％となったため、ｂ（２点）評価となっている。成果指標については 111.8％の達

成率となり、ａ（３点）評価。両者の合計点が５点となるため、総合評価は「Ｂ、終了」

となっている。 

平成 29 年度から食品産業競争力強化事業に移行しているため、事業終了となってい

る。 
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ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

 平成 29 年度おおいた食品産業企業会定時総会議案書をベースに、おおいた食品産業

企業会規約に基づき財務事務の執行が適正に行われているか確認した。 

 

指摘 ５２－Ｓ 収支予算書の金額相違について 

不
備
事
項 

おおいた食品産業企業会の平成28年度決算報告及び平成28年度収支予算にお

いて、収入の部、会費の予算額が、1,560,000 円となっているが、正しくは、

1,650,000 円である。決算報告は重要な書類である。間違いがないようにしてい

ただきたい。 

≪補足≫ 

収入の部、会費の予算額が、90,000 円少なく記載されている。前年度の予算案をみ

ると、1,650,000 円が正しい数値と考える。 

当該間違いのため、収入の部、予算額計41,505,618円、支出の部、予算額計41,595,618

円と一致していない。 

修正は、次のようになると考える。 

 収入の部 予算額 会費   1,560,000 円  →   1,650,000 円 

 収入の部 予算額 計   41,505,618 円  →  41,595,618 円 

 収入の部 増減  会費   ▲10,000 円  →   ▲100,000 円 

 収入の部 増減  計  ▲3,645,590 円  →  ▲3,735,590 円 

  

指摘 ５３－Ｓ 収支計算書内訳書について 

勧
奨
事
項

おおいた食品産業企業会の決算報告（収支計算書）において、事業ごとの収支

差額が明確になっていない。全体の収支計算書とは別に、事業ごとの収入、支出、

収支差額が明示される収支計算書内訳書を作成することが望ましい。 

≪補足≫ 

平成 28 年度の県からの負担金（事業を特定しないもの）は、19,443,000 円となって

いる。公益法人が作成している収支計算書内訳書等を参考にして、結果的にどの事業が

どれだけ負担しているかを分りやすい書式で作成していただきたい。 
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指摘 ５４－Ｓ 収支計算書における当期収入計、当期支出計及び当期収支差額の

純額の記載について 

勧
奨
事
項 

 現在作成している収支計算書の書式では、前期から当期への繰越金を収入の額

に含めて収入計を計算し、当期から翌期への繰越金を支出の額に含めて支出計を

計算している。このようにすると、当期収入計、当期支出計及び当期収支差額の

純額が記載されない。繰越金を含めない当期収入計、当期支出計及び当期収支差

額の純額は重要であるので、下表に準じて計上するように検討していただきた

い。 

≪補足≫ 

おおいた食品産業企業会の決算報告（収支計算書）を当期収支差額の純額が明示される

ように組み替えると下表のようになる。 

 

平成 28 年度の収支計算書(予算と決算の差異) 

       

 収入の部                                                        （単位：円） 

 予算額 決算額 差異 

収入計 40,145,800 36,410,210 ▲3,735,590

 支出の部                                                                      

事業名 予算額 決算額 差異 

マッチング事業費 5,811,541 3,290,673 2,520,868

商品開発事業費 25,885,312 19,073,990 6,811,322

ＷＧ・人材育成事業費 5,197,363 2,906,676 2,290,687

販路開拓事業費 4,220,500 3,903,441 317,059

事務局経費 441,084 1,337,546 ▲896,462

支出計 41,555,800 30,512,326 11,043,474

 （注）収入計、支出計は、繰越金を除いた金額である。 

当期収支差額 

 予算額 決算額 差異 

収入計－支出計 ▲1,410,000 5,897,884 7,307,884

 次期繰越金額 

 予算額 決算額 差異 

当期収支差額 ▲1,410,000 5,897,884 7,307,884

前期繰越金額 1,449,818 1,449,818 0

翌期繰越金額 39,818 7,347,702 7,307,884
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指摘 ５５－Ｓ 予算と決算との差異分析について 

改
善
事
項 

予算どおりに事業が実施されず、資金が余った状態にある場合、その理由を詳

細に説明した資料、翌期以降、当該事業をどうするのかの方針等を明確にした資

料を作成し、その資料を基に、大分県負担金の額を検討する必要がある。 

≪補足≫ 

おおいた食品産業企業会の平成 28 年度収支計算書において、予算と決算と差額が大

きな金額になっている科目があるが、その詳細な理由、翌年度の方針等が示されないま

ま、繰越金として、7,347,702 円が計上されており、翌年度（平成 29 年度）予算にお

いて、大分県負担金 16,593,000 円（前年比 2,850,000 円減少）が計上されている。 

おおいた食品産業企業会の事務局は、県が担っており、おおいた食品産業企業会への

最大の資金の出し手も県である。事業内容の開示や負担金の検討については、お手盛り

にならないように、第三者が見ても納得できるような根拠資料を用意していただきたい。 

 

B. 事業の管理について 

指摘 ５６－Ｓ 成果指標の変更について 

勧
奨
事
項 

 指標の測定可能性等の観点から、現在の成果指標「売上 10 億円以上の企業会

会員の売上合計額」を変更すべきと考える。平成 29 年度より、事業を拡大して、

「食品産業競争力強化事業」に移行するということであるので、成果指標につい

て、次の指摘５７－Ｓも踏まえて検討していただきたい。 

≪補足≫ 

 「売上 10 億円以上の企業会会員の売上合計額」という成果指標は、達成すれば、ア

ピール度は高いといえるが、以下の点から、成果指標を変更すべきと考える。 

① 当該成果指標は、平成 29 年３月時点の会員数 80 社のうち 14 社（17.5％）を対象と

したものであり、限定的な指標である。対象となる企業数が多くなる指標にした方

が、「底上げ」という事業の目的には合致すると考えるが、実際には、より多くの会

員企業の売上高を測定するのは困難である。 

② 政策予算の概要から活動内容と予算額をみると、加工機器や評価機器の貸与、研修・

講習の実施といった間接的に売上高増加につながる事業が 12,617 千円、マッチング、

展示会出展といった直接的に売上高増加につながる事業が 9,258 千円となっている。

売上増加に直接つながる活動・予算額の方が少ないので、成果指標に売上高以外の

指標を選択した方が活動内容との整合性がとれるのではないかと考える。 
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指摘 ５７－Ｓ 事業の目的の変更について(成果指標との整合性) 

勧
奨
事
項 

 成果指標の設定が容易となるように、事業の目的を、「食品産業全体の底上げ

を図るため、県内食品加工企業が会員であるおおいた食品産業企業会の活動を支

援する。」とした方がよいと考える。 

≪補足≫ 

 現在の事業の目的は、「県内食品加工企業が会員であるおおいた食品産業企業会の活

動を支援し、食品産業全体の底上げを図る。」となっている。感覚の問題かも知れない

が後半の方に注意が向くので、成果指標設定のためのキーワード（事業の対象をどのよ

うにしたいのかが明確に伝わるもの）は、「食品産業全体の底上げを図る」と捉えがち

である。この場合、成果指標としては、「食品産業全体の底上げ」という大きな成果（社

会効果）が求められることとなるが、会員企業の売上高増加が食品産業全体の底上げに

結びつくという関係性が、他の多くの要因も影響するため不明確である。 

 事業の目的を、上記指摘のように改善すれば、成果指標設定のためのキーワードは、

「おおいた食品産業企業会の活動を支援する」となると考える。そうすれば、例えば、

「活動に参加した延会員企業数」、「活動にひとつでも参加した会員企業数」といった成

果指標を採用できる。 

 食品産業全体の底上げといった食品関連産業の売上高や付加価値額等が成果となる

ものについては、他の部署が実施している食品関連産業支援事業全体の成果指標として

取り扱っていただきたい。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「農商工連携等

による食品産業の育成」で記載されている次の取組事項を一つの事業として位置付けて

いる。 

① 食品加工企業に対する機器整備などの設備投資や人材育成、加工技術などの支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「売上 10 億円以上の企業会会員の売上合計額」は、プラン

2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業

単独の成果指標である。 
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本成果指標は、特定の会員に限定したとしても、様々な他の要因に影響される度合い

の方が大きいため、直接的な効果を示す指標とは言い切れず、しかも業界全体の売上高

でもないので総合的な効果指標ともいえない。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、先行型交付金事業として、「支援企

業の売上伸長率」を事業ＫＰＩとして採用している。 

 

３．県が関与する任意団体における予算の決議及び執行について 

おおいた食品産業企業会規約、第 10 条（総会の開催及び招集）第１項により、総会

は、毎事業年度終了後２ヶ月以内に開催されることとなっている。（平成 29 年は６月

14 日、平成 28 年は６月６日に開催されている。） 

また、同規約第 12 条（議決事項）により、収支予算は、総会の決議事項となってい

る。（平成 29 年、平成 28 年ともに、定時総会において、収支予算が決議されている。） 
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（２） 産業形成 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

多様で厚みのある産業集積の推進 ・東九州メディカルバレー構想の推進による医

療機器産業拠点づくり 

・地域の強みを生かした再生可能エネルギーの

導入促進とエネルギー産業の育成 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 東九州メディカルバレー構想のさらなる推進により、医療・福祉機器、ロボット

関連産業など、成長が見込まれる産業への参入を支援し、医療関連産業の集積を

図る。 

 地域や自然環境と調和する再生可能エネルギーの導入を促進するとともに、地熱

や温泉熱、小水力など地域の強みを活用した企業の育成と、スマートコミュニテ

ィや水素など新ビジネスへの挑戦支援により、エネルギー産業の発展を図る。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・医療機器製造業登録数（累計）  平成31年度目標25製造所 

【平成26年度実績20製造所】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 東九州メディカルバレー構想拠点機能強化事業 6,395 6,395 

イ 医療機器産業参入加速化事業 33,958 32,270 

ウ 九州連携医療機器産業拠点形成事業 0 5,833 

エ エネルギー関連産業成長促進事業 43,602 43,602 
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ア 東九州メディカルバレー構想拠点機能強化事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 6,395 千円

H27～H29     6,395 千円 内訳 一般財源 6,395 千円

担当課等 産業集積推進室 

 

ⅰ 事業の目的 

 県内企業による医療機器開発や海外展開に対する支援を行うことにより、県内の医療

機器産業の集積促進と地域経済の活性化を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）                    

 [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 臨床医工学センター主催のニーズ探

索交流会開催回数(回） 

 2 2  

[2] 

a 

A 

海外の医療関係者等への日本式医療

システムのＰＲ回数(回） 

1 7  

[2] 

東九州メディカルバレー構想推進会

議の開催回数(回） 

2 4  

[2] 

成果 医療機器製造業登録製造所数(製造

所） 

21 21  

[22] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標を達成しているため、ａ（３点）評価

となっている。成果指標については 90％を上回る 95.5％の達成率であり、a（３点）評

価。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

大分大学医学部附

属臨床医工学セン

ターの立ち上げ支

援（補助金の交付） 

千円 

5,000 

県内企業の医療機器研究開発支援の拠点、海

外人材育成の拠点であるセンターへの補助で

あり、センター運営に係る経費（人件費・旅

費、運営諸経費）が対象 

補助率：1/2 

上限 500 万円

 

海外展開の推進 1,066 民間企業等の海外展開事業支援のため、海外

医療関係者の研修を産学官で連携して受入 

直接実施 

東九州メディカル

バレー構想の推進 

329 地域活性化総合特区に関連した政府との調整

構想推進会議の運営 

直接実施 
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ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1) 臨床医工学センター運営費補助金 

国立大学法人大分大学臨床医工学センター運営費補助金交付要綱に基づき、補助金の

交付事務が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

なお、平成 28 年度の補助金額は上限の 500 万円であった。 

 交付先 補助対象経費（千円） 補助金（千円） 補助率 

国立大学法人大分大学

臨床医工学センター 

人件費 17,562 － － 

計 17,562 5,000 28.47% 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「東九州メディ

カルバレー構想の推進による医療機器産業拠点づくり」で記載されている次の取組事項

の一部を一つの事業として位置づけている。 

① 大学や医療機関、大企業とのシーズ・ニーズのマッチング、九州広域連携等の外

部リソースの活用等による県内企業の医療・福祉機器・ロボット等製品開発支援 

② 海外における日本式医療技術の普及を通じた県内医療機器メーカーの販路開拓・

生産拡大支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「医療機器製造業登録製造所数」は、プラン 2015 における

施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。 

「医療機器製造業登録製造所数（製造所）」は、「医療機器製造業者」として大分県薬
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務室へ登録されている製造所数である。したがって、本事業の直接的な効果を意味する

成果指標ではなく、本事業以外の様々な要因が影響する総合的な成果指標である。直接

的な成果指標としては、「臨床医工学センター等を通じた共同研究テーマ件数」等が考

えられる。臨床医工学センターでの活動の主目的が、医療現場のニーズと県内企業との

マッチングであり、その結果、共同研究等に至ったものが本事業の主たる成果と考えら

れるためである。 

なお、本事業は大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

イ 医療機器産業参入加速化事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 32,270 千円

H27～H29 33,958 千円 内訳 一般財源 32,270 千円

担当課等 産業集積推進室 

ⅰ 事業の目的 

 東九州メディカルバレー構想に基づく、医療機器産業の拠点づくりに向けて、大分県

医療ロボット・機器産業協議会参加企業にそれぞれのレベルに応じた支援を実施する。 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

大分県から大分県医療ロボット・機器産業協議会へ負担金を支出し、協議会として以

下の事業を実施している。なお、大分県医療ロボット・機器産業協議会の収入は、大分

県からの負担金収入のみ（預金利息等除く）であり、事務局は県産業集積推進室内に設

置されている。 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

普及促進に対す

る補助（県産新

医療・福祉機器

等普及促進補助

金） 

千円 

12,100 

大分県内に主たる事業所を置く医療機関・福

祉施設等が実施する、県内企業の新製品等の

医療等現場への導入費の補助であり、大分県

産新医療・福祉機器等一覧表に登録された機

器の導入にかかる経費が対象 

（事業の特色） 

機器利用の状況や改善要望を、機器登録事業

者へフィードバックすることが補助条件 

補助率：県 1/2

上限 1,200 千円

最大 12 ヶ月 
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ⅲ 事務事業評価（実績値）                    

 [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 普及促進補助登録機器数(件）  10 11[11] 

a 
A 

研究開発補助支援企業(社） 4 3 [3] 

HALFITツーリズムPR用動画作成言語数(件） － 4 [4] 

機器開発コーディネーター派遣件数(件） 17 26[26] 

成果 医療機器製造業登録製造所数(製造所） 21 21[22] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標のを達成しているため、ａ（３点）評

価となっている。成果指標については 90％を上回る 95.5％の達成率であり、a（３点）

評価。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

研究開発に対す

る補助（医療機

器研究開発補助

事業補助金） 

千円 

12,028 

大学等と連携した地場企業の新たな医療機

器等開発に要する経費の補助であり、新たな

医療機器等の研究開発に要する経費が対象 

（事業の特色） 

申請者のプレゼンテーションによる審査に

より採択を決定 

補助率：県 2/3

上限 400 万円 

HALFIT ツーリ

ズムの推進 

2,695 HALFITツーリズム（ロボットスーツHALを活

用したヘルスケアツーリズム）でのPR用動画

の作成を委託（日、英、中（繁・簡）、韓の

４か国語） 

委託先： 

㈱グリーンサー

クル 

機器開発コーデ

ィネーター・ア

ドバイザー派遣 

2,537 機器開発から販売までの各分野の専門家を

コーディネーターとして委嘱し、地場企業の

レベルに応じて派遣 

 

機器開発ワーキ

ング 

2,326 大手医療機器メーカー及び医療・福祉機関と

のニーズ探索会の実施等 

補助上限：１グ

ループ 15 万円

医療産業参入促

進セミナー 

1,752 九州ヘルスケア産業推進協議会主催の医療

産業参入促進セミナーの開催等 

 

協議会事務局運

営費 

520 総会開催費用等  
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ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1) 大分県側の財務事務 

大分県医療ロボット・機器産業協議会へ負担金の支出が適正に行われているか確認し

た結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

なお、平成 28 年度は、協議会から交付する補助金が予算を大きく下回ることが見込

まれたため、平成 29 年３月開催の協議会の理事会で予算の減額補正(1,688 千円)を行

った。このため、県の負担金支出も同額の予算減額になっている。 

 

(2) 大分県医療ロボット・機器産業協議会側の財務事務 

補助金交付等の財務事務の執行が適正に行われているか確認した結果、医療機器研究

開発補助事業費補助金交付要綱、県産新医療・福祉機器等普及促進補助事業費補助金交

付要綱に基づき適正に行われており、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

  成果指標の「医療機器製造業登録製造所数」が目標値(22 製造所)を下回っているも

のの、現在登録の準備をしている製造所もあり、平成 29 年度は目標値(23 製造所)を達

成するよう努力をしているとのことである。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「東九州メディ

カルバレー構想の推進による医療機器産業拠点づくり」で記載されている次の取組事項

の一部を一つの事業として位置づけている。 

① 大学や医療機関、大企業とのシーズ・ニーズのマッチング、九州広域連携等の外

部リソースの活用等による県内企業の医療・福祉機器・ロボット等製品開発支援 
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２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「医療機器製造業登録製造所数」は、プラン 2015 における

施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩと一致している。 

県内企業の新製品開発を支援し、医療機器産業の拠点づくりを目指すことが本事業の

主目的であり、本事業で支援した企業が登録される割合が多いことから、成果指標とし

て妥当である。なお、この成果指標は「東九州メディカルバレー構想拠点機能強化事業」

と同一のものである。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、先行型交付金事業として、本成果指

標と同じ指標を事業ＫＰＩに採用している。 

 

３．県が関与する任意団体における予算の決議及び執行 

 大分県医療ロボット・機器産業協議会の予算承認は、大分県医療ロボット・機器産業

協議会設置規程により、事業計画及び収支予算は理事会において決議し、総会で承認す

ることになっている。理事会は、年度初め（前事業年度終了後２ヶ月以内）及び年度末

には開催することになっている。したがって、年度末開催の理事会で次年度の当初予算

を決議しており、また補正予算も理事会で決議可能な仕組みとなっている。 

 

４．審査員の独立性の確認 

医療機器研究開発補助事業費補助金については、大分県医療ロボット・機器産業協議

会内に設置された、医療関連機器研究開発補助事業審査委員会において審査し、補助対

象者を選定している。審査をする委員は、委嘱する際に申請者と直接の利害関係者でな

いことを口頭で確認を行っている。 

 

 

 

ウ 九州連携医療機器産業拠点形成事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 5,833 千円

H28 0 千円（繰越額 5,833 千円） 内訳 国庫支出金 5,833 千円

担当課等 産業集積推進室 

（注） 国庫支出金は、地方創生加速化交付金であり、国の平成 27 年度補正予算に係る繰越額

5,833 千円である。なお、繰越額は平成 28 年度当初予算には含まれていない。   

 

ⅰ 事業の目的 

 医療機器産業に対する知見やノウハウを有する医療機器メーカーと連携した新規参

入や製品開発を促進し、本県をはじめとする九州地域における医療機器産業の創出と新
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規参入の促進を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）  

  [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 医療機器メーカーとのマッチング会の

開催回数(回） 

  2  

[2] 
a 

A 
成果 医療機器メーカーとの面談・成約、製

造所登録、医療機器認証・承認件数（件）

74  

[8] 
a 

≪評価の説明≫ 

 平成 28 年度単年度の事業である。活動指標については目標を達成しているため、ａ

（３点）評価となっている。成果指標については 925.0％の達成率であり、a（３点）

評価となっている。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、終了」となってい

る。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

九州ヘルスケア産業推進協議会との委託契約書に基づき、財務事務の執行が適正に行

われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

B. 事業の管理について 

成果指標としている「医療機器メーカーとの面談・成約、製造所登録、医療機器認証・

承認件数」の平成 28 年度実績は 74 件であり、医療機器メーカーとの面談件数のみであ

るが、面談の後の状況について追跡調査し、成果を把握している。 

事業区分 繰越額 活動内容 委託先 

医療機器メーカ

ーとのマッチン

グ会の開催 

 

千円 

5,833 

・医療機器メーカーと地場モノづくり企業

のマッチング商談会の開催 

・医療機器メーカーとの連携に向けた地場

企業へのフォローアップの実施 

九州ヘルスケア

産業推進協議会 
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C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「東九州メディ

カルバレー構想の推進による医療機器産業拠点づくり」で記載されている次の取組事項

の一部を一つの事業として位置づけている。 

① 大学や医療機関、大企業とのシーズ・ニーズのマッチング、九州広域連携等の外

部リソースの活用等による県内企業の医療・福祉機器・ロボット等製品開発支援 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「医療機器メーカーとの面談・成約、製造所登録、医療機器

認証・承認件数」は、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施

策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、大分県版総合戦略アクションプランでは、加速化交付金事業として、「医療機

器メーカーとの開発・取引マッチング（協議中含む）件数」を事業ＫＰＩに採用してい

る。これは、面談の後の追跡調査を反映したものと思われる。 

 

 

 

エ エネルギー関連産業成長促進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 43,602 千円

H27～H29    43,602 千円 内訳 財産収入 2,390 千円

担当課等 工業振興課 一般財源 41,212 千円

（注）財産収入は、おおいた自然エネルギーファンドからの分配金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

 県内エネルギー関連企業の技術力、販売力の強化並びにエネルギービジネスへの新規

参入を促進し、エネルギー産業を大分県経済の新たな牽引産業に育成する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

大分県エネルギー産業企業会は、主に大分県からの負担金を財源として、以下の事業

を実施している。なお、大分県からの負担金収入以外に会員からの会費収入等がある。

事務局は県工業振興課内に設置されている。 
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ⅲ 事務事業評価（実績値）            

        [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 ワーキンググループ活動件数(件）  9 9  [6] 

a 

A 

新エネ・省エネコーディネート(件） 198 239[150] 

トライアル研究開発(件） 2 1  [3] 

展示会団体数(団体） 13 7  [5] 

成果 事業化件数(研究開発金銭的成果件

数、販路開拓成約件数） 

13 11 [10] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については「トライアル研究開発」が未達となっているが、

予算割合による加重平均で算出した達成率が 90％を上回っているため、ａ（３点）評

価となっている。成果指標については 110.0％の達成率のため、a（３点）評価となっ

ている。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

ワーキンググル

ープ活動への補

助 

千円 

33,810 

分野別のワーキンググループにおける販

路開拓や研究開発などに係る経費へ補助 

事業認定審査会での申請者のプレゼンテ

ーションによる審査により採択を決定 

補助率： 

2/3（研究開発、

人材育成）  

1/2（販路開拓） 

新エネ・省エネ

コーディネート 

3,672 新エネ・省エネに関する各種相談や情報提

供を実施 

 

トライアル研究

開発への補助 

3,488 外部からのアイデアを募集し、会員とマッ

チングに成功した試行事業（新製品・サー

ビスの開発に向けた可能性調査や試作機

開発等の取組）の経費への補助 

事業認定審査会での申請者のプレゼンテ

ーションによる審査により採択を決定 

補助率：2/3 

展示会出展 1,218 会員企業の展示会出展を支援 ENEX2017 へ出展 

情報発信セミナ

ー 

594 エネルギー産業界の最新情報を提供する

セミナーを開催 

 

事務局経費 600 総会開催費用等  

推進費 220   
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ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1) 大分県側の財務事務 

大分県エネルギー産業企業会への負担金の支出が適正に行われているか確認した結

果、特に指摘すべき事項はなかった。 

 

(2) 大分県エネルギー産業企業会側の財務事務 

① 補助金の交付事務 

大分県エネルギー産業育成分野別ワーキンググループ活動事業費補助金交付要

綱、大分県エネルギー産業育成トライアル研究開発事業費補助金交付要綱等に基づ

き補助金の交付事務等が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項

はなかった。 

② 予算の執行事務等 

企業会の事業計画及び予算を大分県エネルギー産業企業会規約に基づき、定時総

会にて承認を受けている。 

 

指摘 ５８－Ｓ 予算計上のない委託費の支出について 

不
備
事
項 

定時総会で承認された予算に計上されていない委託費が支出されている。当該

委託費は、平成 28 年 4 月 1 日付で、企業会において委託契約の決裁がなされて

いるが、その後開催された平成 28 年度定時総会にて承認された予算書には、記

載がされておらず、補正予算も組まれていない。決算については、平成 29 年度

定時総会で承認されているものの、予算に計上しておくべきであった。 

≪補足≫ 

予算の執行状況を確認したところ、平成 28 年度定時総会で承認された予算に計上さ

れていない次の委託費の支出を確認した。 

項目 委託先 契約日 支出日 金額 

大分県エネルギー産業企業会

パンフレット作成委託 

㈱コアラ 28 年４月１日 28 年 11 月９日 486 千円
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指摘 ５９－Ｓ  定時総会の開催日について 

不
備
事
項 

現在の規約では、毎事業年度終了後２ヶ月以内に定時総会を開催することにな

っているが、平成 28 年度総会は、平成 28 年６月９日に開催されている。規約に

定められた期日までに開催すべきである。 

≪補足≫ 

 平成 28 年度総会を事業年度終了後２ヶ月以内に開催できなかったのは、役員の改選

があった関係もあり、日程調整が困難であったという事情もある。事業年度終了後２ヶ

月以内に開催ができない事態が、今後も発生しうるのであれば、毎事業年度終了後３ヶ

月以内に開催するよう、規約を見直すことも考えられる。 

 

指摘 ６０－Ｓ 予算の承認方法の見直しについて 

改
善
事
項 

現在の規約では、毎事業年度終了後２ヶ月以内に開催される定時総会において

予算を承認することになっているため、予算承認の前に、新たな契約や支出が発

生していることとなる。また、定時総会は年１回であることから、当初予算（負

担金）に変動がある場合、補正予算を組むことが困難である。予算承認を行う機

関や時期等について見直すべきと考える。 

≪補足≫ 

 「県が関与する任意団体の設立及び運営に関する指針」においても、総会等にて「事

前の新年度事業計画若しくは予算の承認」を行うよう求めている（第５ 任意団体の運

営、２ 総会等の開催）。 

見直し案としては、定時総会を年２回開催する、又は、理事会（役員会）を組織し、

予算は理事会で決議し、総会に報告する形に変更するなどの方法が考えられる。この変

更により、補正予算を組み予算総額が変動した場合は、県の負担金も変更することが可

能になる。 

 

B. 事業の管理について 

(1) 活動指標について 

「トライアル研究開発」は、目標に達していないが、これは応募件数が少なかった（予

算３件実績 1 件）ことによるものである。本活動は、平成 27 年度から平成 28 年度にか

けて実施したが、平成 27 年度に補助した開発事業（小風力発電関連）が平成 28 年度か

らはワーキンググループ活動として発展するなど一定の成果を得たこともあり、平成

29 年度については、本活動は実施していない。 
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(2) 成果指標について 

指摘 ６１－Ｓ 成果指標の目標値設定について 

改
善
事
項 

「事業化件数」の目標値 10 件は設定根拠に乏しく、事業初年度から最終年度

まで同数値となっている。積算根拠を明確にした上で目標値を設定すべきと考え

る。 

≪補足≫ 

 平成 28 年度の実績値 11 件の内訳は、小水力ワーキンググループ参加企業の受注件数

８件と展示会(ENEX2017)出展企業の商談成立件数３件であるが、目標値 10 件の内訳は

不明である。 

 実績値が目標値を上回っているものの、目標値の設定根拠（積算）が明確でなければ、

実績値の評価・分析が困難である。 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「多様で厚みのある産業集積の推進」の中の取組「地域の強みを

生かした再生可能エネルギーの導入促進とエネルギー産業の育成」で記載されている次

の取組事項を一つの事業として位置づけている。 

① 地熱・温泉熱、小水力、バイオマス等の再生可能エネルギーの導入促進につなが

る関連機器・システムの開発と海外も視野に入れた販路拡大への支援

② 九州内の企業や団体とも連携した地域や自然環境と調和する地熱・温泉熱活用プ

ロジェクトの全国展開

③ 電力システム改革に伴う新電力事業など地域の活性化に資する新サービスの創

出、ＩＴ制御や蓄電技術などを生かした関連機器・システムの開発支援

④ 九州唯一のコンビナートから発生する副生水素利用ネットワークの構築支援

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「事業化件数（研究開発金銭的成果件数、販路開拓成約件数）」

は、直接的な効果指標であり、プラン 2015 における施策の目標指標及び大分県版総合

戦略の施策ＫＰＩとは独立した本事業単独の成果指標である。 

なお、本事業は大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 
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３．県が関与する任意団体における予算の決議及び執行 

 前述のとおり、大分県エネルギー産業企業会の規約では、毎事業年度終了後２ヶ月以

内に開催される定時総会において予算を承認することになっている。したがって、予算

承認の前に、新たな契約や支出が発生していることとなる。 

４．審査員の独立性の確認 

大分県エネルギー産業育成分野別ワーキンググループ活動事業費補助金及び大分県

エネルギー産業育成トライアル研究開発事業費補助金については、大分県エネルギー産

業企業会内に設置された、大分県エネルギー産業育成分野別ワーキンググループ活動事

業選定審査会にて審査し、補助対象者を選定している。審査をする委員には、委嘱する

際に親族が応募者にいない旨、委員又は委員の所属する機関が応募者に対して出資を行

っていない旨、口頭での確認を行っている。 
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（３） 産地育成 

 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

農林水産業におけるマーケットインの

商品
も の

づくりの加速 

・マーケットに対応した販売力の強化 

・産地間競争に勝ち抜く生産力の強化 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 市場競争力の強化に向けて戦略品目を定め、「Ｔｈｅ・おおいた」ブランドを確

立する。 

 ロットの拡大や流通の多チャンネル化など、マーケットに対応できる流通・販売

体制を構築する。 

 産地間競争を勝ち抜いていくため、効率的で持続的に生産する体制づくりを進め

る。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・戦略品目の産出額(農林水産業）   平成30年度目標915億円 

【平成25年度実績821億円】 

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 活力あふれる園芸産地整備事業 2,144,937 1,475,825 

イ 肉用牛生産基盤拡大緊急支援事業 1,027,000 713,090 

ウ 肉用牛競争力強化対策事業 138,637 85,917 

エ 草地畜産基盤整備事業 21,450 21,245 
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ア 活力あふれる園芸産地整備事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 1,475,825 千円

H28～H32   2,144,937 千円 

（繰越額 359,695 千円） 

内訳 国庫支出金 297,136 千円

諸収入 661,876 千円

担当課等 園芸振興室、農業公社 一般財源 419,153 千円

繰越金 97,660 千円

（注1） 国庫支出金は、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金、経営体育成支援事業費補助金、

次世代施設園芸導入加速化支援事業費補助金、強い農業づくり交付金である。このうち、

強い農業づくり交付金と経営体育成支援事業費補助金で、国の平成 27 年度補正予算の

繰越額 359,695 千円から前者は 259,663 千円、後者は 1,383 千円を充当している。なお、

繰越額は、平成 28 年度当初予算額には含まれていない。 

（注2） 諸収入は、国が造成した産地パワーアップ事業基金に係る基金管理団体からの助成金で

ある。 

（注3） 繰越金は、繰越事業に係る平成 27 年度の一般財源である。 

 

ⅰ 事業の目的 

新規就農者、企業参入等の新たな担い手の確保と園芸産地の更なる拡大を図り、農業

産出額の向上を実現するとともに園芸品目を生産する「ひと」づくり、地域での「しご

と」づくりによる大分県の地方創生を進めるため、生産施設等の整備を支援する。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

本事業は、事業実施主体（農業協同組合、農業公社、営農集団等）が実施する園芸品

目の生産施設等の整備に要する経費に対し、市町村を経由して補助するものである。 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

雇用型経営体育

成対策事業費補

助 

千円 

1,096,305 

①企業参入に対する施設整備等に関する支

援 

②雇用型経営体に転換する際の支援 

（補助率1/2 → 3/5） 

国庫の場合 

国 1/2、県 1/8、

市 1/8 

県単の場合 

県 1/2～1/3、 

市 1/6 
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事業区分 予算額 活動内容 補助率 

戦略品目産地強

化対策事業費補

助 

千円 

599,404 

①規模拡大に伴う施設整備等に対する支援 

②広域産地拠点施設整備に対する支援 

③生産性向上設備、遊休ハウス活用に対す

る支援 

④新戦略品目の推進体制整備に対する支援 

国庫の場合 

国 1/2、 

県 1/8～1/12、

市 1/8～1/12 

県単の場合 

県 1/2～1/3、 

市 1/6～1/12 

新規就農者育

成対策事業費

補助 

359,823 ①大規模リース団地施設整備に対する支援 

②新規就農者の施設整備等に対する支援 

③大規模リース団地入植者の固定資産税に

対する支援（３ヶ年） 

国庫の場合 

国 1/2、県 1/8、

市 1/8 

県単の場合 

県 1/2～1/3、 

市 1/3～1/6 

次世代戦略品

目育成対策事

業費補助 

83,460 ①戦略品目以外の規模拡大に伴う施設整備

等に対する支援 

②生産性向上設備、遊休ハウス活用に対す

る支援 

③次世代戦略品目の推進体制整備に対する

支援 

国庫の場合 

国 1/2、県 1/12、

市 1/12 

県単の場合 

県 1/3～1/6、 

市 1/4～1/6 

推進費 5,945   

    

事業区分 繰越額 活動内容 補助率 

繰越分 千円 

359,695 

①規模拡大に伴う施設整備等に対する支援 

②企業参入の施設整備に対する支援 

③大規模リース団地施設整備に対する支援 

④広域産地拠点施設整備に対する支援 

国庫の場合 

国 1/2 

県 1/6～1/12 

市 1/8～1/12 

県単の場合 

県 1/2～1/6 

市 1/6～1/12 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

[ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 企業参入による面積拡大(ha） 11.3 [3] 

a 

A 

園芸戦略品目の面積拡大(ha） 31.6[15] 

新規就農者による事業活用(人） 17[20] 

一般園芸品目の面積拡大(ha） 4.8 [3] 

成果 園芸戦略品目(14 品目）の産出額 

(百万円） 

28,431  

[28,310] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については、「新規就農者による事業活用」が未達となって

いるが、予算割合による加重平均で算出した達成率が 90％を上回っているため、ａ（３

点）評価となっている。成果指標については 100.4％の達成率であり、a（３点）評価

となっている。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっ

ている。 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県活力あふれる園芸産地整備事業費補助金交付要綱に基づき補助金の交付事務

等が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

B. 事業の管理について 

活動指標である「新規就農者による事業活用（人）」は、目標値を下回っているが、

これは、企業での就農者数は増えてきているものの、本事業による就農者数が目標値に

満たなかったためである。 

C. 農業公社への往査 

大分県側の財務事務の状況を確認した補助事業（２件）について農業公社側の財務事

務の執行状況についても確認した結果、大分県活力あふれる園芸産地整備事業費補助金

交付要綱、公益社団法人大分県農業農村振興公社の公共工事に関する契約及び指名の選

定基準等に基づき適正に行われており、特に指摘すべき事項はなかった。 
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D. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「農林水産業におけるマーケットインの商品づくりの加速」の中

の取組「産地間競争に勝ち抜く生産力の強化」で記載されている次の取組事項を一つの

事業として位置づけている。 

① 園芸産地の統合とブランド統一による県域生産出荷体制の強化 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「園芸戦略品目（14 品目）の産出額」は、プラン 2015 にお

ける施策の目標指標及び大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとは異なるものの、それらの指

標の一部を構成するものである。 

 具体的には、「おおいた農林水産業活力創出プラン2015（大分県農林水産業振興計画）」

の「戦略品目の目標」に記載のものと同一であり、プラン 2015 で記載されている「戦

略品目の産出額（農業）」の集計要素となっている（巻末資料 C-3「大分県農林水産業

振興計画の主要指標」参照）。 

結果として、本事業の成果指標は、本事業以外の事業やそれ以外の多くの要因に影響

される総合的な効果指標となっている。 

 

 

 

イ 肉用牛生産基盤拡大緊急支援事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 713,090 千円

H27～H28 1,027,000 千円 内訳 諸収入 630,000 千円

担当課等 畜産技術室 一般財源 83,090 千円

 (注)諸収入は、本事業における肥育牛預託貸付金の償還金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

 畜産農家の高い増頭意欲に応え、肥育及び繁殖農家の連携のもと、「おおいた豊後牛」

の安定供給に向けた生産基盤を強化し、安全・安心で美味しい「おおいた豊後牛」のブ

ランド確立を図る。 

 

- 186 -



 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 備考 

肥育牛預託緊急支

援対策（貸付） 

千円 

992,000 

㈱大分県畜産公社に肥育牛預託貸付

制度を創設し、円滑な素牛導入を支

援。肥育牛を貸付するための原資を県

が融資するもの 

貸付先： 

㈱大分県畜産公社 

利率：無利息 

繁殖雌牛基盤拡大

対策（補助） 

35,000 規模拡大を図る繁殖農家が、繁殖雌牛

の増頭を行う際の経費の一部を助成 

 

補助率：県 10/10 

繁殖雌牛1頭あたり

70 千円を限度 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）                   

 [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 肥育重点農家への個別事業推進(戸） 20 20   [20] 
a 

A増頭推進会議の開催(回） 38 38   [25] 

成果 肉用牛の産出額(億円） 105.8 112.0[102.6] a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度は、活動指標については全て目標の 90％を達成しているため、ａ（３点）

評価となっている。成果指標については 109.2％の達成率でのため、a（３点）評価と

なっている。両者の合計が６点となるため、総合評価は「Ａ、継続・終了」となってい

る。 

なお、本事業は 28 年度で終了しているが、新規メニューを加えて別事業に組み替え

ている。 

 

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

資金の貸付及び補助金の交付等の事務を、大分県肉用牛生産基盤拡大金融支援事業

(肥育牛預託緊急支援対策)資金貸付要綱、おおいた豊後牛生産向上対策事業費補助金交

付要綱に基づき行っている。 
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㈱大分県畜産公社での預託実績（28 年度末現在） 

区分 預託額(千円) 頭数 1 頭平均額(千円) 

肥育素牛 250,141 321 779 

飼育管理型 329,925 398 829 

（注）肥育素牛の 321 頭には平成 27 年度に預託し肥育中の 100 頭が含まれる。 

 

繁殖雌牛基盤拡大対策事業の補助実績（28 年度） 

補助対象頭数 補助対象経費(千円) 県費補助金(千円) 

1,187 83,090 83,090 

（注）補助対象経費は 1頭当たり 70 千円  

 

指摘 ６２－Ｎ  事業実施計画承認申請書の提出期限について 

改
善
事
項 

繁殖雌牛基盤拡大対策事業の補助金を申請するためには、事前に、事業主体が

事業実施計画を策定し、事業実施計画承認申請書を知事あて提出し、承認を受け

ることになっているが、提出期限の定めがない。そのため、実績が事実上確定し

た日以後に提出されているものがある。事業実施計画承認申請書の提出期限を実

績が事実上確定する日以前に設定し、計画を提出させるようにすべきと考える。

≪補足≫ 

 おおいた豊後牛生産向上対策事業実施要綱により、事業主体は事業実施計画を策定し、

事業実施計画承認申請書（第１号様式）を知事あて提出し、承認を受けることになって

いる。 

また、補助対象となるのは、繁殖雌牛基盤拡大対策実施細則により、期末頭数（事業

実施年度２月１日現在）から期首頭数（事業実施年度の前年度２月１日現在）を控除し

て算出した頭数である。つまり、この期間に増頭した頭数が補助対象となりうる。 

しかしながら、平成 28 年度の由布市の事業実施計画承認申請書の提出日は、平成 29

年２月７日であり、この時点で既に補助対象となる期末頭数が確定した後となっている。

提出期限を設定し、遅くとも１月 31 日までには計画を提出させるようにすべきである。 

 

B. 事業の管理について 

特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 
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【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「農林水産業におけるマーケットインの商品づくりの加速」の中

の取組「産地間競争に勝ち抜く生産力の強化」で記載されている次の取組事項の一部を

一つの事業と位置付けている。 

①おおいた豊後牛の生産体制の強化とオレイン酸生成能力に優れた遺伝資源の活用

によるブランド確立 

 

２．事務事業評価の成果指標 

 本事業の成果指標である「肉用牛の産出額」は、プラン 2015 における施策の目標指

標及び大分県版総合戦略の施策 KPI とは異なるが、それら指標の一部を構成するもので

ある。 

具体的には、「おおいた農林水産業活力創出プラン 2015」の「戦略品目の目標」に記

載されている肉用牛（繁殖）と肉用牛（肥育）の数値を合計した数値であり、プラン

2015 で記載されている「戦略品目の産出額（農業）」の集計要素となっている。 

結果として、本事業の成果指標は、本事業の直接的な効果を意味する指標ではなく、

本事業以外の事業やそれ以外の多くの要因に影響される総合的な効果指標となってい

る。直接的な成果指標としては、「本事業による増頭数（肥育牛、繁殖雌牛）」等が考え

られる。 

 

 

 

ウ 肉用牛競争力強化対策事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 85,917 千円

H28～H30 138,637 千円 内訳 諸収入 65,975 千円

担当課等 畜産技術室 一般財源 19,942 千円

（注）諸収入は、国が造成した畜産・酪農収益力強化総合対策基金に係る基金管理団体からの助

成金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

ＴＰＰ合意や飼料高騰等の社会情勢の変化に対応し、本県の永続的な肉用牛生産基盤

を確立するため、将来の中心的な役割を担う畜産経営体の収益力向上や規模拡大を支援

するとともに、地域内連携による収益力向上に向けた取組を推進する。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

肉用牛生産基盤強

化施設整備事業 

千円 

136,987 

①競争力強化対策 

畜産クラスター協議会が実施する畜産

競争力強化に資する施設等の整備及び

補改修に対し補助(市町村経由) 

②大規模経営体育成対策 

認定農業者及び認定新規就農者が実施

する省力化や生産規模の拡大を図るた

めの畜舎や堆肥舎等の建設や改造並び

に附属設備や機械の整備に要する費用

に対し補助(市町村経由) 

①国 1/2 

 

 

 

②県 1/3、 

 市町村 1/6 

肉用牛繁殖産地活

性化モデル事業 

 

1,000 ①キャトルブリーディングシステム型 

農業者、農業者の組織する集団が実施す

る、繁殖雌牛の地域内集約飼育システム

に要する経費に対し補助 

②放牧活用型 

牧野組合が実施する、放牧地の活用促進

に要する経費に対し補助 

県 1/3、 

市町村 1/6 

※市町村が設

定したモデル

地区における

経費に限る 

推進費 650   

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

 事務事業評価は実施していない。 

  

ⅳ 関連法令等 

 特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県畜産生産振興対策事業費補助金交付要綱、大分県畜産生産振興対策事業実施要

領、肉用牛繁殖産地活性化モデル事業費補助金交付要綱等に基づき補助金の交付事務等

が適正に行われているか確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 
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B. 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「農林水産業におけるマーケットインの商品づくりの加速」の中

の取組「産地間競争に勝ち抜く生産力の強化」で記載されている次の取組事項の一部を

一つの事業として位置づけている。 

① おおいた豊後牛の生産体制の強化とオレイン酸生成能力に優れた遺伝資源の活

用によるブランド確立 

 

２．事務事業評価を実施していない理由等 

事業実施主体は市町村もしくは畜産クラスター協議会であり、予算の範囲内で実施し

ていることによる。 

事業の内容は、主に肉用牛を生産するための施設整備に対する補助であるため、事業

の成果は、本事業によって肉用牛の生産施設の整備規模（新たに整備した施設で何頭飼

育できるかその頭数）により判断している。 

 

 

 

エ 草地畜産基盤整備事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 21,245 千円

H24～    21,450 千円 内訳 国庫支出金 15,000 千円

担当課等 畜産技術室、農業公社 一般財源 6,245 千円

（注）国庫支出金は、農業競争力強化基盤整備事業補助金である。 

 

ⅰ 事業の目的 

 高齢化等による畜産農家の減少やＴＰＰ等社会情勢の変化への対応が求められてい

る中、経営の安定した担い手の育成による畜産産地の強化や安全安心な畜産物を供給す

るため、畜舎等の飼育施設や飼料生産基盤を整備し、「安全」「安心」な自給飼料の活用

の促進と規模拡大等による担い手の経営改善を図る。 
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ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 補助率 

草地畜産基盤整備事業 千円

21,000 

基本施設整備 国 1/2、県 1/5 

利用施設整備 国 1/2、県 1/10

推進費 450   

≪補足≫ 県と農業公社との役割分担 

① 補助金の対象となる地区選定及び実施計画の申請 

   補助金の対象となる地区の選定は、農業公社と市町が、県を通して国に申請する。

当該承認通知は、国から県に送付される。 

   補助金の対象となる整備事業の実施計画は、市町及び農業公社並びに県が協議し

て作成し、県が国に計画の承認申請を行う。当該実施計画の承認通知は、国から県

を通して、農業公社に送付される。 

② 計画の実施 

   指名競争入札による工事業者の選定、進捗管理、完成検査、工事業者への支払等

の事務は、農業公社が行う。 

③ 資金の流れ 

   国の負担分は、県を通じて、県の負担分と合わせて、農業公社に納入される。事

業者の負担分は市町を通じて、市町の負担分と合わせて、農業公社に納入される。 

④ 実績報告 

   事業完了後、農業公社は、県へ事業実績報告書により報告を行う。 

 

ⅲ 事務事業評価（実績値）  

 事務事業評価は実施していない。 

 

ⅳ 関連法令等 

法令：農業経営基盤強化促進法 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

 草地畜産基盤整備事業費補助金交付要綱に基づき補助金の交付事務等を行っている

か確認した結果、特に指摘すべき事項はない。 

 

B. 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 
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C. 農業公社への往査 

(1) 草地畜産基盤整備事業（畜産担い手総合整備型）再編整備事業の実施状況 

 平成28年度は、久大豊肥の６地区（一本松、徳の尾、瀬の尾、塔の原、中村、飯田東

部）の牧場に対して、事業を実施している。 

 

(2) 草地畜産基盤整備事業(畜産担い手総合整備型)再編整備事業の事務の執行 

農業競争力強化基盤整備事業実施要綱、農業競争力強化基盤整備事業実施要領、大分

県草地畜産基盤整備事業費補助金交付要綱に基づき財務事務の執行を適正に執行して

いるか確認した結果、特に指摘すべき事項はない。 

 

D. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

 プラン 2015 の施策「農林水産業におけるマーケットインの商品づくりの加速」の中

の取組「産地間競争に勝ち抜く生産力の強化」で記載されている次の取組事項の一部を

一つの事業として位置づけている。 

① おおいた豊後牛の生産体制の強化とオレイン酸生成能力に優れた遺伝資源の活

用によるブランド確立 

 

２．事務事業評価を行っていない理由等 

飼料関連の事業として、県内飼料利用拡大対策事業において事務事業評価を実施して

いる。農林水産部内の対象事業数の調整等により、本事業は、平成 28 年度の事務事業

評価の実施を要しない事業となっている。なお、事業の評価に準じる資料として、Ａ４

用紙１枚にまとめた資料の提出を受けた。 
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（４） 観光地域づくり 

Ⅰ 関連する施策と取組 

施策 取組 

おんせん県おおいたの地域磨きと観光

産業の振興 

・観光人材の育成・確保 

・おんせん県ならではの素材磨きによる 

ブランドイメージの確立 

・観光消費の増大につながるサービスや 

商品の開発・促進 

 

Ⅱ この分野における取組の基本方向 

 地域の良さを伝えるふるさとガイドを積極的に活用するとともに、おおいたツー

リズム大学による地域づくりのリーダーの育成、支援を継続する。 

 湧出量や源泉数だけではない「おんせん県おおいた」らしい温泉の活用や、自然、

食、歴史、文化・アートなど、地域の特徴ある観光素材磨きを推進する。 

 滞在時間の延長につながるイベントの開催や地産地消による食の提供、土産物づ

くりなどにより、観光関連産業の振興と地域活性化を推進する。 

 

Ⅲ 関連する大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ） 

・観光入込客数      平成30年度目標20,150千人 

【平成25年度実績17,563千人】 

・観光消費額       平成30年度目標2,357億円 

【平成25年度実績2,072億円】     

 

Ⅳ 関連事業 

事業名 
28 年度(千円) 

当初予算額 決算額 

ア 観光地域磨き推進事業 16,742 15,946 

イ 六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業 21,202 17,202 
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ア 観光地域磨き推進事業 

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 15,946 千円

H28～H30     16,742 千円 内訳 諸収入 150 千円

担当課等 観光・地域振興課、ツーリズム社団 一般財源 15,796 千円

（注）諸収入は、おおいたツーリズム大学受講料である。 

 

ⅰ 事業の目的 

観光消費の増大につなげるため、サービスや商品の販売促進、地域資源を活かしたツ

ーリズムの振興やネットワークづくりを通じた地域リーダーの育成・支援を図る。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

(注) ツーリズム大学を除くと公益社団法人ツーリズムおおいた(ツーリズム社団)への委託事業

である。 

 

 

 

 

  

事業区分 予算額 活動内容 備考 

魅力ある地域づ

くり・観光商品

づくり 

千円 

8,313 

①地域企画商品の販売促進 

地域企画商品販売サイトを活用 

②おんせん県の魅力向上・発信 

 宿泊施設の魅力を活かした魅力向上とPR

委託先: 

ツーリズム社団 

ツーリズム人材

の育成・活用 

5,059 

  

①ツーリズム大学(地域を支える次世代の

リーダー育成とネットワークづくり) 

②おおいたふるさとガイドの資質向上と連

携強化 

③広域ガイドの活用 

①は直接実施 

②③はツーリズ

ム社団へ委託 

おもてなし体制

の強化 

2,795 ①おもてなしサポーター及び簡易観光案内

所の継続 

②観光案内所の連携とスキルアップ(連絡

会議、研修) 

①はツーリズム

社団へ委託 

②は直接実施 

ツーリズム戦略

推進会議 

575 ツーリズム戦略に基づき、各種の取組を推

進するとともに、進捗管理を行う。 

直接実施 
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ⅲ 事務事業評価（実績値） 

  [ ]は目標値 

区分 指標名(単位) 26 年度 27 年度 28 年度 評価 

活動 販売サイトを活用した県内地域企画旅行

商品の利用者数(名) 

  650 

[649] 

a 

A

おおいたツーリズム大学講座開催数(回) 10[8] 

観光案内所職員研修会開催(回) 3[2] 

ツーリズム戦略推進会議開催数(回) 2[3] 

成果 観光消費額(億円) 2,146  

[2,160] 
a 

≪評価の説明≫ 

平成 28 年度開始事業である。活動指標については「ツーリズム戦略推進会議開催数」

が未達であったが、予算割合による加重平均で算出した達成率が 90％を上回るため、

ａ（３点）評価となっている。成果指標は 90％を上回る 99.4％の達成率となり、ａ（３

点）評価。両者の合計点が６点で、総合評価は「Ａ、継続・見直し」となっている。 

 

ⅳ 関連法令等  

特になし。 

 

 

【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

(1) ツーリズム社団との委託契約書に基づき、財務事務の執行が適正に行われているか

確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

なお、本委託業務の実績報告書は、下表のとおりである。  

                              単位:千円 

事業区分 経費 経費の内訳 

魅力ある地域づくり・観光商

品づくり 

6,906 地域企画商品の販売  5,610 

おんせん県の魅力向上・発信 1,296 

おもてなし体制の強化 3,116 サポーター・簡易案内所 2,690 

観光案内所 426 

ツーリズム人材の育成・活用 789 ふるさとガイド 789 

復興対策(注) 1,736  

諸経費 1,356 

計 13,903 
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(注) 熊本地震が発生したため、当初予算に比べると、実績では事業区分を追加して「熊本地

震による風評被害からの復興推進」(宿泊予約サイト事業者と連携)として 1,736 千円を他

の事業区分から流用している。 

 

(2) ツーリズム大学で発生した経費(総額2,787千円)について、支出負担行為決議書や

その基となる証憑等を確認した結果、特に指摘すべき事項はなかった。 

なお、ツーリズム大学は、平成 19 年から開講し、地域資源を生かしたツーリズムの

振興やネットワークづくりを通じた地域リーダーの育成を目的として、先進地視察や

観光・地域づくり実践者による講義やワークショップ演習等を県が直接実施している。 

・受講生は、公的機関の関係者と一般民間会社とおよそ半々(受講料 5,000 円) 

・受講生は毎年度 20 名程度で、修了式でプレゼンテーションにより研修成果を報告 

・修了生によるＳＮＳネットワークの構築や年１回のフォローアップ研修を実施 

  

B. 事業の管理について 

指摘 ６３－Ｋ 活動指標と成果指標のとり方について 

勧
奨
事
項 

「魅力ある地域づくり・観光商品づくり」に対応する活動指標としては、例え

ば、販売サイトにアップした「地域企画旅行商品の数」といった指標が妥当であ

ると考える。 

なお、活動指標としている「販売サイトを活用した県内地域企画旅行商品の利

用者数(名)」は、活動の結果もたらされる直接的効果（アウトカム）であり、一

つの成果指標といえる。 

≪補足≫  

「魅力ある地域づくり・観光商品づくり」（50％）を一番重視しているので、そのア

ウトカムである「販売サイトを活用した県内地域企画旅行商品の利用者数(名)」を本事

業の成果指標とし、定性的な記載で次に重視しているツーリズム大学の成果を補足する

といった事務事業評価のやり方も考えられる。利用者数を一人当たり平均購入額等を基

に金額換算できれば、観光消費額にどの程度影響しているかを測定することもできる。 

 

C. その他 

平成 29 年度の政策予算の概要を見ると、国の地方創生推進交付金を活用して平成 29

年度予算を増額し、また、「魅力ある地域づくり・観光商品づくり」「おもてなし体制

の強化」の活動内容が大幅に変更している。平成 29 年度の予算編成時に本事業の予算

内容を部内で検討した結果、変更したとのことである。 
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平成 29 年度の政策予算での活動内容 

このように活動内容が大きく変わってしまうと、活動指標のみならず、成果指標も継

続的に一定のものを採用することが困難になり、ＰＤＣＡサイクルによる管理を損なう

場合がある。本事業の場合は、そもそも成果指標を観光消費額という総合的な成果指標

を採用しているので、成果指標の継続性には影響しない。しかしながら、このような事

業の組み方をすると事業の目的が抽象的になり、直接的・具体的な目的が定まらないと

いう難点が生じる。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

施策「おんせん県おおいたの地域磨きと観光産業の振興」の中の次の 2つの取組をま

とめて、一つの事業として位置付けている。 

① 観光人材の育成・確保 

② 観光消費の増大につながるサービスや商品の開発・促進 

なお、本事業は、モノ（魅力ある地域と観光商品をつくる）、ヒト（人材を育成して

いく）、体制（地域の受入れ環境を整える）の全体を整備して、地域が潤う（地域にお

金が落ちる）仕組みをつくることを目的としているため、本監査では事業環境整備への

取組として分類した。 

 

２．事務事業評価の成果指標 

本事業の成果指標である「観光消費額」は、プラン 2015 における施策の目標指標と

一致している。また、大分県版総合戦略の施策ＫＰＩとも一致している。 

事業区分 予算額 活動の内容 

魅力ある地域づくり・

観光商品づくり 

千円

19,039 

①「食」の魅力向上・発信 

②多様な観光素材を活用した観光商品づくり 

③瀬戸内海の高級小型船等の誘客強化 

ツーリズム人材の育

成・活用 

4,988 ①ツーリズム大学(地域を支える次世代のリーダー

育成とネットワークづくり) 

②おおいたふるさとガイドの資質向上と連携強化 

③広域ガイドの活用 

おもてなし体制の強化 19,785 ①長期滞在と消費を促す仕組みづくり 

②外国人観光客向け通訳サービスの提供 

図柄入りナンバープレ

ートの導入 

1,000  
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「観光消費額」は、直接的な効果を意味する成果指標ではなく、本事業以外の様々な

要因が影響する総合的な効果指標である。直接的な効果指標としては、むしろ活動指標

としている「販売サイトを活用した県内地域企画旅行商品の利用者数」等が考えられる。 

なお、本事業は大分県版総合戦略のアクションプランには含まれていない。 

 

 

 

イ 六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業  

実施期間 28 年度当初予算額 28 年度決算額 17,202 千円

H28～H30     21,202 千円 内訳 繰入金 17,202 千円

担当課 観光・地域振興課 

（注）繰入金は、おおいた元気創出基金からの繰入れである。 

 

ⅰ 事業の目的 

開山1300年という節目を機会に、大型誘客キャンペーンを市町村と一体となって進め

ることにより、国東半島・宇佐地域の「六郷満山文化」(独自の神仏習合文化)を観光素

材として知名度を高め、観光誘客に結びつける。 

 

ⅱ 事業区分及び活動内容 

事業区分 予算額 活動内容 負担率 

実行委員会負担金 千円

  

21,000 

①巡礼を柱とする周遊観光

ルートづくり 

②情報発信 

③受入体制整備 

④二次交通対策 

⑤実行委員会の開催 

県1/2 

市町村1/2 

(人件費を含む) 

推進費 202 担当課における推進経費  

 

ⅲ 事務事業評価（実績値） 

事務事業評価は行っていない。 

 

ⅳ 関連法令等 

特になし。 
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【監査結果】 

A. 財務事務の執行について 

大分県の負担額の決定方法について、実行委員会規約等で明文化したものはない。 

予算編成段階で実行委員会と打ち合わせて予算組みし、最終的には実行委員会の総会

で決議している。県の負担割合が１／２というのも共通予算の負担割合であり、特定の

市町村向けの事業を予算に入れ込むと当該市町村の負担になる。 

また、当初予算での負担金は 21,000 千円であり、実行委員会で職員を雇用する予定

であったが、結果的に雇用しなかった。このため、当初予算で見込んでいた人件費分の

負担金 4,000 千円を減額して支出している。 

 

B. 事業の管理について 

 特に指摘すべき事項はない。 

 

C. その他 

特に記載すべき事項はない。 

 

【包括外部監査の結果に添えて提出する意見に関わる事項】 

１．プラン 2015 と事業との関係 

プラン 2015 の施策「おんせん県おおいたの地域磨きと観光産業の振興」の中の取組

「おんせん県ならではの素材磨きによるブランドイメージの確立」で記載されている次

の取組事項を一つの事業として位置付けている。 

① 六郷満山開山1300年など、タイミングやエリアの特性等を考慮した戦略的な観光

情報の発信 

 

２．事務事業評価を行っていない理由 

本事業は、公表ベースの事務事業評価を行っていない。その理由は、次のとおりであ

り、翌年度(平成 30 年度)まで継続しないと意味のない事業である。したがって、現時

点で事業の継続可否を評価する必要性も認められない。 

① 県は負担金を支出しているものの、主に国東地域の市町村が構成する実行委員会

が総会等で事業内容を決定し、主体的に実施している。 

② 関連６市町長村の首長も出席する実行委員会として事業報告等を行い、状況をフ

ォローしているので、あらためて県として事務事業評価を行う必要性がない。 

③ 本格的に誘客成果が出るのは、開山 1300 年となる平成 30 年度であり、先行ツア

ーとしての企画もあるが、現在の事業内容は総じて準備段階での活動である。 
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第４ 包括外部監査の結果に添えて提出する意見 

 

 

１ 包括外部監査の結果の総括 

「包括外部監査の結果に添えて提出する意見」は、監査の結果に基づいて記載するた

め、ここで監査結果の要約を行う。また、「第３ 包括外部監査の結果」では、個々の

事務事業評価については記載しているものの、行政評価を構成する政策評価や施策評価

については触れていないが、後に記載する意見の理解にも関わるため、これらを概観す

る。 

 

（１）監査結果の要約 

「第１ 外部監査の概要 ７ 外部監査の方法」に記載している監査の着眼点に沿っ

て、監査結果における個別の指摘事項をまとめると下表のとおりである。また、これら

に伴う監査人の所感（意見を記載した理由）をそれぞれ記載している。 

 

ア 関連事業における財務事務の執行は、法令等への準拠性及び経済性、効率性、有効

性の観点から問題はないか。 

 

ⅰ 補助金の交付事務関連 

区分 指摘内容 指摘番号 

不備 事業変更承認申請書への変更理由の不記載 07-S 

改善 
補助金交付要綱の改善 01-S,06-S 

事業実施計画承認申請書の提出期限の設定 62-N 

 

ⅱ 協議会・企業会等の負担金関連事務 

区分 指摘内容 指摘番号 

不備 

企業会決算報告における予算額の記入誤り 52-S 

企業会の予算に計上されていない委託費の支出 58-S 

企業会の規約に定められた期日後の定期総会開催 59-S 

改善 
企業会への負担金に余剰が出た場合の処理の明確化 50-S,55-S 

予算承認を行う機関や時期等についての見直し 60-S 

勧奨 
協議会における参加者の間の負担割合の明確化 37-K 

企業会の収支計算書の改善（事業ごとの収支差額の明示） 51-S,53-S,54-S 
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ⅲ 委託関連事務 

区分 指摘内容 指摘番号 

改善 企画提案審査における評点集計表の評価点数の表記の改善   47-S 

 

【監査人の所感】 

1) 委託に係わる事務の執行に関して、委託費に含まれる一般管理費相当額の取扱い

について、県としての取扱いを定めたものがなく、統制上必要と認められるため、

意見を記載している。 

2) 特に企業会の運営については、個別の指摘も多くあり、問題が認められたので、

改めて意見を記載している。 

 

イ 関連事業が大分県の中長期計画に即して立案・計画・実施・モニタリングされてい

るか(ＰＤＣＡによる事業の管理)。 

 

ⅰ 活動指標及び成果指標 

区分 指摘内容 指摘番号 

不備 
成果指標の実績集計誤り 17-S 

活動指標が予算とリンクしていない 35-K 

改善 

成果指標の算出方法の見直し 08-S 

活動指標や成果指標の目標値の見直し 11-N,41-S,61-S 

活動指標の集計範囲の見直し 29-N 

活動指標の追加 46-S 

活動指標の廃止 40-S 

成果指標が複数ある場合の追加記載 16-N 

勧奨 

活動指標をより適切なものへの変更 02-S,03-S,63-K 

成果指標自体の性質を理解した上での対応 18-S 

累計値等を採用している成果指標の目標値の見直し 31-S 

活動指標や成果指標は積上げで設定 38-K 

測定可能性・目的等の観点から成果指標を変更 20-S,56-S 

 

ⅱ 事業の組み方、事業の目的記載 

区分 指摘内容 指摘番号 

改善 予算から事務事業評価への組替え処理 34-K 

勧奨 
事業目的の記載方法の変更 30-S,32-S,33-S,57-S 

協議会による特定旅行企画事業は地域磨きで実施    36-K 
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【監査人の所感】 

1) 県では長期総合計画「安心・活力・発展プラン2015」(以下、プラン2015という。)

から事務事業評価の対象となる事業を絞っている。これに伴って、事務事業評価

を行なっていない事業について、その理由や代替的な評価の必要性等を検討した

ので、一括して意見を記載している。

2) プラン2015の施策・取組との関連性において、事務事業評価における事業の組み

方がどのようになっているか検討した結果、様々なパターンが見られ、また、成

果指標の採り方も部局によって異なる等あまり規則性が見られなかったので、全

体的な観点から事務事業評価のあり方について意見を記載している。

ウ 関連の出資法人における実施事業の管理等は、適切に行われているか。 

ⅰ 産業創造機構 

区分 指摘内容 指摘番号 

改善 

決算書の不添付法人が散見される。 21-S 

運営委員会の評価等を経ずに事業報告書を提出 22-S 

議事録不備(議案の記載、出席委員の署名等なし) 23-S,49-S 

【監査人の所感】 

公益財団法人大分県産業創造機構（以下、産業創造機構という。）、公益社団法人

大分県農業農村振興公社（以下、農業公社という。）に往査したが、事業の実施結果

は適切に把握され、県への報告も委託契約書や補助金交付要綱に従って、提出されて

いた。このため、特段の意見はない。農業公社については個別の指摘もなかった。 

エ 出資法人への委託事業等の検査は適時、適切に行われているか。 

ⅰ 産業創造機構 

区分 指摘内容 指摘番号 

不備 
見積書の日付の記入漏れ 04-S 

伺い書に決裁日等の記載漏れ 48-S 

改善 

相見積の内容は同一にすべき 05-S 

例外的な支出の伺い書には理由等を記載 09-S 

必要性に乏しい支出(講演ごとの垂れ幕) の見直し 28-N  

審査員の謝金の額を定めた規程を整備 10-S 
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【監査人の所感】 

1) 産業創造機構、農業公社については、実施報告書が適時に提出され、検査に必要

な重要証憑も県から出資法人に対して写しを徴求し、実施報告書とのチェックが

行われていた。また、必要に応じて出資法人へ出向いて確認しており、今回監査

で往査した結果細かい指摘はあったが、概ね適正と判断された。

2) 出資法人ではないため往査はしていないが、公益社団法人ツーリズムおおいたに

ついても同様に確認した。実施報告書は適時に提出されていたが、元帳の写しは

あったものの、重要証憑の写しは添付されていなかった。多少疑問も残るが、県

の職員が派遣されて、細かなチェックまで行っているとのことであった。

オ 関連事業は、中小企業のニーズに合致し、支援メニューに広く応募や参加があるか。

補助金対象者の選定審査は適切に行なわれているか。 

ⅰ 中小企業者のニーズ等

区分 指摘内容 指摘番号

改善 調査研究報告の活用方針を事前に明確化 19-S,39-K 

勧奨 

本当に補助金を必要とする小規模事業者にとって不利な扱

いの改善 

24-S 

補助対象企業の目的達成後(事業終了後)のフォローが必要 13-S,14-S 

融資メニューは適切な種類・数で設定 42-S 

制度融資の金利設定は利用者に有利な条件で設定 43-S 

実施体制の再構築が必要（産業創造機構との協力を含む） 44-S,45-S 

ⅱ 補助金対象者の選定審査 ※（産）は、産業創造機構における審査

区分 指摘内容 指摘番号 

不備 審査における審査表の記載の不備 15-S 

改善 （産）審査委員の参加制限を厳守 25-S 

勧奨 

（産）予備審査と委員会審査の結論が著しく不整合となっ

た場合の対処を明確化  

26-S 

（産）審査委員の参考意見について対応結果を記録 27-S 

【監査人の所感】 

1) 中小企業者の総合的な経営力強化に係る事業を３ないし４段階程度に意識的に区

分して実施してはどうかと感じたので、意見を記載している。

2) 補助金対象者の選定審査にあたり、審査委員の利害関係の有無についての確認が

文書で行われていないので、紙面の関係もあり、一括して意見として記載してい

る。実質的には改善事項である。
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（２）長期総合計画の政策・施策評価

ⅰ 地方創生戦略としての政策評価 

都道府県や市町村が策定する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」(以下、地方版総

合戦略という。)は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」(以下、地方創生総合戦

略という。)を受けて策定され、国のＰＤＣＡに組み込まれている。ここでは国と地方

の両方を含め、全体として「地方創生戦略」という。 

プラン 2015 では、言わば、大分県の地方創生戦略である「まち・ひと・しごと創生

大分県総合戦略」(以下、大分県版総合戦略という。)との整合を図るため、プラン 2015

の政策・施策を組み合わせて、大分県版総合戦略の基本目標を一つの政策として扱って

いる。本年度の監査に係わる主な政策（＝基本目標）は、「仕事をつくり、仕事を呼ぶ」

であり、その政策評価の概要は下表のとおりである。 

政 策 名 仕事をつくり、仕事を呼ぶ 

政策の概要 
地域密着の産業である農林水産業や商工業、観光・ツーリズムなど、様々な

分野に魅力ある仕事の場を創出する。 

評価の総括 
創業支援や企業誘致を推進するとともに、農林水産業や商工業・サービス業

等の振興を図ることにより魅力ある仕事を創出し、目標を達成できた。 

ⅱ 構成する政策・施策（主な取り組み）の評価結果 

大分県版総合戦略の政策「仕事をつくり、仕事を呼ぶ」を構成するプラン 2015 の政

策・施策の評価結果をまとめると次のとおりである。 

政 策 名 施 策 名
指標

評価

総合

評価

変化に対応し挑戦と

努力が報われる農林

水産業の実現 

構造改革の更なる加速 達成 Ａ

マーケットインの商品づくりの加速 達成 Ａ

経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成 達成 Ａ

多様な仕事を創出す

る産業の振興と人材

の確保 

多様で厚みのある産業集積の推進 達成 Ａ

未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進 達成 Ａ

チャレンジする中小企業と創業の支援 達成 Ａ

商業の活性化とサービス産業の革新 達成 Ａ

急速に進化する情報通信技術の普及・活用 達成 Ａ

産業人材の確保・育成とﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの推進 達成 Ｂ

クリエイティブ産業への挑戦 達成 Ａ

人を呼び込み地域が輝

くツーリズムの推進 

国内誘客の推進と海外誘客（インバウンド）の加速 達成 Ａ

おんせん県おおいたの地域磨きと観光産業の振興 達成 Ａ
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いずれの施策においても指標評価は達成し、総合評価も「産業人材の確保・育成とワ

ーク・ライフ・バランスの推進」を除き〔Ａ〕となっている。当該施策の目標指標（15

～69 歳就業者数）による評価は 104.8％であったが、施策を構成する取組のうち「ＵＩ

Ｊターン就職の推進」に係る事業で〔Ｃ〕や〔Ｄ〕の事務事業評価が含まれていたこと

から、施策としての総合評価も〔Ｂ〕となったものと思われる。

（３）地方創生戦略におけるＰＤＣＡ 

ⅰ 長期総合計画の目標指標の達成状況 

大分県版総合戦略の政策「仕事をつくり、仕事を呼ぶ」を構成するプラン 2015 の政

策に含まれる目標指標の達成状況を数値的に見ると下表のとおりである。

政 策 名 

達
成 

概
ね
達
成 

達
成
不
十
分 

著
し
く
不
十
分

指
標
合
計 

変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現 5 2 0 0 7 

多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保 9 2 0 0 11 

人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進 2 2 0 0 4 

合計 16 6 0 0 22 

ⅱ 重要業績指標（施策ＫＰＩ）の達成状況 

プラン 2015 の目標指標と大分県版総合戦略の重要業績評価指標（施策ＫＰＩ）は一

致しているため、プラン 2015 の目標指標の達成状況から関係するものを抜粋して、公

表している。（巻末資料 C-1「大分県版総合戦略 基本目標・施策ＫＰＩ達成状況」参照） 

地方創生戦略上のＰＤＣＡは、この重要業績指標（施策ＫＰＩ）の達成状況に添えて、

平成 28 年度は地方創生加速化交付金の対象となった個々の事業（大分県版総合戦略ア

クションプランを構成する事業）について、効果検証を目的に所定の様式により国に報

告している。そこにおいての評価指標は、事業ＫＰＩといわれている。 

２ 委託契約における一般管理費の取扱いについて 

国や地方自治体が委託事業を行う場合の委託契約には、契約額を上限に、委託業務の

実施に要した経費に相当する額を支払う概算契約(実費弁済)による場合がある。通常、

契約額を確定する請負契約で締結する民間の委託契約とは、根本的に異なっている。 

以下は、概算契約(実費弁済)による委託契約を前提として一般管理費(間接費)の負担

の問題について検討する。 
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（１） 国の委託契約における取扱い 

経済産業省や環境省の関連指針やマニュアルを見ると、委託業務に要する経費（予定

価格、契約額及び精算額）については、以下の各項目ごとに算出した経費を積み上げた

金額としている。 

項 目 説 明 

人件費 直接従事する者の直接作業に要する時間に対して支給される給与、諸

手当及び賞与で、日額(時間)単価×所用日数(時間)といった方法で算

定される。 

業務費 旅費、諸謝金、備品費、印刷製本費、雑役務費等で実情に即した価格

を根拠とすることができる経費で、通常は、見積書、請求書、領収証

書等が根拠となる。 

一般管理費 当該業務を行うために必要な経費のうち、当該業務に要した経費とし

ての特定が難しいものについて、契約締結時に一定割合で認められる

経費。 

(注)「環境省における委託業務経費の算出等に関する基本方針」より整理。 

 一般管理費の取扱いについて、さらに経済産業省の「委託事業事務処理マニュアル」

を参考にして記述すると次のようになる。 

ⅰ 一般管理費の定義  

事業を行うために必要な経費であって、当該事業に要した経費としての抽出・特定が 

困難なものについて、委託契約締結時の条件に基づいて一定割合の支払を認められた間 

接経費をいう。 

例：事業を行うために必要な家賃、光熱水料、コンピュータ使用料、回線使用料、 

文房具等の汎用品等 

ⅱ 経理処理の実施方法 

計算方法 一般管理費＝直接経費（Ⅰ．人件費＋Ⅱ．業務費）×一般管理費率  

① 一般管理費率は、委託契約締結時（契約変更があった場合は変更契約締結時）の

比率とする。ただし、事業終了後に受託者の都合により締結時の比率を下回る場

合は、この限りではない。

② 一般管理費率は、10％もしくは、ⅳの計算式によって算出された率のいずれか低

い率とする。ただし、ⅲに該当するような特殊要因等がある場合は、協議のうえ

一般管理費率を決定する。  
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ⅲ 特殊要因の具体例   

・業種特有の理由により、当該業種において相対的に一般管理費率が 10％よりも高

い場合  

・一事業者における一般管理費率が過去複数年にわたり 10％よりも高い場合（３カ

年を一つの目安とする。） 

ⅳ 計算式の例 

① 企業における計算式  

一般管理費率＝（『販売費及び一般管理費』-『販売費』）÷『売上原価』×100  

  損益計算書から『売上原価』『販売費及び一般管理費』を抽出し計算を行う。 

② 公益法人における計算式 

一般管理費率＝『管理費』÷『事業費』×100 

  正味財産増減計算書の経常費用から、『管理費』『事業費』を抽出し計算を行う。  

（注）この場合の『事業費』は、人件費と業務費を合わせた直接経費と同義と思われる。 

 

なお、「環境省における委託業務経費の算出等に関する基本方針」を見ると、基準の

一般管理費率は 15％となっている。また、この中で「精算時においては、環境省が認

める特別な理由がある場合を除き、契約締結時に使用した一般管理費率を変更すること

はできない」とされている。 

 

（２）大分県における状況 

大分県において委託契約の際に実務的に使われている基本的な契約事務マニュアル

については、「契約事務必携」という契約事務全般を特に法的観点から説明したものに

加えて、手続・書式を中心に説明した「委託契約事務必携」「委託契約書式例集」があ

る。なお、これらは、ホームページでは公表はしていない。 

 委託契約事務必携では、国の概算契約（実費弁済）による委託契約に該当する契約形

態を「精算を伴う契約」と呼んでおり、事業完了後に実績報告書を提出させることを義

務付けて、県が実績報告書を基に委託金額を確定する。この場合、県が契約書案を相手

方に示して誘引を行うことを前提としている。したがって、公告や指名通知、見積書提

出依頼で誘引する入札や見積合せ(競争見積)の場合は「精算を伴う契約」は適用されず、

随意契約で委託契約を結ぶ場合に、「精算を伴う契約」の形態を採ることが多くなる。 

一般管理費率については、本監査の事例では、商工労働部における産業創造機構等へ

の委託で 10％以内、企画振興部におけるツーリズム社団への委託で 15％以内として、

実施計画書の内訳書の注記として記載されているのが認められた。なお、実施計画書の

内訳書は県側で作成したものを実施計画書に添付して、受託者から契約締結時に提出さ

れたものである。 
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一般管理費率の算定方法についての定めがないため、是非の議論をしても意味がない

が、実際に採用されている一般管理費率は、県側で算定しており、産業創造機構への委

託は 10％、ツーリズム社団への委託は 11.2％となっていた。ツーリズム社団の場合は、

予算段階でツーリズム社団側の過去の実績や事情を考慮して、担当課で県の複数の委託

事業で負担すべき管理費の総額を見積もり、それらの事業費合計に対する割合を算定

(結果として 11.187％)して 15％以内となっているか確認しており、上限率の相違はあ

るが経済産業省の「委託事業事務処理マニュアル」の取扱いに近い。ただし、経済産業

省の「委託事業事務処理マニュアル」は、受託者向けに作成されており、受託者におけ

る請求書・領収書等の証拠書類の保管の仕方まで記載されている。 

意見 １ 精算を伴う委託契約における一般管理費について 

委託契約に係るマニュアルである「委託契約事務必携」で、「精算を伴う契約」に

おける一般管理費の定義や算定方法、最終的に支払う委託金額の確定計算における取

扱い等を明確にすべきである。 

また、委託契約書には契約変更や委託金額の精算等に備えて、実際に適用した一般

管理費率と直接経費が変動した場合の一般管理費の確定方法について、規定しておく

べきである。 

≪補足≫

上限基準となる一般管理費率は、慣例的に所管部局により 10％以内あるいは 15％以

内等と定められているようであるが、文書として、一般管理費率の算定方法とその取扱

いを定めたものがないため、次のような問題がある。 

① ×％以内という表現は、経済産業省と同様に受託者側の状況による一般管理費率

を一旦計算した上で、基準の率と比較して低い方を採用することを想起させるが、

はっきりと文書化したものがないため、算出方法がまちまちになっていたり、安

易に基準の率を使用しているケースが県全体としてはあるのではないかと懸念さ

れる。

② 受託者側の状況による一般管理費率は、県が算定するのか、受託者側が算定する

のかが不明である。(経済産業省のマニュアルは受託者側が算定することを前提と

しているように思われる。)

③ どちらが算定するにしろ、契約時に協議して合意の上で一般管理費率を決めるこ

とになるが、経済産業省のマニュアルでいう特殊要因等がある場合はどう扱うの

か分からない。

④ 事業の内容変更に伴い変更契約をする場合、一般管理費率を変更するのか否か不

明である。

⑤ 実績の直接経費が変動した場合、精算処理において、契約時の一般管理費額と一
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般管理費率のどちらを使うのかが不明である。 

⑥ 一般管理費率を算定する際に、べースとなる決算書等の一般管理費から、認め難

い経費（例えば、交際費や事業に携わっていない非常勤役員の報酬）の混入を排

除する等調整すべきか等細かい点が不明である。 

⑦ 分母となる直接経費に外注費(再委託費)を含めるか不明である。(「環境省におけ

る委託業務経費の算出等に関する基本方針」では控除することになっている。) 

 

（３）受託者にとっての一般管理費率と上限基準 

一般管理費率が何％になるかは、受託者にとっては重要な問題である。なぜなら、固

定的な費用を賄えるか否か、営利企業であれば利益が出るか否かに直結するからである。

他方、そのために必要な率は、受託者の状況によって異なる。当該委託以外の事業等の

収益で固定費をすでに賄えていれば、低い率でも引き受けるであろうし、そうでなけれ

ば、当該委託で賄おうとするので高い率を望むことになる。入札者も多く競争原理が働

く状況で契約するのであれば、委託者に有利な条件で価額提示できる者が受注すること

になろうが、随意契約では競争原理が働かないため、上限となる一般管理費率を定める

意味はある。しかし、あまりに上限が厳しいと、特に民間企業は契約の受注を敬遠する

ことにもなる。また、受託者にとっては、一般管理費は直接経費が予定を超えた場合の

バッファとなる面もある。 

 

意見 ２ 上限となる一般管理費率について 

上限となる一般管理費率の利用のあり方について、「委託契約事務必携」で定めて、

事務の効率化を図ることが必要である。 

また、県として上限となる一般管理費率を統一すべきか否かは容易には判断できな

いが、統一しないとしても、担当部局や契約種別に応じた適用率表のようなものでも、

事務の公平性の観点から、定めることが望まれる。 

≪補足≫ 

一般管理費率は予定価格（予算）を算出する段階でも使用されるので、この段階では

受託者が決まっていないケースと、随意契約を予定していて受託者が実質決まっている

ケースがある。受託者が決まっていない場合、受託者の個別の事情を考慮することはで

きないので、上限基準の率で予定価格を見積もって、実際の契約段階で改めて契約で適

用する一般管理費率を受託者と協議することになるのであれば、予算算定目的で上限基

準を使用するという意味合いも認められる。 

予算の関係で、予定価格(総額)を超える変更は難しいが、直接経費と一般管理費の内

訳の変更は可能であり、その範囲で受託者の個別の事情を考慮 (例えば、受託者の見積

で使用されている一般管理率を採用) することは契約を円滑に締結することにもなる

と考える。これらも踏まえて、上限となる一般管理費率の利用のあり方を明確化してい
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ただきたい。 

大分県の委託事業には様々なものがあるので、適用する上限の一般管理費率を一律に

定められるかどうかは一概に言えることではないが、利用のあり方が明確になれば、そ

の目的の範囲内で定めて、「精算を伴う契約」で実際に適用される一般管理費率の算定

方法やその取扱いも含めて、可能な範囲で公表することが透明性の観点から望まれる。 

３ 県が関与する任意団体における予算の決議及び執行について 

（１）設立及び運営に関する指針 

 県の庁舎内に事務局を置く任意団体については、設立・運営の適正を期するため「県

が関与する任意団体の設立及び運営に関する指針」（県総務部行政企画課策定）が定め

られている。 

この指針の対象となる「任意団体」は次のとおり定義されている。 

 法令上の根拠を有しない県以外の団体であって、県の庁舎内に事務局を置くもの又

は当該団体の事務が主として県の庁舎内で行われているもの。 

ただし、県職員のみで構成する親睦会、勉強会等の団体を除く。 

（２）予算の決議及び執行上の問題点 

 指針の対象となる「任意団体」は、具体的には、企業会や協議会等であるが、予算の

決議及び執行に関する事務について、次のような問題点を確認した。 

予算の決議及び執行に関する指摘事項 

団体名 関連事業 団体ごとの指摘事項 

大分県医療ロボット・機

器産業協議会 

医療機器産業参入加

速化事業 

特になし 

大分県エネルギー産業

企業会 

エネルギー関連産業

成長促進事業 

・予算計上のない委託費の支出について 

・定時総会の開催日について 

・予算承認方法の見直しについて 

おおいた食品産業企業

会 

おおいた味力アップ

商品創出支援事業 

・負担金が余った場合の取扱いについて 

食品産業成長促進事

業 

・収支予算書の金額相違について 

・予算と決算の差異分析について 
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また、各任意団体における予算の決議機関や決議される時期は次のようになっている。 

 

予算の決議機関等 

団体名 事務局 予算 

決議機関

当初予算の決議 

（開催時期） 

補正予算の決議 

（開催時期） 

大分県医療ロボッ

ト・機器産業協議会

産業集積推進室 理事会 理事会（前年度末） 理事会 

(当年度末) 

大分県エネルギー

産業企業会 

工業振興課 総会 定時総会（毎事業年度

終了後２ヶ月以内） 

－ 

おおいた食品産業

企業会 

工業振興課 総会 定時総会（毎事業年度

終了後２ヶ月以内） 

－ 

 

意見 ３   予算の承認方法の見直しについて 

県が関与する任意団体のうち、事業年度開始後に開催される定時総会において予算

の決議を行っている団体については、事業年度開始前に予算の決議を行えるよう、団

体の規約を見直し、適正な予算執行を実施していただきたい。 

≪補足≫ 

 大分県医療ロボット・機器産業協議会は、設置規程の定めにより、年度末に開催され

る理事会において次年度の予算を決議し、年度終了後２ヶ月以内に開催される総会へ報

告している。 

それに対し、大分県エネルギー産業企業会及びおおいた食品産業企業会は、規約の定

めにより、事業年度開始後に開催される定時総会で予算を決議するため、予算の承認前

に新たな契約締結や支出が発生することになる。そのため、両企業会の事務局において

は、予算の執行という意識が希薄になっているのではないかと懸念される。「県が関与

する任意団体の設立及び運営に関する指針」においても、総会等において「事前の新年

度事業計画若しくは予算の承認」を行うよう求めている（第５ 任意団体の運営、２ 総

会等の開催）。 

県と同様に事業年度開始前に予算の決議を行えるよう、両企業会の規約を見直し、適

正な予算執行を実施していただきたい。見直し案としては、定時総会を年２回開催にす

る、または、理事会（役員会）を組織し、予算は理事会で決議し、総会に報告する形に

変更するなどの方法が考えられる。 
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（３）予算消化できない場合の取扱い 

大分県エネルギー産業企業会やおおいた食品産業企業会で、県が支出した負担金が使

い切れずに余剰金として残っている状況が確認された。 

意見 ４ 県負担金の変更（減額）について 

県が関与する任意団体のうち、実質的に県からの負担金で運営している団体におい

て、予算どおりに事業が実施されず、予算執行額が予算額を大幅に下回ると見込まれ

る場合は、補正予算の決議を行い、県からの負担金の変更（減額）をしていただきた

い。 

≪補足≫ 

大分県医療ロボット・機器産業協議会は、予算の執行状況によっては、年度末に開催

される理事会において補正予算を決議し、県側も負担金の変更（減額）をしている。そ

れに対し、大分県エネルギー産業企業会及びおおいた食品産業企業会は、予算の決議機

関が総会であり、補正予算の決議が容易でないこともあって、当該年度の県負担金の変

更（減額）は行っていない。 

両企業会については、まず、意見３で述べたとおり、事業年度開始前に予算の決議が

行えるよう、規約を変更していただきたい。これにより、補正予算の決議も容易になる。

その上で、予算執行額が予算額を大幅に下回ると見込まれる場合は、年度末までに補正

予算（減額）の決議を行うことで、県負担金を減額していただきたい。当初予算で既に

負担金を支払っている場合等には、減額補正後に当然返還が必要となる。 

なお、県負担金の減額までは必要ないと判断された場合においても、予算との差異分

析を実施し、今後の方針等を明確にした資料を作成した上で、翌年度の大分県負担金の

額を検討すべきである。 

 

 

４ 事務事業評価を実施していない事業の評価について 

 

（１）簡易的な事業評価 

平成 26 年度までは、対象事業の選定にあたり、前年度と同程度の事業本数とする選

定ルールがあったため、事務事業評価の事業本数が減らず職員の負担となっていたが、

プラン 2005 からプラン 2015 への移行に伴って、平成 27 年度に次のような見直しを行

った。 

① 前年度の事業本数と同程度とする選定ルールの見直し 

② 評価対象外事業（県の裁量が働かない事業等）の周知徹底 
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これに基づき、どの事業について事務事業評価を行うか、各部局においてプラン 2015

の「主な取り組み」ごとに漏れがないか確認し、本数の調整を行った結果、事務事業評

価を行う事業本数が大幅に減少した。 

その後、事務事業評価の実施を要しない事業の扱いがどうなったか懸念されたため、

本監査において、対象外とした理由を確認するとともに、事務事業評価の実施を要しな

い事業について、何等かの事業の評価を取りまとめた資料の存在を確認したところ、監

査期間中に、資料の提出があった事業と、特に取りまとめた資料はないとする事業に分

かれた。事務事業評価を実施していない事業の評価については、統一的な取扱いが行わ

れておらず、担当課に任されているようであった。 

なお、行政企画課の指示により対象外となる事業は、政策的経費ではなく経常的経費

から構成される事業とされている。政策的経費は、「新長期総合計画に掲げる新たな政

策の展開にあたり、県政推進指針に沿って創意工夫を凝らした新規事業及び政策検討が

必要な経費」であり、経常的経費は「人件費・扶助費等の義務的経費及び所属の運営等

に要する旅費・消耗品費等の経常・一般経費並びに政策予算に準じる経費」を意味する。 

対象外とした理由には、政策的経費ではなく経常的経費から構成される事業という理

由によるケースが多かったが、これだけで説明できないような対象外事業もあった。 

また、「政策予算に準じる経費」の範囲も曖昧である。 

意見 ５ 簡易的な事業の評価について 

 事務事業評価の実施を要しない事業について、対象外とした理由をみると、全て事

業評価を行う必要がないとも言い切れない。予算折衝を行う場合等に備えてそれなり

の評価資料を準備している部署もあるため、必要に応じて簡易な様式等により積極的

に事業評価を行うべきと思われた。 

なお、包括外部監査期間中に農林水産部畜産技術室より提出された資料が、コンパ

クトにまとめられており分かりやすいので、参考書式として紹介する。 

≪補足≫ 

農林水産部畜産技術室より、Ａ４用紙１枚にまとめられた形で事業の評価に関する資

料が提出された。事務事業評価の項目の一部を抜粋して、手許資料を基に作成したもの

と考えるが、コンパクトにまとめられており、作成の負担もかからないものと考える。 

 事務事業評価を実施していない全ての事業について、事業の評価を実施して、統一書

式に基づいて資料を作成していただきたいところであるが、義務化するには、現状では

問題があるということなので、必要に応じて使用するモデルとして紹介する。 
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草地畜産基盤整備事業の事業評価の様式（項目のみ記載） 

事業名：  

政策区分： 

施策区分：  

○現状・課題  

○目的 

○内容 

○事業の成果 

○今後の方向性 

（注）簡易様式のため、事業の成果として、必ずしもアウトカムによる成果指標を設定する必

要はないと考える。 

 

（２）ＰＤＣＡにおけるＣＡの重要性 

昨年度と今年度の２年間、包括外部監査の対象となった事業について、ＰＤＣＡの実

施状況を監査した。事務事業評価を実施している事業については、制度としてＰＤＣＡ

が取り入れられているが、それ以外の事業については、全く制度外に置き去りになって

いるようである。 

予算をＰＤＣＡのＰ（計画）と考えると、県の事業については、どちらかというと、

Ｃ（検証）、Ａ（改善）よりも、Ｐ（計画）、Ｄ（実施）に重点が置かれているようであ

る。上記の質問をした事業について、「事業の評価は独自の方法でやっている」「予算折

衝のときに資料を用意している」との回答もあったが、農林水産部畜産技術室から提出

されたような書類が出てこない事業もあったことから推測すると、事務事業評価を実施

していない事業について、実効性のあるＣ（検証）、Ａ（改善）が行われているかどう

かは疑問である。 

Ｃ（検証）、Ａ（改善）は、事業の評価、事業の総括の部分であり、Ｐ（計画）、Ｄ（実

施）とともに、ＰＤＣＡの重要な構成要素であると考える。 

意見 ６ 将来的に統一された事業評価制度の実施について 

将来的に、現在のＰＤＣＡの枠を超えて、ＰＤＣＡと予算・決算との連動、財務書

類・財務会計との連動を図り、ＩＴシステムによる事務負担軽減等の運用が可能とな

った場合には、全ての事業について、統一された制度の下で、事業の評価を実施して

いただきたい。 

≪補足≫ 

民間企業の場合、ＰＤＣＡ導入の目的は、売上や利益等の目標を達成し、事業活動を

改善することであり、最終的な目的は、企業を存続させることである。 

行政の場合、民間企業と違い、事業活動の改善と利益やキャッシュ・フローといった
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最終的な目標指標との直接的な結びつきがそれほど強い訳ではない。 

このような点を考慮すると、行政において実効性のあるＰＤＣＡを導入するのは、現

状、かなり難しい点が多く、将来的に事務技術が進歩した場合に期待するものである。 

また、事業の特性が様々あるので、一律に評価することに合理性があるとは必ずしも

考えないので、簡易な評価もあって構わないが、全体として一つの制度の下で運用する

ことが望まれる。 

 

 

５ 事務事業評価の取扱いについて 

 

（１）採用されている成果指標の種類等 

成果指標の考え方と指標の種類については、「第２ 監査の対象の概要」で述べたとこ

ろである。 

 

成果指標の種類 内  容 

直接的な効果指標 直接的なアウトカムや中間的なアウトカムを表す指標、ある

いはサービス成果指標に分類される指標 

総合的な効果指標 総合的なアウトカムや最終的なアウトカムを表す指標、ある

いは社会的成果指標に分類される指標 

 

 本監査において、大分県の事務事業評価で採用されている成果指標を見ると、所管部

により次の違いが見られた。商工労働部については、直接的な効果指標を採用している

場合が多い。農林水産部では「主要な施策の代表的な事業」については、総合的な効果

指標を採用しているが、その他の事業については基本的に直接的な効果指標を選定して

いる。企画振興部では、基本的に総合的な効果指標を採用している。 

プラン 2015 の施策の目標指標においても、農林水産部や企画振興部では、総合的な

効果指標を採用している。対して、商工労働部の場合は、施策を構成する事業のうち、

重要度の高い事業の成果指標（多くは直接的な効果指標）をプラン 2015 の目標指標と

している。 

所管部によらず長期総合計画の施策の目標指標と事業の成果指標をなるべく一致さ

せようとする意図が働いているため、このような指標の採り方になっている。この辺の

事情については、議会に対して最終的な目的・目標の達成状況を説明することが求めら

れるので、長期総合計画の施策との関連性をより重視しているようである。 

とは言え、長期総合計画の目標指標と事業の成果指標を完全に一致させると事業自体

の評価に困難が生じることも多いので、目標指標を構成要素に分解し、その中から関連

する要素を選択して事務事業評価の成果指標に設定したり、目標指標の数値を当該事業
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から得られる数値に限定して成果指標とする場合も見られた。 

 

（２）長期総合計画と事業の関係 

長期総合計画は、政策⇒施策⇒取組⇒具体的な取組事項へとブレイクダウンする構造

をとっているが、それに対してどのような事業の組み方をしているかをみると、様々な

組み方をしている。 

① 特定の施策の一つの取組の中に記載された一つないし複数の取組事項を一つの

事業としている場合 

② 特定の施策の一つの取組全体を一つの事業としている場合 

③ 特定の施策の異なる二つの取組の中に記載された取組事項を合わせて一つの事

業としている場合 

④ 二つの施策に含まれる異なる取組に記載された取組事項を合わせて一つの事業

としている場合 

⑤ 特定の施策の一つの取組の中に記載された一つの取組事項を分解して、それぞれ

事業としている場合 

⑥ 特定の施策の一つの取組の中に記載された二つの取組事項を分解して、それらを

組み合わせて事業としている場合 

⑦ 特定の施策全体を一つの事業としている場合 

 

主流は①の組み方であるが、その延長線上で事業として取り上げる取組事項が取組全

体に及ぶと②となる。その他の組み方をすると錯綜した事業となり、事業の目的が曖昧

になったり、適切な成果指標を見いだすのが難しくなったりする。 

 

意見 ７ 事務事業評価の公表について 

長期総合計画との関係において、事業の組み方や採用している成果指標の種類に規

則性がないため、見る側もどう理解してよいか分からず、事務事業評価を公表すると

無用な混乱を起こす可能性がある。 

このため、改めて事務事業評価を公表すべきか否か検討する必要がある。 

≪補足≫ 

九州８県のうち、事務事業評価を実施・公表しているのは、福岡県、大分県の２県で

ある。佐賀県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県の５県は、事務事業評価自体を廃止

しており、熊本県はもともと実施していなかった。福岡県、大分県以外の６県とも政策・

施策評価については実施・公表している。 
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（３）事務事業評価の公表を継続する場合 

過去の歴史もあり、現に動いている行政評価の仕組みを変更することは、困難を伴う

ことが予想されるので、事務事業評価の公表を継続することを前提として改善点を検討

してみる。 

 

意見 ８ 事務事業評価上の事業の組み方について 

原則として、事務事業評価上の事業の組み方を長期総合計画の特定の取組に含まれ

る一つないし複数の取組事項を一つの事業とする方法にできるだけ統一する必要があ

る。 

≪補足≫ 

適正な事業規模の観点から取組事項を複数組み合わせることは当然あるとは思うが、

複数の施策・取組に跨って組み合わせたりすることは、長期総合計画との関連性が複雑

化し、県民や議会への説明上好ましくない。 

事業を実施する上では、取引相手の同一性等を考慮した部内での担当割に応じて事業

を組む方が効率的とも思われる。その結果錯綜した組み方になる場合には、面倒ではあ

るが、事務事業評価上はこれを組み直して評価することも可能である。実際、大分県版

総合戦略アクションプランでは、事業の組み直しを行って国に報告している。 

 

成果指標については、直接的な効果指標が見いだせないため、総合的な効果指標（特

に社会統計的な指標）を採用することもやむを得ない場合があるとは考えるが、初めか

ら施策評価レベルの統計的な指標に限定するのは事務事業評価の趣旨を損ないかねず、

問題である。 

民間企業では、大きな目的と関連する成果指標との間に、直接的な影響（因果関係）

を立証できるような複数の活動・成果指標等を設定し、それらを含めて事業活動の評価

を試みる。仮に、当該中間的な複数の活動・成果指標等を設定したとしても、完全に、

影響（因果関係）を立証できる訳ではない。それでも、中間的な複数の活動・成果指標

等を設定した方が、より合理的な活動の評価ができると考える。 

 

意見 ９ 成果指標の種類の選定について 

長期総合計画の目標指標は施策レベルの指標であり、事務事業評価の成果指標は、

事業レベルの指標であるため、両者を同一の指標とすることに囚われる必要はないも

のと考える。 

施策は、様々な取組・事業で構成され、場合によっては、市町村や民間も含めた県

全体での取組も含まれているため、原則的には「総合的な効果指標」を採用し、事務

事業評価では、「直接的な効果指標」を原則採用するという方針が簡明である。 
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≪補足≫ 

「総合的な効果指標」はインパクトを与えたい最終的な目標を表す指標となっている

場合が多いので、長期的視野で見る施策レベルの指標に適している。他方、事務事業評

価の成果指標は、単年度評価を前提としているので、短期的に測定できる「直接的な効

果指標」が適している。 

例外を認めない訳ではないが、成果指標として直接的な効果指標を見いだすことが難

しい場合でも、総合的な効果指標よりも、むしろ活動指標となるアウトプット指標の方

が成果指標として適切な場合もある。実際、事務事業評価で使用されている活動指標の

中には、よく考えてみると、成果指標に近いものも散見された。 

 

意見 １０ 採用した成果指標の種類の表示について 

成果指標としてどのような性格の指標が使われているかを明示することは、事務事

業評価を正しく理解する上で重要な情報である。したがって、事務事業評価で採用し

た成果指標の種類が表示される様式に変更すべきである。 

また、施策評価との繋がりを重視するのであれば、直接的な効果指標と総合的な効

果指標の両方を表示することや、「事業の成果」の欄に総合的な効果指標を注記するこ

とも考えられる。 

≪補足≫ 

直接的な効果指標は、短期的な結果を示す指標であり、事業の活動内容との因果関係

も比較的説明可能であるが、総合的な効果指標は、長期的な指標であり、他の事業の影

響や外部要因も働くため、単純な因果関係の説明は困難な場合が多い。また、効果が及

ぶまでのタイムラグが大きかったりするので、事前に立てた目標が達成できるか否かは、

直接的なアウトカムに比べて不確実性が相当に高まる。 

他方、総合的な効果指標は、施策の目標指標との繋がりは説明しやすい。有益な議論

を進める前提として、このような二つの指標の性格の相違を表示する必要がある。 

なお、総合的な効果指標は目標設定に困難を伴う場合もあり、これを事業の点数評価

項目に加える必要性もないので、「事業の成果」の欄に総合的な効果指標を注記する選

択肢も残した。 

 

意見 １１ 事業の目的の記載方法について 

事業の目的は、「特定の行為をすることにより、求められる課題を解決する、あるい

は解決に結びつく取組を促進する」という書き方をされることが多いが、成果指標を

見いだしやすい書き方としては、逆に、「求められる課題を解決する、あるいは解決に

結びつく取組を促進するために、特定の行為をする」という書き方をした方が分かり

やすい。 
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≪補足≫ 

昨年度の包括外部監査で、「効果としての目的」と「行為としての目的」の２つが組

み合わさって事業の目的が記載されているという分析を行った。この場合の「効果とし

ての目的」はどちらかというと総合的な効果指標に結びつくような大きな目的である。

他方、「行為としての目的」は、直接的な効果指標に結びつくような目的である。単に

注意の引き方の問題かもしれないが、事務事業評価上は、後半に「行為としての目的」

を記載した方が、こちらを重視しているというニュアンスが伝わるように思われる。「効

果としての目的」が直接的な効果に近いような目的で記載されている場合はさほど問題

はないが、施策レベルの大きな目的で記載されている場合は、行為としての目的をキー

ワードとして成果指標を探すことになるので、意見に記載したような書き方が望ましい。 

本監査での具体例を示すと次のような例があった。 

 

◎指摘57-S 「県内食品加工企業が会員であるおおいた食品産業企業会の活動を支援し、

食品産業全体の底上げを図る。」 

⇒「食品産業全体の底上げを図るため、県内食品加工企業が会員であるおお

いた食品産業企業会の活動を支援する。」 

◎指摘 32-S 「レストラン・物販・観光情報を一体的に扱い『坐来大分』のフラッグシ

ョップ機能を活用し、おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅

力ある商品開発、農林水産物及び加工品の販路拡大並びに挑戦する人材の

育成を図る。」 

⇒「おおいたブランドの確立と大分の素材を生かした魅力ある商品開発、農

林水産物及び加工品の販路拡大並びに挑戦する人材の育成を図るため、レ

ストラン・物販・観光情報を一体的に扱う『坐来大分』のフラッグショッ

プ機能を活用する。」 

 

（４）事務事業評価の公表を中止する場合 

公表すること自体が目的化すると、事務事業評価を行う意義を見失う危険が生じてく

るが、他方で事務事業評価を簡単に放棄してしまうことも問題である。 

事務事業評価は予算サイクルの中で、最も機能しているように思われるからである。

実務では、事務事業評価を行った結果をベースにして事業の見直しを行った後、各部は

予算要求資料である「政策予算の概要」を作成して、次年度の予算折衝を行うような流

れになっていると思われる。その意味で予算サイクル上は重要な機能を果たしている。 

意見 １２ 事務事業評価の位置づけについて 

事務事業評価は、予算サイクル上の重要ツールと位置づけて、長期総合計画のＰＤ

ＣＡサイクルとは一旦は分離することを再検討すべきかと考える。 
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≪補足≫ 

本監査の中でも、予算との関係を理由にして、事業の取り方や記載内容を説明する場

合が見られた。また、プラン 2005 からプラン 2015 に移行するにあたり、事務負担軽減

の観点から事務事業評価の対象とする事業を絞り込んでいるが、基本的に政策的経費に

係る事業は残すが、経常的経費（義務的経費や固定的な経費）は事務事業評価を取りや

めている。これは、予算折衝上、事務事業評価が特に必要となるのは、政策的検討が必

要な政策予算であるためと思われる。 

 

意見 １３ 長期総合計画のＰＤＣＡと事務事業評価について 

長期総合計画のＰＤＣＡ(行政評価)を行う上では、施策を中心に見ることになるの

で、施策と事務事業評価の間に「取組の評価」等を組み入れて、事務事業評価との関

連性はそこで間接的に示すような評価方法が考えられる。 

事務事業評価の公表を中止する代わりに、取組を評価する仕組みを考え、これを公

表することも検討に値する。 

≪補足≫ 

長崎県では、評価対象事業は、「長崎県総合計画チャレンジ 2020」の施策を推進する

各事業群に位置づけられる事務事業としている。事業群は、大分県で言えば、施策の中

の取組に当たると思われる。そして事業群を構成する事業の数とそれら事業が翌年度の

方向性として「拡充」「改善」「統合」「縮小」「廃止」「終了」「現状維持」のいずれにな

ったかの内訳を数値的に記載している。そのうえで、主な評価対象事業については実施

状況と見直しの方向を文章で記載している。 

大分県においても、予算サイクルの中で事務事業評価を行い、その結果として翌年度

の方向性を数値的に公表して、事業の改廃、見直しを適切に行っていることを示し、主

要な事業については定性的記載も追加して文書で説明する方法に変更することは可能

と思われる。さらに総合的な効果指標を取組指標として設定し、関連事業群全体として

その成果を評価する方法を加えることもできる。なお、取組指標のうち重要なものが施

策の目標指標として採用されることを想定している。 

 

（５）公表の如何に関わらず必要な対応 

行政評価の要は､行政がどれだけ事業を行ったかではなく､最終的にどれだけ県民ニ

ーズを満たし､課題解決に貢献したかを定量的に明らかにすることである｡そして､その

行政活動の達成度を測る｢ものさし｣が成果指標(アウトカム指標) 等の指標である｡ 

とは言うものの、各自治体ともに行政評価の要となる成果指標等の設定に困難を感じ

ており、総務省の調査(2009年) ｢地方公共団体における行政評価の取組状況(平成20年

10月１日現在)｣によると、指標設定が難しいと考える理由としては、｢適切な指標が見

つからない｣を挙げる自治体が８割と最も多く､次いで｢指標設定の方法が分からない｣
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｢施策等の目的がはっきりしていない｣となっている｡ 

指標設定が難しい原因には次のようなものがある。 

 原因 具体的な内容・背景 

1 目的の達成度を正しく表現でき

ない指標がある 

・内部管理業務で成果が見えにくいものがある 

・客観性のある定性的な指標がない 

・タイムラグがあり､成果が正しく反映されない 

・外部要因の影響が大きい成果指標 

・活動結果・中間成果・最終成果のどの段階の指標 

が適切であるか分からない 

2 目標を設定できない指標がある ・目標値の設定根拠が不明確 

・定性的な指標で目標の表現が困難 

3 既存データがない又はデータ収

集が困難な指標がある 

・既存統計や業務等で得られるデータがない 

・指標を測定する方法がない 

・測定するためには手間や費用が掛かり過ぎる 

4 指標設定の方法が分からない ・指針やマニュアル等の整備が不十分 

・指標設定の方法が十分に理解されていない 

5 施策等の単位が不適切 ・施策等で目的や成果を考えたり､評価したりする 

単位として不適切 

6 検討するインセンティブが働き

にくい環境 

・検討を担当職員が一人又は少人数で行っている 

・関係職員が分散しているために一堂に会して検討 

する機会が少ない 

・多忙で検討する余裕がない 

・意義が浸透していない 

(出典)「なぜ成果指標等の設定は難しいのか？-行政評価等における指標設定に関する調査結果-」

㈶静岡総合研究機構主席研究員小泉圭之 

 

行政評価、事務事業評価は、このような困難性を抱えているので、これへの対応策を

十分に確立した上で実施する必要がある。 

 対応策 具体的な内容 

1 現場レベルに考え方を浸透

させる 

 

行政評価に関する一通りの研修だけではなく､指標の設定

に関する具体的かつ分かりやすい指針やマニュアルの作

成と､それに基づく行政評価担当課との個別の協議・指

導・助言の機会を設定する。 

2 ｢分解｣して考える 施策等の範囲やその対象者を絞って考えると､達成したい

状態を具体的にイメージしやすくなり､その結果､指標が

設定できるようになる｡ 
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3 事例集をヒントに 他の自治体等で既に採用している指標例を調べ､それらを

参考にして､代替指標を含め自分たちに有用な指標の手が

かりをつかむ｡ 

4 施策等の単位を適切に 目的が共通する事業は一つにまとめ､逆に複数の目的が混

在する施策は目的ごとに分解して､評価の単位を単一の目

的・手段に揃えると考えやすくなる。 

5 指標等を検討しやすい環境

づくり 

行政の仕事は必ずしも単一の目的であるとは限らず､複数

の目的で行われるものが多いので、できるだけ多くの職員

の議論を通して､何のためにこの事業を行うのか､そのた

めの評価指標として何が適当かを明らかにしていく過程

と環境づくりが重要である｡ 

(出典)「なぜ成果指標等の設定は難しいのか？-行政評価等における指標設定に関する調査結果-」

㈶静岡総合研究機構主席研究員小泉圭之 

 

意見 １４ 指標設定が困難な原因への対応について 

事務事業評価は、そのやり方を確立した上でないと有効に機能しない。事務事業評

価を公表しない場合でも、予算サイクル上は継続する必要があるので、特に指標設定

の面で、その仕組みを確立するための対応が十分できていないと判断される事項（特

に指針やマニュアルの整備）については、改善をお願いしたい。 

≪補足≫ 

何よりも事業担当課が自分たちの施策・事業の目的を明確に意識し､それをどのよう

に評価するか考えられるようになることが重要である。このためには、特に上表の対応

策１「現場レベルに考え方を浸透させる」に関して、｢指標などを設定するための指針

やマニュアル等｣を整備していただきたい。事務事業評価を継続して公表するのであれ

ば、急ぎ対応が必要であるが、公表を中止する場合は対応を確立した上で改めて公表す

べきか検討することになろう。いずれにしろ、公表するとなると上記の調査からも分か

るように事務負担が相当重くなる点は考慮すべきであろう。 

なお、事務事業評価は事業の継続・廃止等を判断することを最終的な目的としている

ので、長崎県の例を見ても分かるように行政評価を行っている以上は、簡便的あるいは

代替的な方法とは思われるが、各県とも非公開ベースで何らかの事業評価を行っている

と推測される。 
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６ 総合的な経営力強化について 

 

（１）経営計画の策定が前提となる支援事業 

 総合的な経営力強化に関係する事業として、「第３ 監査の結果」において次の３つの

事業をとり上げた。 

① 地域牽引企業創出事業 

② ものづくり産業地域連携推進事業 

③ 経営革新企業成長促進事業（中小企業新事業活動促進事業） 

 

いずれも経営計画書の提出・審査を経て支援するという点が共通する。起業・創業に

関係する「おおいたスタートアップ支援事業」でも、経営計画を提出・審査するサブ事

業「大分県起業家成長促進事業費補助金」があるが、対象が企業としての実態が曖昧な

創業時の経営計画であり、上記の３つとは意味合いが異なるので、別の区分（起業・創

業）で扱った。 

地域牽引企業創出事業では、雇用人数 30 人以上または付加価値額１億円以上の増加

を５年以内に達成する可能性の高い企業を支援企業に認定して地域牽引企業へと育成

している。目標が高いので、既に優れた経営基盤を有していることが前提となり、将来

的に株式公開企業となること等がイメージされている。また、一企業の補助金限度額は

３年間合計で 60 百万円と大型である。 

他方、経営革新企業成長促進事業は、経営革新(新商品開発・販路開拓等)に取り組む

中小企業者を支援して稼ぐ力を身に着けさせようというものである。「大分県経営革新

企業成長促進事業費補助金」の上限は通常 150 万円と小さく、創業後、落ち着いたとこ

ろで売上げの伸長などにより利益体質を高めようという意図の事業と思われる。 

これに対して、ものづくり産業地域連携推進事業は、地域を挙げた連携活動により、

中小企業の生産性の向上を図り、国内外の市場における製品競争力を強化するものであ

る。一企業の補助金限度額は 1,000 万円(県 500 万円、市町村 500 万円)となっている。

ものづくり産業（製造業）に限定されてはいるが、市場を県外や海外に求めるようなレ

ベルに達した企業の支援を意図していると思われる。結果的には、地域牽引企業創出事

業と経営革新企業成長促進事業で対象としている企業の中間に位置する企業が対象に

なると思われる。 

このように「経営計画書の提出・審査」を鍵に並べてみると、奇しくも３段階、「お

おいたスタートアップ支援事業」も含めれば、４段階で支援する形であったことが見え

てくる。 

ただし、ものづくり産業地域連携推進事業は国の事業であり、平成 28 年度の単年度

で終了している。このことから、大分県として意識して、３ないし４段階での支援の仕

組みを組み上げたものではない。 
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意見 １５  「ものづくり産業地域連携推進事業」の今後の展開について 

ものづくり産業地域連携推進事業の終了後、市町村の地域連携推進会議において支

援企業の状況を引き続きフォローすることになっているので、そのフォロー結果を評

価し、地域連携の枠組みによる生産性向上や販路拡大の取組が効果的であると認めら

れれば、財源の問題はあるが、県として本格的に事業化することも検討すべきと思わ

れる。 

≪補足≫ 

地域牽引企業創出事業との関係においても、一段階手前の発展段階にある企業の支援

は重要である。地域牽引企業を創出するのと同時に次の候補企業も育成しないと今後支

援対象となる企業がなくなるのではないかという懸念がある。 

 実際、平成 28 年度の当初予算も使い切れておらず、また、平成 29 年度は地域牽引企

業創出事業の支援企業として認定された企業数は１社のみとなっている。応募企業はか

なりあるものの認定に至るのは結構難しいことから見ると、応募企業の中に実際候補企

業と言えるようなレベルの企業は少ないのかも知れない。 

 

（２）重層的・段階的な中小企業支援 

大分県として意識して、農業法人等も含め広く一般に、重層的・段階的な中小企業支

援の仕組みを組み立てることは重要である。 

意見 １６ 重層的・段階的な中小企業支援の仕組みについて 

起業・創業時の支援から含めれば、平成 28 年度の事業構成のように、経営計画書の

提出・審査を経る総合的な支援を４段階に分けて組み立てることは合理性があると思

われる。総合的な支援は、基本的に４段階構成とし、これに製造業、農業、観光等の

産業分野特有の支援や金融支援を必要に応じて重層的に組み合わせていくことを意識

して、大きな基本方針とすることが望まれる。 

≪補足≫ 

経営計画の策定を前提として、ステップアップを目指す有望な企業を継続的に支援す

る仕組みを整備することが望まれる。また、このように支援段階を区分整理して、企業

が不必要に何度も経営計画や決算書を提出しなくても済むように一元管理できれば、

県・企業双方の事務負担を軽減できるかも知れない。 

以下は、例えばの話であるが
．．．．．．．．．

、企業の重層的・段階的育成を意識すると見えてくるも

のもあろう。 

地域牽引企業創出事業、ものづくり産業地域連携推進事業は、販路開拓や人材育成、

競争力強化の支援、知的財産取得等多角的な支援を含んでいるが、比較的に製造業を指

向しているため、生産設備の補助にウェイトがある。生産設備の補助等は、国のメニュ

ー等にも影響されるので、計画認定を前提とした別メニュー群として組み、４段階の経
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営計画書の提出・審査に基づく基本的支援は恒常的なものとして制度化することも考え

られる。 

金融支援については多くのメニューがあるが、改めて企業の段階ごとのニーズに応え

るメニューに再編成して、漠然と広く構えたメニューを減らすことが考えられる。また、

現在の低金利時代では、金利面で優遇するよりも、民間金融機関から融資を受けにくい

案件、例えば信用度の低い起業・創業時の融資や事業承継（Ｍ＆Ａを含む）等に力を入

れた方がよいかも知れない。 

 

（３）中間的支援段階 

企業の支援段階を区分して名称をつけるとすれば、第一段階の「起業・創業(スター

トアップ)企業支援」と最後の段階の「リーディング企業育成支援」は対象となる企業

のイメージが湧きやすい。中間段階は見方を変えれば色々な名称があり得るところなの

で、ネーミングが難しい。平成 28 年度の事業構成をベースにすると「基礎体力育成支

援」「イノベーション力強化支援」というのはどうであろうか。 

「基礎体力育成支援」では、経営の基礎知識を身に着けながら、販売先の拡大や適正

なレベルまでのコストダウンによる収益力強化を目指すイメージである。また、事業の

安定に最低限必要な人材を揃えることになる。 

「イノベーション力強化支援」では、経営革新、技術革新を行なう力を養って県下の

企業の中で、それなりの地位を築き、次の段階として、リーディング企業へ仲間入りす

る準備をするイメージである。 

 

意見 １７ 地域の他企業との連携について 

イノベーション力は単独の企業で考えるよりも、複数の同業者や様々な異業種との

知識や知恵の交換と協力から生み出される可能性が高く、それ自体が知的財産となる。

イノベーション力を強化することは、「地域牽引企業創出事業」の俎上に載るような企

業を育成する一つの方法と位置付けることもできよう。 

したがって、「イノベーション力強化支援」の段階での鍵は、企業間連携や地域連

携であり、その中で鍛えられた企業が自ずと県内企業の中でそれなりの地位を占める

ようになると思われる。基礎体力をつけた上でのことになるが、その意味で外に出て

いくこと(地域の他企業との連携等)に積極的な企業を支援する方向で取組や事業を組

み立てていただきたい。 

≪補足≫ 

「地域牽引企業創出事業」における支援企業の認定は、大型の補助事業ということも

あり、かなり厳しい。そこで、「地域牽引企業創出事業」の支援企業として認定されな

かった企業を救う機能として、「イノベーション力強化支援」型の事業を準備して、意

欲を持続させる効果を期待したい思いもある。  
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７ 審査における利害関係の確認について 

 

（１）大分県及び産業創造機構における状況 

 大分県及び産業創造機構では次頁の表のとおり、各部署において様々な審査を行うこ

とになっている。 

しかしながら、審査員の独立性（利害関係の有無）の確認については、口頭で確認す

るのみで文書による確認及びその書面の保存もしていない。したがって、確認している

内容についてもはっきりせず、各部署でバラバラなものとなっている可能性が高い。 

 

意見 １８ 審査員の独立性(利害関係の有無)の確認について 

書面で確認していないため、仮に問題が起きた際には大分県が審査員の任命責任を

問われかねない。口頭では検証の方法もないので、第三者に確認を怠ったと判断され

ても反証不能である。 

このため、少なくとも手続き上問題がなかったことを担保するため、確認すべき内

容を統一した上で、利害関係に該当していない旨を書面等で確認しておくべきである。

≪補足≫ 

特に審査員自身の利害が生じ得ると考えられる審査については、共通した一定のルー

ルに基づいて利害関係を確認できるように、大分県で考える利害関係の内容がどのよう

なものかを定義する必要がある。 

 

（２） 一般的な確認事項 

一般的に利害関係としては以下の事項等が考えられる。 

① 委員及びその配偶者が応募会社の代表者と親族関係にないか 

② 委員及びその配偶者または委員の所属する機関(以下委員等)が応募会社に出資

していないか 

③ 委員等は応募会社(応募会社の親会社、子会社も含む)と使用人関係にないか 

④ 委員等は応募会社の債権者・債務者に該当しないか 

⑤ 委員等は応募会社から継続的な報酬を受けていないか 

⑥ 委員等は応募会社から無償又は通常の取引価格より低い対価による事務所又は

資金の提供その他の特別の経済上の利益を受けていないか 

 

また、審査員という職務の性質上、多くの秘密情報を得ることになるが、その秘密に

ついて漏らさないように、利害関係の有無を確認するのと同時に守秘義務についての誓

約書についても入手する必要がある。なお、公務員については地方公務員法第 34条（秘

密を守る義務）があることからこの限りではない。 
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審査における利害関係の確認状況 

所
属 

事業名 審査会 
確認

方法

備考 

（確認内容等） 

経
営
創
造
・
金
融
課 

大分発ニュービ

ジネス・発掘・

育成事業 

ベンチャー目利き委

員会（ビジネスグラン

プリ） 

口
頭 

産業創造機構で実施 

・親族が応募者にいないこと 

・委員又は委員の所属する機関が 

応募者に対して出資を行っていないこと 

クリエイティブ

産業創出事業 

クリエイティブ・プラ

ットフォーム構築事

業委託業務に係る提

案競技審査委員会 

口
頭 

・委員が当該委託業務に係る提案に関与し

ている等利害関係がないこと 

経営革新企業成

長促進事業 

経営革新企業成長促

進事業費補助金事業

計画審査会 

口
頭 

28 年度審査会において、審査を辞退した事

例（１社）あり 

おおいたスター

トアップ支援事

業（起業家成長

促進事業） 

起業家成長促進事業

審査委員会 未
確
認 

産業創造機構で実施し、申請者との直接の

利害関係はないものと考えられるため確認

は行っていない。 

大分県地域牽引

企業創出事業 

認定審査会 

口
頭 

審査対象の中に顧問先や投資先等利害関係

がある場合は、審査を辞退するよう文書で

依頼。また、委員に口頭で確認。（過去に利

害関係先の審査について辞退した例あり。）

大分県地域牽引

企業創出事業 

大分県地域牽引企業

創出事業経営支援委

託業務に係る提案競

技審査委員会 

口
頭 

・親族が応募者にいないこと 

・委員又は委員の所属する機関が応募者に

対して出資を行っていないこと等 

新事業活動促進

事業 

経営革新計画検討会 

未
確
認 

大分県としては有識者３名を招聘した経営

革新計画「検討会」を実施しているが、こ

れは承認の可否を最終的に決定する性質の

ものではなく、専門的な視点から助言や支

援を行ってもらうものであるため、利害関

係の確認は行っていない。 
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所
属 

事業名 審査会 
確認

方法

備考 

（確認内容等） 

工
業
振
興
課 

おおいた味力ア

ップ商品創出支

援事業 

おおいた味力アップ

商品創出支援事業支

援対象商品審査会 

未
確
認 

おおいた食品産業企業会で実施 

技術指導・試験

事業 

入居評価委員会 

口
頭 

大分県産業科学技術センターで実施 

 

大分県エネルギ

ー産業育成分野

別ワーキンググ

ループ活動事業 

大分県エネルギー産

業育成分野別ワーキ

ンググループ活動事

業選定審査会 

口
頭 

大分県エネルギー産業企業会で実施 

・親族が応募者にいないこと 

・委員又は委員の所属する機関が応募者に

対して出資を行っていないこと 

大分県エネルギ

ー産業育成トラ

イアル研究開発

事業 

大分県エネルギー産

業育成分野別ワーキ

ンググループ活動事

業選定審査会 

口
頭 

大分県エネルギー産業企業会で実施 

・親族が応募者にいないこと 

・委員又は委員の所属する機関が応募者に

対して出資を行っていないこと 

循環型環境産業

創出事業 

大分県循環型環境産

業創出事業 事業選定

審査委員会 

口
頭 

・親族が応募者にいないこと 

・委員又は委員の所属する機関が応募者に

対して出資を行っていないこと 

地域資源活用商

品創出支援事業 

(産業創造機構

で実施) 

 

地域資源活用商品創

出支援事業審査委員

会 

口
頭 

審査等取扱要領第７条１項の規定により、

以下について確認 

・申請者が、委員の血族、姻族及び配偶者

でないこと 

・委員又は委員の所属する機関が、共同研

究体及び連携体等でないこと 

・委員又は委員の所属する機関が、申請者

に対して出資を行っていないこと 

ものづくり企業

技術チャレンジ

支援事業 

大分県航空機産業参

入支援事業費補助金

審査会 

口
頭 

・親族が応募者にいない旨 

・委員又は委員の所属する機関が応募者に

対して出資を行っていないこと 

ものづくり産業

地域連携推進事

業 

ものづくり産業地域

連携推進事業審査会 口
頭 

審査会の事務局説明時に以下について確認 

・応募者と利害関係がないこと 
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所
属 

事業名 審査会 
確認 

方法 

備考 

（確認内容等） 

商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
振
興
課 

サービス産業

生産性向上支

援事業 

大分県サービス産業

生産性向上促進事業

審査会 

口
頭 

・応募者に対して出資を行っていないなど 

サービス産業

生産性向上支

援事業 

サービス産業生産性

向上人材育成事業受

託事業社選定審査会 

口
頭 

・応募者に対して出資を行っていないなど 

産
業
集
積
推
進
室 

医療機器産業

参入加速化事

業 

医療関連機器研究開

発補助事業審査委員

会 
口
頭 

大分県医療ロボット・機器産業協議会にて

実施 

・申請者と直接の利害関係者でないこと 

８ 監査後記

指摘や意見といったものではないが、監査を終えて今後の施策・取組の方向等に係わ

って、幾つか雑感として述べさせていただく。 

（１）事業承継支援 

2025 年の日本は、団塊の世代が 75 歳を超えて後期高齢者となり、国民の３人に

１人が 65 歳以上、５人に１人が 75 歳以上という、人類が経験したことのない『超・

超高齢社会』を迎えると言われている。経営者も歳をとると、次第に現役を引退し

ていくことになる。中小企業・小規模事業者数はこの 15 年で約 100 万者減少し、経営

者の高齢化も進展し、現在、中小企業経営者の年齢のピークは 65 歳を超え、団塊の世

代が 75 歳を迎えるまでに、中小企業の後継者問題が急速に顕在化していくことが

予想される。これを放置すれば廃業による技術・ノウハウの喪失や経営の不安定化に

つながる 

農業分野では既に後継者不足が解決すべき大きな課題となり、積極的な言い方を

すれば「担い手の確保・育成」を図ることが求められている。 

 中小企業・小規模事業者は、地域の経済や雇用を担う重要な存在であることから、国

は事業承継税制をより使い勝手の良いものにするとともに、円滑な世代交代が行われ、
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後継者による事業活動の活性化を図るため、平成 29 年度から事業承継ネットワーク構

築事業を開始している。大分県商工会連合会がこの事業における大分県の地域事務局と

なっているようである。 

景気の現況は上向いている反面、少子高齢化もあり、人手不足が深刻となっているこ

とから、特に人手不足を理由に廃業に向かう中小企業が多くなるのではないかと懸念さ

れる。このような問題は、大分県商工会連合会に解決を求められるものではない。事業

承継の手段についてもＭ＆Ａを含め様々ある。親子で承継するには、それぞれの意識の

相違も壁となっている。経営者にしてみれば、道が見えなければ黒字のうちに廃業を選

択するのも合理的な選択ではあるが、経済全体としては損失となる。 

 こういった問題も含めて事業承継問題全体として、どのような対策の枠組みがあるの

か大分県全体の問題として早期に考えて行く必要がある。 

 

（２）観光地域磨きとクリエイティブ産業 

ツーリズム戦略で使われる「地域磨き」「素材磨き」という言葉と大分県としてこれ

から力を入れて行こうとしている施策で使われている「クリエイティブ産業」という言

葉は、一応、用語集に県の回答として意味を記載しているが、よく考えると、イメージ

が先行して内容が不明な言葉である。 

「観光地域磨き」は観光地域づくりと同義のように思えるが、磨き
．．

という言葉にどの

ような意味を込め、実質的にどのような事を行うのが「地域磨き」なのかよく分からな

かった。本監査で取り上げた事業で言えば、観光地域磨き推進事業で「地域磨き」とい

う言葉が使われているが、平成 28 年度と 29 年度では、事業の活動内容が大きく変わっ

ており、特に平成 28 年度でもっとも力を入れ、成果指標にも関連していた販売サイト

を活用して県内地域企画旅行商品の販売を促進する活動は取り止めになっている。 

監査人からすると、「六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業」のような事業をイメー

ジして「自然・歴史・文化等に係わる地域資源を活用して観光地域づくりを行うこと」

と定義した方が分かりやすいが、担当課は「六郷満山開山 1300 年記念観光推進事業」

は国内誘客事業の別メニューと捉えているようであった。個人的には、六郷満山は日本

らしい資源として、上手く紹介すれば、むしろ海外客の方が喜ぶのではと思う次第であ

る。 

「クリエイティブ産業」も何かクリエイティブ産業という業種群を意味するわけでは

なく、クリエーターを活用して企業が生産する商品や提供するサービスの付加価値を高

めるという行為を意味しているようである。なお、平成 29 年度からは「クリエイティ

ブ産業創出拠点整備事業」で大分県立芸術文化短期大学に産学官連携共同研究棟（芸術

デザイン棟）を整備しているようであるが、今のところは、人材交流事業や人材育成事

業として展開している段階であり、監査人には、その先どのようになるかは現時点では

見通せないし、イメージもできない。 
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「地域磨き」「素材磨き」や「クリエイティブ産業」といった新しい言葉を政策・施

策の中で使う場合は、何を目指しているのか、担当者自身も深く理解しておく必要があ

るが、県の職員は短期間で担当者が交代するので次第に混乱する危険もある。初期段階

で県民への啓発事業を行って、副次効果として県職員が交代しても混乱しないような基

礎を作っておく必要がある。 

 

（３）第４次産業革命 

1990 年頃からパソコン、2000 年頃からインターネット化を皮切りに、ＩＣＴが

庶民のものとなり、草の根の市民活動が進化したソーシャルネットワーク（ＳＮ

Ｓ）の登場と我々の生活は急速に変化している。コミュニケーションの世界も身

近でいえば、若者がスマホで、Facebook や twitter や LINE などのＳＮＳを使い

分け、高速に映像を含めた情報のやり取りをするのが当たり前となっている。そ

こでこれらを含む大きな潮流を第４次産業革命と捉えるようになっている。 

日本経済再生本部はこれまでの日本再興戦略から名称を大きく変えて、平成 29

年６月に「未来投資戦略 2017」を策定した。目次を見ただけでも、ＩＣＴやＡＩ、ロ

ボット、ドローンといった言葉のオンパレードである。これらの技術を使って、一人一

人のニーズに合わせて少子高齢化などの社会課題が解決された Society 5.0 なるもの

を実現しようとしているらしい。 

大分県でも、「第４次産業革命」への迅速な対応こそが、社会課題に対応した「潜在

需要の掘り起こし」や、人口減少社会における労働力不足を克服する「生産性革命」等

を実現するチャンスと捉え、産業活力の創造に向け、大分県版第４次産業革命「OITA4.0」

への挑戦を進め、大分県ならではの新たなビジネスの創出を目指すとしている。現在の

ところは「ＩｏＴプロジェクトの創出」及び「ドローン産業の創出」を中心に事業を組

み立て推進している。 

まずは、国の戦略をよく理解しなければならないが、「日本再興戦略」改定 2015 あ

たりからの流れではあったが、日本再興はここで区切りを打って、一方で地方創生戦

略を推進しつつ、「未来投資戦略 2017」により新しい未来社会を第４次産業革命を背景

に構築しようということであろう。 

第４次産業革命というと、革新的な技術に目を奪われがちであるが、つたない経験か

ら言えば、技術を適用する社会ニーズ・生活ニーズの発見がより重要である。それには

柔軟な発想が必要であり、60 歳を超えた監査人にはついて行くのも厳しいが、若い県

の職員には、明るい未来を信じて大分県のために Society 5.0、OITA4.0 へ挑戦してい

ただきたい。  

 

 

以上 
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巻 末 資 料 

 

   資料番号 

Ａ 「第２ 監査の対象の概要」関係資料 

１ 規模別企業等数及び従業者数－全国、九州、各県                   Ａ－１ 

２ まち・ひと・しごと創生法案の概要                               Ａ－２ 

３ 大分県中小企業活性化条例の概要(平成 29年 12 月 22 日改正)        Ａ－３ 

４ おんせん県おおいた観光振興条例の概要                           Ａ－４ 

５ 平成 29 年度行政評価方法（概要）                                 Ａ－５ 

 

Ｂ 事業内容の補足説明資料 
１ 地域牽引企業創出事業スキーム                                   Ｂ－１ 

２ おおいた地域資源活性化基金事業                                Ｂ－２ 

３ 大分県６次産業化サポート体制整備事業（農林水産省補助事業）      Ｂ－３ 

４ 農地中間管理機構制度の概要                                     Ｂ－４ 

５  中小企業金融対策費：制度資金一覧表                             Ｂ－５ 

 
Ｃ 指標関係資料 

１ 大分県版総合戦略の基本目標・施策 KPI 達成状況                   Ｃ－１ 

２ 大分県版総合戦略のアクションプラン(抜粋)                       Ｃ－２ 

３ 大分県農林水産業振興計画の主要指標                             Ｃ－３ 

 

Ｄ 用語集                                                        Ｄ－１ 
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１
．
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中
小
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昭
和
3
8
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に

　
　
　
　
中
小
企
業
又
は
小
規
模
企
業
と
し
て
扱
わ
れ
る
企
業
の
数
が
反
映
さ
れ
て
い
な
い
。

構
成
比

％

全
国

九
州

各
県

総
数

大
企
業

規
模

別
企

業
等

数
及

び
従

業
者

数
－

全
国

、
九

州
、

各
県

(
平
成
2
6
年
経
済
セ
ン
サ
ス
‐
基
礎
調
査
 
参
考
表
５
よ
り
加
工
)

中
小
企
業

う
ち
小
規
模
企
業

構
成
比

％
構
成
比

％
構
成
比

％
構
成
比

％
構
成
比

％
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赤字は

基本方針・具体的施策（第１２条～第１８条）

大分県中小企業活性化条例の概要（平成29年12月22日改正）

中小企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、中小企業の活性化を図り、もって県経済の持続的発展及
び県民生活の向上に寄与する。

目的【第１条】

基本理念【第３条】

中小企業の自主的な努力と創
意工夫を尊重し推進

本県が有する自然、人材、技
術等を総合的に活用し推進

県、支援団体等が中小企業と
相互に連携し推進

小規模企業の持続的な発展の
ため経営規模を勘案して推進

中小企業や関係者の意見 おおいた産業活力創造戦略

責務と役割【第４条～第１１条】

・事業活動の維持改善及び人材育成
・地域社会への貢献

中小企業の自助努力

・県等と連携し、中小企業振興施策を実施

市町村の役割

・円滑な資金調達及び経営改善に協力

金融機関等の役割

大企業の役割 大学等の役割

・関係者と連携し、施策を積極的に実施
・情報収集及び提供

県の責務

・情報提供・経営改善及び創業の支援
・小規模企業に寄り添った伴走型の支援

中小企業支援団体の責務

・中小企業振興への理解、地域商店や県内製品の活用

◆中小企業の自助努力とともに、県と関係者が連携して頑張る中小企業を支援

意見の聴取 計画の策定

県民の理解と協力

・事業機会の拡大及び技術力向上等に協力 ・中小企業が行う研究及び人材育成等に協力

経営の拡大と
新分野への進出

創業の
促進

人材の確保・育成と
働き方改革の推進

中小企業の活用による
地域内の経済循環

小規模企業の事業
の持続的な発展

経営基盤
の安定

職員の資質・意欲向上 商工会、商工会議所、中央会の連携強化、人事交流の検討、支援に必要な知識やスキルの習得

適正な職員配置 伴走型の支援に対応する経営指導体制の充実、販路開拓、地域振興業務等に対応する人員配置

 販路開拓 新商品     開発 潜在的なニーズの掘り起こし・商品・製品・品質のブラッシュアップ、域内生産体制の充実・強化 等

 人材確保・育成 小規模企業での働き方改革等の取組の推進、柔軟な人材活用の推進 等

 事業承継 事業承継ネットワークの活用推進、後継者人材バンクの充実、事業承継補助金（国）の活用促進 等

 経営マネジメント 商工団体の経営発達支援計画の策定及び・実施推進、ＩＴを活用した業務ＰＲや受発注の促進 等

 商工団体の支援体制強化

◆小規模事業者の課題に対応する支援について
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【
予

算
額

　
2
8
当

初
1
5
4
億

円
／

2
9
概

算
要

望
3
4
4
億

円
】

※
１

※
２

農
地

中
間

管
理

機
構

制
度

の
概

要

国
国

政
策

目
標

（
平

成
２

５
年

６
月

１
４

日
閣

議
決

定
）

　
今

後
１

０
年

間
で

全
農

地
面

積
の

８
割

が
担

い
手

に
よ

っ
て

利
用

さ
れ

、
産

業
界

の
努

力
を

反
映

し
て

担
い

手
の

コ
メ

の
生

産
コ

ス
ト
を

現
状

全
国

平
均

比
４

割
削

減
し

、
法

人
経

営
体

数
を

５
万

法
人

と
す

る
。

全
国

農
地

保
有

合
理

化
協

会

①
　

離
農

す
る

農
家

、
農

業
を

営
ま

な
い

農
地

の
相

続
人

、
不

在
地

主
等

か
ら

機
　

構
が

農
地

を
借

り
受

け
て

、
担

い
手

（
認

定
農

業
者

、
基

本
構

想
水

準
到

達
者

、
　

集
落

営
農

経
営

、
認

定
新

規
就

農
者

）
に

転
貸

す
る

。
②

　
機

構
が

地
域

内
の

農
地

を
一

元
的

に
借

り
受

け
る

こ
と

で
、

分
散

、
錯

綜
し

た
　

農
地

利
用

を
整

理
、

集
約

し
て

ま
と

ま
り

の
あ

る
形

で
担

い
手

に
転

貸
す

る
。

③
　

必
要

な
場

合
に

は
、

簡
易

整
備

等
の

利
用

条
件

整
備

を
行

う
。

④
　

借
り

受
け

た
農

地
を

受
け

手
に

引
き

渡
す

ま
で

の
間

は
、

機
構

が
当

該
農

地
　

を
管

理
す

る
。

⑤
業

務
の

一
部

を
市

町
村

等
に

委
託

し
、

地
域

一
体

と
な

っ
て

事
業

推
進

す
る

。

県

出
し

手
（
離

農
者

、
不

在
地

主
、

相
続

人
等

）

受
け

手
（
認

定
農

業
者

、
法

人
経

営
、

集
落

営
農

等
）

市
町

農
協

、
市

町
農

業
公

社
等

農
業

委
員

会

○
農

地
借

入
賃

料
○

農
地

管
理

料
（
委

託
料

含
む

）
○

利
用

条
件

整
備

費
○

事
業

推
進

費
○

機
構

集
積

奨
励

金

　
地

域
ぐ

る
み

の
機

構
の

活
用

、
機

構
へ

の
農

地
の

出
し

手
へ

の
支

援
○

地
域

集
積

協
力

金
 1

.5
、

2
.1

、
2
.7

万
円

/
1
0
a

　
 (

貸
付

割
合

に
よ

る
)

○
経

営
転

換
協

力
金

 3
万

円
/
1
0
ａ

○
耕

作
者

集
積

協
力

金
 0

.5
万

円
/
1
0
a

※
市

町
を

通
じ

て
交

付
　

執
行

上
限

額
：
新

規
集

積
農

地
面

積
×

5
万

円
／

1
0
ａ

※
規

模
拡

大
加

算
交

付
金

（
受

け
手

支
援

）
は

廃
止

農
地

中
間

管
理

機
構

農 地

農 地

機
構

の
整

備
・活

用

一
部

業
務

委
託

基
金

委
託

料
委

託
料

機
構

集
積

協
力

金

賃 借 料

賃 貸 料

補
助

金

補
助

金
※

２

補
助

金
※

１ ※
２

簡
易

整
備

等
に

係
る

資
金

の
無

利
子

借
入

、
返

済
（
県

の
損

失

保
証

）

機
構

集
積

協
力

金
協

力

－
 
中
間
管
理
 
1
－
(
1
)
 
－
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中小企業金融対策費：制度資金一覧表 

資 金 名 融資対象者等 
融資限度額 

（万円） 

融資 

期間 

融資利率 

(年率) 

保証料率 

(年率) 

①中小企業振興

資金 
限定なし 

設備  5,000 

運転  2,500 

設備 

10 年 

運転 

10 年 

 1 年以内 

 1.9％ 

 5 年以内 

 2.2％ 

 7 年以内 

 2.4％ 

10 年以内 

2.6％ 

1.15％ 

以内 

②中小企業活性

化資金 

売上が減少し

ている企業等 

設備・運転 

 8,000 

設備 

10 年 

運転 

10 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

0.75％ 

以内 

③中小企業経営

改善資金 

再建を図ろう

とする企業等 

運転 5,000 
運転 

10 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

0.75％ 

以内 

④中小企業金融

円滑化借換資金 

金融円滑化法

により返済猶

予を受けた企

業が借換を行

うことで経営

改善を図る者 

運転 16,000 
運転 

15 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

15 年以内 

2.4％ 

0.75％ 

以内 

⑤事業引継円滑

化資金 

経済的又は社

会的に有用な

事業や雇用を

承継する者 

設備 20,000 

運転  8,000 

設備 

15 年 

運転 

10 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

15 年以内 

2.4％ 

0.75％ 

以内 

⑥創造的企業育

成支援資金 
経営革新計画

による事業等 

設備・運転 

 8,000

※ 

設備 

10 年 

運転 

10 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

0.20％ 

Ｂ－５
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資 金 名 融資対象者等 
融資限度額 

（万円） 

融資 

期間 

融資利率 

(年率) 

保証料率 

(年率) 

⑦チャ

レンジ 

中小企

業応援

資金 

新事業

展開融

資 

公的機関と連

携して新分野

進出等を図ろ

うとする企業 

設備・運転 

 5,000 

設備 

10 年 

運転 

10 年  7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

0.35％ 
ベンチ

ャーサ

ポート

融資 

各制度の審査

通過や認定、採

択を受け事業

化を行う者 

経営力

強化融

資 

認定経営革新

等支援機関の

支援を受け、経

営力の強化を

図る者 

設備 

 7 年 

運転 

 5 年 

借換 10

年 

0.15％ 

⑧おんせん県魅

力ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ資金 

交流人口の増

加への対応等

を行う観光関

連の企業等 

設備・運転 

 8,000 

設備 

15 年 

運転 

 7 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

15 年以内 

2.4％ 

0.25% 

⑨金融機関提案

資金 

各指定金融機

関の定める要

件に該当する

者 

指定金融機関

所定 

指定金

融機関

所定 

指定金融

機関所定 

保証協会

所定 

⑩創業

支援資

金 

新事業

創出融

資 

事業を開始す

る具体的計画

を有する者(自

己資金必要) 

設備・運転 

 1,500 

設備 

10 年 

運転 

10 年 

 7 年以内 

1.8％ 

10 年以内 

2.0％ 

0.70％ 
創業等

支援融

資 

事業を開始す

る具体的計画

を有する者 設備・運転 

1,000 再挑戦

支援融

資 

事業を廃止し

て5年経過して

いない者 

- 2 -



資 金 名 融資対象者等 
融資限度額 

（万円） 

融資 

期間 

融資利率 

(年率) 

保証料率 

(年率) 

⑪小口

零細企

業資金 

普通貸

付 

従業員 20人以

下の小規模企

業者等 

設備・運転 

1,250 

設備 

10 年 

運転 

10 年 

 1 年以内 

1.5％ 

 5 年以内 

1.8％ 

 7 年以内 

2.3％ 

10 年以内 

2.5％ 

0.85％ 

以内 

個人向

け無担

保 

 無保

証人貸

付 

普通貸付の対

象者で納税要

件等を満たし

た者 

0.70％ 

⑫やさしさライフビ

ジネス支援資金

（地域産業振興

資金） 

女性・高齢者・

NPO 等による事

業 

設備・運転 

 500 

つなぎ融資 

 1,000 

設備 

7 年 

運転 

5 年 

信用組合

短期プライ

ムレート 

－ 

⑬地域産業振興

資金 

地域産業の育

成及び特定施

策の推進を図

る者 

設備・運転 

3,500 

設備 

10 年 

運転 

 7 年 

10 年以内 

2.1％ 

0.85％ 

以内 

耐震化

促進融

資 

改正耐震改修

促進法により、

耐震診断が義

務付けられた

者等 

設備・運転 

 28,000 

設備 

20 年 

運転 

20 年 

 5 年以内 

1.0％ 

10 年以内 

1.2％ 

15 年以内 

1.6％ 

20 年以内 

2.2％ 

0.25％ 
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大分県版総合戦略の基本目標・施策 KPI 達成状況 

【基本目標】 Ⅱ 仕事をつくり、仕事を呼ぶ 

【政策名】 県内各地で農林水産業や商工業、観光・ツーリズムなど、様々な分野に

働く場の確保 

施策名 

基本目標・重要業績評価指標（KPI） 

指標名 
基準値 平成 28 年度 H31年度 

目標値 H26 年度 目標値 実績値 達成度 

魅力ある仕事づくりによる新たな 

雇用創出数（人） 
－ 1,540 2,637 171.2% 4,300 

(1）農林水産業

における構造改

革の更なる加速 

農林水産業によ 

る創出額（億円） 
2,134 

(H25) 

2,150 

(H27) 

2,232 

(H27) 
103.8% 

2,180 

(H30) 

農林水産業への 

新規就業者数 

（人） 

325 
(H22～26 平均)

365 378 103.6% 415 

農林水産物輸出 

額（億円） 15 17 16.6 97.6% 20 

(2)農林水産業

におけるマーケ

ットインの商品

づくりの加速 

戦略品目の産出 

額（農林水産業）

（億円） 

821 

(H25) 

861 

(H27) 

903 

(H27) 
104.9% 

915 

(H30) 

(3)農林水産業

における経営マ

インドを持った

力強い担い手の

確保・育成 

中核的経営体数

(農業法人数) 

（経営体） 

671 823 781 94.9% 1,050 

 〃  

(認定林業事業

体数)  

（事業体） 

74 79 84 106.3% 85 

 〃  

(認定漁業士数) 

（人） 

217 225 231 102.7% 235 

(4)多様で厚み

のある産業集積

の推進 

中小製造業の製 

造品出荷額 

（億円） 

11,731 

(H25) 

11,966 

(H26) 

12,316 

(H26) 
102.9% 

12,952 

(H30) 

食料品出荷額 

（億円） 
2,719 

(H25) 

2,746 

(H26) 

2,767 

(H26) 
100.8% 

2,857 

(H30) 

医療機器製造業 

登録数（累計） 

（製造所） 

20 22 21 95.5% 25 

(5)未来に向け

た戦略的・効果

的な企業立地の

推進 

企業誘致件数 

（件） 
20 25 36 144.0% 25 

Ｃ－１
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施策名 

基本目標・重要業績評価指標（KPI） 

指標名 
基準値 平成 28 年度 H31年度 

目標値 H26 年度 目標値 実績値 達成度 

(6)チャレンジ

する中小企業と

創業の支援 

経営革新承認件 

数（件） 55 
(H23～25 平均)

72 96 133.3% 72 

創業支援件数 

（件） 385 
(H24～26 平均)

500 551 110.2% 500 

(7)商業の活性

化とサービス産

業の革新 

県の施策により

１人当たり労働

生産性が前年度

比 2％以上向上

したサービス産

業 関 連 企 業 数

（社） 

30 
(H25～26 平均)

36 57 158.3% 45 

(8)急速に進化

する情報通信技

術の普及・活用 

経営革新承認件

数のうちＩＣＴ

を 活 用 し た 数

（件） 

7 5 22 440.0% 10 

(9)産業人材の

確保・育成とワ

ーク・ライフ・

バランスの推進 

15～69 歳就業者 

数（人） 
521,000 507,000 531,300 104.8% 507,600 

(10)クリエイテ

ィブ産業への挑

戦 

クリエイティブ

産業育成の政策

に基づく、創造

的人材と企業と

の連携による商

品・サービスの

事業化件数（件） 

－ 12 12 100.0% 30 

(11)国内誘客の

推進と海外誘客

（インバウン 

ド）の加速 

県内宿泊客数 

（千人） 6,101 6,940 6,777 97.7% 7,100 

外国人宿泊客数 

（千人） 400 560 827 147.7% 800 

ツーリズムおお

いたホームペー

ジ訪問数（万回） 
122 160 172 107.5% 240 

(12)おんせん県

おおいたの地域

磨きと観光産業

の振興 

観光入込客数 

（千人） 
17,563 

(H25) 

19,000 

(H27) 

20,587 

(H27) 
108.4% 

20,150 

(H30) 

観光消費額 

（億円） 2,072 

(H25) 

2,160 

(H27) 

2,146 

(H27) 
99.4% 

2,357 

(H30) 

- 2 -



Ｃ－２
大分県版総合戦略のアクションプラン（抜粋）
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Ｃ－３

大分県農林水産業振興計画の主要指標
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用語集

■アルファベット

○ＡＲ（Augmented Reality）
拡張現実。コンピューターを利用して、現実の風景に情報を重ね合わせ

て表示する技術。

○ＩＣＴ（ Information and Communication Technology）
情報通信技術。情報処理や通信に関連する科学技術の総称。

○ＩｏＴ（ Internet of Thigs）
世の中の様々なモノをインターネットに接続し、ネットワーク化する技

術のこと。

○ＭＩＣＥ（Meeting Incentive Travel Convention Exhibition）

企業などの会議（ Meeting）、企業などの行う報奨・研修旅行（インセ

ンティブ旅行： Incentive Travel）、国際機関・団体、学会などが行う国際

会議（ Convention）、イベント、展示会・見本市（ Event、 Exhibition）

の頭文字のこと。多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総

称。

○ＳＮＳ（Social Networking Service：ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）

登録された利用者同士がインターネット上でメールや掲示板等様々な

機能を使って交流できる会員制サービスのこと。

○Ｗｉ－Ｆｉ

パソコンやスマートフォンなどの機器を無線でデータをやりとりする

ネットワークに接続する技術。

■ア行

○医療機器製造業登録数

「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」

に基づき、医療機器製造業として登録を受けた製造所の数。

Ｄ－１
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○インキュベーション機能

起業の支援、創業間もない企業、中小企業の事業が軌道に乗るように支

援する機能のこと。

○おおいたスタートアップセンター

創業を目指す者、創業後の成長を目指す者を強力にサポートするために、

平成 27 年に大分県ソフトパーク内に設置した創業支援拠点のこと。

○おおいたツーリズム大学

ツーリズムに取り組んでいる人や、これから取り組もうとしている人が

抱える課題や悩みに対し、講義や体験・視察、議論を通じて、今後の取り

組みの方向性や解決策を得ることを目的とした課題解決型の講座。 

○おおいた豊後牛

大分県で肥育された黒毛和種のこと。原則 36 ヶ月齢未満で、肉質等級

は２等級以上の牛肉。 

○オレイン酸

牛肉の脂肪中に存在している不飽和脂肪酸であり、その割合が多いもの

は口溶けや風味がよいといわれている。

○おんせん県おおいたデスティネーションキャンペーン

県内観光関係者や県、市町村とＪＲグループ６社等が協力し、旅行会社

等の協力を得ながら平成 27 年７月から９月にかけて全国から誘客を行っ

た国内最大規模の観光キャンペーン。

■カ行

〇観光地域磨き、観光素材磨き

 地域住民が自信と誇りを持ち地域づくりを進めていくことで、観光客に

感動を与えその地域への関心を深めてもらうために、地域が企画する観光

商品の素材として、自然や歴史、農林水産物や加工品、郷土料理や地域に

伝わる伝統文化などの多様な地域の資源を磨くこと。 

○キャトルブリーディングシステム

農家で分娩した牛の母子を施設へ預託することで、畜舎を増築すること

なく預託中の空きスペースを活用して増頭ができるシステム。母牛の繁殖
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管理、子牛の哺育・育成などの煩雑な作業を施設が一元管理することによ

り農家の省力化も期待できる。 

○クラウドファンディング

資金を必要とする事業者と資金提供者をインターネット上で結びつけ、

多数の資金提供者から少額ずつ資金を集める仕組みのこと。

○クリエイター

デザイナー、イラストレーター、フォトグラファーなど創造的な仕事を

している人。創作者、制作者。

〇クリエイティブ産業 

大分県内のあらゆる産業において、クリエイティブな発想や考え方を取

り入れ、またはそれらの能力を有する人材と協働することで、競争力の高

い商品・サービスの創出や、新規マーケットの開発に繋げていくこと。 

○経営革新計画

事業者が、新たな事業活動を行うことにより、その経営の相当程度の向

上を図る計画のこと。 

○経常的経費

人件費・扶助費等の義務的経費及び所属の運営等に要する旅費・消耗品

費等の経常・一般経費並びに政策予算に準じる経費

■サ行

○再生可能エネルギー

自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギー。有

限でいずれ枯渇する化石燃料などと違い、自然の活動によってエネルギー

源が絶えず再生、供給され、地球環境への負担が少ない。新エネルギー（中

小水力・地熱・温泉熱・太陽光・風力・バイオマスなど）、大規模水力、

波力・海洋温度差熱などのエネルギーをさす。 

○「Ｔｈｅ・おおいた」ブランド

おおいたの顔となるかぼす、おおいた豊後牛、乾しいたけ、関あじ、関

さばなどの農林水産物と自然環境や景観、歴史、文化を組み合わせ、様々

な付加価値を高めることによって「おおいた」を総合的にイメージさせる
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地域ブランドのこと。 

○坐来大分

おおいたブランドを首都圏に確立するための情報発信や販路拡大など

の拠点として、東京銀座で県産食材を使った料理を提供するレストラン運

営を中心に、食に情報をのせて大分県の情報を積極的に発信する本県のフ

ラッグショップのこと。 

○産学官連携推進会議

県内企業と大学等の円滑な連携を推進し、県産業の技術力の向上や新た

なビジネス展開の促進、人材の育成を図ることを目的に、昭和63年６月28

日に大分県工業団体連合会に設立された産学官懇談会。 

○シェアリングエコノミー

個人等が保有する活用可能な資産等を、インターネット上のマッチング

プラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化活動。 

○指導農業士

現に優れた農業経営を行いつつ農村青少年の育成に指導的役割を果た

している者で、知事が認定した農業者。

○集落営農

集落などの地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が、農地利用あ

るいは農業生産過程の一部または全部について、共同化・統一化に関する

合意のもとに実施する営農形態。 

〇集落営農法人

集落合意の上で設立された担い手組織を集落営農組織といい、そのうち

農事組合法人、株式会社等の法人形態を採る組織をいう。集落営農組織は

任意団体も含み、一つの集落に複数あっても構わない。本監査で、「集落

営農法人等」という場合は、集落営農組織と同義である。また、「集落の

中心となる担い手経営体」(中心経営体)という場合は、集落営農組織を含

む概念となる。 

○食品オープンラボ

加工食品の開発や技術人材の育成を図る目的で産業科学技術センター
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内に開設。一連の製品開発プロセスである製造、殺菌、充填や試作品の簡

易評価・分析ができる専用の機器を利用することができる。 

○新規就農者

新たに農業に就業した者で、15 歳以上 65 歳未満かつ年間 150 日以上農

業に従事することが見込まれ、農業を主とし他産業を従とする者のこと。

農業法人の構成員や農業法人へ雇用就農した者も含む。 

○スマートコミュニティ

様々な需要家が参加する一定規模のコミュニティの中で、再生可能エネ

ルギーやコージェネレーションシステムといった分散型エネルギーを用

いつつ、IoT や蓄電池制御等の技術を活用したエネルギーマネジメントシ

ステムを通じて、地域におけるエネルギー需給を総合的に管理し、エネル

ギーの利活用を最適化するとともに、高齢者の見守りなど他の生活支援サ

ービスも取り込んだ新たな社会システム。 

○政策的経費

新長期総合計画に掲げる新たな政策の展開にあたり、県政推進指針に沿

って創意工夫を凝らした新規事業及び政策検討が必要な経費。

○戦略品目

本県の地理的条件を生かし、変化する消費者や実需者のニーズに的確に

対応しながら、将来にわたって農林水産業を牽引する品目。

■タ行

○大規模リース団地

農業公社や農業協同組合などが事業実施主体となり、大規模な園芸施設

団地の整備を行い、新規就農者などの入植者にリースするもの。

○地域活性化総合特区

先駆的取組を行う実現可能性の高い区域に国と地域の政策資源を集中

するために平成 23 年に内閣府が設けた総合特区制度のうち、地域資源を

最大限活用した地域活性化の取組による地域力の向上を目的とする総合

特区のこと。区域限定の規制緩和や国の財政支援などが受けられる。 
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○地域牽引企業

持続的な成長を通じて地域の雇用や産業活力を生み出し、県経済をリー

ドする地場中小企業のこと。

○地域資源

地域の特産物として相当程度認識されている「農林水産物」または地域

の特産物である「鉱工業品・その他生産技術」、「文化財・自然の風景地・

温泉など地域の観光資源」のこと。 

○畜産クラスター協議会

地域の関係者（畜産農家、地方公共団体、農業協同組合、畜産関連業者

など）が連携し、畜産の収益性向上に取り組むために設立する協議会のこ

と。 

〇ツーリズム

 広い意味では観光旅行(楽しみを目的とする旅行一般)と同義だが、行政

的にツーリズム戦略等という場合の「ツーリズム」には、単なる観光では

なく、多くの観光客がその地を訪れることにより、地域が磨かれ、そこに

住む人々が自らの土地に誇りを持ち暮らしも向上し、来る人（観光客）も

住む人も満足できる「観光による地域づくり」を意味する言葉である。 

■ナ行

○認定農業者

他産業従事者並の所得目標を目指す農業経営改善計画を作成し、農業経

営基盤強化促進法に基づき、市町村長から認定を受けた農業者。

○農業法人

農業を営む法人の総称。会社法人と農事組合法人の 2 つのタイプがある。

また農地の権利取得の有無によって、農業生産法人と一般農業法人に大別

される。 

○農地中間管理事業

農地の集積と集約化を推進し、意欲ある担い手に農地を貸し出すことに

より、生産コストの削減を図ることを目的とする事業。
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〇農地の分散錯圃 

農業経営者が管理している農地が、広く分散・点在している状況のこと。

圃場が分散しているため、農機具の移動による作業時間のロスや、機械運

搬による事故のリスクも高まる。大規模経営体のコスト増が経営上の課題

となるケースが多い。 

○農林水産業による創出額

農林水産業産出額に加工等による付加価値額と日本型直接支払制度交

付金額等を加えた額を表す、県独自の造語。

■ハ行

○肥育牛預託貸付制度

素牛価格の高騰に対し、肥育農家の規模拡大を後押しするため、（株）

大分県畜産公社が肥育牛を貸し付ける制度のこと。

○東九州メディカルバレー構想

東九州地域において血液や血管に関する医療機器産業の一層の集積と、

この集積を活用した地域活性化を促進することを目的として、平成 22 年

に宮崎県と共同で策定した構想。正式には「東九州地域医療産業拠点構想」。 

■マ行

○マーケットイン

市場や購買者などの立場に立って、市場などが必要としている商品を生

産・販売しようとする考え方。

○民間創業コミュニティ

民間事業者が創業支援のために賃貸オフィスなどを使って行っている

取組。 

■ラ行

○労働生産性

労働者１人当たりがどれくらいの付加価値を生み出しているかを示す

指標。付加価値額は営業利益と人件費等の総和。
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○六郷満山文化

国東半島では古くから来縄、田染、国東、武蔵、安岐、伊美の六つの郷

が開けており、多くの天台宗寺院が成立していた。これらの寺院群は、学

問をするための本山、修行を行うための中山、布教をするための末山に分

けられ、合わせて満山と呼ばれていた。このことから国東半島の天台宗寺

院を六郷満山と総称するようになり、ここに華ひらいた独特の仏教文化を

六郷満山文化と呼ぶ。 

○６次産業化

農林水産業者が生産物を自ら加工・販売することにより、新たな付加価

値を産み出す取組のこと。農林水産物の生産（第一次産業）、加工（第二

次産業）及び流通・販売（第三次産業）を一貫して行うことから６次産業

化と称される。 

○６次産業化サポートセンター

（公財）大分県産業創造機構内に開設した６次産業化の総合相談窓口の

こと。６次産業化を目指す農林水産業者を対象として加工や販路開拓など

の専門家（６次産業化プランナー）を派遣し、事業計画の策定や事業化に

向けた支援を行う。 
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